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序章  分析の視角 と手法

1 問題の所在

バ ブル経済崩壊以降、日本経済 は 「失 われ た 20年 」とも言われ るよ うに、低

迷が続 いてい る。また財政 も危機 的状態が続 いてお り、90年 代 中頃か ら続 く悪

化傾 向に歯止 めがかか らない。地域経済や地方 自治体の行財政運営 をめ ぐる状

況 については、少子高齢化 の さらな る進展 、経済成長 の鈍化、 グローバル化 の

進展 な ど、その取 り巻 く環境 が大 き く変化 してい る最 中にあ り、大 きな転換期

を迎 えてい る。 また交通イ ンフラの整備や技術 の高度化 の進展 によつて、地域

間経済取 引が活性化 して きてい る。一方、少子化 の進展 な ど人 口動態 の変化 は、

多 くの地域経済 に とって負 の影響 を もた らしてい る。地方部の経済活動 の衰退

は、住民生活水準の低 下 を招 き、地域 間格差 の拡大 に もつ ながつてい る。 また

地方 自治体 の行財政運営 においては、厳 しい財政運営 に直面 してい る地方公共

団体が多い。 その要因は地方 自治体 の規模や態様 によつて様 々であ るが、財政

状況が危機 的 にある団体では、特 に経済成長 と財政 の持続 可能性 の両面 に配慮

した行財政運営が求 め られ てい る。

こ うした状況 か ら、マ クロ経済や国の財政 の動 向だ けでな く、「地域」に焦点

を当て、地域経済の安定成長や地方財政 の持続可能性 について検討す ることは、

近年特 に重要 になつて きてい る とい える。政策運営 の 目標 として、短期的 な経

済動 向や財政収支の改善 を図 るだけでな く、長期的 な視点か ら、国 と地方 の制

度設計 について、 旧来 の地方財政制度 か ら脱却 し、抜本的 な財政構造改革 を実

現す ることが求 め られ て きてい る。政府 において も、地域 主権戦略会議や地方

制度調査会 において国 と地方の関係 をめ ぐる制度改革 の検討 が行 われ てい る。

これ らは地方分権 を推 し進 め、これ までの国 と地方の関係 を見直す ことに よ り、

地方 自治体の財政運営 の効率化 をね らい と した改革 である。

国 と地方 自治体の関係 については、 1947年 に地方 自治法が施行 され て以降、

ほ とん ど大 きな変化 を見ないまま推移 して きた。改革 の端緒 となったのは、1995

年 に設置 され た地方分権推進委員会 による国 と地方の法的 関係 の整備 であ り、



同委員会 の勧 告 によつて 1999年 に制定 され たいわゆる地方分権一括法である。

地方分権一括法の施行 に よ り、国 と地方 は対等・協力の関係 とな り、住民 に身

近 な行政 は地方が行 い、国は国家存立や全国的視点 を要す る行政 を行 うとい う

原則 の もと、地方 自治体が 「国の事務」 として行 つていた機 関委任 事務 の廃止

な どが実施 され た。 これ によ り国 と市町村 の間に都道府 県が介在す る必然性 は

な くな り、県が市町村 を統括す る役割 (の 一部)が 軽減 され ることとなつた。

同 じ時期 に、国の財政 に関 して も小泉政権 において構造改革が行 われ始 めた。

2001年 に経済財政諮 問会議 が設置 され 、「経済財政運営 と構造改革 に関す る基

本方針」 (い わゆる 「骨太の方針」)が 以後継続的に編成 され るこ ととなつた。

その内容 は、民営化・規制改革、財政改革 な どを含む 7つ の改革 プ ログラムか

ら成 ってお り、そのなかで国 と地方 の関係 について も 「地方 自立 0活 性化」 と

してプ ログラムの一つ に掲 げ られていた。 この 目的 は、地域で展 開す る行財政

は地域 の負担 によって行 うとす る地域 の財政的な 自立であった。先 に述べた地

方分権一括法 の施行 では税源移譲や補助金改革 な どが進 まなかつたが、2003年

度 の骨太の方針 では 「三位一体改革」の内容 が明示 され 、2004年 度 か ら 2006

年度 にか けて実施 され た。三位 一体改革 に よ り、国庫補助負担金 の整理 と地方

へ の税源移譲 による地方分権 と、地方交付税 の削減 に よる財政再建 が同時 に行

われ るこ ととなった。 また この頃、広域化 に よる財政支 出の効率化 と地方分権

の推進 を 目的 として政府 主導 に よる市町村合併 が各地 で行 われ るよ うにな る。

さらに、地方制度調査会や地方分権 改革推進委員会の提言 もあ り、地方分権 改

革 の推進お よび道州制導入 に向けた議論 が活発化 し始 めた。

その後政権与党が 自民党か ら民主党 に代 わつてか らも、国 と地方 の関係 をめ

ぐつては、「地域主権 改革」として地方分権 改革推進計画の設定や地方行財政検

討会議の設置 といった形 で取 り組みが行 われ て きた。

また近年 では大都 市制度 の見直 しについて も、地方制度調査会 にお いて議論

が行 われ始 めた。現在 の大都市制度 は、成 立 してか ら長 らく時間が経過 してお

り、制度 自体が経済社会環境 の変化 に対応 していない とされてい る 1。 また地域

によっては、事業 の重複 な ど非効率が生 じてい ることも しば しば指摘 され てい

l指 定都 市 市長 会 (2009)な ど。



る。 これ らは画一的 な大都 市制度が現在数多 く存在す る政令指定都 市の多様性

に対応 で きていない ことによる とされ、制度改革 の必要性 が述べ られ てい る。

国だけでな く、地方 において も「大阪都構想」「中京都構想 」とい つた新 しい制

度構築 に向けた具体的 な動 きが出始 めてい る。 これ らの動 きは一地方 での政策

動 向を契機 として国に対 して制度 のあ り方の見直 しを迫 る動 きであ り、注 目を

集 めてい る。

こ うした国 と地方 の関係 をめ ぐる制度 を取 り扱 つた研 究 は これ までに数多 く

の蓄積 がある。 土居 (2000)は 中央集権 と地方分権 のいずれ が望ま しいのかにつ

いて政治経済学 の手法 を用いて検討 が行 われ てい る。赤井・佐藤・ 山下 (2003)

は地方交付税制度 を中心 に国 と地方 の関係 について数量分析 が行 われてい る。

現行 の地方交付税制度 は持続 困難 で あ り、ナ シ ョナル ミニマムを限定 した上で

国か らのブ ロック補助金 で賄 うとい う新制度 が提案 され てい る。佐藤 (2011)で

は望 ま しい地方税制 のあ り方 を中心 に、国か ら地方への財政移転 まで含 めた地

方制度改革案 の提言が行 われ てい る。西川 (2011)は 地方交付税制度 について地

方 自治体の意思決定に与 えてきた ミクロ的影響 とその結果生 じるマ クロ的 な格

差 について明 らかに した上で、留保財源 率の見直 しを行 うべ き との提言が行 わ

れ てい る。

本稿 では、 これ らの先行研 究で明示的 に取 り扱 われ ていない、地域経済 と地

方財政 との相互依存 関係 に着 目し、国 と地方 の制度 について検討 を行 つてい く。

特 に本稿 では①政府 間財政 関係 、②都道府 県制度 、③大都 市制度 について検討

を行 う。 これ らについて、経済・財政への効果 を定量的 に分析す ることに よつ

て、今後 の中央政府 と地方政府 の関係 の望 ま しいあ り方 を考察す るための手が

か りを提示す る。

第一 は、政府 間財政 関係 の見直 しである。地方政府 は、中央政府 か らの コン

トロール を強 く受 けてい るが、その関係 を見直す ことに よる経済・財政への影

響 について検討 を行 う。

第二は都道府 県制度 の見直 し、言 い換 える と道州制 を検討す ることである。

道州制 の導入 の最 も大 きなメ リッ トのひ とつ として、道州 が これ までの地方政

府 よ りも大 きな権 限 を有す ることに よ り、地方 の実情 に合致 した政策運営が可

能 となる点が挙げ られ る。 また、県 を統合 し広域化す ることによ り、 これ まで



都道府県が取 り扱 っていた行政事務 に関す る財政支 出の効率化 も期待 で きる。

第二は、大都 市制度 について検討す る2。 ここでは大都 市制度改革 と して政令

指定都 市の区域 を再編 し、現在 の市 と同等 の権限 と財源 を与 えるこ とを考 える

(以 下では これ を 「分市」と呼ぶ ことにす る )。 分市のメ リッ トと して、住 民に

身近 なサー ビスについては住民の選好 に応 じて効率的 に配分 を行 えること、ま

た財政支 出の効率化 を図 ることがで きる とされ る。本稿 では特 に財政支出の効

率化 に着 目し、検討す る。

本稿 の最大の特徴 は、地域経済 と地方財政 の相互依存 関係 を踏 まえなが ら、

国 と地方の制度 の見直 しの影響 を数量的に捉 える とい う点である。 このために

分析手法 としてマ クロ計量モデル分析 を用いてい るが、 これ については次節 で

述べ る。

2 分析手法

国 と地方の関係 の見直 しや、地域経済 にお ける行財政運営 の経済や財政 に与

える影響 につ いて、定量的 に明 らか にす るこ との必要性 は高い。制度改革 の方

向性 を検討す るにあた っては、経済 と財政 の関係 を整合的 に分析す るツール が

必要 となる。 こ うした 目的 に資す る分析 ツール のひ とつ と して、マ クロ計量モ

デル がある。 マ クロ計量モデル による分析 では、過去のデー タに基づ く推 定式

に よつて構築 された連 立方程式体系 をもとにシ ミュ レー シ ョンが行 われ る。分

析結果 は経済変数 の動 き として定量的に捉 え られ、 これ に よ り政策効果 な どの

影響 を計測す ることができる。

表 序-1は財政部 門を内生化 したマ クロ計量モデル の主要先行研 究 を一覧 に

した ものであ る。 この分野では市川・林 (1973)が 先駆的 な研 究であ り、その後

森 口ほか (1979)な ど多 くのモデルが構築 され て きた。

2ぃ ゎゅる 「大都 市制度」 と言 う場合 には政令指定都 市以外 に も特例市や 中核

市 も含 まれ るが、政令指定都市 に比べ る と制度改革 の影響 は小 さい と考 え られ

ることか ら、本稿 では分析 の対象 としない こ ととす る。す なわち、本稿 で言及

す る 「大都 市制度改革」 とは政令指定都 市制度 の改革 を指す。



著 者 発表年 期 間 シナリオ

市川・林 63Ql…66Q4 税率変更の乗数効果

森口ほか 1979ほか 1971-1985 所得税減税、法人税減税、利子課税強化、消費税導入

］厚 1987-2025 将来推計

稲田ほか 1980-1988 年金水準の引き上げ

藤川 1994-2000 人口高齢化加速、消費性向低下、労働力率増加

吉 田・霧島 1995-2025 政府支出抑制、消費税増税、医療費効率化、年金保険料引上げ、年金給付引下げ

佐倉 2001 1990…1997 社会保障給付の増加、財源の変更

加 藤 2001 1999-2050 技術進歩、年金改革(支給開始年齢の引き上げ、給付水準削減)、 政府支出抑制

土曽淵ほか 2002 1999-2050 年金制度改正、物価上昇、生産性上昇

本 田 2000-2100 福祉政策、歳出構造転換、税制改革、地方交付税削減、消費性向、金利政策、高齢者雇用促

進

‖聾甫 2009 2007-2030 乗数テスト、中期の財政収支の均衡化、供給型モデルによる潜在成長率の推 計 、ISバ ランスの

推計

Jし ,甫 ほか 5年間 公的固定資本形成、消費税率、名目金利、為替レートの乗数効果

上田口杉浦 2010-2025 将来推計

佐藤・加藤 2005-2030 基礎年金の全額消費税化、旧老人保健制度の維持、人口推計パターンの変更 など

内閣府 2010…2023 成長戦略シナリオ

表 序-1 財政部 門 を内生化 したマク ロ計量 モデルの先行研究

(注 )時 系列順 に記載 してい る。

(出 所 )筆 者 作成

マ クロ計量モデル を用 いた分析では、経済状況や制度 との整合性 を保 ちなが

ら、経済・財政運営の方針 に基づ く見通 しを確認す ることができる。 ただ し、

過去の一定期 間の関係 に基づ く推計結果 を用 い るため、いわゆるル ーカス批判

(Lucas critique)に おいて指摘 され てい るよ うに、家計行動や企業行動 に関す

る ミクロ的基礎付 けが十分でない とい う問題 点が指摘 され る 3。 パ ラメー タの頑

健性等 に疑間がある他 、将来期待 の欠如 (フ ォ ワー ドル ッキング・ タイプ を除

く)や 定式化 の恣意性 な ど課題 は多い。マ クロ経済 に関す る理論 の発展 に伴 い、

様 々なモデル が考案 され てい るが、その多 くは抽象度 が高いモデル となつてい

る。一方、将来 の経済 の姿に関す る具体的なシ ミュ レー シ ョンや経済政策 の具

体的 なあ り方 についての定量的な分析 を精緻 に行 うためには、経済及び財政 の

全体の姿 につ いて、様 々なマ クロ変数間の関係 の整合性 を保 ちなが ら、可能 な

3 Lucas(1976)。



限 り現実の経済や財政 に関す る制度お よびデー タを踏 まえた計量モデル の構築

が必要 とな る。

こ うした点 を踏 まえた うえでマ クロ計量経済モデル を活用す る際の利 点 とし

ては、以下の三点が考 え られ る。第一 に、将来展望 を行 う場合 に多様 なシナ リ

オに基づいた シ ミュ レー シ ョンが可能 であることである。第二 に、連立方程式

体系 として構築 され てい ることによ り、結果 と して得 られ る経済変数 (GDPや

債務残高等)や それ らの相互依存関係 が明示 され ることで ある。第二は、モデ

ル が柔軟 であってブ ロ ックの拡張、構造方程式の加 除な どが容易 で あるこ とで

ある。

こ うした利 点 を鑑み る と、政策評価や経済予測 を行 うに際 し、財政支出や税

な どの現実的 な制度 に関 して条件 を様 々に設 定 したシ ミュ レー シ ョン分析 にお

いて、マ クロ計量モデル分析 は今 なお有意義 である と考 え られ る。政策分析 ツ

ール としてマ クロ計量モデル を用い ることに よ り、政策決定 に客観 的な分析結

果 を提示す ることがで きる。

ここまで、国のマ クロ経済モデル の先行研 究 を中心 に述べて きたが、地域経

済お よび地方財政 につ いて も同様 に地域マ クロ計量モデル を分析手法 として用

い ることが出来 る。地域マ クロ計量モデル では、国内他地域 との経済取引であ

る移 出入 が存在す るこ と、物価 な ど当該地域 内のみで決定 しない経済変数 が存

在す ること、地方財政 については中央政府 か らの財政移転 が存在す ることな ど、

国全体 を取 り扱 うマ クロ経済モデル と構造 が異 なる部分 も存在す る。 ただ しこ

れ らの差異 はモデル の構造 が異 なる とい うだ けで、上述 したマ クロ計量モデル

を活用す る利 点 は、地域マ クロ計量モデル において も共通 した利 点である。地

域マ クロ計量モデル を構築 した既存研 究には、内閣府 で構築 され てい る都道府

県経済財政モデルや井 田 (1999)な どがある。 これ らの研 究では、都道府県 を対

象 として、地域経済 と都道府 県財政 を内生化 した地域マ クロ計量モデル が構築

され てお り、経済や財政 の先行 き見通 しが示 され てい る。

本稿 では、研 究の 目的である国 と地方 の制度 改革 の経済 と財政へ の影響 を検

証す るにあた つて、経済 と財政 の相互関係 について分析す る必要が あること、

また制度 をで きるだ け精緻 に描写 したモデル が求 め られ ることか ら、分析手法

として、マ クロ計量モデル を採用 してい る。 ただ し、本稿 で検討す る各改革案



をひ とま とめに して分析 で きるよ うな一元化 したモデル は大規模 とな り、 コン

トロール が きわめて困難 である。分析 の 目的 に応 じて様 々な計量モデル を構築

し、網羅的 に検討す る とい うアプ ローチが一般 的である。 そ こで本稿 において

も、各改革案 に適 した地域マ クロ計量モデル を個 々に開発 し、分析 を行 うこと

とした。

3 本稿の構成

本稿 では、 1で 述べた国 と地方の制度 の見直 しを行 うこ とによる経済 0財 政

への影響 につ いてマ クロ計量モデル によるシ ミュ レー シ ョン分析 を前提 に議論

が進 め られ る。構成 は以下の通 りで ある。なお図序-1は 、本論文 の構成 を図示

した ものである。

第 1章 「政府 間財政 関係 の見直 しの経済・財政へ の影響」では、現在 の財政

制度 を維持 した場合 と政府 間財政関係 の見直 しを行 つた場合 に経済お よび財政

の見通 しが どの よ うに推移す るのか について検討す る。分析 に用 い るモデル は、

中央政府 と地方政府 にお ける財政移転 をモデル に織 り込んだ 日本経済財政モデ

ル を構築す る。モデル の特徴 として、供給主導型 のマ クロ計量モデル を構築 し

高齢化 の進行 のマ クロ経済への影響 に反映 してい る点、国の財政 と地方財政 の

それぞれ について SNA一 般政府所得支出勘定 をベー ス と した SNA財 政 ブ ロック

と国 と地方 の財政制度 をベー ス とした制度財政ブ ロ ックを連動す る形 としてい

る点が挙 げ られ る。

第 2章 「需要面か らみた道州制下 にお ける公共投資の地域経済への影響」・第

3章 「供給面か らみた道州制下 にお ける公共投資の地域経済 0厚 生への影響」

では、都道府 県制度 の見直 しについて取 り上 げてい る。 第 2章 では、道州制 の

導入 を前提 として、公共投資の需要面へ の効果 (景 気浮揚効果)に ついて、地

域 ごとの違 いについて検討す る。地域経済 にお ける公共投 資の効果 を計測す る

際 には、いわゆるス ピル オーバーが問題 とな る。特 に昨今 の地域経済 において

は圏域 を超 えた経済取 引が活発化 してお り、移 出・移入 を考慮す る必要性 が高

まってい る。本章で構築す るモデル では、地域間の経済取 引を考慮 した地域計

量モデル を構築す るこ とによつて、公共投資 の経済へ の影響 について 自地域 で



の効果だけでな く、移 出・移入 を通 じた他地域への影響お よび他地域 か ら再び

自地域 に与 える影響 も計測 できるよ うな構造 となつてい る。

第 3章 では、道州制 の導入 の効果 として捉 え られ る都道府 県の統合 による財

政支出の縮減や公共投資の分権化 に よつて、地域経済お よび地域住 民の厚生 に

どの よ うな影響 をもた らす のかについて、九州地域 を分析対象 として定量的分

析 を行 う。分析手法 として地域経済 の供給サイ ドの動 きに着 目したモデル を構

築 し、道州制導入 に よる財政支 出の削減効果や公共投資の分権化 の効果 につい

て定量分析 を行 つた鈴木 (2009)の 結果 をもとに、域 内総生産へ の効果や地域厚

生水準 に及 ぼす影響 を定量的 に分析す る。 なお、道州制 の導入 にあたつては、

中央政府 と道州 の関係 だ けでな く、基礎 自治体 のあ り方 も検討す る必要がある。

しか し前述 した道州制導入 のメ リッ トである分権化・広域化 には直接 的に影響

しない と考 え られ るため、本稿 では取 り扱 っていない。

第 4章 「大都 市制度改革 による財政支出の効率化」0第 5章 「大都 市制度改革

の地域経済・財政へ の影響」では、大都市制度見直 しの一例 として、大阪市で

分市 を行 つた場合 の経済・財政への影響 を中心 に検討す る。大都市制度改革 の

中で も分市 を取 りあげ るのは、大都 市 にお ける財政支出の効率化の方策 として、

特定の地域 に固有 に生 じてい ることではな く普遍的な問題 として捉 え られ るた

めである。 大阪市 を分析対象 とす るのは、大阪府市では歴 史的経緯や地理的要

因か ら大都 市制度 の問題 が顕著 に表れてお り、制度改革 の効果 を判 断 しやす い

と考 えたためである。

まず第 4章 において、 目的別費 目ごとに歳 出関数 を推定 し、その推 定結果 を

用いて大阪市 を分市 した場合 の財政支出の削減可能額 について推計 を行 う。 そ

の上で第 5章 では、大都 市制度改革 によつて経済や財政 に対 して どの程度 の影

響 があるかについて、大阪府・大阪市 を対象 としたモデル を構築 し、シ ミュ レ

ー シ ョン分析 に よ り検討す る。モデル の構造 は、大阪府経済ブ ロ ック と、大阪

府 と大阪市それぞれ について地方財政制度 を費 目ごとに精緻 に定式化 を行 つた

財政ブ ロックが相互 に関係す る形 となつてい る。 また分市のシ ミュ レー シ ョン

を行 うために、大阪市 を三地区に分割 した制度 改革モデル も構築 してい る。

おわ りにでは、 これ までのま とめ と残 され た課題 について述べてい る。



図 序-1 本 論 文 の構 成
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第 1章  政府間財政関係の見直 しの経済 口財政への影響

一 日本経済財政計量モデル による分析 一

1 本章のね らい

本章では、経済 0財 政 の相互依存 関係 を制度 に基づ く形 で描 写 した 日本経済

財政 中期モデル を構築 し、現在 の財政制度 を維持 した場合 に将来の経済・財政

が どの よ うに推移す るのかについて検討す る。特 に財政制度 について、制度財

政 と SNA財 政 の両者 を兼ね備 えてい る点、中央政府 と地方政府 の移転 関係 を明

示的 に組み込 んでい る点がモデルの特徴 となつてい る。

国 と地方の関係 か ら日本 の財政構造 をみ る と、中央政府 か ら地方政府への財

政移転の規模 が大 きい点が特徴 であ る。一般政府 内の資金 の流れ を検討す るに

あた り、一般政府全体 の基礎的財政収支の改善 を図 る とい う視点は重要である。

日本経済・財政 の状況 をみ る と、景気 の低迷 に伴 う税収 の停滞 と、歳 出の増加

によ り、財政 は悪化 が続 いてい る。わが国が抱 える長期債務残高 は、2010年 度

末時点で国・地方合 わせ て約 862兆 円、名 目 GDP比 では 181%に も及ぶ。 この点

について本章では、政府部門間の財政移転 の状況 を踏 まえなが ら『 国民経済計

算』(以 下、国民経済計算 を SNAと 表記す る)に 掲載 され てい る一般政府所得支

出勘定 と連動す る制度財政モデル を織 り込んだマ クロ計量モデル を構築 し、経

済お よび財政 の見通 しについて検討す る。

これ まで先行研 究 において開発 され て きた財政部 門を内生化 したマ クロ計量

モデル では、一般政府 をひ とま とめ として取 り扱 っているモデル が多い。一般

政府 を中央政府 0地 方政府・社会保 障基金 に分割 したモデル を開発 してい る先

行研 究には、加藤・稲 田 (1995)が ある。 しか し加藤 ・稲 田 (1995)で は、中期的

な経済予測 を行 うシステ ムの中の一つのブ ロ ック として開発 され た経緯か ら、

財政モデル の開発 自体 に主眼が置かれてお り、一般政府 の部門間の経済取 引に

関す るシ ミュ レー シ ョン分析 は取 り組 まれ ていない。 またマ クロ経済 に関す る

変数 は、モデル外 か ら与 え られ る形 となつてい る。他方、制度財政 と SNA財 政

を取 り扱 った研 究 には森 口ほか (1980)が あるが、それ 以降 は開発 され ていない。



制 度 財 政 と SNA財 政 の相 互 関係 につ い て調 査 を行 つた研 究 と して本 間 ほか

(1989)が ある。

本章で構築す るモデル では、供給主導型 のマ クロ計量モデル と財政モデル を

接続 してい る。財政 については、国の財政 と地方財政 のそれぞれ について SNA

一般政府所得支 出勘定 をベー ス とした SNA財 政ブ ロ ック と国 と地方 の財政制度

をベース とした制度財政ブ ロックを連動す る形 で方程式体系 を構築 してい る点

が特徴 である。 SNAの 一般政府所得支出勘定 は、マ クロ経済ブ ロック との連動

を検討す る際 には、同 じ SNAの ルール の もとで作成 され てい るため都合 が よい。

しか し財政制度 の変化 の影響 を検討す る際 には、歳 出 0歳 入 に基づ く形で集計

され ていないため、取 り扱 いが困難 となる。 そ こで本章では、制度財政ブ ロ ッ

クを別途作成 し、これ を SNA財 政 ブ ロック と連動 させ る形 とした。これ によ り、

財政制度 にかか る変数 の動 きに よる影響 を検討す る場合 には、その影響 が制度

財政 ブ ロックを通 じた うえで SNA財 政ブ ロックに現れ るこ とになる。

そ して このモデル を用 いて、まず 2012年 時点での財政制度 を維持 した場合 の

将来 にお ける経済・財政 の見通 しについて示す。 その上で財政 の持続 可能性 の

確保 を 目的 として税財政制度 に関す るシナ リオ を想 定 し、 シ ミュ レー シ ョンを

行 う。特 に歳 出削減 とい う観点か ら、政府 間財政関係 の制度である国庫支 出金

制度 と地方交付税制度 を取 り上げ、 これ らの制度変更 を行 つた場合 に経済お よ

び財政 に与 え る影響 についての計測 を行 う。

本章の構成 は以 下の通 りである。2節 では、 日本 の経済・財政 の現状 と内閣

府 の直近 の経済財政見通 しについて述べ る。 次 に 3節 において経済財政 の中期

見通 しに関す る先行研 究 と本章で構築 したモデル の概要 について述べ る。4節

では財政移転改革 シ ミュ レー シ ョンの分析結果 について説 明す る。 5節 はま と

め と残 され た課題 につ いて述べてい る。

2 日本の経済・財政の現状 と政府間財政移転

わ が国 が抱 え る長 期 債 務 残 高 は、図 1-1の よ うに、2009年度 末 時 点 で 国・地

方合 わせ て約 853兆 円、名 目 GDP比 で は 180%と 世 界 に も類 を見 ない規模 とな つ

て い る。た だ しそ の 内訳 は 、国 の長 期 債 務 残 高 は 646兆 円 (対 名 目 GDP比 138。 1%)、



地方 の長期債務残高 は 197.9兆 円 (同 41。 7%)で あ り、国の債務 の比率が高 く

なってい る。 また国の債務 は増加ペー スに歯止 めがかかっていないが、地方分

については近年横 ばいで推移 してい る。

図 1-1
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国 と地 方 の長 期債 務 残 高 の 推 移

(出 所 )

また 図 1-2よ り基礎 的財 政収 支 を見 る と、中央 政府 は赤 字 が続 い て い る。2009

年度 は 31。 5兆 円の赤 字 (対 名 目 GDP比 6。 6%)で あ る。 一 方 、地 方 政府 は 1.7

兆 円の黒 字 とな って い る (同 0.4%)。 この よ うに、 中央 政 府 の基礎 的財 政 収 支

は赤 字 、地 方 政 府 の基礎 的財 政 収 支 は ほ ぼ均 衡 とい う状 況 が長 年 続 い てお り、

これ が長 期 債 務 残 高 の違 い に表 れ て い る と考 え られ る。 この背 景 に は 、 中央 政

府 か ら地 方 政 府 へ の財 政 移 転 が あ る。

図 1-3は 、 SNAベ ー スでみ た一般 政 府 各 部 門 にお け る資 金 の流 れ を図示 した

もの で あ る。図 中の数 字 はそれ ぞれ 2009年 度 の値 を示 して い る。一般 政府 全 体

で は、一般 政 府 以外 の部 門 に 188。 9兆 円 を支 払 い 、 149。 8兆 円 を受 け取 つてお

り、支 払 超 過 とな つて い る。 一般 政 府 の部 門 内 の資金 移 転 をみ る と、 中央 政 府

は地 方 政府 に対 す る支 払 が 34。 9兆 円、社 会 保 障基 金 に対 す る支払 が 21.6兆 円

とな って い る。 一 方 地 方 政府 か らの受 取 は 1。 3兆 円、社 会 保 障基 金 か らの受 取

は 2,456億 円 と受 取 額 に比 べ る とか な り小 さい。 この よ うに、 中央 政 府 か ら地

方 政府 に対 して か な りの財 政 移 転 が行 われ て い る。



図 1-2 基礎 的財政収支の推移 (SNAベ ース )
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(出 所)内 閣府『国民経済計算』より筆者作成

図 1-3 -般 政府各部 門における資金の流れ

(出 所 )内 閣府『 国民経済計算』 よ り筆者作成

中央政府 か ら地方政府 への財政移転 を除いて基礎 的財政収支の推移 を描 いた

ものが図 1-4で ある。財政移転 を除いた基礎 的財政収支でみ る と、 中央政府 は

多 くの年で黒字、地方政府 は一貫 して赤字 となる。 図 1-2で みれ ば、地方政府

の基礎的財政収支は均衡 を維持 していたが、 これ は中央政府 か らの財政移転 に

大 き く依存 した もので あることがわか る。

なお内閣府 は 「経済財政 の中長期試算」 にお いて、経済財政の先行 きの見通

しを示 してい る。 図 1-5は 、国・地方の基礎 的財政収支 (対 GDP比 )の 試算結

果 である。試算では、マ クロ経済について慎重 シナ リオ と成長戦略 シナ リオの

2つ の経済 シナ リオが考 え られ てい るが、成長戦略 シナ リオにおいて も 2020年

帥
　̈　　　　　・４９′７６９，８

中央政府

筑  い
6

地方政府 社会保障基金



時点での基礎 的財政収支の黒字化 が達成 で きない とい う結果 になつてい る。

次節以降で、SNAを ベー ス とした 日本経済財政モデル を構築 し、財政移転 の

見直 しを考慮 した政策 シ ミュ レー シ ョンを行 い、中央政府 と地方政府 の財政状

況お よび経済への影響 を検討す る。

図 1-4 財 政 移 転 を除 いた基礎 的財 政 収 支 (単 位 10億 円 )
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図 1-5 内閣 府 に よ る
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本節 では、経済・財政 に関す る中長期 のシ ミュ レー シ ョン分析 の手法 につい

て述べ る。3-1で は先行研 究について述べ、3-2で は本章で構築 したモデル につ

いて説明す る。

3-1 先行 研 究

財 政 の持 続 可能性 に 関す る定 量 的 な シ ミュ レー シ ョン分 析 につ い て は、数 多

くの先行 研 究 が あ る。 これ らを手 法 別 に区分 す る と、会 計 的手 法 、世 代 重 複 モ

デル 等 に よ る分 析 、 そ して本稿 で行 うマ ク ロ計 量 モ デ ル に よる分析 、 に分 かれ

る。

会 計 的 手 法 とは、将 来 の GDP、 人 口、金利 な ど経 済 変数 につ い て 一 定 の前 提

を外 生 的 に与 え、将 来 の財 政 収 支 をそれ らに連 動 させ て推 計す る。 ま た 、財 政

の持 続 可能性 に関す る 目標 値 を実現 す るた め の必 要 な調 整 幅 を提 示 す る手 法 で

あ る。 因果 関係 の理 解 が容 易 で あ るが 、財 政 か ら経 済 へ の フ ィー ドバ ックが 考

慮 され ない。 土居 (2008)、 財 政 制度 等 審議 会 (2007)、 川瀬 ・ 北 浦 ・ 木 村 ・ 前 川

(2007)で 用 い られ て い る手 法 で あ る。

世 代 重 複 モ デ ル 等 に よ る分析 につ い て は 、先行 研 究 と して 上村 (2002)、 井 堀 0

加 藤 ・ 川 出 0別 所 (2007)な どが挙 げ られ る。 この分 析 手 法 で は 、世 代 重複 型 の

動 学 的一般 均 衡 モ デル を用 い 、一 定 の財 政 運 営ル ール を前 提 と して 、合 理 的 な

意 思 決 定 の シ ミュ レー シ ョン を行 い 、経 済全 体 の貯 蓄 0投 資 、経 済 成 長 率や 金

利 を内生 的 に決 定す る。 人 口構 造 の変 化 を踏 ま えた経 済財 政 の姿 につ い て のベ

ンチ マ ー ク を得 る と ともに、政 策 変 更 に よ る効 果 の シ ミュ レー シ ョンを行 うこ

とが で き る。 た だ し石 川 ・ 北 浦 0上 田・ 中川 (2010)な どで指 摘 され て い る よ う

に、 定 常状 態 お よび移 行 過 程 につ い て の仮 定 の置 き方 に よつて シ ミュ レー シ ョ

ン結 果 が大 き く異 な る、 また具体 的 な制 度 を精緻 に描 写 す るモ デル 設 計 に は限

界 が あ る、 とい う問題 点 が あ る。

マ ク ロ計 量 モ デル に よ る分 析 は、過 去 のデ ー タに基 づ く推 定式 に よつて構 築

され た連 立方 程 式 体 系 (マ ク ロ計 量 モ デ ル )を も とに、将 来 の生 産性 上昇 率や

中期 的 な財 政 運 営 ス タ ンス な どを外 生 的 に与 え、 シ ミュ レー シ ョンす る手 法 で

あ る。 足 下 の経 済 状 況 ・ 経 済 見通 し との整 合 性 を保 ちなが ら、経 済 ・財 政 運 営

の方針 に基 づ く見通 しを確 認 す る こ とが で き る。 た だ し、過 去 の一 定期 間 の 関



係 に基づ く推 計結果 を用い るため、家計行動や企業行動 に関す る ミクロ的基礎

付 けが十分 でない。す なわち、ルーカス批判 で も展開 され た よ うに、構造パ ラ

メー タの不安定性 が指摘 されてい る。 しか し将来 にお ける経済予測 を行 うに際

し、一定のシナ リオを想 定す るためには有用 なツール である。実際、前述 した

内閣府 の試算 は、 この手法で行 われ てい る。

財政部 門を内生化 したマ クロ計量モデル の主要 な先行研 究 については、序章

で確認 した。 そ こで も述べた よ うに、 この分野では市川・林 (1973)が 先駆的 な

研 究であ り、その後森 口ほか (1979)な ど多 くのモデル が構築 され、様 々なシ ミ

ュ レー シ ョンが行 われ て きてい る。

本章で構築す るモデル (以 下、本モデル と呼ぶ)は 、比較的長期 にわた る財

政 シ ミュ レー シ ョンを 目的 としてお り、供給主導型 のモデル としてい る。供給

面 を重視 したモデル では、生産関数 が中心 に据 え られ 、労働供給や 資本 ス トッ

クの蓄積 とい った生産要素の動 向が GDPを 決定す る。供給サイ ドモデルが構築

され てい る先行研 究 には、岸 (1990)を は じめ として稲 田 0小 り|10玉 岡 0得 津 (1992)、

吉 田・霧 島 (1997)、 増淵 ほか (2002)、 本 田 (2004)、 佐藤・加藤 (2010)な どがあ

る。モデル の中心 とな る GDPを 決定す る推定式 には、いずれ もコブ=ダ グラス型

生産関数 が採用 され てい る。 ただ しこれ らの研 究の主た る分析対象 となってい

るのは主 に年金制度改革 の長期的な影響であ り、 したが つてモデル設計 も社会

保 障セ クターが中心 となってい る。 吉 田・霧 島 (1997)で は財政 の持続 可能性 に

主眼 を置いた分析 が行 われ てい るが、モデル の体系が逐次決定型 となつてお り、

経済 と財政 の相互作用 に関す る考慮 は明示的 に行 われ ていない。

また地方の歳 出 0歳 入 に焦点 を当ててモデル構築が行 われ てい る研 究 と して

は齊藤 (1988)や 大野 (1992)が 挙げ られ る。 いずれ も地方財政 の歳入 。歳 出 をい

くつかの項 目に分類 し、それぞれ について推 定が行 われ てい る。 ただ し両モデ

ル とも中央政府 の財政 については触れ られ ていない。

3-2 モデル の概要

本モデル全 体 は大 き く分 け る とマ ク ロ経 済 ブ ロ ック と制度財 政 ブ ロ ック と

SNA財 政 ブ ロックの 3部 門か ら成 り、それ ぞれ が相互 に作用 しあ う形 となって

い る。 図 1-6は モデル全 体の構造 を示 した図である。



図 1-6 モデルの概要図

SNA

:|  _二_^_´ _ 二  | }供給型主導のマクロモデル

}所得、物価などが決まる
:

[SNA付 表「 一 般 政 府 の 部 門 別 勘 定 」を ベ ー ス と して 作 成
:

:SNA付 表の項目に対応した税収、財政収支などが決まる

・国の財政・地方財政の決算純計額をベースとして作成

・財政制度に対応した歳入・歳出費目が決まる

(出 所 )筆 者作成

マ クロ経済ブ ロックでは経済成長 のパ スが導 出 され る。制度財政ブ ロックで

は、マ クロ経済ブ ロックで決定 され た経済変数 を受 けて、国の財政お よび地方

財政 にお ける歳 出お よび歳入 に対応 した費 目を決定す る。制度 を反映す る形で

モデルが構築 されてお り、 このブ ロ ックの外 生変数 を変化 させ ることで政策 シ

ミュ レー シ ョンを行 うことがで きるよ うになってい る。 SNA財 政 ブ ロ ックは制

度財政ブ ロックで決定 され た国の財政 と地方財政 の歳 出・歳入項 目を受 ける形

で、SNAの 「一般政府 の部 門別勘定」がモデル化 され てい る。SNAの 「一般政府

の部 門別勘定」 をベー ス とした財政収支や長期債務残高 な どが導 出 され る。

以下、マ クロ経済ブ ロ ック と sNA財 政ブ ロックのそれぞれ の構造 について述

べ る。モデル の推定期 間は 1980年 度 か ら 2009年度 までである。 また、 ここで

示すデー タは、特別 の記載 がない限 り内閣府「国民経済計算」に基づいてい る。

【マク ロ経済 ブロック】

マ クロ経済 ブ ロックは、実質 GDP、 名 目 GDP、 貯蓄、投資、長期金利等 の経済

変数 を決定す る。マ クロ経済ブ ロ ックの概要 は図 1-7の よ うになつてい る。以

下、主要 な構造方程式 について説 明す る。
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年金置換比率

高齢化率

民間可処分所得

民間設備投資

民間資本ストック

社会資本ストック実質GDP

GDPデフレータ

名目GDP

SNA財政ブロック

図 1-7 マク ロ経済 ブロックの構造

(出 所 )筆 者 作成

(GDP)

本 モデル は供 給側 主 導 のモデル とな ってお り、GDPは 長 期 的 な経 済成 長 パ ス

を決 定す るべ く推 計 が行 われ る。 生 産 関数 は 、 労働 、 民 間 資本 ス トック、社 会

資本 ス トックか らな る以 下 の よ うな形 を想 定す る。

y=И・0(ρ (-1)。 Cしり
α+β ln κg。

(二
・〃)/

ここで Yは 実質 GDP、 Lは就業者数、Hは 総実労働 時間、Kpは 民間資本、CU

は稼働率、Kgは 社会資本 ス トック、Aは 定数 、 α、 β、 γは推定 され るパ ラメ

ー タである。稼働 労働 量は就業者数 と総実労働 時間に よ り与 え られ る。稼働 資

本量 は、民間投資の蓄積 である民間資本 ス トックに稼働 率 を乗 じて与 え られ る。

社会資本 ス トックは直接的 に生産 に影響 を与 えるのではな く、民間資本 ス トッ

クの生産力 を向上 させ る とい う形で間接的 に影響 を与 える。

民間投資は、民間部 門が投資可能 な貯蓄額 と資本 コス トを説 明変数 として定

式化 してい る。 資本 コス トは長期金利 、固定資本減耗率、法人税 率等 か ら計算



され る。

稼働 率は、経済産業省 「稼働 率指数」「第 3次 産業活動指数」を製 造業 と非製

造業のス トックの比率 によ り加重平均 した値 を用いてお り、電力使用量 (EP)に

よ り決定す る形 としてお り、電力使用量が増加す る と稼働 率が上昇す る。電力

使用量は電力需要量 (EPD)と 電力供給量 (EPS)の いずれ か小 さい値 を選択す るよ

うにスイ ッチ を設定 してお り、モデル 内で決 まる形 となつてい る。電力需要量

は GDPに よって決定 され、電力供給量 は外生 である。電力需要量 と供給量のデ

ー タは電力事業連合会 「電力統計情報」を利 用 した。20H年以降の東 日本大震

災の影響 に よ り電力供給量が下落す る期間においては、前述 した電 力使用量 に

対す る設 定が反映 され る。 したがって本モデル上では電力供給制約 は電力使用

量 を通 じて稼働 率 を押 し下げ、 これ が生産水準 を下げ る とい うパ スに よ り影響

が表 され てい る。稼働 率関数 の推定期間では、電力需要量が電力供給量 を下回

るため電力需要量が使用量 となってい る。生産関数 に関す る変数間の関係 をフ

ローチ ャー トにす る と図 1-8の よ うになる。

図 1-8 生産セクターの フローチ ャー ト

(出 所 )筆 者 作成

電力需要量と電力供給量のいずれか

小さい方が電力使用量となる

電力供給量(EPS) 電力需要量{EPD)

電力使用量(EP)

稼働率(CU) 資本ストック(Kp) 労働時間(H) 就業者数(り

稼働資本量社会資本(Kg) 稼働労働量

芽l[彗 GDP(Y)

22



生産セ クター にお ける主要 な関数 の推定結果 は以下の通 りである 4。

0生 産関数

ln(GDP/NLE・ HOUR)=-2.662790+0.152135・ ln((KFNR(-1)OCU)/(NLE・ HOUR))

(-7.58)  (2.07)

+0.008111・ ln(KFNR(-1)・ CU)・ ln(KGG(-1))

(2,71)

AD」 .R2==0.997、  D.W.=1.927

0稼働 率

ln(CU)=-0.852450+0.263596・ ln(EP)

(-2.30)  (14.5)

ADJ.R2=0.933、  Do W.=1.452

・ 電 力 需 要 量

ln(EPD)= 1.103121 + 0.348590・ ln(GDP)+ 0.723456・ ln(EPD(-1))

(3.57)     (3.69)            (10.9)

ADJ.R2=0.994、  D.W.=2.277

(貯 蓄 )

本モデルでは、貯蓄率関数 の推定 を通 して、民間貯蓄 を推計す る形 としてい

る。 貯蓄率 は引退世代 の人 口増 に よ り先行 き低 下す る と考 え られ てい る。 GDP

の項 で述べた よ うに、本モデル の民間貯蓄 は投資 を通 じて生産要素 のひ とつで

ある民間資本 ス トックに影響 を与 える とい う構造 となつてい るため、貯蓄率の

低 下は経済成長 を減速 させ る。 この よ うに本モデル では、貯蓄が重要 な役割 を

担 ってお り、高齢化 の影響 な どの人 口構造 の影響が貯蓄 を通 じて も考慮 され る

構造 になってい る。

貯蓄率関数 は、稲 田 0小 川・玉岡・得津 (1992)を 参考 と し、高齢化比率、年

金置換比率 を説 明変数 として採用 してい る。 高齢化比率 は、 ライ フサイ クル仮

説 に基づ き、貯蓄 を取 り崩す高齢者 の比率が高まる とマ クロの貯 蓄率が低下す

4推 定式の係数下に記載 され てい る括弧内の数値 は t値 である。 また説 明変数

でダ ミー変数 を加 えてい るもの もあ るが本文 中の推定結果 には示 していない。

これ らは以下で記載 してい る推定式 において も同様 である。
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る と考 え られ るため、係数 は負 とな ることが期待 され る。推定式では、高齢化

比率 として 65歳 以上人 口の総人 口に対す る比率 を用いてい る。社会保 障給付 の

充実は、個人資産の必要性 を低 下 させ 、貯蓄率 に対 してマイナ スの影響 を もた

らす。推定式 では、年金置換比率 として、高齢者一人 当た り社会保 障給付額 と

生産年齢人 ロー人 当た り名 目 GDPの 比率 を説 明変数 とす る。以上 を踏 まえ、次

式 の よ うに推定 を行 つた。係数 はいずれ も期待 され た符号で有意 な結果が得 ら

れ てい る。

ln(RSP)=4.447609-0.663897口 ln((POP650V/POP)・ 100)

(59.1)   (-20.6)

-0.425800・ ln((SSB1/POP650V)/(NY/POP1564)))

(-2.31)

ADJ.R2=0.948、  D.W.=1.609

(物 価 ・長 期 金 利 )

物 価 につ い て は、 まず 賃金 と企 業 物 価 指 数 が決 定 され 、 これ らが キー 変 数 と

な つてデ フ レー タや 消 費者 物価 指数 を決 定す る構 造 とな って い る。 賃金 は 1人

あた り国 民所 得 、 自己 ラ グに よって決 定 され る。 企 業 物 価 指 数 は労働 生 産性 、

賃金 、輸 入 物 価 に よって決 定 され る。

長 期金 利 は 、 10年 物 長 期 国債 の利 回 りを用 い てお り、GDP成 長 率 、 消費 者 物

価 指 数 上昇 率 を主要 な説 明変 数 と して い る。 ま た政府 債 務 残 高対 民 間貯 蓄残 高

比 率 と自己 ラ グ も説 明 変数 と して い る。 政府 債 務 残 高対 民 間貯 蓄残 高 比 率 は 、

中央政府 の長 期 債務 残 高 と民 間貯 蓄残 高 の比 率 で あ り、財 政 リス クブ レ ミア ム

を示 す。 政府 の財 政 状 況 が逼 迫 し債 務 残 高 が増加 す る、 あ るい は高齢 化 の進 行

に よ り民 間貯 蓄 が減 少 す れ ば、 この比 率 は上 昇 す る。 推 定 結果 の符 号 は有 意 に

正 とな ってお り、この比 率 の上昇 に伴 い 、長 期 金利 が 上昇 す る形 に な って い る。

ln(WAGE)= 1.460196 + 0.139344・ ln(NY/NLE) + 0。 763333・ ln(WAGE(-1))

(4.94) (2.19)

(19.3)  (-7.85)

(11.99)

ADJ.R2=0.996、  D.W.=1.401

1n(WPI)= 4.855019 - 0.495931・ ln(GDP/NLE)
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+ 0.128433口 ln(WAGE) + 0.103021口 ln(PIM)

(1.52)          (4.43)

ADJ.R2=0.933、  D.W.=1.472

1NR = -23.06415 + 5.6615740(GDP/GDP(-1)) +

(-4.10)    (2.29)

+ 2.087833日 ((GDEBttC+GDEBttL)/KSP)

(1.70)

ADJ.R2=0.990、  D.W.=2.134

16.84604・ (CP1/CPI(-1))

(3.09)

+ 0.8818180(INR(-1))

(17.9)

【制度財政ブロック】

制度財政 ブ ロックは、中央政府 と地方政府 のそれぞれ について、歳 出費 目 0

歳入費 目を項 目ごとに定式化 してい る。 図 1-9は 制度財政 ブ ロ ックの フローチ

ャー トを示 した もので ある。

図 1-9 制 度 財 政 ブ ロ ックの フ ロー チ ヤー ト

歳 出

(出 所 )筆 者 作成
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以 下 で は主要 な項 目につ い て解 説 を行 う。 まず 、 中央 政府 と地 方 政 府 をつ な

ぐ地 方 交付 税 に関す る部 分 につ い て説 明す る。

(地 方 交付税 )

地 方 交付税 は 、地 方 団体 が一 定 のサ ー ビス水 準 を維 持 し うる財 源 を保 障 す る

た め に国税 五 税 の一 定割 合 を原 資 と して 、 これ を一 定 の基 準 の も と地 方 団体 に

配 る とい う制 度 で あ る。 国 の一般 会 計 か ら国税 の一 定割 合 が交付税 及 び譲 与税

配 布 金 特別 会 計 (以 下 交付 税 特 会 と記 す )に 繰 り入 れ られ 、地 方 団 体 が必 要 と

す る交付 必 要 額 が 同会 計 よ り繰 り出 され る。 地 方 団体 が必 要 とす る交付 必 要 額

は、地 方 団体 ご とに基 準財 政 需 要額 と基 準財 政 収 入 額 の差 と して算 定 され これ

の総 和 とな る。 た だ し基 準財 政 収 入 額 が基 準財 政 需 要 額 を超 過 す る団体 は 不 交

付 団体 とな り、地 方 交付 税 を受 け取 らない。

この とき、 国 の財 政 か ら原 資 と して渡 され る国税 五税 の一 定割 合 と、地 方財

政側 が算 定 した交付 必 要額 が一 致す る とは限 らな い。 毎 年 の よ うに、 交付 必 要

額 が 交付 税 の原 資 を上 回 り、地 方財 政 の財 源 不 足 額 が発 生 す る とい う状 態 が続

い て い る。 この財源 不 足額 は地 方財 政 対策 と して 、 国 の一 般 会 計 か らの特 別加

算 か 、交付 税 特 会 か らの借 入 か 、財 源 対 策 債 や 臨時財 政 対 策 債 とい った形 に よ

る地 方債 の増 発 で賄 われ て い る。

こ うした地 方 交付 税 を め ぐる資金 の流 れ を本 モ デル で は以 下 の よ うに描 写 し

た。 交付 税 原 資 とな る国税 の一 定割 合 につ い て は、対 象 とな る税 目を制 度 財 政

ブ ロ ックにお い て推 定 し、 これ に外 生 と して 与 え られ る地 方 交付 税 率 を乗 じて

算 定す る。 一 方 地 方財 政 にお い て計 算 され る交付 必 要 額 は 、交付 団 体 にお け る

基 準財 政 需 要 額 と基 準財 政 収 入 額 の差 とな る。 不 交付 団 体 の基 準財 政 需 要 額 、

基 準財 政 収 入 額 は地 方 交付税 額 に影 響 しない た め、基 準財 政需 要額 、基 準財 政

収 入 額 は交付 団体 の集 計値 を用 い る。 基 準財 政 需 要 額 は外 生 、基 準財 政 収 入 額

は地 方税 に よつて決 ま る形 と して い る。 基 準財 政 収 入 額 は 、地 方税 収 を説 明変

数 と して推 定 を行 つて い る。

FISL_FBFR = 35.5167 + 0.608502・ (FISL_R丁 )

(0.04)    (24.2)

ADJ.R2=0.966、  D.W.=1.292
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こ こで 、基 準財 政 需 要額 か ら基 準財 政 収 入 額 を減 じて求 め られ る交付 必 要額

と国税 の一 定割 合 の差 を財 源 不 足額 と して取 り扱 う。

FISG_LR  = (FISL_FBFD ― FISL_FBFR) ― ((FISC_Rtt I・ FISC_RRttI + FISC_RttS・

FISC RRttS + FISC R丁 丁 ・ FISC RR丁 丁 + FISC_RttV ・ FISC_RRttV + FISC_RttC ・

FISC_RRttC)/100)

この財源不足額 は、前述 した よ うに国の一般会計か らの加算か、交付税特会

か らの借入 か、財源対策債や臨時財政対策債 といった形 に よる地方債 の増発 で

賄 われてい る。 これ らへの配分 は何 らかの基準が置かれ てい るわ けではな く、

年 々変化 してい る。2003年 度以降は交付税特会か らの借入 は原則 と して取 り止

め られ てお り、代わ りに臨時財政対策債が発行 されてい る。本モデル では、モ

デル で決定 した財源不足額 に実際の配分比率 を乗 じて、中央政府 の歳 出 と して

の地方交付税等 、特別会計借入 の国負担分、地方債 の増発分、臨時財政対策債

発行分 を計算 し、それ ぞれ の変数 に影響す る形 としてい る。

(中 央政府・歳入 )

中央政府 の歳入 は国税 、公債金、その他収入 としてい る。 国税 は、所得税・

法人税 0消 費税・酒税・ たば こ税・その他 の税 目に分 かれ てい る。 この うち所

得税 0法 人税 ・消費税 0た ば こ税 については酒税 を除 きマ クロ経済ブ ロックで

決 ま る経済変数 によ り説 明 を行 つた。所得税 は雇用者報酬 、法人税 は企業所得

として国民所得 か ら雇用者報酬 を差 し引いた値 、消費税・ たば こ税 は名 国民間

最終消費支 出 を説明変数 としてい る。 消費税 については民間最終消費デ フ レー

タについて税 込み価格 と税抜 き価格 を設定 してお り、 この差 に名 目民間最終消

費支出を乗 じる形で決 ま る。名 国民間最終消費支出は、実質民間最終消費支 出

に民間最終消費支出デ フ レー タを乗 じて求 め られ る。実質民間最終消費支出は、

実質可処分所得 と自己ラグを説 明変数 とす る消費関数 に よつて導かれ る。 その

他 の税 目は直接推定 を行 うのではな く、国税総額 を所得税・法人税 ・消費税 0

酒税・たば こ税 の合計 に よつて定式化 し、国税総額 と所得税・法人税 0消 費税 0

酒税・たば こ税 の差 として定義 してい る。

公債金 は、歳入総額 か ら税収 とその他収入 の差 として定義的に決 ま る形 とし

た。その他収入 は、使用料・手数料 な どが含 まれてい る。 ここでは、それ らを

名 目最終消費支 出に よ り説明を行 つた。
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(中 央政府・歳 出 )

中央政府 の歳 出は、社会保障関係 費、中央政府 の歳 出 と しての地方交付税等 、

国債費、その他 の歳 出に分 かれ る。

国債費 は、SNA財 政 ブ ロ ックにお ける中央政府 の長期債務残高 に金利 を乗 じ

た もの と前年度 までの支払が今後 にわたつて も続 くと考 えて 自己ラグによ り説

明 を行 った。

FISC_圧 B = -37.6093 + 0.25697・ (GDEBttC・ INR/100)+ 0.863695・ (FISC_EB(-1))

(-0.05)    (3.20)                   (26.7)

ADJ.R2=0.971、  D口 W.=1.724

中央政府 の歳 出 と して の地 方 交付 税 等 は 、 交付 税 及 び譲 与税 配 布 金 特別 会 計

に繰 り入 れ られ る費 日で あ る。 国税 5税 の一 定割 合 に、財 源 不足 額 の補 て ん と

して行 われ る国 の一般 会 計 か らの加 算 した額 が これ に あた る。 国税 5税 の一 定

割 合 は、個 々 の税 額 に外 生 変数 で あ る地方 交付 税 率 を乗 じて計算 され る。

FISC ELG= 1297.545

(2.61)

+0.838474・ ((FISL_FBFD ― FISL_FBFR) ― ((FISC_Rtt I・ FISC_RRtt I + FISC_RttS・

FISC RRttS + FISC R丁 丁 ・ FISC RR丁 丁 + FISC_RttV ・ FISC_RRttV + FISC_RttC ・

FISC_RRttC)/100))

(24.5)

ADJ.R2=0.957、  D.W.=2.315

社 会保 障 関係 費 は社 会保 障給 付 費 に よ り決 ま る形 と して い る。 また そ の他 の

歳 出 は地 方 交 付 税 を除 い た地 方 へ の移 転 が含 まれ る こ とか ら、国庫 支 出金 を説

明変 数 と して い る。

(地 方財 政 0歳 入 )

地 方財 政 の歳 入 は、 地 方税 、地 方譲 与税 、 地 方政府 の歳 入 と して の地 方 交付

税 、地 方 債 、 国庫 支 出金 、 そ の他 に分類 して い る。 この うち地 方譲 与税 と国庫

支 出金 は外 生 と して い る。

地 方税 は住 民税 0事 業 税 ・ 固定 資 産税 ・ 地 方 消費税 0そ の他 の税 目に分 類 さ

れ る。 これ らはいず れ も国税 と同様 にマ ク ロ経 済 ブ ロ ックの経 済変 数 を説 明変

数 と して定 式 化 を行 つた。
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地 方財 政 の歳 入 と して の地 方 交付 税 は交付 税 特 会 か らの受 取 に あた る。 受 け

取 る額 は交付 必 要額 と臨 時財 政 対 策 債 に よ り説 明 を行 つた。

FISL_RG = 107.1079+1.04597口 (FISL_FBFD― FISL_FBFR)-0.36560日 (FISG_DLS)

(2.31) (4.78)                          (-2.76)

ADJ.R2=0.996、  D.W.=1.496

地 方債 は、 国債 と異 な り経 費 の面 か ら捉 え、人件 費 、一 般 行 政 経 費 、投 資 的

経 費 の和 に よ り説 明 を行 つてい る。 また地 方 交付 税 の財 源 不足 額 を補 う財 源 対

策 債 お よび 臨 時財 政 対 策 債 も説 明変 数 と して加 え る。

FISL_RB = -1409.258 + 0.08724・ (FISL_EH+FISL_EGA+FISL_EI)

(-2.75)   (9.99)

+0.943227・ (FISG_DL+FISG_DLS)

(16.3)

ADJ.R2=0.978、  D.W.=1.678

そ の他 歳 入 は国 の財 政 と同様 に名 目最 終 消 費 支 出 に よ り説 明 を行 つて い る。

(地 方 政府 ・ 歳 出 )

地 方政府 の歳 出 は、人件 費 、一般 行 政 経 費 、投 資 的経 費 、公 債 費 、 そ の他 に

分 類 して い る。

人件 費 につ い て は民 間 賃金 に職 員 数 を乗 じた もの と前 年 度 の人件 費 を説 明変

数 と した。

FISL EH = 88.93452

(0.29)

+ 0.216252・ (WAGE・ NGL/1000000) + 0.842255・ (FISL_EH(-1))

(6.22)                                (51.0)

ADJ.R2=0.998、  Do W.=1.654

-般 行 政 経 費 につ い て は 、 国庫 補 助 負 担 金 等 を伴 うもの (一 般 行 政 経 費補 助

と記 す )と それ 以外 (一 般 行 政 経 費 単独 と記 す )に 分 かれ る。 一般 行 政 経 費 補

助 は社 会保 障 に要 す る経 費 が多 い。 こ こで は従 属 人 口 とそれ に充 て られ る国庫

支 出金 に よ り説 明 を行 うこ と と した。 また一 般 行 政 経 費 単独 につ い て は、地 方

税 、地 方 譲 与税 、地 方 交付税 の合 計 か ら人 件 費 を差 し引 く形 で推 定 して い る。

ln(FISL_EGAA)= -48.32116
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(-20.2)

+ 5.317509口 ln(POP― POP1564)+ 1.398168・ ln(FISL_RN)

(23.1)                (12.4)

ADJ.R2=0.958、  D.W.=1.121

FISL_EGAI = -550.8802- 0.251117・ (FISL_EH)

(2.13)     (-3.09)

+ 0.0721000(FISL_R丁 +FISL_RC+FISL_RGS+FISL_RG)

(3.89)

ADJ.R2=0.996、  Do W.=2.636

投 資 的経 費 につ い て も同様 に、直轄 ・ 補 助 (投 資 的経 費 補 助 と記 す )と 単独

に分割 して それ ぞれ につ い て推 定 を行 つて い る。 投 資 的経 費補 助 は 国庫 支 出金

と、補 助 裏 に よ る地 方 の負 担 分 も考 慮 して地 方税 、地 方譲 与税 、地 方 交付 税 の

合 計 に よ り説 明 を行 つた。 また投 資 的経 費 単独 は地 方税 、 地 方譲 与税 、地 方 交

付 税 の合 計 に よ り説 明 を行 った。

FISL_EIA = -12294.52 + 0.876414・ (FISL_RN)

(-3.81)     (10.9)

+ 0.182568・ (FISL_R丁 +FISL_RC+FISL_RGS+FISL_RG)

(3.13)

ADJ.R2=0.903、  D.W.=1.180

FISL_EII = -1249.433  + 0.316546・ (FISL_R丁 +FISL_RC+FISL_RGS+FISL_RG)

(-1.18)   (13.5)

ADJ.R2=0.920、  Do W.=1.209

公 債 費 は、 国債 費 と同様 に SNA財 政 ブ ロ ック にお け る地 方 政 府 の長 期 債 務 残

高 に金利 を乗 じた もの と 自己 ラ グに よ り説 明 を行 つた。

FISL_EB = 993.4032+0.022283日 (GDEBttL・ INR/100)+ 0.5977210(FISL_EB(-1))

(9.20)    (8.20)                     (12.9)

ADJ.R2=0.997、  D.W.=1.181

【SNA財 政ブロック】

SNA財 政ブ ロックは、sNA付 表の「一般政府の部門別勘定」をベースとして構
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築 されてい る。一般政府 は中央政府 、地方政府 、社会保 障基金 の 3つ に分かれ 、

部 門 ごとに税収や貯蓄投資差額等の所得支 出項 目が推計 され る。表 1-1は 、2009

年度 の SNA付 表 「一般政府 の部 門別勘定」 を示 した もので ある。

項 目 1か ら 7ま では第 1次 所得 の配分勘定 、項 目 8か ら 16ま では第 2次 分配

勘定、項 目 17以 降は所得 の使用勘定 となつてい る。本モデル の SNA財 政ブ ロッ

クは、 この体系に沿 って構築 されてい る。 以下主要 な項 目について説 明す る。

(租 税 )

生産・輸入 品に課 され る税お よび所得・ 富等 に課 され る経常税 は、制度財政

ブ ロックで決 ま る各税 目に よって決定す る。

表 1-1 -般 政 府 の部 門別 所 得 支 出勘 定 (2009年 )

取引の種類 ＼ 部門 中央政府 地方政府 社会保障基金 合計

1 生産・輸入品に課される税 (受取 ) 18,8331 1917511 38,5842

(1)生 産物に課される税 16,9000 4,9158 21,815,7

a.付加価値型税 (VAT) 9,8075 2,4131 12,220.6

b輸 入関税 7319 7319

c。 その他 6,3605 2,502.7 8,863.2

(2)生 産に課されるその他の税 1,9332 14,8353 16,7685

2(控除)補 助金 (支払 ) 1,4299 2,2483 3,6783

3.財産所得 (受取 ) 3,3654 8382 3,296.1 7,4997

4第 1次 所得の受取 20,7686 18,3410 3,2961 42:4057

5財 産所得 (支払 ) 8,9417 313786 26.6 12,3470

6第 1次所得の支払 8,941.7 3,378.6 266 12,347.0

7第 1次 所得バランス (純 ) 11,826.9 14,9624 312695 30,058.7

8所 得口富等に課される経常税 (受取 ) 20,8058 15,9200 36,725.8

(1)所 得に課される税 20,329.4 14,0843 34,413.7

(2)そ の他の経常税 4763 1,8357 2,3120

9社 会負担 (受取 ) 538.9 2,7277 52,239.0 55,505.6

10その他の経常移転 (受取 ) 1,184.9 25,6238 29,5940 56,402.8

11所 得の第2次配分の受取 34,3565 59,2338 85,1025 178,6928

12現 物社会移転以外の社会給付 (支払 ) 1,4629 9,9742 53,7688 65,205.9

13その他の経常移転 (支払 ) 51,390.2 13,9746 6552 66,020.0

14所 得の第2次分配の支払 52,8531 23,948.8 54,4240 131,2259

15可 処分所得 (純 )
…18,4966 35,285,0 30:6785 47,466.9

16調 整可処分所得 (純 )
-20,510.1 20,1903 -6,0139 -6,3337

17最終消費支出 15,0118 42,556.4 37,3805 94,9487

18貯 蓄 (純 )
-33,5084 -7,2714 -6,702.0 -47,4819

19資 本移転 (受取 ) 10,0558 10,2134 3453 20,614.5

20(控除)資 本移転 (支払 ) 12,628.7 3,238.4 628 15,929.8

21貯 蓄・資本移転による正味資産の変動 -36,0814 -2964 -6,4194 -42,7972

22総 固定資本形成 4,4356 11,9171 39.5 16,3922

23(控除)固 定資本減耗 3,7913 12,670.5 350 16,4969

24在 庫 品増加 -41.6 385 00

25土 地の購入 (純 ) 3969 1,6588 21047.9

26純 貸出(+)/純 借入(― )
-37,0810 -1,2402 -6,4162 -44,737.4

27プライマリーバランス -31,4691 1,678.1 9,6852 -39,4762

(注 )単位 10億 円。モデルの構造に対応 した部分を抜粋 している。

(出 所)内 閣府『 国民経済計算』



(政 府間移転 )

中央政府 、地方政府 、社会保 障基金 は互いに独 立 した関係 ではな く、相互 に

資金移転 が行 われてい る。表 1-1で み る と、項 目 10、 項 目 13が 経常移転 の受

払 、項 目 19、 項 目 20が 資本移転 の受払である。経常移転 の受払 では、中央政

府 か ら地方政府 に支払 われ るもの として地方交付税交付金や、義務教育や生活

保護 な どにかか る国庫支出金 があ り、中央政府 か ら社会保 障基金 に支払 われ る

もの として年金や 医療 な どの国庫負担 な どが ある。 また資本移転 にお ける中央

政府 か ら地方政府へ の支払 は、公共投資関連 の国庫支 出金や 災害復 旧時の補助

金 な どが該 当す る。表 1-1で の計数 は、一般政府 内の個 々の経常移転 を合計 し

た値 である。 一般政府 内の個 々の経 常移転お よび資本移転 の値 は SNA付 表 に示

され てお り、2009年 度 の値 はそれ ぞれ表 1-2、 表 1-3の よ うになつてい る。一

般政府 内の経常移転 は、そのほ とん どが中央政府 か ら地方政府お よび社会保 障

基金 に対す る経常移転 である。表 1-1の 計数 は、一般政府 以外か らの移転 も含

まれ てい るた め、表 1-20表 1-3の 値 とはやや乖離 があ るが、その額 は僅少 で

あ り、両者 の表 はおお よそ対応 してい るとい える。

表 1-2 -般 政府 内の経常移転取引 (2009年 度 、単位 10億 円 )

(受取 )

中央政府 地方政府 社会保障基金 合 計

中央政府 25,483.5 21,539.1 47,022.6

地方政府 87.7 7,452.8 7,540.5

社会保障基金 243.7 282.6

合 計 331.4 25,522.4 28,992.0 54,845.8

表 1-3

(出 所)内 閣府『 国民経済計算』

一般政府内の資本移転取引 (2009年 度、単 位 10億 円 )

(出 所)内 閣府『国民経済計算』

（
支

払

）

（
支

払

）

(受取 )

中央政府 地方政府 社会保障基金 合 計

中央政府 9,368.7 9,417.3

地方政府 1,250.5 0.0 1,250.5

社会保障基金 47.4

合 計 1,252.4 9,416.0 10,717.0
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モ デル 中で は、表 1-2、 表 1-3の うち主 要 な計 数 をモ デル に織 り込 み 、 これ

らを説 明変 数 と して表 1-1の 計数 につ いて推 定 を行 つて い る。 表 1-1の うち、

本 モ デル で は地 方政府 と社 会保 障基 金 のそ の他 の経 常移 転 (受 取 )、 中央政 府 と

地 方政府 のそ の他 の経 常移 転 (支 払 )、 地 方 政府 の資本 移 転 (支 払 )、 中央 政 府

の資本移 転 (受 取 )を それ ぞれ 内生 化 して い る。

政府 部 門 間 の経 常移 転 お よび 資 本移 転 の計 数 の取 り扱 い は、次 の よ うに して

い る。 中央 政 府 か ら地 方 政府 へ の経 常移 転 は 、地 方 交付 税 交付金 や 義 務 教 育 国

庫 負担金 等 が これ に あた る。 そ こで制 度財 政 ブ ロ ックにお け る地 方 交付税 を説

明変 数 と して 定 式 化 して い る。 また 中央政 府 か ら地 方 政 府 へ の資本 移 転 は普 通

建設 事 業 、 災 害復 旧事 業 へ の補 助 金 が これ に あた る こ とか ら、制度 財 政 ブ ロ ッ

クの国庫 支 出金 を説 明変 数 と して採 用 した。

丁RGCL = 5005。 290 + 1.086039・ (FISL_RG)

(10.8)   (34.8)

ADJ.R2=0.981、  D.W.=2.287

丁RKGCL = -5058.637 + 1.0585460(FISL_RN)

(-7.45)   (17.7)

ADJ.R2=0.938、  D.W.=1.925

中央 政 府 か ら社 会保 障 基 金 へ の経 常移 転 は 、社 会保 障 給 付 費 に よ り決 ま る形

と した。 地 方 政 府 か ら社 会保 障基金 へ の経 常 移 転 は 、 中央 政府 か ら社 会保 障 基

金 へ の経 常移 転 を説 明変 数 と した。 ま た表 1-3に は標 榜 され て い ない が 、 地 方

政府 のそ の他 の経 常移 転 (支 払 )に 含 まれ る地 方 政府 か ら一般 政府 以外 へ の経

常移 転 につ い て は 、一 般 政府 以外 の経 済活 動 の規模 に よつて決 ま る と考 え、名

目国 内総 生 産 に よつて説 明す る こ と と した。

次 に、表 1-1の 計数 は表 1-2、 表 1-3に 示 され て い る各部 門 間 の移 転 項 目を

集 計 した もの で あ る。そ こで 、以 下 の よ うに各 部 門 間 の移 転 項 目に よつて表 1-2

の計数 を説 明す る形 と した。 地 方政 府 のそ の他 の経 常移 転 (受 取 )は 、 中央 政

府 か ら地 方 政 府 へ の経 常移 転 を説 明 変 数 と して推 定 を行 う。 社 会保 障基 金 の そ

の他 の経 常移 転 (受 取 )は 、 中央政 府 か ら社 会保 障基 金 へ の経 常移 転 と、地 方

政府 か ら社 会 保 障基金 へ の経 常移 転 を説 明変 数 とす る。 中央政府 の そ の他 の経
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常移 転 (支 払 )は 、 中央政府 か ら地 方 政府 へ の経 常移 転 に よつて説 明す る。 地

方 政府 のそ の他 の経 常移 転 (支 払 )は 、地 方 政府 か ら社 会 保 障基 金 へ の経 常移

転 と、他 に分 類 され な い経 常移 転 を説 明変 数 とす る。 資本 移 転 につ い て は 中央

政府 か ら地 方 政府 へ の移 転 以外 は僅 少 で あ るた め、表 1-4の 計数 をそ の ま ま用

い る こ と と した。

(最 終 消 費 支 出 ・公 的 固定 資本 形成 )

中央政府 の最 終 消 費 支 出お よび公 的 固定 資本 形 成 は制度 財 政 ブ ロ ックか ら決

ま る形 とす る。 一 方 、地 方 政府 の最 終 消費 支 出 につ い て は 、制度 財 政 ブ ロ ック

の人件 費 と一 般 行 政 経 費 を説 明変数 と して 定 式 化 した。 ま た地 方 政 府 の公 的 固

定 資本 形 成 につ い て は投 資 的経 費 を説 明変 数 と して定 式 化 した。 それ ぞれ の推

定結 果 は以 下 の よ うに な つた。 制 度 財 政 ブ ロ ックにお け る投 資 的経 費 には用 地

取 得 費 が含 まれ るが SNAの 公 的 固定 資本 形 成 で は これ が含 まれ な い た め推 定 結

果 のパ ラメー タは 1を 下 回 つて い る。

CGLN = 24469。 97 + 1.0278560(FISL_EH+FISL_EGA)

(1.98)    (44.0)

ADJ.R2=0.987、  D.W.=1.048

lGGLN = 152.9997 + 0.769180・ (FISL_EI)

(0.20) (22.3)

ADJ.R2=0.965、  D.W.=1.655

(貯 蓄投資差額・基礎 的財政収支 )

貯蓄は可処分所得 か ら最終消費支 出 を減 じて求 め られ 、 さらに貯蓄か ら固定

資本形成 を減 じた ものが 「純貸 出 (十 )/純 借入 (一 )」 (貯 蓄投資差額 )と な る。「純

貸 出 (十 )/純 借入 (― )」 (貯 蓄投資差額 )は 財政赤字 に相 当 し、モデル では長期債

務残 高増加分 の説明変数 となってい る。長期債務残高増加 分 は、 この他 に制度

財政ブ ロックか ら地方財政 の財源不足額 を賄 うために発行 され る借入金 も説 明

変数 としてい る。

また、貯蓄投資差額か ら財産所得の受払 を除いた ものが 「プ ライマ リーバ ラ

ンス」(SNA上 の表記 ではプ ライマ リーバ ランス となってい るが、表記 の統一の
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た め以下では これ を基礎 的財政収支 と述べ る)と なる。 こ うして求 め られ た結

果 は、SNAベ ー スの基礎 的財政収支であ り、部 門 ごとに計算 され る。 しか し、

政府 が公表 してい る 「国・地方の基礎 的財政収支」は、特殊要因が除去 され て

お り、SNA上 の中央政府・地方政府 の基礎 的財政収支 の合計 と必ず しも合致 し

ない。そ こで本モデル では、中央政府 、地方政府 、社会保 障基金 の各基礎 的財

政収支 を説 明変数 として、政府 の 目標 である 「国 0地 方 の基礎的財政収支」 を

擬似的 に推計す る。

(社 会保障基金 )

社会保 障基 金は、中央政府 0地 方政府 と異 な り、主 に社会負担 と他部門か ら

の経常移転 に よ リファイナ ンス され る。社会負担 はマ クロ経済ブ ロ ックの雇用

者報酬 によ り決 ま り、他部 門か らの経常移転 は、社会保 障給付額 に よ り決 まる

形 と した。 また社会保 障給付 に相 当す る所得 の第 2次 分配 の支払お よび最終消

費支 出は、名 目国内総生産お よび人 口によつて説 明す る。

4 将来見通 しとシ ミュ レー シ ョン

本節 では、3で 構築 したモデル を用いて、まず現在 の財政制度が維持 され る

との仮定の も とでの 2035年 までの経済・財政 の長期見通 しを示す。

4-1制 度現状維持ケー ス

まず現在 の財政制度 が維持 され る場合 の経済 0財 政 の見通 しの結果 を示す。

本章で行 うシ ミュ レー シ ョンの期間は 2035年 度 まで と してい る。基準ケー スに

お ける主要 な外生変数 の想 定は、原則 として内閣府『 経済財政 の中長期試算』

に従 うことと し、以下の よ うに設定す る。人 口の推移 は、国立社会保 障人 口問

題研 究所 の中位推計 に基づ く。財政 については、社会保障 関係費以外 の歳 出は

実質横 ばい (物 価上昇率並みの増加 )と す る。

表 1-4に 基準ケー スにお ける主要変数 の推計結果 を示 した。実質 GDPは 2023

年度 の 654.8兆 円まで増加す るが、その後 はゆるやか に減少 し 2035年 度時点で

は 595.8兆 円 となる。 高齢化率の上昇 による貯蓄率の低 下 によ り民間資本 ス ト



ックの蓄積速度 が低 下 し、 これ が経済成長 にマイナスの影響 をもた らす ため、

推計期間中の GDP成 長率 は一貫 して低 下す る。 また人 口構造 の変化 に伴 う労働

供給 の減少 も影響 してい る。財政 については、経済成長 に伴 う税収増 によつて

歳 出増 を賄 うことがで きず 、基礎 的財政収支 は赤字が続 く。2035年 度時点では

国 。地方 の基礎 的財政収支 の赤字 は 33.2兆 円 (対 名 目 GDP比 7。 3%)、 国 0地 方

合 わせ た長期債務残高 は 1,346兆 円 (同 298。 0%)と な る。長期金利 は 5。 0%ま で上

昇す る。 また長期金利 が上昇す るこ とで利払費が増加 し、債務残高 の累増 が続

くことになる。 また長期金利 の上昇 は、資本 コス トの上昇 を通 じて民間資本 ス

トックの蓄積 を抑制 し、経済成長 を阻害す ることに もつ なが る。

この よ うに現在 の財政制度 の維持 を前提 した場合 には、財政 の持続可能性 に

ついて改善が見込まれ ない とい う見通 しが描 かれ る。

表 1-4 制度現状維持 ケースでの見通 し

(出 所 )筆 者 作成

4-2 制度改革 シ ミュ レー シ ョン

次 に 4-1で 示 され た将来 の財政見通 しに対 して、 これ を改善 し、財政の持続

可能性 を確保 す るとい う観 点か ら、 シ ミュ レー シ ョンを行 う。

まず 2014年度以降 に行 われ るこ とが予定 され てい る消費税 率引き上げの影

響 について試算す る。 消費税率の引 き上げ時期 については 2014年 4月 に 8%、

2015年 10月 に 10%と 予定 され てい る。 しか しここで構築 してい るモデル は年

度ベースであるため、引上げ時期 を 2014年 度 8%、 2015年 度 9%、 2016年 度

10%と した。 さらに これ に加 えて、財政の持続可能性 の確保 を 目標 と して、国

か ら地方への財源移転 の削減 を通 じた歳 出削減 のシ ミュ レー シ ョンを行 う。モ

デル では、国か ら地方への財源移転 について、国庫支出金 と地方交付税 を組み

実質GDP

(10億 円 )

名 目GDP

(10億 円 )

実質GDP成
長率

(%)

長期金利

(%)

基礎的財政

収支

(10億 円 )

基礎的財政

収支対GDP
比

(%)

長期債務残

(10億 円)

長期債務残

高対GDP比

(%)

基準ケース

2015 627,852 494,633 123 16,918 -3.42 912.339

651,824 497,675 075 25,263 ,012.054

652,685 489,700 003 -29,045 -593 118,487

2030 634,411 475,174 -0.57 -30,889 -650 ,231,703 2592

595,841 451,871 -1.25 499 33,151 -7.34 ,346,474 298.0
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込んでい る。 ここでは制度財政 ブ ロ ックの外 生変数である国庫支 出金 と基準財

政需要額 につ いてそれ ぞれ減額す る改革 シ ミュ レー シ ョンを行 う。財政 の持続

可能性 の確保 についてはその 目標 と して、2030年 度時点での基礎 的財政収支 の

均衡 を考 え、そのために どの程度 の削減率が必要 とな るのかについて検討す る。

なお削減 の開始年度 につ いては消費税 率の引 き上 げ と同時 に行 われ る と想 定 し

て 2014年 度 とす る。

消費税 率引 き上げ と国か ら地方への移転 を減額 した ときのモデル上 の波及経

路 について説 明す る。 まず消費税率の引き上げは、財政収支の改善 を通 じて、

長期金利 の上昇 を抑制す る。長期金利 の上昇 の抑制 は資本 コス トを低下 させ 、

これ が民間投 資 にプ ラスの効果 をもた らす。 民間投資が増加す る と、民間資本

ス トックの蓄積 を促 し、経済成長 にプ ラスの効果 を もた らす。

また、国庫支 出金 を減額す る と、制度財政 ブ ロックでは地方財政 の一般行政

経費補助 と投資的経費補助 が減額 とな る。財政支 出が減額 され るこ とによ り、

中央政府 か ら地方政府 への資本移転 が減少 し、財政収支 は改善す る。財政収支

の改善の影響 は前述 した通 りであるが、投資的経費補助 の減額 は、SNA財 政 ブ

ロックの地方政府 の公 的固定資本形成 を減 らし、社会資本 ス トックの蓄積 に対

してマイナ スの影響 を もた らす。社会資本 ス トックの蓄積 が抑制 され る と、生

産関数 に影響 を与 え、経済成長 を抑制す るこ とにな る。 また基準財政需要額 の

減額 について も、一般行政経費単独 と投資的経費単独 が減額 とな り、国庫支 出

金 の減額 と同様 の経路で経済・財政 に影響 が及ぶ形 となつてい る。

以下に計測結果 を示 した。 図 1-10に 国・地方 の基礎 的財政収支 、図 1-Hに

地方財政 にお ける政府 支 出の規模 、図 1-12に 国 と地方 の長期債務残高、図 1-13

に GDPの 推移 をそれぞれ示 してい る。結果 をみ る と、現在予定 され てい る消費

税率の引き上 げ幅では、基礎的財政収支 を均衡 させ ることはで きない。2030年

度 までに基礎 的財政収支 を均衡 させ るためには、国庫支出金 な らび に基準財政

需要額 を 5.7%ずつの削減 が必要 となる。 この とき、地方政府 の歳 出は減 るこ

とになる (図 1-11)が 、財政収支改善の影響 が大 き く、経済成長 に対す る影響

は小 さい とい う結果 になってい る (図 1-13)。 また国 と地方 の長期債務残高 は、

制度 を現状維持 した場合 よ りも累増 のペー スが緩や かになってい る (図 1-12)。

しか しなが ら、累増傾 向を減少 あるいは横 ばい させ るほ どの効果 は見 られ ない。
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図 1-10 国・地 方 の 基礎 的財 政 収 支 の 推移 (単 位 10億 円 )
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図 1-11 地 方 政 府 支 出の 推 移 (単 位 10億 円 )
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図 1-13 GDPの 推移
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5 小括

本章では、 日本経済財政 中期モデル を構築 し、現在 の財政制度 を維持 した場

合 に経済や財政 について どの よ うな見通 しが描 かれ るかについて検討 した。本

章で構築 したモデル では、SNAを ベー ス とした財政 ブ ロ ック と制度財政 をベー

ス と した財政 ブ ロックを置 き、一般政府 の部 門間の財政 関係 を見 る ことがで き

るよ うになってい る。 また財政 ブ ロ ック とマ クロ経済ブ ロ ックは連動す る形 と

なってお り、制度改革 の経済 と財政 に対す る影響 について両者 の相 互関係 を踏

まえなが ら分析 で きるよ うに した。 マ クロ経済ブ ロ ックについて も、長期 の財

政見通 しを示す ため供給主導型 とし、貯蓄率 をモデル に織 り込み高齢化の進行

のマ クロ経済へ の影響 を反映す るな どの特徴 がある。

このモデル を用いた分析 の結果 は次 の通 りで ある。2012年 現在 の財政制度 を

維持 したままでは、財政収支の改善が図 られ ることがな く、長期債務残高の累

増ペースが緩 まない。経済 について も 2025年度 を境 に ピー クア ウ トしてい く結

てい る。また 2014年度以降 に予定 され てい る消費税率の引き上げを行

レー シ ョンでは、基礎 的財政収支 の赤字 は縮小す るが、 これ を均衡 さ

せ るに は至 らな い。 した が って財 政 の持続 可 能性 の確 保 の た め に は 、歳 出 の 削

減 が必 要 とな る と考 え られ る。本 章 で は 2030年 度 時 点 で の基礎 的財 政 収 支 の均

衡 を 目標 と して 、国 か ら地 方へ の移 転 の削減 を通 じて歳 出 を削減 す る こ とを検

討 した。 計測 結 果 か ら、 国庫 支 出金 な らび に基 準財 政 需 要 額 を 5.7%削 減 す れ

ば 、2030年 度 時 点 の基 礎 的財 政 収 支 の均衡 が 達成 され る とい う結 果 が得 られ た。

しか しなが らこの場 合 で も長 期 債 務 残 高 の累 増 ペ ー ス は止 ま らな い とい う結 果

も得 られ た。

最 後 に、今 後 の課 題 を挙 げ る。 本 モ デル に よ る分 析 の 限 界 で あ るが 、 消 費税

率 の 引 き上 げや 歳 出削減 に関す る結 果 の解 釈 にお い て 、需 要側 に対 す る影 響 が

考慮 され て い な い とい う点 に留 意す る必 要 が あ る。

また政府 間財 政 関係 を見 直 した こ とで個 々 の地 方 自治 体 にお け る財 政 の影 響

や 地域 経 済 に どの よ うな影 響 が あ るの か につ い て は 、 この章 の分 析 で は明 らか

とな つて い な い。 この 点 につ い て は 、マ ク ロ経 済 で は な く地域 経 済 ・ 地 方 財 政

の観 点 か ら、 次 章 以 降 で検 討 して い くこ と とす る。
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また地方財政への移転 について総額 とい う

経済への影響 を勘案す るためには、地域 ごと

く個別 に検討す る必要がある と考 える。 それ

定方法等 についてモデル全体の頑健性 を高 め

面で しか捉 え られ ていない。地域

にモデル を構 築す るな どよ り細 か

と同時 に、個別 の構造方程式 の推

ることも課題 である。
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第 2章

饗

需要面か らみ た道 州制下 における公共投資の地域経済への影

一地 域 間 の経 済 取 引関係 を考 慮 した地 域 計 量 モ デ ル に よ る分 析 一

1 本章のね らい

本章では、全 国を地域分割 し、各地域 にお ける公共投資の経済波及効果 をみ

ることに よつて、地域政策 のあ り方 について考 える。 具体的 には全 国 を 5地 域

に分割 してそれ ぞれ地域計量モデル を構築 し、移 出入 を通 じて これ らを接続 し

たモデル を構築 してい る。 そ して このモデル を用いて、公共投資の各地域経済

への影響 につ いて地域 間の経済取 引関係 を考慮す る形 で計測す る。

地域計量モデル では、 しば しば海外部 門を含 む他地域 は、外生 として取 り扱

われ る。 しか しなが ら、地域経済 において圏域 を超 えた経済取引は近年 ます ま

す活発化 してお り、 これ に留意 した分析 を行 う必要がある。複数地域 の計量モ

デル を同時 に取 り扱 うとい う研 究事例 はい くつか存在す る。大河原 ほか (1988)

では、全国 9地 域 の計量モデル が構築 され てい る。 このモデル の特徴 は、マ ク

ロ経済ブ ロックを別途設 け、マ クロ全体 と個別地域 の整合性 について、相互チ

ェ ックが行 われ てい る点である。 ただ し財 の地域間移動 については、明示的 に

考慮 され ていない。 また論文内で方程式体系が示 され てい ない こともあ り、地

域経済モデル 同士、な らび にマ クロ経済ブ ロ ック と地域経済ブ ロックが どの よ

うに連結 され てい るのか を把握す ることが困難 である。複 数地域 について公共

投資の効果 を検討 した研 究 としては、林 0小 西 (1991)、 稲 田・小川 (1994)、 楊

(1997)な どがある。林・小西 (1991)で は、 グラ ビテ ィモデル をモデル に組 み込

む形で逐次決定型 のモデル が構築 され てい る。 また稲 田・小川 (1994)で は、近

畿地方 の各府 県 についてほぼ同一構造 のモデル を作成 し、各 々の府 県 を統合 し

た地域モデル が構築 され てい る。 ただ し、 この よ うな複数地域 にまたが る計量

モデル の開発 は、地域 間の経済取引が活発 化 してい るに もかかわ らず 、統計資

料 の整備 が十分 に行 われ ていない とい うこともあ り、近年 はあま り行 われ てい

ない。楊 (1997)は 計量モデル を用 いた研 究ではないが、理論的枠組 を もとに公
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共投資 と地域経済発展 について効率 と公平の観 点か ら検討 が行 われ てい る。

なお地域間の経済取 引関係 を明 らかにす るた めには、分析 ツール として地域

間産業連 関表 が有用で ある。地域 内産業連 関表 は域 内の財 0サ ー ビスの取引の

み を対象 とす るのに対 して、地域間産業連 関表 は地域 内表 が把握す る取引に加

えて、複数 の地域間の財・サー ビスの取引 も対象 とす る。 地域 内産業連 関表 で

は、域外へ の財・サー ビスヘの移 出の行 き先 は不明であるが、地域 間産業連 関

表では、 どの地域 に移 出 され たのかが定量的 に把握 で きる。例 えば高林 0下 山

(2005)は 、地域間産業連 関表 を用いた研 究で あ り、公共投 資の生産波及効果 に

ついて 自地域 と他地域 を分 けて結果 が示 され てい る。 しか しなが ら地域間産業

連 関表 に よる分析 では、各地域 の経済構造 が投入係数表 に集約 され てお り、地

域経済 に対す る波及効果 の経路が不明であること、また時間概念 が存在 しない

ことが問題点 として指摘 できる。

本章で構築 してい る地域計量モデル は、以下の よ うな特徴 を持 たせ てい る。

まず各地域経済 について、基本的に共通 した構造 とな るよ うモデル を設計 して

い る。 これ に よ り、各構造方程式のパ ラメー タの地域 間比較 を行 うことがで き

るよ うになってい る。 またそれぞれ の地域経済モデル は、各地域 の移 出 と移入

を通 じて連結 したモデル としてい る。各地域モデル を連結 してい ることによ り、

ある地域 で需要が増加 した際 に、それ以外 の地域 に もた らされ る効果 (い わゆ

るス ピル オーバー効果 )も 把握 できるよ うになってい る。 ここで各地域 の移 出

入 については、 どの地域 に対す る移 出なのか、あるいは どの地域 か らの移 入な

のか を区別す るために、地域間の経済取引関係 を把握 で きる地域間産業連 関表

を利用 し、デー タの作成 を行 つてい る。

以下、2節 においてモデル の構造 を示 し、3節 で各地域モデル の推 定結果 を示

し、比較 を行 う。4節 では公共投資の追加 シ ミュ レー シ ョンを行 う。5節 はま と

めである。

2 モデルの構造

本節 では、全国 5地域経済モデル の構造 について述べ る。 2-1で 各地域計量

モデル を連結 したモデル全体の構造 を述べたのち、2-2で 各地域計量モデル の
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構造 について述べ る。

なお本章で構 築す るモデル にお ける地域 区分 は、北 日本・関東・中部・関西・

西 日本 の 5地 域 である (表 2-1)。 この区分 は、林 (2004)に お ける地域 区分 であ

る北 日本非都 市地域 、都 市地域、西 日本非都 市地域 の うち、都 市地域 を さらに

関東・中部・関西 の 3地 域 に区分 した形での区分である。 各都道府 県が どの地

域 に属す るかは、経済産業省 の 9地 域 区分 に従 つてい る。

表 2-1 地域 区分

(1)全 体の構造

本節 では、まず各地域計量モデル を連結 したモデル全体の構造 を述べ る。個 々

の地域計量モデル の構造 は、 (2)で 述べ られ る。

5地域経済モデル は、まず各地域 の計量モデル を作成 した うえで、移出入 を

通 じて これ らを連結 してい る。各地域 の移輸 出 (入 )は 、 日本国外 地域へ の輸

出 (入 )と 日本 国内の他地域への移 出 (他 地域か らの移入 )か らな る。移 出 (入 )

は、相手地域 に よつて分割 され る。 なお、輸移 出お よび輸移入 は、県民経済計

算 では相手地域別 に分割 して計上 され てお らず 、地域 間産業連 関表 の比率 を用

いて按分 したデー タを利用す る5。

具体的 に北 日本 を例 に取 って説 明 しよ う。 北 日本 の移 出は、北 日本 か ら関東

5推 定期間中の地域間産業連 関表 は 1995年 表 と 2000年 表 の 2種 類 が利用可能
である。これ について、1995年 以前 については 1995年 表 の値 、1995年 以降 2000
年 までについては補完推計 した値、2001年 以降 については 2000年 表 の値 を用
いてい る。

地 域 都 道 府 県

北 日本 北海 道 、青森 、秋 田、岩 手 、宮城 、 山形 、福 島

関 東 新潟 、長 野 、茨城 、栃 木 、群 馬 、埼 玉 、東京 、神 奈川 、千葉 、 山梨 、静 岡

中 部 富 山、岐阜 、石川 、愛 知 、二 重

関 西 福 井 、滋賀 、京都 、大 阪 、兵庫 、奈 良 、和 歌 山

西 日本
岡 山、広 島 、山 口、鳥 取 、島根 、徳 島 、香川 、愛媛 、高知 、福 岡 、佐 賀 、長崎 、

大分 、熊 本 、宮崎 、鹿 児 島、沖縄

(出 所 )筆 者作成
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への移 出、北 日本か ら中部への移 出、北 日本 か ら関西への移 出、北 日本 か ら西

日本への移 出 とい うよ うに分かれてい る。輸移入 も同様 に、北 日本 を例 にす る

と、関東 か ら北 日本へ の移入、中部 か ら北 日本への移入 、関西か ら北 日本へ の

移入 、西 日本 か ら北 日本への移入 とい うよ うに分かれ てい る。この とき、「北 日

本 ブ ロックにお ける関東へ の移 出」と、「関東 ブ ロックにお ける北 日本 か らの移

入」は同一であ る。 モデル上では乖離が生 じない よ う、恒等式 と してい る。 こ

の よ うに移 出入 を通 じて連結す るこ とによ り、地域間の相互依存 関係 の内生化

が図 られ てい る。

モデル 内での波及経路 は次の よ うになる。仮 に北 日本 で公共投資が追加 され 、

域 内総生産が拡大す る と、他地域か ら北 日本への移 出が増加す る。 これ は、北

日本 に とっては他地域 か らの移入が増加す ることにな る。 一方、他地域 の立場

か らみ る と、他地域 か ら北 日本への移 出が増加す ることに よつて、他地域 の域

内総生産が増加 し、これ によって乗数効果が働 き、経済が拡大す ることにな る。

この よ うな経路 を通 じて、北 日本で公共投資が行 われ た際 に、北 日本経済だ け

でな く他地域 の経済 に も及ぶ影響 と して表れ る形 と してい る。

図 2-1 モデル全体の構造

他地域経済からのフィードバック

域内経済における
波及効果

(出 所 )筆 者作成

(2)各 地域経済ブ ロックの構造

次 に、本章 において構築 した地域計量ブ ロ ックの構造 について説 明す る。北

日本 、関東、 中部、関西、西 日本の計 5種 類 の地域 ブ ロックを兼ね備 えてい る

が、基本的なモデル の構造 は共通 と してい る。 これ によ り、シ ミュ レー シ ョン

の結果の差異 について、推 定結果の比較 を通 じて検討す ることがで きる。

本章で構築 した地域計量モデル は需要主導型 のモデル である。モデル構築 に

おいて必要 とな るデー タについては、前述 した地域 区分 に従い、各都道府 県 を

北日本ブロック 中音「ブロック 関西ブロック 西日本ブロック関東ブロック
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ア グ リゲー トし、 これ を一つの経済単位 と捉 えて作成 してい る。デー タ系列 の

作成方法は、基本的 に入江 (2009)と 同様 の手法 とし、「県民経済計算」をベー ス

として作成 した。 なお推 定期間は 1991年 か ら 2006年 までの 16期 である。 図

2-2は 各地域 の計量モデル の大まかなフローチ ャー トを示 した ものである。

以下、各地域モデル の構造 を述べ る。モデル の詳細 な構造や推 定結果 な どに

ついては、参考資料 の方程式 リス トを参照 され たい。

図 2-2 各地域計量モデルの フロー チ ャー ト

(注 )こ の図 で は北 日本 モ デル を例 と して示 して い る。 他 地域 にお い て も、移

出入 の決 定 要 因 の変数 が 自地域 以外 の地域 の変 数 とな る以 外 は 、 同様 の構 造 で

あ る。網 掛 け は外 生 変 数 で あ る こ とを示 す 。

(出 所 )筆 者 作成

(支 出ブ ロ ック )

域 内総 生 産 は 、民 間消 費 、民 間住 宅投 資 、企 業設 備 投 資 、政 府 消 費 、公 的 固

定 資本 形 成 、輸 移 出 、輸 移 入 、統 計 上 の不突 合 の合 計 で あ る。 政府 消 費 、公 的

固定 資本 形 成 、統 計 上 の不突合 は外 生 と して い る。

企業物価指数

家計可処分所得 県民可処分所得

関東への移出

関東の北 日本向け移 出

中部の北日本向け移出

関西の北 日本向け移 出

西日本の北日本向け移出
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民間消費 は、家計可処分所得 を説 明変数 としてい る。 また習 1貫 形成仮説 を考

慮 し、 自己ラグも説 明 として推定 を行 つてい る。 民間住宅投資は、家計可処分

所得 と住宅 ス トックを説 明変数 とした。企業設備投資は、企業所得 を説 明変数

として推定 を行 つてい る。

輸移 出は海外への輸 出 と国内他地域 それぞれへの移 出に分割 し、それぞれ に

ついて推計 を行 つてい る。 北 日本モデル を例 に とる と、輸 出、関東への移 出、

中部への移 出、関西へ の移 出、西 日本への移 出である。海外への輸 出は、世界

輸入額 を説 明変数 としてい る。 国内他地域へ の移 出は、 当該地域 の域 内総生産

を説 明変数 とし、推定 を行 ってい る。例 えば、北 日本モデル にお ける関東への

移 出は関東の域 内総生産 を説明変数 として推 定 を行 う。

輸移入 について も輸移 出 と同様 に、海外 か らの輸入 と国内他地域 か らの移入

に分割 してい る。海外 か らの輸入 は域 内総生産 を説 明変数 として推 定 を行 つて

い る。 国内他地域か らの移入 については、他地域 にお ける 自地域 を対象 と した

移 出 と同額 と してい る。 この とき、県民経済計算上の移入額 と乖離 が生 じるこ

とになるが、 この乖離 は統計上の不突合 と して処理 してい る。 こ うした取扱 い

については、国内の複数地域 を対象 と した地域計量モデ ルの先行研 究で、移 出

入 を明示的に I取 り扱 った研 究はない。 ただ し世界 リンクモデル では稲 田 (1991)

や尾崎 (2006)な どで輸 出価格 と輸 入価格 の調整 を行 った うえで輸 出 と輸入 を結

びf)け る構造 が用い らオ1ノ ている例が ある。 また国際産業連 関表や地域間産業連

関表 において も、アジア太平洋研究所 (2012)や 仁 平 (2008)に み られ るよ うに、

移輸 出 と移輸入 を同額 とみ な して作成 され る ことが多い .

(所 得 ブ ロック )

所得 ブ ロックは、支 出ブ ロック中の推定式 の説 明変数 となつてい る。 県民所

得 は雇用者報酬、財産所得 、企業所得の合計 である。雇用者報酬 は雇用者数 と

賃金 (一 人 当た り雇用者報酬)の 積 である。 賃金 は物価 ブ ロックか ら決 ま り、

雇用者数 は域 内総生産か ら決定 され る。 また、財産所得 と企業所得 は名 目域 内

総生産か ら決 まる。

(物 価 ブ ロック )

物価 については、 5地 域モデル とも共通 で全 国企業物価指数 をキー変数 とし

てい る。全国企業物価指数 は、全国の労働 生産性 を説 明変数 としてい る。全国
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の労働生産性 は、雇用者報酬の 5地 域合計額 と域 内総生産額の 5地 域合計額 の

比 として求 め られ る。 デ フ レー タお よび賃金 は各地域 のデー タを用 いてお り、

それぞれ推 定 を行 つてい る。消費デ フ レー タは企業物価指数お よび賃金 に よつ

て決 まる。GRPデ フ レー タは企業物価指数、消費デ フ レー タに よつて決 ま る。

賃金 は消費デ フ レー タによって決ま る。

3 推定結果の地域 比較

本節 では、主要な構造方程式の推 定結果 を地域 間比較 とい う観 点か ら検討す

る。各地域計量モデル はできるだけ共通 した構造 とな るよ うに してお り、各構

造方程式のパ ラメー タの地域間比較 がで きる。 ここでは、実質民間最終消費支

出、実質民間企業設備 投資 を取 り上 げることとす る。

まず域 内総生産の最大の構成項 目である民間最終消費支 出 (実 質 )の 結果 を

見 る。 民間消費 は前節 で も述べた よ うに、家計可処分所得 と実質化 した貯蓄残

高 と自己ラグを説明 と して推定 を行 ってい る。表 2-2は 各地域 の消費 関数 の推

定結果 を示 した ものである。

表 2-2 消 費 関数 の 推 定結 果

(出 所 )筆 者作成

可処分所得 にかか るパ ラメー タを地域比較す る

西が最 も低 い とい う結果 になってい る (図 2-3)。

と、北 日本 0関 東 が高 く、関

この違 いには、貯蓄行動 に対

北 日本 関 東 中 部 関 西 西 日本

定 数 項
2948650

(3.15)

17402500

(-2.13)

2713160

(1.39)

13476779

(5.53)

12829966

(5.05)

可 処 分 所 得
0.18595

(3.43)

0.21543

(2.71)

0.1542

(2.15)

0.0989

(1.98)

0.16372

(2.93)

貯蓄残高
0.0134

(3.57)

0.0414

(3.20)

0.0282

(3.26)

0.0084

(4.35)

0.0159

(4.63)

自己ラグ
0.52652

(5。 17)

0.44658

(2.46)

0.38146

(2.15)

0.47690

(7.00)

0.31589

(2.61)

決 定係 数 0.993 0.990 0。 990 0.974 0。 987

(注 )括 弧内の数値 は t値 を示 してい る。
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す る地域性 の違 い、消費性 向の高い高齢者 の比率等が要因 として考 え られ る。

表 2-3は 地域別 に年間収入 に対す る貯蓄現在 高の比率 と高齢化率 を示 した もの

である。 消費性 向の高い北 日本 、関東では、年間収入 に対す る貯蓄現在高が低

くなってい る。 また高齢化率は北 日本 、西 日本 で高 くなつてい る。

図 2-3 消費関数の所得 にかか るパ ラメー タの地域比較

0.5 ヽ

0。4
0。 39 0.39 園短期 趙長期

北 日本 関東    中部

(出 所 )筆 者 作成

西日本

次 に、 実質 民 間企 業設 備 投 資 は、実 質化 した企 業 所 得 を説 明変 数 と して推 定

を行 つて い る。 一般 的 なマ ク ロ計 量 モ デル で は、投 資 関数 の推 定 で は い わ ゆ る

ス トック調 整 型 の投 資 関数 が採 用 され る こ とが 多 い。 本 モ デル で もス トック調

整 型 の推 定 を試 み た が 、 資本 ス トックな らび に除却 率 のデ ー タ を地 域 別 に得 ら

れ な い こ と、 またそ の代 理 変数 に よ る推 定 に よつて も安 定 した推 定 結 果 が得 ら

れ なか った こ とか ら、 この よ うな形 で の推 定 を行 つた。 図 2-4は 各 地域 の投 資

関数 にお け る企 業 所 得 にか か るパ ラ メー タ を比 較 した もの で あ る。 結 果 をみ る

・1

表 2-3 年間収入 に対す る貯蓄現在高比 と高齢化率

北 日本 関 東 中 部 関 西 西 日本

年間収入 に対す る

貯蓄現在高比 (%)
188.2 226.1 234.5 234.5 235.2

高 齢 化率 (%) 25.5 22.0 22.5 23.3 25.0

(出 所)『 全国消費実態調査 (2005年 度)』『国勢調査 (2010年度)』
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と、関西が最 も高 く、関東 が最 も低 い とい う結果 になつている。 関西で行 われ

る設備投資は、関西域 内の企業所得 の影響 を強 く受 ける。 関西や 中部 の企業 は

自地域 での投 資 を行 つてい るため と考 え られ る。 この点 について、関西社会経

済研 究所 (2011)で は 自治体の地元企業 に対す る立地助成等 が背景 にある と述ベ

てい る。 また中部 にお いて も、 自動車関連企業が 自地域 で投資 を行 つてい る と

考 え られ る。 一方関東で行 われ る設備投資 は、域 内にお ける企業所得 の影響 を

Lヒ 較白勺受 けに く い。

図 2-4 投資関数のパ ラメー タの地域比較

1。0 ｀
:｀

｀``｀ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ…ヽヽヽヽヽ…ヽヽ一ヽヽヽヽヽヽヽ……ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ …ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ一ヽヽヽヽ‐ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ
0:91｀

……`｀ヽ一ヽヽヽ一ヽヽヽヽヽヽヽヽヽ…ヽヽヽ

: 囲短期 鐵長期

0。8 :・ ・ヽヽ｀ヽヽ ヽ

1    0。 58
0.6

0.4

0.2

0。0

北 日本 関東    中部    関西

(出 所 )筆 者 作成

西 日本

4 公共投資の追加 シ ミュ レー シ ョン

次 に、公共投資 を追加 した ときに各地域経済 に対 して どの よ うな効果が ある

か、シ ミュ レー シ ョンに よ り確認す る。 シ ミュ レー シ ョンは、各地域 の公的固

定資本形成 を 1兆 円追加す る形 で行 つてい る。公的固定資本形成 を追加す る時

期 は、推定期 間の最終年度 か ら 5か年遡 って 2002年 度 と した。

図 2-5は 、各モデル の域 内総生産 (5地域合計)に ついて、基準ケー ス (公

共投資の追加 がなかったケース)と の乖離幅 を示 した ものである。 また表 2-4

は、地域 ごとのシ ミュ レー シ ョン結果である。 なお ここでの結果 は、 自地域 に

お ける効果 だ けでな く、他地域経済 に対す る効果 も示 してい る。表 では、列方

向に各地域 の シ ミュ レー シ ョン結果 を示 してい る。例 えば、北 日本 で 1兆 円の
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公 共投 資 を追 加 した ケー スの北 日本 に対 す る効 果 は 5,729億 円、 同 ケー ス の 関

東 に対 す る効 果 は 5,980億 円、 中部 に対 す る効 果 は 1,744億 円、 関西 に対 す る

効 果 は 510億 円、西 日本 に対 す る効 果 は 553億 円 とな って い る。

ョン結果 (5か 年計 、単位 :兆 円 )

他地域  圏自地域

=|二=|||      101713171,01315141      111111:|

0171212

北日本   関東 中部 関西   西日本

(出 所 )筆 者 作成

表 2-4 シ ミュ レー シ ョン結 果 の詳 細 表 (単 位 :兆 円 )

(出 所 )筆 者作成
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北日本に

1兆円投入

■関東に |

1兆円投入

中部に

1兆円投入

関西に

1兆円1投入

西日本に

1兆円投入

北日本に対する効果 0.5729 0:0766 0.0247 0‐`0386 0.0415

関東に対する効果 0.5980 112262 0.2310 0。3040 0.4303

中部に対する効果 0.1744 0132419 0.8859 0:3325 0.1854

関西に対する効果 0.0510 010642 0。0626 016081 0.0650

西日本に対する効果 0.0553 0:07319 0.0353 0:06■8 0.6680

全国に対する効果 (計 )
1.4516 117658 1.2395 1:3450 1.3902

うち自地域に対する効果 0.5729 1.2262 0。8859 0:6081 0.6680

うち他地域に対する効果 0.8787 0:5396 0.3536 017369 0.7222

歩留まり率 39.5% 69:41%| 71.5% 45'2‐% 48.1%



いずれ の地域 において も、全国ベー スでみた効果 の 5か 年計の効果 が 1兆 円

を超 える。 自地域 での効果 が大 きい関東での効果 が最大で あ り、他 地域 での効

果 が大 きい北 日本 がそれ に次 ぐとい う結果 になつてい る。す なわち、北 日本 、

関東への効果 が大 き く中部以西への効果が小 さい とい う 「東高西低 」の傾 向 と

なった。

自地域 にお ける効果 が 1兆 円を超 えてい る地域 は関東のみであ り、関東以外

の地域 では、 自地域 の効果 は 1兆 円を下回つてい る。 これ は、関東以外 の地域

では、 自地域外 の地域 に経済効果が漏 出 してい ることを示 してい る。 自地域 に

お ける効果 の差異 は、それぞれ の地域計量モデル の推 定結果のパ ラメー タの差

異 に起因す ることにな る。例 えば、3-1で 述べた よ うに、企業所得 は名 目域 内

総生産 に よつて決 ま る形で推定 を行 つてい るが、関東・ 中部のパ ラメー タが大

き くなってい る。 このパ ラメー タの違 いに よって、域 内総生産 に対す る影響 が

地域 によつて異 なって くるのである。

他地域 にお ける経済の拡大効果 は、北 日本 が最 も大 き く、中部が最 も小 さい

とい う結果 になってい る。北 日本 の よ うにモデル 1の 乗数 が小 さい地域 では、

自地域 内での経済拡大効果 よ りも自地域外 での拡大効果 の方が大 き くなる。 自

地域 と他地域 の効果 を合計 した全国経済 にお ける効果 をみ る と、関東 が最 も大

き く、次 に北 日本 が大 きい とい う結果 となる。

全国に対す る効果 の うち、 どの程度 が 自地域 に対す る効果 かを示す 「歩留 ま

り率」 を見てみ よ う。歩留 ま り率は、中部や 関東が高 く北 日本 が最 も低 い とい

う結果 になってい る。 これ は、地方部 で行 われ た公共投資の経済効果 は、中部

や 関東がその受 け皿 となってい るこ とを示 してい る。 なお、 この結果 は地域間

産業連 関表 を用いて分析 した武者 (2009)の 結果 と整合的で ある。

次 に、各ケー スの地域別 の影響 を見てみ る。表 2-5は 表 2-4の 結果 を地域別

の割合 として置 き換 えて示 した ものである。 ここでの 自地域 の効果 は歩留 ま り

率 と等 しい。 北 日本 ケー スでは、北 日本 に対す る効果 よ りも関東 に対す る効果

の方が上回 る とい う結果 になってい る。北 日本 ケー ス以外 では、 自地域 に対す

る影響 が最 も大 きい。 関東 ケー スにお ける他地域 に対す る影響 では、中部 が最

も大 き く、関西が最 も小 さい。 中部 ケースにお ける他地域 に対す る影響 は、関

52



東 に対す る効 果 が最 も大 きい。 関西 ケー ス にお け る他 地 域 に対 す る影 響 は 、 中

部 が最 も大 き く、 これ とほ ぼ同 じ規 模 で 関東 が これ に次 ぐ。 西 日本 ケー ス にお

け る他 地域 に対 す る影 響 は、 関東 が最 も大 き く、 中部 が これ に次 ぐ。 西 日本 で

は、地理 的 に隣接 して い る関西 で の影 響 よ り関東 や 中部 で の効 果 の方 が大 きい

とい う結 果 とな つた。

(出 所 )筆 者作成

5 小括

本章では、道州制 の導入 を前提 と して、地域 間の相互依存関係 を踏 まえた全

国 5地域計量モデル の開発 を行 い、推定結果 の比較お よび公共投資の追加 シ ミ

ュ レー シ ョンを行 つた。地域計量モデル を連結 し、各地域 の相互依存関係 を考

慮 したモデル の開発 は これ までにあま り見 られ ない もので ある。 モデル の堅牢

性 については今後改善が必要であるが、各地域計量モデル は基本的 に同 じ構造

となるよ う構 築 され てい るため、地域 の経済構造の比較 が可能 とな った。例 え

ば、 5地域 ご との消費 関数 にお ける可処分所得 にかか るパ ラメー タを比較 した

結果 、北 日本や 関東 に比べて関西は低い とい うことが明 らか となった。 また各

地域 にお ける公共投資の経済波及効果 の内訳 をみ る と、地域 ごとに 自地域 の効

果 と他地域 の効果 の規模 が異 なるとい う結果 となってい る。

限 られ た予算 の中での地域政策 は、 目的や効果 を地域 ごとにきめ細 か く考慮

した上で、実施 され ることが望 ま しい。 中央政府 か ら画 一的に割 り当て られ た

表 2-5 各ケースにお ける地域別の影響 (割 合 )

北日本に

1兆円投入

1関東に■

1兆円投入

中部に

1兆円投入

1関西に |

1兆円投入

西日本に

1兆円投入

北日本に対する効果 39.5% 4:3% 2.0% 219% 3.0%

関東に対する効果 41.2% 69嵐4% 18.6% 2216% 31.0%

中部に対する効果 12.0% 18141% 71.5% 24.7% 13.3%

関西に対する効果 3.5% 3:6% 5.1% 45.2% 4.7%

西日本に対する効果 3.8% 412% 2.8% 4:6% 48.1%

全国に対する効果 (計 )
100.0% 100:0% 100.0% 10‐010% 100.0%
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財源や事務事業では、地域経済 に とって必ず しも期待 した効果が得 られ る とは

限 らない。 これ を避 けるためには、画一的な政策 を とるのではな く、各地域 が

それぞれ の実情 に応 じた政策 を選択 できる新 たな地方 自治制度 が必要である。

最後 に、残 され た課題 について述べ る。 まずモデル の精緻化・堅牢化につい

てであるが、今回のモデル は比較的 コンパ ク トな構造 としてい るが、将来的 に

は、 よ り精緻 かつ頑健 なモデル に改良す る必要が ある。特 に、地域 間の相互依

存関係 を描写す る各地域 の移 出入の関係 につ いて、デー タの整備 も含 め、 よ り

詳細 な検討 が必要である。現在 は基本的 に 2時 点の地域 間産業連 関表 を用 いて

デー タを作成 してい るが、今後 は地域 間産業連 関表以外 のデー タ も利用す るな

ど、デー タの作成方法 を改善す る必要がある。例 えば、林・小西 (1991)で は「商

業統計表」の地域間 0地 域 内の財貨移動額 のデー タが作成 されてい る。 またデ

ー タの取 り扱 いについて、移 出デー タをベー ス とし、移入 は他地域 にお ける移

出 と同額 とみ な してモデル を構築す るケー ス (本 章のケー ス)と 、輸移入デー

タをベー スとし、移 出 を他地域 か らの移入 と同額 とみ な してモデル を構築す る

ケー ス との整合性 をチ ェ ックす る必要がある。その他 のモデル の改善点 として、

労働 生産性 等 の供給 制約 を各 地域 モデル 内 に明示 的 に織 り込む 、大河原 ほか

(1988)の よ うにマ クロ経済のデー タ と地域デー タの整合性 を確保す る等、改善

の余地は多分 に残 され てい る。
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第 3章  供給 面か らみ た道 州制下 における公共投資の地域経済 口厚生

への影響

一九州地域 を対象 と した地域計量 モデル による分析 一

1 本章のね らい

本章では、道州制導入 の効果 として考 え られ る都道府 県の統合 に よる財政支

出の削減 、公 共投資の分権化 に よって、地域経済お よび地域住民の厚生 に どの

よ うな影響 を もた らす のかについて、九州地域 を分析対象 として定量的分析 を

行 う。分析手法 として供給サイ ドの動 きに着 目した地域経済モデル を構築 し、

九州地域 の変数 を利用 してシ ミュ レー シ ョン分析 を行 う。個 々の地域 の特性 は、

推定式の地域 ダ ミー変数の結果 に表れ る形 と してい る。 シ ミュ レー シ ョンでは

道州制導入 に伴 う財政支 出の削減効果や公共投資の分権化 の効果 について定量

分析 を行 つた鈴木 (2009)の 結果 をもとに、域 内総生産への効果や地域厚生水準

に及 ぼす影響 を計測す る。

分析対象 として九州地域 を取 り上 げるのは以 下の理 由に よる。 まず地域 区分

が比較的はっき りしてお り、県の集合体 を一つの地域 として捉 えやす い。 また

九州地域 は武者 (2009)な どで も明 らかに され てい るよ うに、政策の効果が他地

域 に漏 出 しに くく自地域 に大 き く表れ る地域 である。 さらに、全国の人 口規模

や経済規模 に対 して約 10%の シェアが あ り地域 と して一定 の規模 を有 してい

る。 こ うした理 由か ら、道州制 の分析 を行 うにあたって九州地域が地域 の代表

として最 もふ さわ しい と考 えた。 ただ しここで取 り扱 う道州制の効果 は、地域

性 に関わ らず共通 した効果 として考 え られ ることか ら、一般性 を有 してい る分

析 と考 える。

道州制 については、導入 の是非や その効果 についてな ど、近年 さかんに議論

され るよ うになってきてい る。第 28次 地方制度調査会 が 2006年 に提 出 した「道

州制のあ り方 に関す る答 申」は、道州制 を 「国 と基礎 自治体の間に位置す る広

域 自治体 のあ り方 を見直す ことによって、国 と地方の双方 の政府 を再構築 しよ

うとす るもの」と位 置付 け、「その導入 は地方分権 を加速 させ 、国家 としての機
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能 を強化 し、国 と地方 を通 じた力強 く効率的 な政府 を実現す るための有効 な方

策 となる可能性 を有 してい る」 とした。 また導入 にあたつては、①地方分権 の

推進及び地方 自治の充実強化、② 自立的で活力 ある圏域 の実現、③ 国 と地方 を

通 じた効率的 な行政 システムの構築、 とい つた方 向に沿 つて制度設 計 を検討す

べ きである と してい る。

道州制導入 の意義 として、地方分権 、広域化、行財政 の効率化 な どが挙 げ ら

れ る6。 た とぇば、公共投資政策 を分権的 に行 うことで、同 じ財政規模 で も地域

の経済力 を さらに強化 で きる可能性 がある。また、公共サー ビス供給 について、

規模 の経済性 に よって、少 ない財源 で も現在 と同水準のサー ビスを供給で きる

と考 え られ る。道州制導入 の効果 について定量的な分析 を行 つた先行研 究 とし

ては、関西社会経済研 究所 (2004)、 仲林 (2007)、 片 岡・岡野・葛西 (2008)な ど

が挙 げ られ る。 関西社会経済研 究所 (2004)で は、州制 が導入 され た際 に、地方

財政や地域産業政策 、地方金融 に どの よ うな影響 があるのかについて、調査事

例研 究や シ ミュ レー シ ョン分析 な ど、多角的 に検討 が行 われ てい る。仲林 (2007)

では、都道府 県別 に様 々な指標 を用 いて地域 間格差 を示 した上で、道州制 の導

入 によって格差が どの よ うに変化す るか検証 されてい る。 また、道州 ごとに生

産関数 を特定化 し、民間資本 と社会資本 の限界生産力の推 計が行 われ てい る。

片岡 0岡 野・葛西 (2008)で は、道州制が導入 された場合 、九州経済 に どれ ほ ど

のイ ンパ ク トを与 えるのかについて、九州 7県 を 一地域 とす るマ クロ計量モデ

ル を構築 して分析が行 われ てい る。分析 の結果 、積極的 に道州制導入 を進 めた

場合 には、2015～ 25年 の年平均成長率が 2.1%と な るが、道州制 を導入 しなか

った場合 は 0。 9%に とどまる とい う結果が得 られてい る。

なお財政支 出の効率化 を対象 とした分析 としては、 これ まで様 々な手法 に よ

り数多 くの実証研 究が行 われ てきてい る。前述 した よ うに、地方財政支出の効

率化 には様 々な手法が あ り、その効果 については、 これ までに多 くの研 究の蓄

積 がある。既存研 究では主 に市町村 が提供す る行政サー ビスに対 して規模 の経

済性 が働 くか ど うか とい う観点か ら、多 くの実証研 究がな され てい る 7。 また道

州制 の導入 の観点か ら、都道府 県の合併 に よる行財政運営 の効率化 について実

6林 (2009)な ど。
7国 内の研 究では、吉村 (1999)、 西川 (2002)な どがある。
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証研 究 を行 つた大塚 (2007)な どもある。

本章の構成 は以下の通 りである。2節 では、本章 にお ける分析 に用 い るモデ

ル の説明 を行 う。3節 では、財政支 出の分野別配分 を変更 した場合 に、生産額

や地域住民の厚生水準 に どの よ うな影響があるか計測 を行 う。4節 では、道州

制導入 の効果 として、県の統合 による財政支 出の効率化 と社会資本 の配分 を変

更 して生産の効率化 が達成 され た ときに厚生水準 に どの よ うな影響 があるか、

シ ミュ レー シ ョン分析 を行 う。 5節 はま とめ と残 され た課題 を述べ てい る。

2 モデルの構造

本節 では、分析 に用 い るモデル の説 明を行 う。本 章で構築す るモデル は全国

を 11地 域 に分割 し各地域 のデー タをプー リング したデー タに よ り構築 してい

る。供給サイ ドの動 きに着 目してい る点、地域厚生水準 をモデル に組み込んで

い る点が特徴 である。以下、(1)で モデル全体の構造 について説明 を行 う。(2)、

(3)で はモデル 上で特徴 的 な取 り扱 い を してい る生産 関数 と地域厚 生水 準 につ

いてそれ ぞれ説 明す る。

(1)モ デル全体の構造

まず、地域経済モデル全体の構造 について述べ る。推 定は 1990年 か ら 2003

年 までの 14期 間 につ いて、全国 11地 域 のプー リングデー タを用 いて行 つてい

る。サ ンプル数 は 14期 間 ×11地 域 の 154で ある。 地域 区分の区割 りは、基本

的 に『 行政投 資』 の地域 区分 に従い、表 3-1の よ うに設定す る。 ただ し、東京

都 については東京単体 での規模 の大 き さや都 としての行財政 システ ムの独 自性

を考慮 し、関東地域 とは別地域 として扱 う。 モデル では、地域 によつて違 いが

表れ ると考 え られ る推 定式 について地域 ダ ミー変数 を織 り込んでい る。推 定結

果 のダ ミー変数 にかか るパ ラメー タの違 い に地域 の差異 が表れ る。例 えば (2)

で後述す る非 1次 産業の生産関数では、社会資本 ス トックに係数 ダ ミー を設定

し、社会資本 ス トックの生産性 の地域 ごとの違 いを捉 えてい る。

図 3-1は 地域経 済モデル の全体像 をフ ローチ ャー トで示 した ものであ る。

個 々の方程式 の詳細 は参考資料 に方程式体系 として示 してい る。
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表 3-1 本 モ デ ル に お け る地域 区分

図 3-1 モ デル 全体 の フ ロー チ ャー ト

民間
認 子

ク

 、

⇒ :経済理論に基づく関係  匡Ⅲト コントロールする変数

→ :定義的な関係     澤冬ン ターゲットとなる変数

■

＝

＝

＝

＝

＝

＝

＝

＝

じ
Π
）

E=弓>  ァゥトブット指標  →

(注 )産 業 基盤 型社 会 資本 ス トックは、域 内総 生 産 (非 1次 産 業 )に 対 して 間

接 的 に影 響 を与 え る。

(出 所 )筆 者 作成

(出 所 )筆 者 作成

民間最終消費支出
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域 内総生産額 については 1次 産業 と非 1次 産業 を分 けて、それぞれ (2)で 後述

す る生産関数 に よって決 ま る形 となってい る。 1次 産業域 内総生産額 は 1次 産

業雇用者数 、 1次 産業民間資本 ス トック、農水産型社会資本 ス トックに よって

決 まる。非 1次 産業域 内総生産額 は、非 1次 産業雇用者数 、非 1次 産業民間資

本 ス トック、産業基盤型社会資本 ス トックに よって決 ま る。域 内総生産額 の変

化 は、所得水準の変化 を通 じて民間最終消費支出を決定す る。 なお民間資本 ス

トックは 1次 産業、非 1次 産業 ともに外生変数 としてい る。

ター ゲ ッ トとなる変数 である地域厚 生水準は、消費水準、政府経常サー ビス

の水準 を示す ア ウ トプ ッ ト指標 、生活 関連型社会資本 ス トックを も とに決定 さ

れ る。 ア ウ トプ ッ ト指標 は人件費に よって決 ま る形 としてい る8。

(2)生 産 関数 の推 定

本モデル では基本 的 に供給面主導 の構造 を とつてお り、生産関数 の特定化 を

行 つてい る。 これ は、社会資本 ス トックが生産 に与 える効果 について中長期的

に検討 してい くことを 目的 としてい るためで ある。 図 3-2は 、モデル の生産関

数 に関係す る部分 の フローチ ャー トである。

図 3-2 生 産 関数 に関 係 す る部 分 の フ ロー チ ャー ト

(出 所 )筆 者 作成

8モ デル 中の人件費 は都道府 県ベー スの計数 である。一方 、ア ウ トプ ッ ト指標
は地域住民の厚生水準の構成要素で あるこ とか ら、都道府 県 と市町村 の職員数
をベース として作成 してい る。 しか し、道州制 は府県制 の改革であ るため、府
県の人件費 の効率化効 果 を分析 の対象 とすべ きである と考 え、計数ベースは異
なるが、ア ウ トプ ッ トを府 県の人件 費で説 明す ることに した。

雇用者数

(1次産業 )

域内総生産
(1次産業 )

民間資本ストツク

(1次 産業 )

民
間
最
終
消
費
支
出

社会資本ストック

(晨水産型 )

■用者数

(非 1次産業 )

民間資本ストツク

(非 1次産業 )

社会資本ストツク

(産革基盤型 )
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域 内総生産 は 1次 産業、非 1次 産業 に区分 してお り、それぞれ民間資本 ス ト

ック と社会資本 ス トック と雇用者数 か ら決定 され る。 そ して、 1次 産業、非 1

次産業の生産額 の合計額 が所得水準 を決定 し、 さらに、所得水準 に よつて民間

最終消費支 出が決 まる とい うモデル になつてい る。

各産業の生産 関数 につ いては、鈴木 (2009)を 踏襲 し、産業別 にデー タを区分

しそれぞれ につ いて定式化 を行 う。 これ は産業間の社会資本配分 の効率化に関

す る分析 を行 うにあた って、非効率 な生産 を行 つてい る産業 を、他 の産業 と切

り離 して検討す るためである。

表 3-2は 全産業 に 占める 1次 産業の割合 について、国内総生産お よび社会資

本 ス トックに関 して示 した ものである。社会資本 ス トックは翌年以降の生産 に

影響 を与 える と考 え られ るため、表 中の社会資本 ス トックの値 は、示 され てい

る年次の前年値 である。 それ は以降 に登場す る社会資本 ス トックに関 して も同

様 である。全産業 に 占める 1次 産業 の割合 は 2%に も満 たず 、近年 にな るにつ

れ てその割合 は減少 し、2003年 では 1。 0%と なってい る。 一方、社 会資本 ス ト

ックにおいて 1次 産業が 占める割合 は 50%を 超 えてお り、近年その割合が低 下

傾 向にある とはい え依然 として高い。 この こ とか ら、生産 に関 して 1次 産業の

社会資本 ス トックはかな り過剰 な配分 になってお り、非効率が生 じてい る可能

性 が極 めて大 きい と考 え られ る。

表 3-2 国 内総 生 産 と社 会 資本 ス トック に お ける 1次 産 業 の割 合

年 国 内総 生 産 社会資本

1990 1。 8% 54。 7%

1995 1.4% 53.4%

2000 1.1% 52.9%

2001 1.1% 52。 7%

2002 1。 1% 52. 4%

2003 1。 0% 52。 2%

(出 所)鈴 木 (2009)よ り引用
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1次 産業の生産関数 については、1次 産業 の社会資本 は生産要素その ものであ

る と捉 え られ るため、社会資本 が他 の生産要素 と代替的 な関係 にある以下の よ

うな形式 に 1次 産業 の生産 関数 を特定化す る。

ξ=И lイ ゆβ亀仕
ただ しξは 1次 産業 の生産額 、 二lは 1次 産業の雇用者数、 坤 lは 1次 産業の

民間資本 ス トック、 絶 1は 農水産型社会資本 ス トックである。

推定にあたっては両辺 を対数変換 した次式 を用い る。

Inξ =in/1+α l in二 l+メlinKン 1+/1lnKを 1

推 定結 果 は次 の よ うに な った。係 数 下 の括 弧 内 の数 値 は t値 、 Adj.R2は 自由

度 修 正 済 み 決 定係 数 で あ る。

ln(GRPA)=-1.17978+0.551522・ ln(PCPPYA)+0.060224口 ln(SCNPY)

(-5.66)  (6.13)             (1.50)

+0.40794401n(EMPA)-0.031192・ 丁IME

(6.16) (-8.69) AdJ.R2=0.984

こ こで GRPAは 1次 産 業域 内総 生 産 、PCPPYAは 前年 度 1次 産 業 民 間 資本 ス ト

ック、SCNPYは 農 水 産 型 社 会 資本 ス トック、EMPAは 1次 産 業雇 用 者 数 、TIMEは

タイ ム トレン ドを示 して い る。 1次 産 業 の生 産 関数 につ い て は、地 域 に よ る差

異 が ない と考 え、 ダ ミー 変 数 は設 定 して い な い。 タイ ム トレン ドに か か る係 数

が負 とな って お り、近 年 の 1次 産 業 の生 産性 の低 下傾 向 を示す 結 果 とな つて い

る。

一 方 、非 1次 産業 の生 産 関数 につ い て は 、林 ・ 高林 (1999)に 倣 って 、 以 下

の よ うに特 定化 す る。

t=И 2五ケ
α2印■2+β2h像 2

た だ しち は非 1次 産 業 の生 産額 、 二2は 非 1次 産 業 の雇 用者 数 、 κち は非 1次

産 業 の民 間資本 ス トック、 κ発 は産 業 基盤 型 社 会 資本 ス トックで あ る。 産 業 基

盤 型 社 会 資本 ス トックは直接 的 に生 産 に影 響 を与 え るの で は な く、 民 間資本 ス

トックの生 産 力 を向上 させ る とい う形 で 間接 的 に影 響 を与 え る もの と して い る。

推 定 に あた って は両辺 を Z2で 除 し、対 数 変 換 した次 式 を用 い る。

inO名 /二2)=in И2+α 21n(メ砂2/二2)十 β21n κp2° lnスを2

推 定結 果 は次 の よ うに な った。



ln(GRPB/EMPB)=1.55301+0.187657・ ln(PCPPYB/EMPB)

(28.35)(10.29)

+(0.000629+0.000096・ DUMl+0.0017600DUM3-0.000286・ DUM4+0.000103・ DUM6

(5.07) (2.55) (41.17) (-8.85) (3.22)

+0.000272・ DUM7+0.000077・ DUM8+0.000301・ DUM9)・ ln(PCPPYB)01n(SCIPY)

(8.40) (2.50) (9.41) Ad」 .R2=0.979

ここで GRPBは 非 1次 産業域 内総生産、PCPPYBは 前年度非 1次 産業民間資本

ス トック、SCIPYは 産業基盤型社会資本 ス トック、EMPBは 非 1次 産業雇用者数 、

DUMl、 DUM3、 DUM4、 DUM6、 DUM7、 DUM8、 DUM9は それ ぞれ 北海 道 ダ ミー 、東 京 ダ

ミー 、 関東 ダ ミー 、 東海 ダ ミー 、近 畿 ダ ミー 、 中国 ダ ミー 、 四国 ダ ミー を示 し

て い る。 地域 ダ ミー変 数 のパ ラ メー タ を比 較 す る と、特 に東 京 地 方 の産 業 基 盤

型 社 会 資本 ス トックの 生 産性 が高 い とい う結 果 に な って い る。

(3)地 域 厚 生水 準 の推 計

通 常 の地域 経 済 モ デ ル の場合 、 さま ざま な政 策 シ ミュ レー シ ョンの効 果 は域

内総 生 産 や 個 人所 得 水 準 、消費 支 出 な どで判 断 され る こ とが多 い。 しか し、公

共 投 資政 策 の 目的 のひ とつ が 「国民 生 活 の豊 か さの 向 上 」 に あ る こ とか ら、所

得 や 消費 支 出 だ けで な く、豊 か さに大 き く影 響 す る生活 関連 型 の社 会 資本 ス ト

ックな どを含 め た総 合 的 な豊 か さを数 量化 し、 それ に よつ て政策 の あ り方 を判

断す る こ とが望 ま しい。 この よ うな観 点 か ら、林 ・ 高林 (1999)で は消 費水 準 、

政 府 経 常 サ ー ビス、生 活 関連 型 社 会 資本 ス トックか らな る トラ ンス ロ グ型 の社

会 的厚 生 関数 か ら地域 厚 生水 準 を推 計 し、「豊 か さ指 標 」 と して用 い て い る。

そ こで本 章 で構 築す るモ デル で も、 トラ ンス ログ型 厚 生 関数 を用 い て地域 厚

生水 準 を推 計 す る 9。
厚 生水 準 の構 成 要 素 は 、林・高林 (1999)に 従 い 、生活 関連

型 社 会 資本 ス トック、 民 間最 終 消費 支 出、政 府 経 常 サ ー ビス とす る (図 3-3参

照 )。

9ト ランス ログ型厚生 関数の導出方法 については Christensen、 JorgensOn、 and
Law(1975)を 参照。



生活関連型社会資本ストック

民間最終消費支出

政府経常サ…ビス

図 3-3 地域厚生水準 の構成要 因

(出 所 )筆者 作成

こ こで政府 経 常 サ ー ビス に関 して 、 定量 的 な指標 と して捉 えてお く必 要 が あ

る。 政府 経 常 サ ー ビス の大 き さを数 量 的 に示 す 指標 に は 、様 々 な ア プ ロー チ が

考 え られ る。 例 えば 、林 0高 林 (1999)で は 、政府 経 常 サ ー ビス を示 す 指標 と

して政府 経 常 支 出額 が用 い られ て い る。 本 モ デル で は、地 域 住 民 の厚 生水 準 に

影 響 す る要 素 とい う観 点 か ら、地 方 公 共 サ ー ビスの ア ウ トプ ッ ト量 を考 えて い

る。 具体 的 に は、地域 にお け るア ウ トプ ッ トを縮 約 した指 標 を作成 し、 そ の結

果 を用 い る。 指標 の作 成 につ い て は 、主成 分 分 析 を適 用 す る。

主成 分 分 析 に用 い る変 数 は、一般 行 政 、福 祉 関係 、警 察 、 消 防 の各 部 門 の職

員 数 を利 用 す る 10。 表 3-3は 主成 分 分 析 の結 果 を示 した もので あ る。 この 主成

分 分 析 か ら得 られ た第 1主 成 分 得 点 を、政 府 経 常 サー ビス を示 す 指標 と して採

用 す る。 以 下 で は、 この指 標 を 「ア ウ トプ ッ ト指標 」 と呼 ぶ。 図 3-4は 主成 分

分 析 に よって得 られ た ア ウ トプ ッ ト指標 につ い て ま とめた もの で あ る。

表 3-3 主 成 分 分 析 結 果

第 1主成分 第2主成分

累積寄与率(%) 59.135 90.387

一般行政

福祉関係

消防

警察

0.206

0.927

0.909

0.799

0.962

0.156

0.098

-0.540

(出 所 )筆 者 作成

10職
員数 は 「地方公共団体定 員管理調査結果」を用 いた。

用い る際 には人 ロー人 当た リベー ス とし、 さらに標準化 し

また 、主成 分 分 析 に

た値 を用 い た。
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図 3-4
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-0.5
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アウ トプッ ト指標の地域間比較 (1990年 、2003年 )

(出 所 )筆 者作成

この よ うに して推計 され たア ウ トプ ッ ト指標 と、生活 関連型社会資本 ス トッ

ク、民間最終消費支 出か らなる トランス ログ型厚生関数 か ら地域厚 生水準 を推

定す る ll。 推 定結果 は次 の通 りである。

ln(UTL)=0.333103・ ln(ZOPS)+0。 34186701n(ZCMP)+0。 32503001n(ZSCA)

+0.50(0.21217501n(ZOPS)01n(zoPS)-0。 11133501n(ZOPS)Oln(zcMP)

-0。 096575・ ln(ZOPS)・ ln(zsCA)

-0。 11133501n(ZCMP)・ ln(zoPS)+0。 18509501n(ZCMP)・ ln(zcMP)-0.091546・

ln(ZCMP)01n(ZSCA)

-0。 096575・ ln(ZSCA)eln(ZOPS)-0.091546・ ln(ZSCA)・ ln(ZCMP)+0.188121・

ln(ZSCA)Oln(ZSCA))

ここで UTLは 地域厚生水準、ZOPSは ア ウ トプ ッ ト指標 、ZCMPは 人 口 1人 当た

り民間最終消費支出、ZSCAは 生活 関連型社 会資本 ス トックを示 してい る。

厚生水準の計算結果 を地域別 にま とめた ものが図 3-5で ある。 図 3-6は 国民

生活審議会で試算 され た総合指標 (い わゆる「豊か さ指標 」)の 結果 である。地

域 区分が異 な るため、単純 に比較す ることはで きないが、両基準 とも共通 して

‖ トランス ログ型厚生 関数 の導出方法 については補論 を参照 されたい。

北海道 東北 東京 関東 Jヒ 陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
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北海道や北陸地域が相対的 に高 くなってい るな ど、類似 した傾 向がみて とれ る。

図 3-5 厚生水準の地域間比較 (1990年 、2003年 )

0.5

0.0 1__
北海道 東北 東京 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九 州

く卜受003年   手 1990年

(出 所 )筆 者 作成

図 3-6 第 13次 国民生活審議会 (平 成 2～ 4

40        45        50

年 )総 合指標 の試算結果

55         60

北海道

東北

関東内陸

関東臨海

東海

北陸

近畿内陸

近畿臨海

中国

四国

九州

沖縄

(備 考)総合指標 は経済企画庁 (現 内閣府 )「 国民生活選好度調査」に よる ウェ

イ トを用 いてい る。

(注 )地 域 区分 は以下の通 りである。

東北 :青 森 、岩手、秋 田、宮城 、 山形、福 島、新潟
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関東内陸 :茨 城 、栃木 、群馬 、山梨 、長野

関東臨海 :埼 玉、千葉、東京、神奈川

東海 :静 岡、岐阜 、愛知、二重

北陸 :富 山、石川 、福井

近畿内陸 :滋 賀 、京都 、奈 良

近畿臨海 :和 歌 山、大阪、兵庫

中国 :鳥 取、島根 、岡山、広 島、 山 口

四国 :徳 島、香川 、愛媛 、高知

九州 :福 岡、佐賀 、長崎 、大分、熊本、宮崎 、鹿児 島

(出 所 )第 13次 国民生活審議会調査委員会報告 よ り筆者 作成

図 3-7は 九州地域 の厚 生水準の推移 、図 3-8は その構成要素の推移 を示 した

ものである。 図 3-8の 各項 目の数値 は、標 準化 した後の数値 である。 民間消費

水準お よび政府経常サー ビス (ア ウ トプ ッ ト)は 横 ばいで推移 してお り厚生水

準の上昇 にはほ とん ど影響せず 、生活 関連社会資本 ス トックが厚 生水準 を引き

上 げている。

図 3-7 九 州地域 の厚 生水 準 の 推移

1.0

0.9

0.8

0。 7

0.6

0.5

0.4

0.3

1990 1995

(出 所 )筆 者 作成

2000 2003
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3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

図 3-8 厚生水準の構成要素の推移 (九 州 )

1-V

1990             1995             2000      2003

-消 費支出 ― 生活関連社会資本  ― アウ トプッ ト指標

(出 所 )内 閣府 「県民経済計算」等 よ り推計

3 財政支出の分野別配分変更 シ ミュ レー シ ョン

本節 では、2節 で構築 した地域モデル を用 いて、九州地域 において財政支 出

の分野別配分 を変更 した際 に、域内総生産お よび地域住民 の厚生水 準 に どの よ

うな影響 があ るかにつ いて計測す る。 なお シ ミュ レー シ ョンは内挿 で行 ってお

り、分析 目的が中長期的視点か らの分析 であることか ら、 シ ミュ レー シ ョンの

最終年度 の結果 をもとに検討 を行 う。本節 でのシ ミュ レー シ ョンの内容 を示 し

た ものが表 3-4で ある。

表 3-4 財政支出の分野別配分変更 シ ミュ レー シ ョンの内容

財源移転元 財源移転先

ケース1 社会資本ストック(農水産型 ) 社会資本ストック(産業基盤型 )

ケース2 社会資本ストック(農水産型 ) 社会資本ストック(生活関連型)

ケース3 社会資本ストック(農水産型) 人件費

ケース4 社会資本ストック(生活関連型) 人件費

ケース5 人件費 社会資本ストック(産業基盤型 )

ケース6 人件費 社会資本ストック(生活関連型 )

(出 所 )筆 者 作成
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ケー ス 1お よびケー ス 2は 、社会資本 ス トック間の配分 を変更 させ るシ ミュ

レー シ ョンで ある。 ケー ス 3お よびケー ス 4は 、社会資本 ス トックを減額 し、

人件費 に振 り向 けるシ ミュ レー シ ョンである。 ケー ス 5お よびケー ス 6は 、人

件費 を削減 し、社会資本 ス トックを増加 させ るシ ミュ レー シ ョンで ある。

社会資本 ス トックにつ いては、既存 のス トックその ものを変化 させ るのでは

な く、前年度 か らの増加額 (フ ローベー ス)を 変化 させ る形で計算す る。財源

移転額 は、各 ケースについて社会資本 ス トックの前年度 か らの増加額 の 10%を

移転す るケー ス と、50%を 移転す るケースの 2パ ター ンを推計す る。人件費 に

ついて も、人件費の 10%を 移転す るケース と 50%を 移転す るケー スを推計す る。

厚生水準のシ ミュ レー シ ョン結果が表 3-5に 示 され てい る。 また表 3-6は 、域

内総生産のシ ミュ レー シ ョン結果 を示 した ものである。 ケー ス 1で は、農水産

型社会資本 ス トックは、産業基盤型社会資本 ス トックよ りも生産性 が低 い と考

え られ るため、産業基盤型社会資本 ス トックに財源移転す ることに よ り域 内総

生産が増加 し、結果 と して地域厚生水準は上昇す る。 ケー ス 2で は、農水産型

社会資本 ス トックの減少 に ともない域 内総生産 は減少す るが、生活 関連型社会

資本 ス トックが増加す るため、地域厚生水準 は上昇す る。 ケー ス 3で は、ケー

ス 2と 同様 に農水産型社会資本 ス トックを減額す るため、域 内総生産 は減少す

る。 しか し、その減額分 を人件費 に振 り向けて も、厚生水準は基準ケース と比

べて低 くなる とい う結果 になってい る。 ケー ス 4で は、人件費の よ うな政府経

常支出に対 して、他 か ら財源 を移転す ることは、地域厚生水準 にマイナ スの影

響 をもた らす とい う結果 となってい る。 ケー ス 5で は、人件費の減額 によ リア

ウ トプ ッ ト指標 が減少す るため厚生水準は低 下す るが、産業基盤型社会資本 ス

トックが増加す るため、域 内総生産 は増加す る結果 となつている。ケー ス 6は 、

ケー ス 4と 逆方 向の財源移転 を行 つてい る。このケー スで人件費 50%を 財源移

転す ると、地域厚生水準 は大 き く上昇す る結果 となった。 この差 につ いて、ケ

ー ス 2、 6で は財源移転先 を生活 関連型資本 ス トックに振 り向けてい る。生活 関

連型資本 ス トックは、他 のケースの振 り向け先 (産 業基盤型資本 ス トック、人

件費)と 異 な り、厚生 関数 の構成要素 となってい るため、乖離率が大 き くなつ

てい る。 ケー ス 4で は生活 関連型資本 ス トックを振 り向けるシ ミュ レー シ ョン



を行 つてお り、 この ケ ー ス で もマ イ ナ スの乖 離 が 大 き くな つて い る。

表 3-6 シ ミュ レー シ ョン結果 (域 内総生産 、単位 10億 円 )

基準ケース 48,435 乖離率

移転割合 10% 50% 10% 50%

ケース1(農水→産業)

ケース2(農水→生活 )

ケース3(農水→人件費 )

ケース4(生活→人件費 )

ケース5(人件費→産業 )

ケース6(人件費→生活 )

48,465

48,432

48,432

48,435

48,443

48.435

48,562

48,420

48,420

48,435

48,550

48。 435

0。062%

-0.006%

-0.006%

0。000%

0。017%

0。000%

0.262%

-0.031%

-0。031%

0.000%

0.237%

0.000%

(注 )ケ ー ス 4、 ケー ス 6は 域 内総生産 に影響 しない部分 の財源移転 であるた

め、域内総生産 は変化 しない。

(出 所)筆 者 作成

4 財政支出 と生産の効率化 シ ミュ レー シ ョン

次 に、道州制 の導入 に伴 う財政支 出の削減効果お よび分権化 の効果 について

定量分析 を行 った鈴木 (2009)の 結果 をベー ス と して、九州地域 にお いてシ ミュ

レー シ ョンを行 い、厚 生水準が どの よ うに変化す るか を計測す る。

表 3-5 シ ミュ レー シ ョン結果 (厚 生水準 )

基準ケース 0.92597 乖離率

移転割合 10%移転 50%移転 10%移転 50%移転

ケース1(農水→産業)

ケース2(農水→生活 )

ケース3(農水→人件費)

ケース4(生活→人件費)

ケース5(人件費→産業)

ケース6(人件費→生活 )

0.92609

0.92654

0.92599

0.89891

0.91742

0.92194

0.92652

1.24243

0.92536

0.78156

0。 92321

1.04444

0.013%

0.062%

0.002%

-2.922%

-0。923%

-0.435%

0。059%

34.176%

-0。066%

-15.596%

-0.298%

12.794%

(出 所 )筆 者 作成
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(1)鈴木 (2009)で の計 測

まず 分 析 の前 提 とな る鈴 木 (2009)の 分析 方 法 と結 果 を概 観 す る。

財 政 支 出 の 削減 効 果 につ い て は、47都 道府 県 を対 象 に して 、各都 道 府 県 の規

模 に関す る変 数 (人 口、 面積 )を 用 い て人件 費 を推 定 し、得 られ た推 定結 果 か

ら各 地域 にお け る広 域 化 効 果 を計測 す る。 推 定結 果 か ら、 現 実値 、推 定式 か ら

得 られ る各 県 の理論 値 、道 州 制 導入 後 の各 地 域 の理論 値 お よび道 州 制 導入 に よ

る削減 効 果 を計 測 す る。 各 県 の理論 値 は上記 の推 定 式 に各 県 の人 口お よび 面積

を代 入 す る こ とに よって求 め られ る。 道 州 制 導入 後 の理 論 値 は各 地 域 全 体 の人

口お よび 面積 を代 入 す る こ とに よって求 め られ る。 道 州 制 に よる削減 効 果 は 、

各 県 の理 論 値 の単純 合 計 と道 州 制 導 入 後 の理 論 値 を比 較 す る こ とで計 測 で き る。

九州 にお け る人件 費 の単純 合 計 額 は約 1兆 6680億 円で あ るの に対 し、道 州 制 移

行 後 の九州 全 体 の人件 費 は約 1兆 4116億 円 とな つてお り、道 州 制 の導 入 に よ り

約 2564億 円の人件 費 の 削減 が 可能 で あ る こ とが示 され て い る。

分 権 化 の効 果 につ い て は、 九州 地域 で社 会 資 本 ス トックの分 野別 配 分 の変 更

を通 じて生 産 の効 率 化 を考 えて い る。 す な わ ち現在 の社 会 資本 ス トックの総 額

を一 定 と して 、生 産 関数 か ら導 出 され る限界 生 産性 が産 業 間 で等 し くな る よ う

に 1次 産 業 か ら非 1次 産 業 へ と社 会 資本 の配 分 を変 更 す る こ とで域 内総 生 産 を

最 大化す る。 も う一 つ は 、前者 と同様 に限 界 生 産性 を等 し くす る よ うに社 会 資

本 の配 分 を効 率化 す る こ とに よ り、域 内総 生 産 の水 準 に維 持 しなが ら、社 会 資

本 ス トックの総 額 を削減 す る。 表 3-7は 分 権 化 の効 果 の結 果 を示 した もの で あ

る。 それ ぞれ 生 産 の効 率 化 に よって域 内総 生 産 の増 額 、 あ るい は社 会 資本 総 額

の 削減 とい う効 果 が得 られ る こ とに な る。 なお 後者 の社 会 資本 ス トックの 削減

効 果 につ い て は 、推 定 期 間 中 にわ た って効 果 が 生 み 出 され た と考 え られ るた め 、

シ ミュ レー シ ョンで は推 計 され た削減 効果 額 を推 定期 間 の 14で 除 した額 も示

して い る。
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表 3-7 効率化による域 内総生産 と社会資本 ス トックの変化

域内総生産 (単位 :百万円) 社会資本ストック(単位百万円)

第1次 非1次 全産業 第1次 非1次 全産業

現 状 1,125,199 46,499,646 47,624,845 13,206,279 9,813,244 23,019,523

1,015,811 46,884,675 47,900,486 2,418,279 20,601,244 23,019,523

985,826 46,639,019 47,624,845 1,470,648 12,844,174 14,314,822

1)変化 -109,388 385,029 -10,788,000 10,788,000

(2)変化 -139,373 139,373 -11,735,631 3,030,930 -8,704,701

(2)の 結果を推定期間14で除した額→

(出 所 )鈴 木 (2009)に 基 づ き筆 者 が加 筆 修 正

(2)シ ミュ レー シ ョン

次 に (1)で 示 した結 果 を も とに、2で 構 築 したモ デル を用 いて シ ミュ レー シ ョ

ン を行 う。 以 下 、財 政 支 出 の効 率化 が 図 られ るケー ス A、 社 会 資本 の配 分 を変

更 して域 内総 生 産 の極 大化 が達成 され た場 合 の ケー ス B、 域 内総 生 産 につ い て

現在 の水 準 を維 持 しな が ら、社 会 資本 の配 分 を変 更す るケー ス C(Bの 逆 )を 考

え る。

また 、 ケー ス Aと ケー ス Bが 同時 に達成 され た ケー ス をケー ス D、 ケー ス A

とケー ス Cが 同 時 に達成 され た ケー ス をケー ス Eと す る。

効 率化 の影 響 と して以 上 の計 5パ ター ンにつ い て検 討す るが 、 それ ぞれ の ケ

ー スにお け る効 率化 に よって節 約 され る財 源 は 、減 税 が行 われ た と考 えて個 人

所 得 に振 り向 け るケー ス (そ れ ぞれ ケー ス A-1、 B-1、 C-1、 D-1、 E-1と す る )

と、生活 関連 型 社 会 資本 ス トックに上 乗せ す るケー ス (そ れ ぞれ ケー ス A-2、

B-2、 C-2、 D-2、 E-2と す る)の 2通 りを考 え る 12。 した が って計 10通 りの シ ミ

ュ レァ シ ョン を行 うこ とに な る。

表 3-8は それ ぞれ の シ ミュ レー シ ョンの結 果 を示 した もので あ る。 計測 結 果

を見 る と、厚 生水 準 は全 て の ケー ス にお い て基 準 ケー ス と比較 して 上 昇 して い

る。 ケー ス A、 ケー ス Cで は、 社会 資本 ス トックを充 実 させ る よ り、減 税 を行

12厳 密 には、ケー ス Aに つ いては、財源 が余剰 にな るのではな く、社会資本 の

配分変更 によ り域 内総生産が増加 した場合 の シ ミュ レー シ ョンとな る。
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って個人所得 を増加 させ るケー スの方が地域厚生水準 は上昇 してい る。 ケー ス

Bで は、減税 ではな く域 内総生産 を最大化 させ てい るが、 このケー スでは社会

資本 ス トックを充実 させ た方が地域厚生水準 は高 くなる。 また、ケー ス Aと ケ

ー ス Bを 組 み合 わせ たケー ス Dで は、ケー ス A、 ケー ス Bの 結果 を上回つてお

り、それぞれ のケー スの効果 を足 し合 わせ た よ うな結果 となってい る。 これ は

ケー ス Eで も同様 である。

これ らのシ ミュ レー シ ョン結果 は、財政支 出の効率化 によつて節約 され る財

源や 、社会資本 の配分変更 によって捻 出 され る財源 を配分 し直す こ とに よつて、

地域 の厚生水 準 を高 めることができることを示唆す る ものである。

表 3-8 効率化 シ ミュ レー シ ョンの結果

効率化の内容
金額

(単位 :百万円)

財源移転先
厚生水準
推計結果

基準との乖離率

基準ケース 0.94219

ケースA-1

ケースA-2
財政支出効率化 272,744

個人所得

社会資本ストック

0.94860

0。94654

0.680%

0.462%

ケースB-1

ケースB-2

社会資本配分変更
(域内総生産最大化 )

(生産額 )275,641
※

社会資本ストック

0.94422

0.94659

0.215%

0.467%

ケースC-1

ケースC-2

社会資本配分変更
(域内総生産固定 )

621,764
個人所得

社会資本ストック

0。 95679

0.95210

1.550%

1.052%

ケースD-1

ケースD-2
ケースA+ケースB

272,744

(生産額 )275,641

※

社会資本ストック

0。95064

0。 95053

0.897%

0.885%

ケースE-1

ケースE-2
ケースA+ケースC 894,508

個人所得

社会資本ストック

0.96318

0.95644

2.228%

1.512%

(注 1)ケ ー ス B-1お よびケー ス D-1の 一部 については、財源移転 ではな く

域 内総生産 を増加 させ てい る。

(注 2)こ こでの社会資本 ス トックは、生活 関連型社会資本 ス トックを示す。

(出 所 )筆 者 作成

5 小括

道 州 制 導入 の効 果 と して 、地域 の ニ ー ズ に合 った政 策 の選 択 、県 の統 合 に よ

る財 政 支 出 の効 率化 、 生 産 活 動 の効 率化 が挙 げ られ る。 この こ とにつ い て 、本
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章では、地域経済の供給サイ ドの動 きお よび地域住民の厚生水準に着 目した計

量モデル を構築 した。 シ ミュ レー シ ョンによ り、財政支出の効率化 に よつて節

約 され る財源や 、社会資本 の配分変更 によつて捻 出 され る財源 を配分 し直す こ

とによ り、地域住民の厚生が高 めることがで きる。域 内総生産が高 め られ る と

い う効果 だけでな く、地域住民の厚 生水準 を高 める とい う点か らも、道州制 の

導入が望 ま しく、本章では これ を定量的に明 らかに した。

最後 に残 され た課題 について述べ る。今 回は九州地域 を取 り上げて分析 を行

つてい るが、関東や 関西 な どの他地域 、あるいは他 の都道府 県 との組 み合 わせ

において どの程度 の影響 が あるのか、分析す る必要 がある 13。 また今 回の分析

では、社会資本 の配分変更 について、産業間の移転 シ ミュ レー シ ョンを行 つた

が、地域 内す なわち県間の配分変更 に よる効 率化 も考 え られ る。 この点 を考慮

す ることがで きれ ば、道州制導入の効果 として今 回のシ ミュ レー シ ョン結果以

上 に厚生水準が上昇す る と考 え られ る。 この よ うに、道州制の導入 に際 しては

本章で考慮 した点以外 に も様 々な論点があ り、そ うした論 点に対応 で きるよ う

にモデル を随時改善 してい く必要が ある と考 えてい る。

13地 方制度調査会 の答 申で も、

域例 として提示 され てい る。

9道 州 、11道 州 、13道 州 といつたパ ター ンが 区



[補 論 ]ト ランス ログ型厚生関数

ここでは、本文 中で用 いた トランス ログ型厚生関数 のパ ラメー タの導出方法

を説 明す る。

1。 モデル

厚生 を ″、第 ブ財 の数量 を者 とす る。 この とき厚生関数 は

(1)ln″ =ln″(χl,為 ,4)

と表せ る。消費者 は次式 の予算制約 の下で厚生 を最大化す る。

(2)Σ′ノχ′=Aイ

ただ しμは第 J財 の価格 、 ν は支出の総額 である。

この とき厚 生最大化 の一階条件 か ら次式が得 られ る。

O  Σ醤 ル 3

トランス ログ型厚 生 関数 は (1)式 を χl=1、 χ2=1｀ χ3=1の 近傍 でテイ ラー

展開 し、2次 までの項 を採 ることに よって得 られ る。

O h″ =%+Σ tt h乙 +:ΣΣtt htt h為

た だ しχl=1、 χ2=1｀ 為 =1の 近傍 で は %=0で あ り

0%=器 -3
0鳥 = 

―
昂

が
1)二ゝ二i曇 ]L用すると
0%+Σ tt hム =千Σした+Σ tt h月 月23

簡単化のため以下の よ うに定義す る。

(8)αν=Σαた
(9)あノ=Σβ″ ノ=1,2,3
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この とき (7)式 は次 の よ うにな る。

m千 =葦 持
こ こで (4)式 を厚 生 関数 とみ なす た め に、パ ラ メー タ に以 下 の制 約 を加 え る。

第 1は 対 称 性 の仮 定 で あ る。 パ ラ メー タ 鳥 お よび β″は三 階微 分 の微 係 数 で 定

義 され て い る こ とか ら、対 称性 の仮 定 をお く。

m鳥 = = =ら

第 2は 同 次 性 の 仮 定 で あ り、 (4)式 が 1次 同 次 式 で あ る た め に は

(12)α ν =1

(13) 渇И′=0 ノ=192,3

が成 り立 た な けれ ば な らない。

(11)、 (12)、 (13)式 の制 約 を付 した上 で (10)式 を推 定す る こ とに よ リ トラ ン

ス ログ型 厚 生 関数 にお け るパ ラ メー タの導 出 を行 う。 三財 の ケー ス で は以 下 の

2式 につ い て推 定 を行 えば よい。

m千 =け島h礼 +Дメn為 +ДJn為

m千 =けあh名 +ち h為 十らh4

ま た パ ラ メ ー タ制 約 条 件 よ り

(16) α3=1~αl― α
2

(17)几 1=β13ヽ 鳥2=ん 3ヽ β33=~β31~β 32

とな り、すべてのパラメータが求まる。

なお トランスログ型関数では 1の 近傍を取 り扱 うため、価格および数量につ

いて標準化 したデータを用いる。 ここで価格について、推定期間にわたつて一

定 と仮定すると、 (14)式 と(15)式 は次のようになる。

0  =%鳴 h名 十九 h為 晩 h為

m  =け ら h氏 十ち htt t h為
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2。 厚生関数 の導出

次 に、 1で 導 出 したモデル の推計結果 を説 明す る。 ここではア ウ トプ ッ ト指

標 を第 1財 、人 ロー人 当た り民間最終消費支 出 を第 2財 、人 ロー人 当た り生活

関連型社会資本 ス トックを第 3財 とし、それ ぞれ標 準化 したデー タを用い る。

なお括弧 内の数値 は t値 である。

(18)式 0(19)式 の推計 についてであるが、 この二式 はシェア方程式体系 にな

つてい るため、SUR(seemingly unrelated regression、 見かけ上無相 関な回帰

分析 )推 計 を適用す る。 これ に よ り、推計パ ラメー タ数 の多い トランス ログ型

関数 の単一方程式推計 につ きま と う多重共線性 の問題 に対 して、多少 な りとも

抑制す ることが期待 で きる。

χl+χ2+χ 3

」な「
2

-0。 1113351n JF2~~0・ 0965751n」 r3
J,1`「

1

=0。333103■ 0.2121751nジFl

(117.5)(55。 0) (-19。 1)  R2=0.979(-38.5)

=0。341867-0.111335in,G+0・ 1850951n」F2~~0° 0915461n」 F3
χl+χ2+χ 3

(85.1)

この推定結果 と (16)式 (17)式 か ら、

きる。す なわ ち

α3=1~αl一 α2=0° 325030

Al=Д 3=~0・ 096575

鳥2=鳥 3=~0°091546

鳥3=~鳥 1~鳥2=0° 188121

とな る。 これ らを (4)式 に代 入 す る と

(42.6)    (-13.5)  R2=0。 970

残 され たパ ラ メー タ も推 計す る こ とが で

次 の よ うな地域 厚 生 関数 が得 られ る。

inレ/=0。 33310301n Й亀―卜00341867・ In JF2~卜 0° 325030・ In」F3

+(1/2)・ (0。212175・ In χ
l・

in χl-0。 H133501n χIOln Йち-0・ 09657501n χlein χ3

-0。 111335・ In」F2・ lnジFl+0.18509501n」F2・ in」F2~0・091546・ in」r2・ inジF3

-0.096575・ In Й亀・In χl-0。 09154601n χ
3・

In χ2+0。 188121・ In χ
3°

ln χ3)
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第 4章  大都市制度改革 に よる財政支出の効率化

一大阪府市 を中心 と した分析 ―

1 本章 のね らい

本章お よび次 の 5章 では、現在 の大都 市制度 を見直 した場合の経済 0財 政ヘ

の影響 について検討す る。分析対象 として大阪府 市 を取 りあげ、新 たな大都 市

制度 に向けた一視点 と して、歳 出効率化の観 点か ら大阪市の分市 を考 える。

大都市制度 は 1956年 に定 め られ 、他 の都 市 とは異 な り大都市固有 の行政事務

上の特例 を設 けてい る。 しか し経済社会の変容 とともに、経済社会環境 と大都

市制度が合致 していない ことや、地方 自治制度 の中での位 置づ けや役割が不明

確 であること、特 に道府 県 との役割分担関係 が明確 でない といつた理 由か ら、

大都市制度その ものの見直 しが求 め られてい る。

政府 において も、地方制度調査会等 で大都 市制度 の見直 しをテーマ として議

論 が行 われ てい る。 自治体 レベルで も指定都 市市長会 (2009)を は じめ として大

阪府 自治制度研 究会 (2011)な ど制度 の見直 しに向 けた調査研 究が数多 く行 われ

てい る。 これ らの調査研 究では新 たな大都 市制度 の形 として、大都 市 に都道府

県 と同格 の権 限 と財源 を持 たせ る 「特別 自治市」制度や 、東京都 以外 の地域 に

おいて、広域 自治体 と基礎 自治体 を再編 し東京都 区制度 に類似 した制度 を置 く

「都構想 」な どが検討 され てい る。

大都市制度 に関す る既 存研 究 には木村 (2004)や 高寄 (1995)や 林 (2010)等 があ

る。木村 (2004)で は現在 の大都 市制度や国 と県 と政令指定都市の関係 について

い くつかの問題点が指摘 されてい る。高寄 (1995)で は、大都市制度 を考 える際

には、狭域行政 を行 う基礎 自治体のあ り方 と、広域行政 を行 う広域 自治体 のあ

り方の両面か ら捉 える必要があると してい る。 また林 (2010)は 、大阪大都 市圏

のケー スを例 に、現在 の首都圏 を除 く大都 市 とそれ を含む大都市圏が抱 える課

題 が明 らかに され てい る。

本稿 では、大都 市制度 の見直 しの一手法 として大阪市の分割 を取 り上げ、定

量的分析 を もとに検討す る。大阪市 を分析 の対象 とす るのは、大都 市制度 の問
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題 が歴 史的経緯や地理的要因によつて顕著 に表れ てい る と考 え られ るためであ

る。大阪市は政令指定都 市制度 の運用が始 まった 1956年 か らの政令指定都 市で

あるが、広域 自治体で ある大阪府 と政策協調す る とい う関係性 が十分でな く、

これ が大阪経済 の発展 に少 なか らず負 の作用 を もた らして きた とされ てい る 14。

ただ し大都 市制度 の見直 しは大阪市 に限つた問題 ではな く、今後の地方制度改

革 を検討す る上で欠 くことので きない重要 な論点である。

まず本章では、全国都 市デー タを用 いて林 (2003)を 参考 に した広域化 に伴 う

コス トを織 り込んだ費用 関数 の推定 を行 う。 この結果 を もとに して、大阪市 を

分割す ることに よる歳 出への影響 について推計す る。本稿 での分析 では、地 区

の特徴付 けが明確 とな る中心業務地 区 と周辺地 区 とい う二地 区に分割す るケー

ス と、人 ロー人 当た り職員数が最 も少 な くな る人地 区に分割す るケースにつ い

て検討 してい る。

本章の構成 は以下の通 りである。 まず 2節 で、政令指定都 市の基礎 的な統計

指標 を概観 した うえで、指定都 市制度 を見直す にあたつて考慮すべ き論点 につ

いて整理す る。 3節 では、林 (2003)に 基づ く形 で 目的別歳 出につ いて歳出関数

の推定 を行 う。4節 は 3節 の推定結果 を用いて、大阪市の分割 に よる歳 出へ の

影響 を推計す る。 5節 はま とめである。

2 大都市制度の現状 と見直 し

大都市制度 は、地方 自治法第 12章 「大都 市等 に関す る特例」において規定 さ

れ てい る。第 1節 が指定都 市、第 2節 が中核 市、第 3節 が特例市 に関す る規定

となってい る。

地方 自治法第 252条 の 19に よる と、政令指定都市 は「政令 によつて指定 され

た人 口 50万 人以上の市」と定 め られ てい る。また指定都 市の権能 として、都道

府 県が処理す る とされ てい る業務 の うち、児童福祉 に関す る事務や 民生委員 に

かか る事務 な ど計 18項 目の事務 について、政令 で定 める ところに よ り処理す る

とされ てい る。

14大
阪府 自治 制 度研 究 会 (2011)。
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木村 (2004)で は現在 の大都市制度や 国 と県 と政令指定都 市の関係 についてい

くつかの問題 点が指摘 され てい る。現在 の大都市制度 は、運用 を開始 してか ら

長 らく時間が経過 してお り、制度 自体が経済社会環境 の変化 に対応 していない

ことや、地域 に よつては事業の重複 な ど非効率が生 じてい ることが問題点 と し

て指摘 され てい る。政令指定都 市は 2012年 4月 1日 現在 で 20市 存在す るが、

これ ら 20市 は規模 0隣 接地域等 の地理的条件・都 市 としての成立の経緯が様 々

であ り、 こ うした政令指定都 市の多様性 に旧来の画一的な制度 では十分対応 し

きれ ていない と述べ られ てい る。 また高寄 (1995)で は、大都市制度 を考 える際

には、狭域行政 を行 う基礎 自治体のあ り方 と、広域行政 を行 う広域 自治体のあ

り方の両面か ら捉 える必要がある としてい る。現在 の大都 市制度 は、規模 が大

き く住民 自治 か ら乖離 した行政体 となってお り、 これ は効率性 の観 点か ら望 ま

しくない。一方、広域 的な業務 につ いて も、道府 県が存在す ることに よつて三

重行政や 二元行政 と言 つた問題 が生 じてい る、 と述べ られ てい る。

これ らの研 究で も述べ られてい るよ うに、現行 の大都 市制度、なかで も指 定

都 市制度 は施行 され てか ら 50年 以上経過 してお り、現在や将来 を見据 えた新た

な制度への変更が必要 である と考 える。本章では、大都 市制度 の うち、特 に指

定都 市制度 に焦点 をあてて検討す る。

2-1 政令指定都市の経済・財政の現状

まず、政令指定都 市の経済・財政デー タを概観 してい く。

表 4-1は 政令指定都 市の基礎デー タを示 した ものである。 ひ とくちに政令指

定都 市 といって も、移行時期や経済規模 は都 市 ごとに様 々である。 また表 4-2

は、政令指定都 市の財政状況 について見た ものである。 これ らの表 でみ る と、

大阪市は、経済指標 では人 口密度、昼夜間人 口比率、市内総生産額 が指定都 市

の うち最大で ある。 また財政指標 では経常収支比率、 1人 当た り地方債残高が

指定都市の うち最 も悪 い水準 となってい る。
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表 4-1 政令指定都市 の基礎統計指標

政令指定都市
への移行時期

人 口 面積 人口密度
昼夜間

人口比率

市内総生産

(名 日)

市民所得

(人 口1人 当た

り)

年月日 人 km2 人 /km2 (常住人口=100 100万 円 千 円

札幌市 1972/4/1 1,904,278 1121.12 1.699 100。 9 6,262,209 2,479

仙台市 1989/4/1 1.033.515 788.09 1.311 107.7 4.1601458 2,786

さいたま市 2003/4/1 11212.281 217.49 5.574 91.9 3,981,561 3,055

千葉市 1992/4/1 955.279 272.08 3.511 97.2 3,490,218 3,034

川崎市 1972/4/1 1,409.558 144.35 9,765 87.1 5,213,978 3,245

横浜市 1956/9/1 3.671.776 434.98 8.441 90.4 12,770,324 3,101

新潟市 2007/4/1 812.223 726.10 1.119 02.4

静岡市 2005/4/1 717,198 1411.82 508 03.8

浜松市 2007/4/1 811,397 1511.17 537 00.7

名古屋市 1956/9/1 2.257.888 326.43 6。 917 14.7 13,906,019 3,320

京者「市 1956/9/1 1.465。 816 827.90 1.771 08.4 5,925,845 2,977

大阪市 1956/9/1 2.661.700 222.30 11,973 38.0 20,699,219 3,229

堺市 2006/4/1 837.853 149。 99 5,586 93.5

神戸市 1956/9/1 11536.685 552.80 2.780 101.8 6,033,744 2,938

岡山市 2009/4/1 704。 189 789.91 105.9

広島市 1980/4/1 1,170.642 905.25 1。 293 102.6 5,112,953 3,151

北九州市 1963/4/1 982.805 487.88 2.014 102.8 3,522,025 2,682

福岡市 1972/4/1 1.450.838 341.32 4.251 113.4 6,791,502 3053

(注 )新潟 市、静 岡市、浜松市、堺 市、岡山市の市内総生産お よび市民所得

はデー タ不掲載。

(出 所 )『 大都 市比較統計年表』 (2009年 版 )

表 4-2 政 令 指 定都 市 の財 政 指標

(出 所)『 大都市比較統計年表』(2009年 版 )

市 (都 )民税

(人 口1人 当たり)

経常収支

比率
財政力指数

市債残高

(人 口1人 当たり)

円 % 円

札幌市 62,765 99.8 0.699 1,020,903

仙台市 78,141 97.4 0.861 1,268,851

さいたま市 90,318 96.7 1.035 536,999

千葉市 86.597 99.2 1.019 1,129,117

川崎市 93,955 96.4 1.101 1,051,868

横浜市 96.663 95.8 1.010 1,255,801

新濡市 62.604 89.5 0.705 1,022,618

静岡市 74.007 90.9 0.924 849,165

浜松市 72.152 89.2 0.914 654,122

名古屋市 100。 123 1.064 1,445,567

京都市 76,839 95.9 0.762 1,446,583

大阪市 91,031 100.2 0.960 1,928,990

堺市 63.069 96.8 0.822 7391317

神戸市 78.212 97.9 0.735 1,5791099

岡山市 67.593 90.5 0.774 824,120

広島市 78,046 97.9 0.810 1,434,043

北九州市 61,340 99.8 0.705 1,379,608

福岡市 80,670 94.0 0.847 1,734,015
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また表 4-3は 、2009年 度 にお ける政令指定都 市の主要 な 目的別歳 出項 目につ

いて人 口 1人 当た りの金額 を示 した ものであ る。 民生費、商工費、土木費 とい

つた項 目で、政令指定都 市の方が高 くなってい る。 大阪市 に着 目す る と、総務

費、民生費、衛 生費、商工費、土木費、消防費、教育費 において、他 の政令指

定都 市の水準 を上回 つてい る。特 に総務費、民生費、土木 費はすべ ての政令指

定都 市の中で最 も高 くなってい る。

(注 )「 平均」は政令指定都 市 18市 の平均 である。 また五大市は横浜市、名

古屋市、京都 市、大阪市、神戸市 を指す。 これ ら五市 は、1956年 に政令指定都

市制度が施行 された 当初 の都 市である。

(出 所)『 市町村別決算状況調』 よ り筆者作成

2-2 指定都市制度の見直 しにおける論 占

次 に、指定都 市制度 の見直 しにあたって、考慮すべ き論 点 を提示す る。

大阪府 自治制度研 究会 (2011)で は、新たな大都 市制度 の態様 と して、大 き く

分 ける と 4つ のパ ター ンが提示 され てい る。 第一 は、現在 の大阪府域 を新たな

広域 自治体 に再編す る とともに、現在 の大阪市域 を複数 の基礎 自治体 (普 通公

共団体)に 再編す る 「大阪再編」型 である。 第二は、現在 の東京都 の よ うな形

にす る 「都 区制度」型 である。第二 は大阪府 下の市域 を再編 した上で特別市 を

表 4-3 政令指定都市の 1人 当た り歳出額 (2010年度 )

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費

札幌市 34:355 166,259 25,059 454 45,456 58,895 9,710 33,107

仙台市 35,612 124,839 261053 1,593 1,707 24,141 54,016 13,184 38,603

さいたま市 1,277 32,902 115,358 27,623 853 1,094 20,079 64,454 12,002 37,704

千葉市 43,839 120,078 28,853 827 1,907 381197 48,101 12,019 34,881

横浜市 797 26,431 135,364 24,331 806 477 27,769 66,618 10,154 301642

川崎市 34,652 141,386 46,035 865 347 25,557 79:225 11,155 38,025

相模原市 34:317 123,474 25,609 1,726 181972 51,523 10,679 26,359

新潟市 1,238 301680 127,923 42,414 2:999 10,776 26,645 87,105 12,628 48,633

静岡市 31,786 108,552 34,081 2,375 6,939 6,580 84,396 12:528 31,719

浜松市 1,184 301220 107,745 31,163 11977 12,617 58:217 11,838 40,896

名古屋市 965 31,511 148,782 34,576 687 42,218 75,730 121963 41,443

京都市 1,376 36,234 1861908 30,420 1,527 100,791 71,511 15,641 41,792

大阪市 11030 50,187 257,648 35,931 59,648 891503 141704 42:048

堺市 11421 33,625 171,551 32,489 915 1,224 56,560 11,339 33,700

神戸市 1,295 381061 169,184 49,659 31104 7:113 16,796 77,712 11,291 51,467

岡山市 1,545 24,481 137,662 30,598 1:491 10,403 8,801 51,478 10,713 31,332

広島市 11313 31,103 142,597 64,382 2,021 6,864 31,185 86,565 121467 60,389

北九州市 1,632 38,066 174,541 30,782 1,927 2,542 791927 87:851 13,833 40,271

福 岡市 11202 32,618 158,480 34,813 1,377 4,273 87,420 72,525 46,137

平均 (全市 )
3,388 60,983 126,982 37,051 2,862 141977 111463 47,682 15,355 48,162

平 均 (政令 市 ) 34,246 148,333 34,467 1,589 3,569 35,786 69,578 111998 39,429

平 均 (政令 市 除 く) 3,440 61,646 126:452 37,115 2,893 15,260 10,860 47,139 15,439 48,378



設置す る「特別市」型 である。第 四は、現行 の府 県 と市町村 の関係 を変 えず に、

大阪市 を複数 の基礎 自治体 に再編す る 「大阪市分割」型 である。

現在 の指定都 市制度 か らこれ らの新 たな大都 市制度 に移行す る と した場合 に

は、以下の よ うな論点か ら検討 され る必要が ある と考 える。

第一は、現行 の市域・ 区域 を再編すれ ば団体 間の権能配分や事務配分 を見直

す ことになる。仮 に大阪市の再編や府市の関係 のあ り方 を見直す のであれ ば、

従来指定都市である大阪市が行 つていた特例事務 は上位 団体が担 うことにな る。

第二に、 コス トの面 について、人 口規模 が市域 の再編 に よつて変 わ ることで

ある。市町村合併や市域 の再編 は、人 ロー人 当た り費用 を小 さくす る とい う効

果 が狙 いのひ とつ とされ てい る。 また第一 の点で も述べた指定都 市が行 うとさ

れ てい る特例事務や大都 市特有 の財政需要 の取 り扱 い も考慮す る必要がある。

指定都市 は これ らの固有 の業務や広域的な行政 まで担 っている可能性 があるこ

とか ら、 コス トが過大 となってい る可能性 がある。

第二に、分割 され た基礎 自治体間で財政格差 が現れ る点である。 大阪市 を例

に とると、大阪市下の 24区 では一人 当た り税収格差や一人 当た リコス トに大

きな差異が存在す る。 これ を再編す る と、一人 当た り税収 の大 きい区が含 まれ

る地区 と、それ以外 の地 区の間に大 きな財政力格差が現れ ることになる。

以上の点 をま とめる と、市域 の再編 は受益 と負担 のあ り方の変化 を もた らす

とい うことにな り、市域再編 の実施 にあたっては これ の調整が不可欠である。

このほかに、都 市圏 と して有す る一体性や 中枢性 が分断 され る とい う点や制度

変更 自体 にかか るコス トを正確 に見積 もる必要がある点 な どがあ る。 また再編

のあ り方 に よつては、抜本的な法制度 の整備 も必要 となろ う。

3 歳出関数の推定

本節 では、前節 で述べ た指定都市制度 の見直 しに関す る論点の うち、第二の

コス トの面に着 目し、分市 によって歳 出に どの よ うな影響 があるのかについて

歳 出関数 をも とに した計測 を行 う。

3-1 先 行 研 究
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都 市や市町村 にお ける歳 出デー タを用いて歳 出関数 に関す る推 定 を行 った分

析 、特 に人 口規模 と一人 当た り歳 出額 の関係 については、中井 (1988)、 林 (2003)、

西川 (2009)な どこれ までに多 くの研 究の蓄積 がある。

中井 (1988)で は基準財政需要額や一人 当た り歳 出額 につ いて、これ らを最小

化す る人 口規模 を 「最適規模 」 として分析 が行 われ てい る。 ここでは、都 市 に

お ける人 口 1人 当た り歳 出額 は、規模 の経済 の効果 によ り当該地域人 口の増加

とともに減少 し、人 口が一定規模 を超 える と混雑現象や指定都市の特例需要 に

よ り増加 に転 じる U字型 を とる傾 向が見いだ され てい る。

林 (2003)で は、人 口集積 による規模 の経済 と混雑現象 を考慮 した地方歳 出関

数 の推定が行 われてい る。 ここでは、地方公共サー ビス供給 に関す る理論モデ

ル か ら得 られ る人 口や地域特性 要因の影響 を受 ける混雑 関数 を想 定 し、一人 当

た り歳出額 が U字 型 にな ることを分析 してい る。分析結果 か ら、地域 面積 、昼

夜 間人 口比率、高齢者 比率 といった地域特性 要因は地方歳 出に正 の効果 を もた

らす ことが示 されてい る。

西川 (2009)で は、 自治体 の歳 出関数 を推 定す る手法か ら最小効率規模 を推 計

した上で、その結果 か ら得 られ る市町村合併 にお ける支 出削減効果 について、

都道府県 ごとの違 いについて検討 してい る。 その結果 、市町村合併 に よる支出

削減効果 は合併 した 自治体の数や組合せ に依存 し、地域差 が存在す ることが示

され てい る。

本章では、林 (2003)で 歳 出総額 を対象 に行 われ てい る歳 出関数の推 定 を 目的

別歳出額 に拡 張 し、各費 目の歳 出関数 を推 定す る。 そ してその結果 を もとに分

市 による歳 出へ の影響 について推計 を行 う。

3-2 推定方法 とデー タ

以下では林 (2003)に したがい、歳 出関数 の特定化 を行 う。

地方公共サー ビスは労働 と資本 によ り生産 され る と考 える。地方政府 の活動

水準 を gと し、そのための生産要素 を労働 Jgと 資本 たgと す る と、地方政府 の生

産関数 は以下の よ うに書 ける。

g=g(Jg'たg)…・(1)

ただ し地方公共サー ビスを実際に住民が消費す る場合 においては、 さらに多
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少 の追加 的 コス トを伴 う。地方政府 が提供す る直接生産物 gを 一定 とす る と、

当該公共サー ビスの利用者数、す なわ ち地域人 口″が増加 に伴 って利 用者 が実

際 に消費で きるサー ビス水準は低下す る。 また面積 が大 き くなるにつれて移動

コス トが増大 し、市民が享受す る地方公共サー ビスが低 下す る とい うことが考

え られ る。以下では この コス トを 「追加的 コス ト」 と呼ぶ ことにす る 15。

住民の関心 となるのは直接生産物 gの 水準ではな く、実際に消費 され る地方

公 共サー ビス水準で あ り、 これ を zと す る。 追加 的 コス トを考慮 して実際 に消

費 され る地方公共サー ビス水準 を zと す る と

Z=(g,4,α
l・
…αブ) …。(2)

と表 され る。αl… α/は 面積や都市化 を示す地域特性 要因であ り J種 類存在す る

としてい る。

この zは 住民の要求 を反映 した政治的プ ロセ スによつて決定 され る と考 え ら

れ る。地方政府 は zを 実現す るために必要 とな る水準 gを 産出す ることにな る。

この よ うな gは zを 所与 とすれ ば地方公共サー ビス水準 zの 逆関数 として

g=/(Z,4,α
l・
…αノ)≡ Z~I(Z,4,α l…

・αノ) …°(3)

と表 され る。

ここで行政 サー ビスの供給 は、生産 関数 を前提 と した費用最小化行動 に従 う

と考 える。つ ま り地方政府 は生産要素価格 で ある公務員賃金 wと 社会資本価格

rを 所与 として労働 ′gと 資本 たgへ の支 出の合計 ガ g+rたgが 最小 になるよ うに直

接生産物 gを 産出す るために必要 な労働 ′gと 資本 たgの 組合せ を選択す る。この

とき地方政府 の費用 関数 は次の よ うに導出 され る。

C=θし,"≡費レ4+rた gレ =gCgttg》 …0
gに つ い て は (3)式 で与 え られ るた め、これ を代 入 す る こ とに よ り地 方 政 府 の

支 出 関数 と して

C=CKZ,4,ソ ,r,α l…
・αノ)≡ θ(/(Z,4,α l…

・αノ)'W'r)… (5)

を導出することができる。 この式は人 口規模および地域特性要因が地方支出に

影響を与えることを示 している。

15林 (2003)で は これ を 「混雑費用」 と呼んでい る。
に発生す るコス トは 「混雑」 と言 うよ りも輸送 コス

わ しい。そ こで本稿 では、地域要因の変更 に伴 うコス

と呼ぶ ことに した。

しか し面積 が拡 大 した とき

卜の上 昇 と捉 え る方 がふ さ

卜と して「追加 的 コス ト」
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ここで生産 関数 (1)式 について コブ=ダ グラス型 を想 定 し、費用 関数 を次式 の

よ うに表す。

In C=β。+βw in″ 十β″in rtt βg in g … (6)

また追加的コス ト関数については、林 (2003)に な らい in 4を 考慮す ることに

より、人 口に関 して混雑弾力性が変動するような特定化を行 う。

hg=hz+(為 +え″h“ +Σブえノαノ)・ h“

λは推 定 対 象 とな るパ ラ メー タで あ る。 (6)式 お よび (7)式 か ら推 定 の対 象 と

な る回帰 モ デ ル は

lnq=島 +ん ln叫 +鳥 [lnろ +(為 +花 ln4+)ニノ4′α″)01n4]+%

…。(7)

…。(8)

となる。添字 ゴは観測単位 、クノは攪乱項 を表す。資本価格 ろについては林 (2003)

と同様 に地域差 はない とし 30=鳥 十ん In r としてい る。

(8)式 のパ ラメー タ推定 には非線形最小二乗法 を用 い る。また本分析 では後で

述べ るよ うに クロスセ クシ ョンデー タによる推 定 を行 う。 クロスセ クシ ョンデ

ー タによる分析 では、不均一分散が生 じるケー スが多いため、t値 の計算 につ

いては Whiteの 標準誤差 に よ り行 つた。

推定については、2010年 度 の全都 市の クロスセ クシ ョンデー タを用い る。い

ずれ かの変数 が欠 けてい る市についてはサ ンプル か ら除いてお り、対象 となっ

た市は 593市 であるの歳 出費 目につ いては『 市町村決算状況調』 の各費 目のデ

ー タを利用 し、金額 の大 きい総務費・民生費・衛 生費 。商工費・土木費 0消 防

費 0教 育費 について分析 を行 うこととした。 賃金 は人件費 を職員数 で除 した職

員数一人 当た り賃金 を用 い る。地方公共サー ビス水準 につ いては、 日本経済新

聞社 0日 本 産業消費研 究所 (2003)に よる「行政サー ビス度総合得点」を用い る。

ただ し衛生費・土木費 については総合得点ではな く、住宅・イ ンフラに関す る

点数 を用いてい る。面積 については『 市町村決算状況調』 を利用す る。 人 口、

65歳 以上人 口比率、昼夜 間人 口比率、第 2次 産業就業者比率、第 3次 産業就業

者比率 については『 国勢調査』 を用い る。

また政令指定都市 においては、大都 市の特例 に基づ く財政需要 とい つた他 の

都 市 とは異 な る特殊要因 によ リコス ト高 になつてい ることも考 え られ る。特例

事務 には、地方 自治法 に基づ く児童福祉 に関す る事務や 国 。道府 県道 の管理そ

の他事務配分 の特例 な どがある。そ こで政令指定都 市 については、以下に述ベ
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る手順で特例事務 にかか る経費 を取 り除いた上で推定 を行 う。指定都 市調査会

(2005)に よる と、特例事務 の所要経費 は 2005年度予算 にお いて政令指定都 市全

体で 5,593億 円にのぼ る とされ てい る。 この所要経費 は地方 自治法第 252条 の

19お よびその他 の法令 に したがい項 目分類 され てお り、事業事務 ごとに所要経

費が推計 され てい る。これ らの特例事務 の項 目を 目的別歳 出の項 目に割 り当て、

その金額 を減 じた値 を用いてい る。

推定結果 を表 4-4に 示 した。人 口、面積 、65歳 以上人 口比率、昼夜 間人 口比

率、第 2次 産業就業者 比率、第 3次 産業就業者比率 については追加 的 コス ト関

数 にお けるパ ラメー タである。各行政サー ビスの内容 に よつて追加 的 コス トに

影響す る地域特性要因は異 なる と考 え られ ることか ら、採用 してい る変数 は費

目ごとに異 なってい るが、いずれ も正 となってい る。

表 4-4 推定結果

(出 所 )筆 者 作成

総 額 総務費 民生費 衛生費

係 数 標準誤差 t値 係 数 標準誤差 t値 係 数 標準誤差 t値 係 数 標準誤差 t値

092C 12064 775C 174C 443C 374C 819C 1756 4668

βw 0229 0068 3352 0484 345[ 0535 0077 696C 0103 0805

ん 0179 0042 42∝ 023C 0065 0021 803C 0160 0116 1405

-4131 1129 -3658 206C 100C -206C 0787 1(〕62 1834 -0797

027 006ε 399e 0187 006e 294C 021C 4962 1241

012C 003C 3492 002C 5232 0164 0121

0357 0092 0065 1795 0283 005C 477C 0269 021C 128C

003

自由度調整済決定係数 0977 0972 0896

商工費 土木費 消防費 教育費

係 数 標準誤差 t値 係 数 標準誤差 t値 係 数 標準誤差 t値 係 数 標準誤差 t値

17768 3279 5419 7979 2617 3049 7088 1691 4190 5030

0067 0234 1558 0086 0739

ん 0184 0903 0239 0072 3303 0033 0036 0905 0309 007C

-20017 22253 1367 1094 10104 -0108 0967 0695 1391

0717 0895 0166 0077 2167 1089 0029

0239 0900 0032 3043 0254 0852 0018 0005 3669

0346 0388 0891

1406 0895 0437 0158 0055 2889

0157 0177 0883 0025 0021 1212

自由度調整済決定係数 0755 0881 0863 0909
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3-3 最適人 口規模

次 に、一人 当た り歳 出額 を最小 とす る人

人 口に関す る偏導関数 は (5)式 よ り次の よ う

∂[ε (γ (Z′η′α)′
W′r)/η ] σ

η2∂η

口規模 を考 える。一人 当た り歳 出の

に書 ける。

ｏ
＜

　

　

る

　̈

　

れ

↓

暴

一　
　
定

弔
一イ

に

／ｆ
ｌ
ヽ
　
ンつただしη′とη′は以下のよ

η′≡井・;…・(10)

η′≡#・ ;…
。(11)

(10)式 は追加 的 コス トの弾 力性 、 (11)式 は規模 の弾 力性 を示 す 。 η′>η gの

とき (9)式 は負 、す な わ ち規 模 の弾 力性 が追加 的 コス トの弾 力性 よ り大 き けれ ば

人 ロー 人 当た り費用 は人 口規模 に対 して逓 減 す る。 ま たη′<η月の とき (9)式 は

正 、す な わ ち規模 の弾 力性 が追加 的 コス トの 弾 力性 よ り小 さけれ ば人 ロー 人 当

た り費用 は人 口規模 に対 して逓 増す る。

こ こで追加 的 コス トの 弾 力性 η′は、 (3)式 、 (7)式 、 (10)式 よ り

η′=辮 =λO+2λη Jnη tt Σブ2J・ aJ・ …r121

となる。推 定結果 よ り人 口にかか るパ ラメー タλ.は いずれ の費 目につ いて も正

であることか ら、追加 的 コス トの弾力性 は逓増す る。 一方規模 の弾力性η′は、

(6)式 、 (11)式 よ りη′=1/ん とな り、人 口規模 とは独 立 となる。推 定結果か ら

いずれ の費 目について も 1よ り大 き く、規模 の経済の存在 を示す結果 となって

い る。 また、いずれ の費 目につ いて も人 口規模 が極 めて小 さい ときにはη′>η′

となってい る Q

以上 をま とめ る と、人 口規模 が小 さい場合 は規模 の弾力性 が追加 的 コス トの

弾力性 を上回 つてい る。規模 の弾力性 は人 口規模 と独 立で あるが、追加的 コス

トの弾力性 は人 口規模 が大 き くなるにつれ て逓増す る。したがつて (9)式 よ リー

人 当た り歳 出 を最小 にす る人 口規模ηIは 、規模 の弾力性 と追加的 コス トの弾力

性 が等 しくな る ときの人 口として (13)式 の よ うに表 され 、 これが各市・各費 目

について導出 され る。
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可 =Ⅸ p  ‐ 鋤

表 4-5は 、 (13)式 よ り大阪市 にお ける歳 出を最小 にす る人 口規模 の計算結果

を費 目ごとに示 した ものである。地域特性要因はいずれ も正 の値 を とつてい る

ため、地域特性要因の影響 が大 きい、す なわ ち追加 的 コス トの影響 が大 き くな

るほ ど歳 出 を最小 にす る人 口規模 は小 さくな る。歳 出総額 を最小 にす る人 口規

模 は約 33.6万 人 となつてお り、既存研 究で得 られ てい る最適人 口規模 に近 い値

となってい る。

ただ し費 目ご との結果 は、大 き く異 なつてい る。 この違 いは、図 4-1で 示 し

てい るよ うに、規模 の弾力性 と追加 的 コス トの弾力性 の関係 によつて決 ま る :

図 4-1は横軸 に人 口規模 、縦軸 に弾力性 を示 してい る。 追加的 コス トの弾力性

を示す直線 の傾 きお よび規模 の弾力性 との位 置 関係 が費 目によつて異 なるため、

η:が 変わって くる。

図 4-1 規 模 の弾 力性 と追加 的 コス トの 弾 力性 の 関係

ηЯ′η′

ηg

η

`′

η′
θ

σ

　

一ｇ

ε

η

　

　

η

η

(出 所 )筆 者作成

以下では特徴 的な費 目について取 り上げて これ を確認す る。

教育費 についてはλ.の 推定結果 が他 の費 目に比べて小 さいため、人 口規模 が

大 き くなって も追加 的 コス トがあま り増加せず 、結果 としてηIが 大 き くなって

いる。また消防費は、規模の弾力性 1/ん の推定結果が他の費 目に比べて大きく、

規模の経済性が強 く働 くため、η:が 大きくなつている。総務費については両者

の影響が同時に表れていると考えられ る。

|´
′
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一方、人 口規模 が小 さい結果 となってい る商工費 は、地域特性 要因 にかか る

パ ラメー タ、特 に昼夜 間人 口比率 にかか るλ3が 大 き くなつている。 人 口規模 が

大 き くなるにつれて他 の費 目よ りも追加的 コス トが大 き く増加す るため、歳 出

を最小にする人口規模が小さくなっている。また土木費は規模の弾力性1/ん の

推 定結果 が相 対 的 に小 さ くな ってお り、η:が 小 さ くな つて い る 16。

以 上 の結 果 か ら、個 々 の行 政 サ ー ビス ご との費 用 構 造 につ い て は 、人 口を 30

万 人程 度 の規模 にす る こ とが必 ず しも望 ま しい とは言 えな い。

表 4-5 各費 目の歳出 を最小 にす る人 口規模 (人 )

(出 所 )筆 者 作成

4 分市 による歳出への影響

前節 では、費 目に よって人 口や面積 な どの地域特性要因が追加 的 コス トに与

える影響 が異 なること、その結果一人 当た り歳 出額 を最小 にす る人 口規模 が費

目に よって異 な ることが示 され た。次 に本節 では、前節 での推定結果 を もとに、

大阪市 を対象 として、現在 の区割 の再編 、す なわ ち分市 を行 つた場合 の歳 出ヘ

の影響 について考 える。

4-1 分市 による効果

分市の形態 については、5章 での分析 との対応 を考慮 し、中心業務地 区 と周

辺地 区の二地 区で行 うケー ス と、分割後の人 口規模 が前節 で計算 され た一人 当

た り歳 出総額 を最小 にす る人 口規模 33.5万 人 とな る人地 区に分割す るケー ス

を考 える。

まず表 4-6は 人 口や面積等の経済規模 について三地 区を比較 した ものである

16た だ し土木費 は一年 ごとの変動 が大 きい こ とか ら結果 の読み取 りには注意
が必要である。

総額 総務費 民生費 衛生費 商工費 土木費 肖防費 教育費

335,526 3,424,192 120,660 523,074 95,319 128,162 1,212,135 11,471,367
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17。
本稿 では、各地 区の特徴 がはっき りと表れ るよ うに、経済活動 が活発 で税

収 が豊 な中心業務地 区 と、それ以外 の周辺地 区に分割 して分析 を行 つてい る。

中心業務地 区には北 区 。中央 区 0西 区の三区が含 まれ てお り、周辺地 区は これ

ら三区以外 の全 ての区が含 まれ る。 また表 4-7は 、各地 区の人 口規模 を、で き

るだ け前節 で計算 され た総額 を最 小 にす る人 口規模 、す なわ ち一つ の地 区 を

33。 5万 人規模 に近づ けることを考 える。この ときの分割数 は人地 区 となる。表

4-7で の区分 は、各地 区の人 口規模 をできるだ け等 しくす ることと地理的関係

を考慮 した結果 であるが、高齢化率が区に よつて大 き く異 なつてい る。

表 4-7 ノヽ地 区分割後の経済指標

17こ の地域 区分 は、井上・久保 田
である。

林 ・ 小 西 (1990)で 行 わ れ て い る 区 分 と同 じ
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表 4-6 中心業務地 区 と周辺地 区の分割後の経済指標

区 現 行 区
人 口

(人 )

面 積

(km2)

高 齢 化 率

(%)

中心業務地 区 西 区、北 区、中央 区 253,825 24.4 17.0

周 辺 地 区 上 記 以外 の 区 2,360,500 198.1 23.4

(出 所)『 大阪市統計書』より筆者作成

区 現 行 区
人 口

(人 )

面積

(km2)

高 齢 化 率

(%)
A 浪速 区 、西 区 、北 区 、 中央 区 、福 島 区 371,030 33.5 17.8

B 西 淀 川 区 、淀 川 区 268,808 26.9 20.5

C 城東 区、鶴 見 区、東成 区 350,449 21.1 21.5

D 西 成 区 、大 正 区 、港 区 、此 花 区 339,668 41.1 28.0

E 天 王 寺 区 、 生野 区 、 阿 倍 野 区 310,926 19。 2 24.3

F 東 住 吉 区 、平 野 区 327,886 25.1 24.8

G 住 之 江 区 、住 吉 区 281,343 30.1 23.6

H 都 島区、旭 区、東淀川 区 364,215 25.6 21.9

(出 所)『 大阪市統計書』『国勢調査』より筆者作成



表 4-6、 表 4-7で 示 した分割 ケー ス と、分割 しない とす るケー スの計 3通 り

について人 口お よび地域特性デー タを前節 での推定結果 に代入 し、歳 出額 を計

算 した結果 が表 4-8で ある。 また表 4-9は 人 ロー人 あた りに直 して計算 した結

果 である。分割 して も大阪市全体の人 口は変 わ らないため、 ここでの差 は地域

特性要因が変化す るこ とに よって、追加的 コス トが どの程度削減 され るか を示

してい ることになる。

民生費、商工費、土木費 といった費 目については、追加 的 コス トが大 き く削

減 され ることか ら分市 に よる歳 出削減 の効果 が期待 で きる。 しか し総務費や消

防費、教育費 といった費 目については、追加 的 コス トの削減規模 はあま り大 き

くな く、分市 に よる歳 出削減効果 はあま り期待 できない。

表 4-8 歳出額の推計結果 (単 位 100万 円 )

分 市 なし 二 地 区 八 地 区
分 市 前 との差

(二 地 区 )

分 市 前 との差

(八 地 区 )

総務費 85,323 84,526 83,675 -798 -1,648

民生費 539,090 512,540 380,824 -26,550 158,267

衛生費 130,582 125,785 103,068 -4,797 -27,514

商 工 費 160,204 130,959 20,617 -29,245 -139,587

土木費 271,714 247,648 141,091 -24,066 -130,623

消防費 28,205 27,456 24,416 -749 -3,789

教育費 102,996 102,600 101,943 -396 -1,053

合 計 1,318,115 1,231,514 855,634 -86,601 -462,481

(出 所 )筆 者 作成



表 4-9 -人 当た り歳 出額の推計結果 (単 位千円 )

分 市 なし 二 地 区 八 地 区
分市前 との乖

離率 (二 地 区 )

分市前 との乖

離率 (八 地 区 )

総務費 33.619 33.305 32.970 -0。 9% -1.9%

民生費 212.414 201.953 150.053 -4.9% -29。 4%

衛生費 51.452 49.562 40.611 -3.7% -21.1%

商工費 63.124 51.601 8.124 -18.3% -87.1%

土 木 費 107.062 97.579 55.593 -8.9% -48.1%

肖防費 11.113 10.818 9.621 -2.7% -13.4%

教育費 40.583 40.427 40.168 -0.4% -1.0%

合 計 519.368 485.245 337.140 -6.6% -35.1%

(出 所 )筆 者 作成

5 小括

本章では、大都市制度 改革のひ とつ の効果 として分市 に よる財政支 出の効率

化 に着 日 し、大阪市 を分析対象 として検討 を行 つた。 大都 市制度 を分析対象 と

して取 り上 げた先行研 究では、定性 的な分析 に止 ま る ものが多かったが、本 章

での分析 では、追加 的 コス トを考慮 した理論モデル か ら導 出 され る費用 関数 の

推定結果 を基 に して、費 目別 に分市の効果 を定量的 な計測 を行 った。

分析結果か ら、総額 については人 口規模 を約 33.5万 人程度 にす る と歳 出額 が

小 さくなる とい う結果 となった。ただ し費 目別 にみてい くと歳出額 を最 も小 さ

くす る規模 は 9。 5万 人～H00万 人 とば らつ きがある。行政サー ビスの種類 に よ

って規模 の経済の効果 が大 きいケー ス と追加 的 コス トの効果が大 きいケー スで

結果 が異 なってい る。 また分市 に伴 う人 口規模や地域特性 要因の変化 による歳

出への影響 について推計 を行 つた。推計の結果 、分市 を行 うといずれ の費 目に

ついて も歳 出額 を減少 させ る効果が あるこ とが明 らか となった。

分市 を行 つたケー スの計測結果か らは、歳 出額 を低 下 させ る効果 を もた らす

結果 が示 され たが、費 目によっては必ず しもそれが費用 を最小化 させ る とは限
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らない。仮 に分市 を行 つた として も、消防費や教育費な どにかか る行政サー ビ

スについては、それぞれ の地域 で行政サー ビスを行 うのではな く、地 区同士の

水平連携 な どに よつて広域 で対応 した方が、歳 出抑制 を図 ることがで きる。

ただ し今 回の分析 では、政令指定都 市の特例需要 にかか る歳出につ いては考

慮 してい るが、 これ以外 に大都 市が担 つてい る中枢機能 な どを維持す るために

かか る費用 を考慮 していない。

次章では、大阪市の再編 を行 つた場合 の経済・財政への影響 について、地域

計量モデル を構築 し、単年度 の比較 ではな く長期時系列 において検討 を行 う。
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第 5章  大都市制度改革 の地域経済・財政への影響

一大阪府市経済財政計量モデル による分析 一

1 本章のね らい

本章では、前章での推計結果 に基づ き、大阪府市 を対象 とした地域マ クロ計

量モデル を用 い、大都 市制度改革の歳 出効率化 の経済・財政への影響 を検討す

る。前章での分市の効果 をシ ミュ レー シ ョンす るために、大阪市 を三地区に分

割 した制度改革モデル を構築す る。

本章での分析 では、地域経済 と地方財政 の相互関係 を見 るために、地域マ ク

ロ計量モデル を用 いた シ ミュ レー シ ョン分析 を用 い る。 シ ミュ レー シ ョン分析

に用い る大阪経済財政モデル は、基本 となるモデル と、制度改革 シ ミュ レー シ

ョンを行 うために基本モデル の仕様 を一部変更 したモデル を構築 してい る。 こ

れ までに述べた よ うに、マ クロ計量モデル に よる分析 では経済 と財政 の相互関

係 をみ ることができる。 さらに、抽象的なモデル でな く、制度 を描 写す る形 で

制度改革 をシ ミュ レー シ ョンで きる とい う点 もマ クロ計量モデル に よる分析 の

利 点である。

特定の地域 を対象 とす るマ クロ計量モデル を用 いた分析 には、多 くの先行研

究 が あ る。 特 に大阪府 を対象 と したマ ク ロ計量モ デル に絞 る と、平井 ・斎藤

(1995)、 井 田 (1996)、 井 田 (1999)等 が挙げ られ る。平井・斎藤 (1995)で は、マ

クロ計量モデル を用 いて設備投資関数 を推定 し、大阪府経済の空洞化・サー ビ

ス化 について考察がな され てい る。井 田 (1996)、 井 田 (1999)で も同様 に大阪府

のマ クロ計量モデル の構築が試 み られ てい る。 このモデル は、マ ク ロ経済部門

に加 えて財政部 門につ いて も内生化 されてい る点が特徴 的である。 ただ し、マ

クロ経済ブ ロ ック と財政 ブ ロックは相互依存 関係 にな く、逐次決定型 である。

す なわち、 このモデル では財政 ブ ロ ックの変数 の変化がマ クロ経済 ブ ロックの

変数 に影響 しない ことにな るc

大阪市 を対象 に したマ クロ計量モデル は、井上・久保 田・林・小西 (1990)が

ある。 ここでは大阪市全体 と CBD(中 心業務地 区)を それぞれモデル化 し、両者
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を結び合 わせ た多層型 モデル が構築 されてい る。 両者 は昼 間人 口、社会資本指

標 、地価 、卸売 0小 売業従業者 とい つた変数 を通 じて相互 に影響 しあ う形 にな

つてい る。 こ うした多層構造 を有す る計量モデル は、筆者 が探 した限 りでは、

これ以外 には見 当た らなかった。 ただ しこのモデル において も、各 々のモデル

は逐次決定体系 となつてい るため、経済 と財政 の相互関係 は反映 され ていない。

この他、政令指定都 市 にお ける経済・財政 をモデル化 した研 究 としては、名古

屋市 を対象 とした徳永 0信 国 (2003)が ある。 このモデル では、経済・財政 が相

互 に影響 しあ う形でモデル構築が行 われてい る。 また特定の地域ではな く、地

方財政 を総体 として捉 えた計量分析 については、市川・林 (1973)や 大野 (1992)

や齊藤 (1988)な どがある。これ らはいずれ も地方財政 のみ をモデル化 してお り、

マ クロ経済の動 向につ いては外生的 に取 り扱 われ てい る。

これ までに挙 げた先行研 究 と比較 して、以下で構築 してい る地域マ クロ計量

モデル は、以下の点が特徴 としてあ る。

第一の特徴 は、上述 した財政部門のモデル化 にあた り、現実の制度 にで きる

だ け即す る形 で定式化 を実現 してい る点であ る。既存 の財政部門 を内生化 した

地域経済モデル では、財政部門につ いて簡便 な取 り扱 い を され るこ とが多かっ

た。本モデル では、歳入 、歳 出を費 目ごとに分類 しそれ ぞれ定式化 を行 うこと

に よ り、従来のモデル よ りも精緻 な財政 シ ミュ レー シ ョンが可能 となつてい る。

また井 田 (1999)で は、先 に も述べた よ うに、財政 ブ ロックはマ クロ経済ブ ロ ッ

クか ら一方的 に決定 され る形 になってい る。 これ に対 して、本章 において構築

す るモデル では、財政 ブ ロ ックがマ クロ経済ブ ロックの影響 を受 けつつ、逆 に

財政ブ ロックの動 きがマ クロ経済ブ ロックに も影響す る とい う形式 に した。す

なわち、大阪府 の行 う政府最終消費支 出や公的固定資本形成が、大阪府 の歳 出

費 目によって説 明 され る形 となってい る。 さらに財政 ブ ロ ックは、財政 シ ミュ

レー シ ョンを行 うにあたって、 よ り制度 に適合 した体系 に改 めた。

第二の特徴 は、大阪府 と大阪市の財政ブ ロックを兼備 してい る点で ある。現

行制度では、大阪府 か ら大阪市 に都道府県支 出金や地方消費税 交付金 とい う形

で支払が行 われ てい る。 また大都 市制度改革 では、大阪府 と大阪市 の両者 に影

響 が表れ る。 大阪市の分市 においては、分市後 の二地 区は政令指定都 市固有 の

事務事業 を負 わず、分 市前 に大阪市が担 つていた事務事業 は大阪府 が担 うこと
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になるため、大阪府財政 に も影響が及ぶ。 この よ うに、大阪府財政 と大阪市財

政 は互いに独 立ではないため、本章で構築す るモデル にお いて も両者 の影響 を

組み込み、同時 に検討 で きる構造 と した。本 章で構築 したモデル では、大阪府

財政 ブ ロック と大阪市財政 ブ ロックは都道府 県支出金や地方消費税 な どの変数

を通 じて影響す る形 となってい る。既存研 究では県 と県、地域 と地域 といった

よ うに同 じレベル の地域 を接続 したマ クロ計量モデル は開発 され てい るが、本

章 にお ける府 ・市の よ うに異 なる レベル の 自治体財政ブ ロ ックを内生化 したマ

クロ計量モデル は、井上・久保 田・林・小西 (1990)の 大阪市・CBDの 多層型モ

デル以外 には、先例がない ものであ る。

本章の構成 は以下の通 りである。2節 はモデル の構造 について、基本モデル

を中心 に説 明 を行 つてい る。3節 は、制度改革 シ ミュ レー シ ョン用 のモデル の

説 明である。4節 、5節 はそれ らのモデル を用 いたシ ミュ レー シ ョン結果 を示 し

てい る。 6節 はま とめ と残 され た課題 について述べてい る。

2 基本モデルの構造

以下、本モデル の構造 について説 明す る。使用 したデー タは年度ベー スの値

であ り、推定期 間は 1981年 度 か ら 2008年 度 である。方程式体系お よび変数 リ

ス トは参考資料 として巻末 に掲載 してい る。

本モデル の構造 を大 き くブ ロックに分解す る と、図 5-1に 示 してい るよ うに、

大阪府経済ブ ロック、大阪府財政ブ ロック、大阪市財政 ブ ロックか ら成 る。大

阪府経済ブ ロ ックはモデル の中心 とな るブ ロ ックであ り、大阪府全体の経済変

数 を決定す る。 また大阪市財政ブ ロ ックに影響 を与 える大阪市経済の変数 もこ

のブ ロックにおいて決定す る。 大阪府財政 ブ ロック、大阪市財政 ブ ロ ックに も

影響 を与 える。 また大阪府財政 ブ ロ ックお ょび大阪市財政 ブ ロックか らも影響

を受 ける。大阪府財政 ブ ロ ック、大阪市財政 ブ ロックは個 々の歳 出歳入構造 を

描写 したブ ロ ックであ り、基本的にそれぞれ対応 した経済 ブ ロックの経済変数

で決定 され る形 となってい る。
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図 5… 1 基本モデルの ブロック構造

大阪府経済ブロック

:大阪市経済変数 :

大阪府財政ブロック

ミ
一

(出 所 )筆 者 作成

次 に、個 々のブ ロ ック内の構造 について説 明 してい く。

[1]大 阪府経済ブ ロック

大阪府経済ブ ロックは、ヶィ ンズ型 の有効需要型モデル を基本 としてお り、

大阪府 の経済変数 を決定す るブ ロックである。 実質大阪府 内総生産 は、実質家

計最終消費支 出や実質民間住宅投資等 の支出項 目ごとに推 定 を行 い、 これ らの

各項 目を定義式 において結びつ ける形で連 立方程式体系 と してい る。

図 5-2は 大阪府経済ブ ロックの流れ を簡略化 して フローチ ャー トに した もの

である。

図 5-2 大 阪府 経 済 ブ ロ ックの フ ロー チ ャー ト

、 府民可処分所得

実質府内総支出
(乗数プロセス後)

(出 所 )筆 者 作 成
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財政ブ ロックか らの影響 に沿 つてモデル を追 うと、大阪府 の支 出の増大 は、

生産 を誘発 し、所得 を増加 させ 、消費 の増加 を もた らす。 また、生産の増加 に

伴 う新たな投 資が行 われ 、それ は さらなる生産 の増加 を導 く。

以下、個 々の変数 のモデル上での取 り扱 いについて説明 を行 う。本文 中では、

特 に重要 と考 え られ る変数 については推定結果 も示す。係 数下の括弧 内の数値

は t値 、R2は 自由度修正済決定係数 、Do W.は ダー ビン・ フ トソン比 を示 してい

る。

(1-1)実 質府 内総支出 (定 義式 )

各需要項 目について構造方程式 を推 定す るcた だ し在庫 品増加 、統計上の不

突合 は外生変数 としてい る。

(1-2)実 質民間最終消費支出

実質 民 間最 終 消 費支 出 (OSK_CP)は 、人 口あた りの形 と し、家計 可処 分所得

(OSK_YDPH)を 実質化 した もの と前年度 の実質家計最終消費支出 を説 明変数 とし

た。 また消費税 が導入 され た 1989年 と消費税 率が引き上 げ られ た 1997年 につ

いて ダ ミー変数 を設定 してい る。消費支出の変動 は習慣形成効果 に よる ところ

が大 き く、短期的な所得変動の影響 は小 さい とい う結果 となつてい る。

OSK CP/OSK POP=0.112666+0.120725・ ((OSK_YDPH/OSK_POP)/(OSK_PCP/100))

(1.34)    (2.99)

+0.819497・ OSK_CP(-1)-0.077307・ D89

(34.0) (-2.84)

R2 〓0.987 D.W.=1.99

また大阪市民間最終消費支出 (OSKC_CP)は 、大阪市の家計可処分所得 として雇

用者報酬 (OSKC_YWTV)か ら税収 を減 じた もの と自己 ラグに よ り決 定す る形 と し

た。税収 は所得税 (OSK_TDP)と 個人府 民税 (OSKP_FRTIP)に 雇用者報酬 の大阪市比

率 を乗 じた もの と個人市民税 (OSKC_FRTIP)の 合計 と してい る。

OSKC CP=229279+0.854725・ OSKC CP(-1)-183067.8・ D97

(1.10)  (18.1) (-3.39)

+0.106994・ (OSKC_YWttV― (OSK_丁 DP+OSKP_FR丁 IP)・ (OSKC_YWttVノ OSK_YWttV)― OSKC_FR丁 IP)

/10SK_PCP/100)

(1.96)
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R2 =0.973 D.W.=2.27

(1-3)実 質 民 間住 宅 投 資

実質 民 間住 宅 投 資 につ い て は、民 間住 宅 投 資 デ フ レー タに よ り実 質 化 した家

計 可 処分 所 得 、前年 度 の住 宅 ス トック、実 質 金利 を説 明変 数 と した。 実質金 利

は、長 期 金利 か ら民 間住 宅 投 資 デ フ レー タの伸 び 率 を引 い た もの とす る。

(1-4)実 質 民 間企 業設 備 投 資

実質 民 間企 業 設備 投 資 (OSK_IPF)に つ い て は 、説 明変 数 と して実質府 内総 支 出

(OSK_GRE)、 前期 の民 間企 業 資本 ス トック (OSK_KF)、 資本 コス ト(KCOST)を 説 明

変数 と して い る。

OSK_IPF=-2696027+O.237527・ OSK_GRE-0.014122・ OSK_KF(-1)

(-7.69)   (19.3)              (-3.15)

-2549155口 KCOS丁  +799513・ D90

(-2.44)          (3.96)

R2 =0.984 D.W.=1.11

(1-5)実 質政府最終消費支出

実質政府最終消費支出 (OSK_CG)は 、財政 ブ ロ ックか ら影響 を受 ける部分 のひ

とつ で あ る。 こ こ で は 、 実 質 化 した 大 阪 府 の 人 件 費 (OSKP_FEH)、 物 件 費

(OSKP_FEM)、 維 持 補 修 費 (OSKP_FEMR)と 大 阪 市 の 人 件 費 (OSKC_FEH)、 物 件 費

(OSKC_FEM)、 維 持 補 修 費 (OSKC_FEMR)、 社 会 資 本 ス ト ッ ク (OSK_KG)の 固 定 資 本 減

耗 の 合 計 に よ り推 定 を 行 つ た 。

OSK CG=-4144254

(…2663)

+2732((OSKP_FEH+OSKP_FEM+OSKP_FEMR+OSK_KG(-1)・ OSK_RDEPG/100)/(OSK_PCGノ 100))

(24 166)

+1 14116((OSKC_FEH+OSKC_FEM+OSKC_FEMR)/(OSK_PCG/100))

(1 72)

R2 =0 992 DW =159

(1-6)実 質公 的固定資本形成

実質公的固定資本形成 もまた、財政 ブ ロックか ら影響 を受 ける。 ここでは、

一般政府分 (OSK_IGG)と 公営企業分 に分割 してい る。一般政府分 は、実質化 した
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大 阪府 ・ 大 阪 市 の普 通 建設 事 業 費 (OSKP_FEI、 OSKC_FEI)と 自己 ラ グ を説 明変 数

と して推 定 を行 つた。 また公 営企 業 分 は、一般 会 計 で は な く特別 会 計 を通 じて

計 上 され る こ とか ら、 大 阪 市 の繰 出金 を説 明 変数 と して推 定 を行 つた。

OSK_IGG〓 74596.4+1.016412((OSKC_FEI+OSKP_FEI)/10SK_PIG/100))

(2.32)   (10.55)

+0.65048(OSK_IGG(-1))-79595.31(D8990)

(2.45)

ADJ.R2=0。 977  SER〓 42576.71

(1-7)実 質 純 移 出

18為
替 レー ト等 、輸出

が、有意ではなかっ

0輸 入 に関す る説 明変数 を加 えた推 定について も試 み た

たので説 明変数か ら除外 した。

(-3.503)

DW=1.500

地域経済 を取 り扱 うモデルでは、他地域お よび海外 との財 サー ビスの取 引は

重要であるが、 これ らのデー タは整備 が不十分であった り、移 出 と輸 出を合算

したデー タ しか得 られ ない といった場合があ る。本モデル においては、実質純

移 出について推定 を行 う。推定式では、実質大阪府 内総支 出 (OSK_GRE)、 大阪府

以外 の都道府 県 にお ける実質県内総支 出、 自己ラグを説 明変数 と した。 大阪府

以外 の都道府 県 にお ける県内総支出は、国内総支出か ら府 内総支 出 を差 し引い

た値 (JPN_GDE)を 用 いた。移輸 出入 の うち移 出入が大部分 を占めてい るため、推

定式 は移 出 と移入 につ いてのみ考慮す る と してい る 18。

ln(OSK_NEX)=6.302870-0.35897801n(OSK_GRE)

(5。 48)   (-2.03)

+0.413584・ ln(」 PN_GDE)+0.653740・ ln(OSK_NEX(-1))

(2.64) (11.5)

R2 =0.928 D.W.=1.86

(1-8)名 目府 内総 支 出

名 目府 内総 支 出 は、各 支 出項 目をデ フ レー タ に よ り名 目化 して これ らを積 み

上 げ る形 で求 め られ る。 統 計 上 の不 突 合 を除 く各 需 要 項 目の名 目値 は 、 それ ぞ

れ の実質値 とデ フ レー タか ら定義 的 に決 定 され る。 そ して GRPデ フ レー タは名

目府 内総 支 出 と実質府 内総 支 出 か ら事 後 的 に決 定 され る。

(1-9)府 民所 得
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府 民所得 は雇用者報酬 、財産所得、企業所得 の合計 と して定義 され る。本モ

デル では、府 民所得 、雇用者報酬、財産所得 をそれぞれ決定 し、企 業所得 を事

後的 に決定す る形 と してい る。府 民所得 は、名 目府 民総生産か ら決定 され る。

雇用者報酬 は、賃金俸給 について府 民雇用者数 と雇用者 1人 当た り賃金俸給 (以

下 これ を賃金水準 と記す )を 乗 じた ものを説 明変数 として推定 を行 う。財産所得

は、家賃・地代 の所得 、利子・配 当金等が これ にあた る。本モデル では、名 目

府 内総支 出 と長期金利 に よって これ を説明す る。家計可処分所得 は、府民所得

か ら税 を差 し引いた府 民可処分所得 を説明変数 として推定 を行 う。

(1-10)府 内就業者数

労働力人 口は、生産年齢人 口 (OSK_POP1564)、 実質賃金水準 (OSK_WAGE)を 説 明

変数 として採用す る。就業者数 は労働 力人 口に失業率 を乗 じる形 で決定 し、雇

用者数 は就業者数か ら導出 され る。

LN(OSK_LF(-1)/OSK_POP1564(-1))=-0.085615

(-2.396)

+0.938585(LN(OSK_LF(-1)/OSK_POP1564(-1)))

(20.867)

+0.049851(LN(OSK_WAGE/(OSK_PGRE/100)))+0.010174(D7679)

(2.796)                                 (2.450)

R2 =0.984  DW=1.782

(1-11)賃 金 水 準

賃 金 水 準 (OSK_WAGE)に つ い て は 、 説 明 変 数 と して 消 費 デ フ レー タ (OSK_PCP)、

失 業 率 、 自 己 ラ グ に よ り説 明 す る。

ln(OSK_WAGE)=-0.1.12454+0.365161n(OSK_PCP)-0.068769・ ln(OSK_UR)

(-1.91)    (2.22) (-4.07)

+0.6914401n(OSK_WAGE(-1))

(6.62)

R2 =0.993 D.W.=2.22

(1-12)潜 在 GDP(生 産関数 )

潜在 GDPは 民間資本 ス トック (OSK_KF)、 府 内就業者数 (OSK_LED)、 社会資本 ス

トック (OSK_KG)か ら決定 され る。 ただ し社会資本 ス トックは直接的 に生産 に貢
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献す るの で は な く、 民 間 資本 ス トックの生 産 力 を向 上 させ る とい う形 で 、 間接

的 に影 響 す る もの と して い る。 具体 的 には次 式 の よ うな生 産 関数 の 定 式 化 を行

つて い る。

y=И・κ′
αttβ inκ g zl~α

た だ し Yは 域 内総 生 産 、Kpは 民 間 資本 ス トック、 Kgは 社 会 資本 ス トック、 L

は投 下 労働 量 で あ る。 上 式 を変 形 す る と、次 式 の よ うに な り、 これ が推 計 モ デ

ル とな る。

In(y/Z)=In И+α in(κ ρ/Z)+β ln Kρ in κg

本 モ デ ル に 基 づ く 推 定 結 果 は 以 下 の 通 り で あ る 。

ln(OSK_GRE/(OSK_LED・ 」PN_HOUR))=-6.505624

(-14.0)

+0。 275946・ ln((OSK_KF(-1)・ JPN_CU)/(OSK_LED・ JPN_HOUR))

(4.64)

+O.00874501n(OSK_KG)・ ln(OSK_KF(-1)・ 」PN_CU)

(5.46)

R2 =0.993 D.W.=1.21

(1-13)失 業 率

失 業 率 は単位 労働 コス ト、潜 在 GDPと GRPか ら計 算 され る GDPギ ャ ップ 、 自

己 ラ グに よつ て説 明す る。

OSK_UR=-1.0704+O.75241(OSK_UR(-1))+0.69322(D01+D02)

(-2.47) (14.4)                (3.42)

-2.78114((OSK_GRE― OSK_GRPP)/OSK_GRPP)

(… 2.25)

+3.97972(OSK_YWttV/OSK_GRE)

(4.15)

R2 =0。 977 D.W.=1.46

(1-14)大 阪市市街地価格指数

大阪市市街地価格指数 は、大阪市財政 ブ ロ ックにお ける固定資産税 の課税標

準 を決定す る変数であ る。 ここでは、大阪府 の物価水準 と して GRPデ フ レー タ

(OSK_PGRE)、 実質化 した大阪市市民所得、大阪市人 口の全 国に対す る比率 を説
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明変数 として推 定 を行 つた。 またバ ブル期 について ダ ミー変数 を設 定 した。

ln(OSKC_PLAND)=-0.5819+10.30556・ ln(OSK_PGRE)

(-0.11)   (13.3)

+0.887597・ ln(OSKC_YNF/(OSK_PGRE/100))

(3.46)

+14.5510・ ln(OSKC_POP/JPN_POP)+0.337544・ D8890

(11.8)                             (4.02)

R2 =0.952 DoW.=1.30

[2]大 阪府 財 政 ブ ロ ック

本 モ デル の財 政 ブ ロ ックは、 で き るだ け制度 に即 した形 で推 定 を行 って い る

点 が特徴 とな って い る。 図 5-3は 財 政 ブ ロ ックのお お まか な流 れ を示 した フ ロ

ー チ ャー トで あ る。 図 中で網 か け とな つて い る項 目は外 生 変数 、太 枠 とな って

い る項 目は大 阪府 経 済 ブ ロ ックか ら影 響 を受 け る項 目で あ る こ とを示 して い る。

以 下 、財 政 ブ ロ ックの 各 方程 式 につ い て説 明す る。

(2-1)歳 入 総 額

歳 入 総 額 は、府 税 収 入 、地 方譲 与税 、地 方 交付 税 、 国庫 支 出金 、手 数 料 及 び

使 用 料 、地 方 債 、そ の他 歳 入 の合 計 と して定義 さねノる。 この うち、 地 方 譲 与税

は外 生 変 数 と して い る。

(2-2)府 税 収 入

府 税 収 入 は、個 人住 民税 、法 人住 民税 、事 業 税 、地 方 消 費税 、 そ の他 税 収 入

の合 計 と して定 義 す る。

(2-3)個 人住 民税

個 人住 民税 (OSKP_FRTIP)は 均 等割 0所 得割 に分 かれ るが 、所 得割 が 大 部 分 を

占め るた め、所 得割 の算 定 式 に従 い 、賃金 俸 給 (OSK_YWV)か らマ ク ロベ ー スの課

税 最 低 限 を差 し引い た もの を説 明変 数 と して推 定 を行 う。 マ ク ロベ ー スの課 税

最 低 限 は 、 住 民 税 の 標 準 世 帯 一 世 帯 あ た り課 税 最 低 限 (OSK_LTL)に 雇 用 者 数

(OSK_LWD)を 乗 じた もの を用 い る。
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普通建設事業費

(補助事業 )
国庫支出金

基準財政需要額

維持補修費

個人住民税

基準財政収入額

法人住民税

地方消費税

地方交付税

正負スイッチ

図 5-3 大 阪府 財 政 ブ

歳入

ロックの フローチ ャー ト

(出 所 )筆 者 作成

ln(OSKP_FR丁 lP)〓 -4.301929+1.06289・ ln(OSK_YWV(-1)― OSK_Ltt L・ OSK_LW D)

(-2.75)    (10.4)

+0。 494510・ DM9091

(5.65)

R2 =0.877 DoW.=1.51

(2-4)法 人住 民税

法人住民税 (OSKP_FRTIC)は 均等割 と法人税割 に分 かれ るが、均等割 は法人税

割 に比べその額 が少額 であるため、本モデル では法人住 民税 は全額 法人税割 で

ある として推 定 を行 う。法人税割 の課税標 準 は法人税額 であるか ら、法人税額

(OSK_TDC)と 前年度 の法人住民税額 を説明変数 として採用 した。

ln(OSKP_FR丁 IC)=-0.096144+0.342348・ :n(OSK_丁 DC)

出

一

歳

一

(-0.18)    (5。 64)
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+0.576759口 in(OSKP_FR丁 IC(-1))

(9.56)

R2 =0。 947 D.W.〓 1.98

(2-5)事 業 税

法 人事 業税 (OSKP_FRTB)は 民 間法 人企 業 所 得 に よつて説 明す る。企 業 所 得 は事

業 年 度 と会 計 年 度 の違 い を考慮 し、 前 年度 と今 年 度 の 両 方 を説 明変 数 と して い

る。

ln(OSKP_F RttB)=2.77773+0.679635・ ln(OSK_YCPV/2+OSK_YCPV(-1)/2)

(4.08)   (14.9)

R2 〓0.941 D.W.=1.41

(2-6)地 方 消 費税

地 方 消 費税 は国 内総 支 出 に地 方 消 費 税 率 と国 内総 支 出 と大 阪府 内総 支 出 の割

合 を乗 じた もの に よ り説 明 を行 つた。

(2-7)そ の他 税 収 入

府 税 に は これ まで挙 げ て きた もの の ほか に、 自動 車税 、軽 油 引取税 、不動 産

取 得 税 等 が あ るが 、本 モ デ ル で はそれ らをひ とま とめ に してそ の他 税 収 入 と し

て推 定 を行 った。 説 明 変数 と して は 、名 目府 内総 支 出 を採 用 した。

(2-8)地 方 交付税

地 方 交付 税 は普 通 交付 税 と特別 交付 税 か ら成 るが 、特 別 交付税 は僅 少 で あ り、

ほ とん どが普 通 交付税 で あ る。 普 通 交付税 は 、基 準財 政 需 要額 か ら基 準財 政 収

入 額 を差 し引 い た額 と して計 算 され る。 基 準財 政 需 要額 よ り基 準財 政 収 入額 が

多 い地方 団体 は 、 不交 付 団体 と して 、地 方 交 付 税 が 交 付 され ない。 実 際 に大 阪

府 は、 80年 代 に数 年 間不 交付 団 体 とな って い る期 間 が あ る。

そ こで本 モ デ ル で は、 地 方 交付税 を内生 化 す るに あた つて以 下 の よ うに設 定

した。基 準財 政 需 要 額 (OSKP_FBFD)に つ い て は、総務 省 が一 定 の基 準 に した が つ

て算 定す る もの で あ るた め、外 生 変 数 とす る。基 準財 政 収 入 額 (OSKP_FBFR)に つ

い て は前 年 度 の府 税 収 入 (OSKP_FRT)に 物 価 上昇 率 を乗 じた もの を説 明変 数 と し

て推 定 を行 う。た だ し留保 財 源 率 (」PN_RFRGP)を 考慮 した形 と して い る。そ して 、

基 準財 政 需 要 額 か ら基 準財 政収 入 額 を差 し引 い た結 果 が正 とな る場 合 は 1、 負

とな る場 合 は 0と な る よ うな地 方 交付 税 正負 スイ ッチ (OSKP_SWG)を 設 定す る。
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この とき、基 準財 政 需 要 額 か ら基 準財 政収 入 額 を差 し引 い た値 に地 方 交付 税 正

負 スイ ッチ を乗 じた もの が地 方 交付 税 額 (OSKP_FRG)と な る。 これ に よつて 、 交

付 団体 とな る期 間 と不 交付 団体 とな る期 間 の場 合 分 け を内 生 的 に行 うこ とが で

き る。 なお 、地 方 交付 税 正 負 ス イ ッチ は、 モ デル 中で 内生 的 に決 定 す る よ うに

設 定 して あ る。

OSKP FBFR=60375.73

(2.81)

+0.86917    ・   (100-JPN_RFRGP)/100)   ・   (OSKP_FR丁 (-1)    ・

(OSK_PGRE/OSK_PGRE(-1)))

(34.1)

R2 =0.975 D.W.=1.15

(2-9)国 庫支 出金

国庫支出金 は、国が地方歳 出の一部 を補助金 とい う形 で負担す るものである。

補助 の対象 とな る事業 は さま ざまで あ り、事業 の種類 あるいは地域 によつて負

担 の割合 は大 き く異 な る。 そ こで本モデル では、人件費、扶助費、投資的経費

の合計額お よび前年度 の値 を説 明変数 として採用 した。

(2-10)手 数料及び使用料

手数料及び使用料 は、名 目民間最終消費支出 と前年度 の手数料及 び使用料 で

説 明 した。

(2-H)地方債発行高

地方債発行高 は、投資的経費、経常的な歳入 か ら人件費、扶助費、公債費 を

差 し引いた額お よび前年度 の地方債発行高 を説 明変数 と して採用 した。

(2-12)そ の他歳入

その他歳入 には財産収 入、繰入金、諸収入等 が含 まれ るが、 この うち最 も金

額 の大 きい項 目は貸付金元利収入 である。 そ こで本モデル では、貸付金 と名 目

府 内総生産 を説 明変数 として採用 し推定 を行 つた。

(2-14)歳 出総額

歳 出総額 は人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等、普通建設事業

費、公債費、貸付金、繰 出金、その他歳 出の合計 と して定義 され る。

(2-15)人 件 費
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人件費 はそのほ とん どが職員 に対 して支払 われ る給与である。 そ こで、人件

費 については民間賃金 に職員数 を乗 じた もの と前年度 の人件費 を説 明変数 と し

た。 なお、職員数 は外生変数 と してい る。

(2-16)物 件費

物件費 は経済活動規模 に よって変動す る

として推定 を行 ってい る。

(2-17)維 持補修費

と考 え、名 目府 内総生産 を説 明変数

維持補修費 は、道路や公共施設 の維持 に要す る経費である。本モデル では府

下の社会資本 ス トック と府税収入 と地方譲与税 と地方交付税 の合計額 を説 明変

数 として推定 を行 ってい る。

(2-18)扶 助費

扶助費 は、生活保護法、児童福祉 法 に基づ き、児童、老人、生活 困窮者 、心

身障害者等 を援助す るための経費である。 その財源 は国庫支出金 の割合が最 も

高いため、ここでは国庫支 出金 を説 明変数 とす る次式 を採用 した。また 65歳 以

上人 口割合 も説 明変数 と して採用 した。

(2-19)補 助費等

補助費等 は地方団体 の財政状況 に依存す る と考 え られ るため、府税収入 と地

方譲与税 と地方交付税 の合計額 を説 明変数 と して推定 を行 ってい る。

(2-20)普 通建設事業費

普通建設事業費 は、国か らの補助金 を受 けて地方団体が事業 を行 う補助事業

費、国か らの補助金 を受 けず に地方団体が独 自に事業 を行 う単独事業費、国が

自らの事業 として行 う事業 に対す る地方団体 の負担分 であ る国直轄事業負担金

等 に分かれ る。本モデル の普通建設事業費 は補助事業費 と単独事業費 とその他

の合計 として定義す る。 この うち補助事業費 は内生的 に決 まるもの と し、その

説 明変数 として国庫支 出金 を採用 した。 これ は国庫支出金 が補助事業 の財源 と

され る場合 が多い ことを反映 した設 定 となつてい る。 単独 事業費お よびその他

については、外生変数 としてい る。

(2-21)公 債費

公債費 は、地方債 の元金償還お よび利子 と一時借入金 の利 子に分類 され るが、

その大部分 は元利償還金 で 占め られ てい る。 そ こで、公債費 については地方債
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現在高 と前年度 の公債 費に よって説 明 した。

(2-22)貸 付金

貸付金 は名 目府 内総支 出を説 明変数 として推 定 を行 つてい る。

(2-23)繰 出金

大阪府 の繰 出金 は、その全額が公債管理特別 会計への繰 出金 である。 そ こで

大阪府債残高 と前年度 の繰 出金 の値 を説明変数 として推定 を行 つてい る。

(2-23)そ の他歳 出

その他歳 出は名 目府 内総支出を説 明変数 として推 定 を行 ってい る。

(2-24)地 方債現在高増加額

地方債現在 高増加額 は、今期 の地方債発行額 か ら元金償還額 を差 し引いた も

ので定義的 に決定 され るが、本モデル では元金償還額 の代理変数 と して公債費

を用い る。 そ こで、地方債発行額、公債費お よび前年度 の地方債現在高増加額

を説 明変数 として採用 した。

[3]大 阪市財政 ブ ロック

大阪市財政 ブ ロックの構造 は、大阪府財政 ブ ロック と同様 に、歳 出 と歳入 そ

れ ぞれ主要 な項 目ごとに推計 を行 つてい る。 図 5-4は 大阪市財政 ブ ロ ックの フ

ローチ ャー トを示 した ものである。 図 5-3と 同様 に、図 中で網か け となつてい

る項 目は外生変数、太枠 となってい る項 目は大阪府経済ブ ロックか ら影響 を受

ける項 目であることを示 してい る。

(3-1)歳 入総額

歳入総額 は、市税収入 、地方譲与税 、地方消費税 交付金 、地方交付税、手数

料及び使用料 、国庫支 出金 、都道府 県支出金 、繰入金 、地方債 、その他歳入 の

合計 として定義 され る。この うち、地方譲与税 と繰入金 は外 生変数 と してい る。

(3-2)市 税収入

市税収入 は、個人市民税 、法人住民税 、固定資産税 、都 市計画税 について推

定 を行 い、税収総額 は これ らの合計 を説明変数 とした推 定式 によ り決定す る。
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図 5-4 大 阪市 財 政 ブ ロ ックの フ ロー チ ャー ト
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(3-3)大 阪 市個 人 市 民税

個 人 市 民税 は 、大 阪府 個 人住 民税 と同様 、大 阪 市雇 用 者 報 酬 か ら課 税 最 低 限

を差 し引い た もの を説 明変 数 と して推 定 を行 って い る。 課 税 最 低 限 は、住 民税

の標 準世 帯 一 世 帯 あ た り課 税 最 低 限 に市 民雇 用者 数 を乗 じた もの を用 い る。

ln(OSKC_FR丁 IP)=-3.96381+1.03888口 ln(OSK_YWV(-1)― OSK_Ltt L・ OSKC_LWN)

(-3.05)    (12.0)

R2 =0.892 D.W.=2.12

(3-4)法 人市民税

法人市民税 (OSKC_FRTIC)は 法人税額 が課税標 準であ るため、大阪府 内の法人

税 額 (OSK_TDC)に 法 人 市 民 税 率 (OSKC_RFRTIC)と 大 阪 市 内 就 業 者 数 (OSKC_LED)の

府 内就業者数 (OSK_LED)に 対す る比率 を乗 じた もの を説 明変数 と して推 定 を行
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う。就業者数 シェアは、法人税額 を市内ベー スに合 わせ るために乗 じてい る。

OSKC FRttiC=20105.6

(3.21)

+1.06807・ (OSK_丁 DC)・ (OSKC_LED/OSK_LED)・ OSKC_RFRttlC/100

(22.4)

R2 =0.947 D.W.=2.39

(3-5)固 定 資 産税

固定 資 産税 (OSKC_FRTP)は 、土地 、家屋 、償 却 資産 が課 税 客体 で あ る。本 モ デ

ル で は土地 (OSKC_FRTPL)と そ の他 (OSKC_FRTPO)に 分割 し、 それ ぞれ の課 税 標 準

を説 明変 数 と して推 定 を行 う。 課 税 標 準 にか か るパ ラ メー タは税 率 (1。 4%)に 近

い結 果 とな って い る。

固 定 資 産 税 土 地 分 課 税 標 準 (OSKC_FRTPLB)は 、 市街 地 価 格 指 数 (OSKC_PLAND)

を説 明変数 と して推 定 を行 う。 た だ し固定 資 産税 土地 分 課 税 標 準 は 3年 お き に

評 価 替 えが行 われ る こ とを反 映 し、バ ブル 期 以 降 につ い て評価 替 えの年 数 に対

応 した 3年 お き の 係 数 ダ ミー を 設 定 す る 。 固 定 資 産 税 家 屋 分 課 税 標 準

(OSKC_FRTPHB)は 、大 阪府 住 宅 ス トック (OSK_KH)に 大 阪 市 人 口 (OSKC_POP)の 大 阪

府 人 口 (OSK_POP)に 対 す る比 率 を乗 じた もの に よ り説 明す る。家屋 に対 して も 3

年 お きの評 価 替 えが行 われ るた め、 土地 分 と同様 に ダ ミー 変 数 を設 定 す る。 固

定 資 産税 償 去口資 産分 課 税 標 準 (OSKC_FRTPAB)は 、民 間企 業 資 本 ス トック と当年 度

の投 資 に大 阪 市 の就 業者 数 比 率 を乗 じた もの を説 明変 数 とす る。

OSKC_FRttP=OSKC_F RttP L+OSKC_FRttPO

OSKC_F RttP L=2084.188+0.013576・ OSKC FRttPLB

(-7.69)   (19.3)

R2 =0.999 DoW.=1.34

OSKC FRttPO=1553.235+0.011671・ OSKC FRttPAB +0.013949・ OSKC FRttPHB

(80.9)(2.43)    (20.6)

R2 =0.999 D.W.=1.96

1n(OSKC_FRttPLB)=13.6239+0.428412・ ln(OSKC_PLAND)

(48.5)   (7.35)

+0.05719・ D9193・ ln(OSKC_PLAND)+0。 13376・ D9496・ ln(OSKC_PLAN D)
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(5.11)                      (12.4)

+0。 15468・ D9799口 ln(OSKC_PLAND)+0.14276・ D0002・ ln(OSKC_PLAND)

(13.8)                      (11.1)

+0.12636・ D0305・ ln(OSKC_PLAND)+0.10665・ D0608・ ln(OSKC_PLAN D)

(7.96)                           (6.63)

R2 =0.932 DoW.=1.89

0SKC_FRttPHB=-7678855+2.747355・ (OSKC_KH・ (OSKC_POPノ OSK_POP))

(-8.92)   (14.1)

+0.146238・ D9193・ (OSKC_KH・ (OSKC_POP/OSK_POP))

(3.45)

+0.2565380D9496・ (OSKC_KH・ (OSKC_POP/OSK_POP))

(5.52)

+0.314692・ D9799・ (OSKC_KH・ (OSKC_POP/OSK_POP))

(6.46)

+0。 380304・ D0002・ (OSKC_KH・ (OSKC_POP/OSK_POP))

(7.92)

+0.408828・ D03050(OSKC_KH・ (OSKC_POP/OSK_POP))

(8.72)

+0.431045・ D0608・ (OSKC_KH・ (OSKC_POP/OSK_POP))

(9.55)

R2 =0.990 D.W.=1.47

0SKC FRttPAB=-1095347

(-10.3)

+0.092928・ OSK_KF(-1)・ (OSKC_LED/OSK_LED)・ OSK_P!PF/100

(25。 7)

+0.351692・ OSK_IPFN・ (OSKC_LED/OSK_LED)・ OSK_PIPFノ 100

(8.62)

R2 =0。 980 DoW.=1.36

(3-6)都 市計画税

都市計画税 (OSKC_FRTCP)は 、固定資産税 と同様 、資産 に課 され る税 である。
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ただ し固定資産税 とは異 な り償却資産 は課税 客体ではない。本モデル では、固

定 資 産 税 土 地 分 課 税 標 準 (OSKC_FRTPLB)と 固 定 資 産 税 家 屋 分 課 税 標 準

(OSKC_FRTPHB)を 説 明変数 として採用 した。固定資産税 の推 定式 と同様 、課税標

準にかか るパ ラメー タは税率 (0。 3%)に 近い結果 となってい る。

OSKC_FRttCP〓 8480.962+0.003611・ OSKC FRttPAB+0.00191800SKC FRttPHB

(3.38)    (13.5) (80.9)

R2 =0。 987 D.W.=1.67

(3-7)大 阪 市 地 方 消 費 税 交 付 金

地方消費税 交付金 は、大阪府 か ら府 下市町村 に按分 され る交付金 で ある。 大

阪府 が地方消費税 として受 け取 つた金額 の 2分 の 1が 府 に、残 りが府 下市町村

に按分 され る。 その按分比率は人 口お よび従業者数 である。本モデル では、大

阪府 の地方消費税 に大阪市の人 口比率 を乗 じた ものに よって説明す る。

(3-8)大 阪市地方交付税

大阪市 にお ける地方交付税 (OSKC_FRG)も 、大阪府 と同様 の形で決定す る。す

な わ ち 、 交 付 税 ス イ ッチ (OSKC_SWG)を 設 定 した 上 で 、 基 準 財 政 需 要 額

(OSKC_FBFD)か ら 基 準 財 政 収 入 額 (OSKC_FBFR)を 差 し 引 い た 金 額 に 交 付 税 ス イ ッ

チ を乗 じる形 と して い る。基 準 財 政 需 要 額 は歳 出額 に よ り決 ま る形 と してお り、

基 準財 政 収 入 額 は市税 収 入 を も とに府 と同 じ形 で推 定す る。 た だ し留保 財 源 率

(JPN_RFRGC)は 府 と異 な る変 数 と して い る。

OSKC FBFD=38707.7

(3.33)

+0.08886・ (OSKC_FEH+OSKC_FEM+OSKC_FEMR+OSKC_FES+OSKC_FE:)

(3.41)

+0.76411・ OSKC_FBFD(-1)+

(14.9)

R2 =0.985 D.W.=2.12

0SKC FBFR=15654.29

(1.18)

55775.0・ D89

(4.65)

+0.86230・ ((100-JPN_RFRGC)/100)・ (OSKC_FR丁 (-1)・ (OSK_PGRE/OSK_PGRE(-1)))

(33.7)



R2 =0。 981 DoW.=1.56

(3-9)大 阪 市使 用 料 及 び 手 数 料

使 用料 及 び 手 数料 は、名 目大 阪 市 民 間最 終 消 費 支 出 に よ り説 明す る。

(3-10)大 阪 市 国庫 支 出金

国庫 支 出金 もまた、 大 阪府 財 政 ブ ロ ック と同様 の形 で決 定す る。 す なわ ち、

人件 費 、扶 助 費 、投 資 的経 費 の合 計 額 お よび 前 年 度 の値 を説 明変 数 と して 定式

化 を行 つて い る。

(3-11)都 道 府 県 支 出金

都 道 府 県支 出金 は、大 阪府 か ら大 阪 市 に対 す る支 出金 で あ り、 国庫 支 出金 と

同 じ形 で説 明 を行 つて い る。

(3-12)大 阪 市 地 方債 発行 高

地 方 債 発行 高 は大 阪府 財 政 ブ ロ ック と同様 に、人 件 費 、扶 助 費 、投 資 的経 費

の合 計額 お よび 前年 度 の値 を説 明変 数 と して採 用 した。

(3-13)大 阪 市 そ の他 歳 入

大 阪 市 そ の他 歳 入 も、 大 阪府 財 政 ブ ロ ックの 同指 標 と同様 、貸 付 金 元利 収 入

が最 も大 きな シ ェア を有 す る。 そ こで 、 大 阪府 財 政 ブ ロ ック と同様 に、大 阪 市

貸 付 金 と名 目市 内総 生 産 を説 明変 数 と して採 用 し推 定 を行 つた。

(3-14)歳 出

歳 出総 額 は人 件 費 、物 件 費 、維 持 補 修 費 、扶 助 費 、補 助 費 等 、 普通 建設 事 業

費 、公 債 費 、貸 付金 、繰 出金 、 そ の他 歳 出 の合 計 と して 定 義 され る。 この うち

人件 費 、普 通 建設 事 業 費 、補 助 費等 、繰 出金 、貸 付 金 は外 生 変数 と して い る。

そ の他 の歳 出項 目につ い て はいず れ も大 阪府 財 政 ブ ロ ック と同様 の取 り扱 い と

して い る。

(3-15)地 方 債 現在 高増加 額

地 方債 現在 高 増加 額 も大 阪府 財 政 ブ ロ ック と同様 の形 で決 定 して い る。 す な

わ ち、地 方債 発行 額 、公 債 費 お よび 前年 度 の地 方債 現在 高 増加 額 を説 明変 数 と

して推 定 を行 って い る。

3 制 度 改 革 モ デル の構 造



次 に、分市 を検討す るために基本モデル の構造 を一部変更 した制度改革モデ

ル について、構造 の概 要 を説 明す る。

制度改革 シ ミュ レー シ ョンは、前章で示 した大阪市 を三地 区に分割 した際の

支出減 の推計 を踏 まえ、検討 を行 う。 そ こで、基本モデル の大阪市財政 ブ ロッ

クを、中心業務地 区 と周辺地 区に分割 したモデル を構築す る。 このモデル上で

は、中心業務地 区 と周辺地 区は、あたか も大阪市 を 「分市」 した よ うに取 り扱

う。す なわち、各 々の財政 ブ ロックは、原則 として基本モデル での大阪市財政

ブ ロックの構造 と同 じ構造 とす る。 ただ しこれ まで大阪市が担 っていた政令指

定都 市固有 の事務 は、分市にあた り大阪府 が担 うことにな るもの とす る 19。

モデル の構造 を図にす る と図 5-5の よ うにな る。 図 中で大阪市内中心業務地

区財政ブ ロック と大阪市内周辺地区財政ブ ロ ックの間の点線矢印は、中心業務

地 区か ら周辺地 区への財政調整 を考慮 してい ることを示 してい る。

図 5-5 制度改革 モデルの構造

大阪府財政ブロック

大阪市内中心業務地区
財政ブロック

大阪市内周辺地区
財政ブロック

大 阪 市 を二地 区 に分

経 済 デ ー タ を どの よ う

が入 手 で き るた め、 二

歳 入 お よび歳 出 につ い

(出 所 )筆 者 作成

割 してモ デル を構 築 す る際 に問題 とな るの が 、 二地 区 の

に作成 す るか で あ る。 人 口や 税 収 につ い て は 、 区デ ー タ

地 区 のデ ー タ を作成 す る こ とが可 能 で あ る。 税 収 以 外 の

て は、 区 ご とのデ ー タが得 られ な い た め、 それ ぞれ 対応

19大 阪 市 を三地 区 に分 割 す る場 合 、少 な く と も一方 の人 口は 50万 人 以 上 とな
り、政 令 指 定都 市 の要 件 を満 たす。 しか しこ こで は二 地 区以 上 の地 区数 に分 割
す る際 の影 響 を考慮 す るた め、 二地 区 と も政 令 指 定都 市 固有 の事務 を担 わ な い

と考 え る こ とに した。 なお 東京都 の特別 区 は 、政 令 指 定都 市 の特 例 事 務 を担 つ

てお らず 、東 京 都 が そ の業務 を担 って い る。

大阪府経済ブロック

114



した指標をもとに按分することにする。表 5-1は 各データについて作成方法を

まとめたものである。

表 5-1 地域分割 デー タの作成

ラベル 変数名 データ作成方法

OSKC CP 市内消費支出 商店数で按分

OSKC FBFD 基準財政需要額 回帰式により推計

OSKC FBFR 基準財政収入額 税収で決定

OSKC FD 地方債残高 人口で按分

OSKC FE 歳出総額 つみあげ

OSKC FEA 補助費等 従業員数で按分

OSKC FEB 公債費 人口で按分

OSKC FEH 人件費 職員数で按分

OSKC FEI 普通建設事業費 面積で按分

OSKC FEIA 普通建設事業費(補助) 面積で按分

OSKC FEH 普通建設事業費(単独) 面積で按分

OSKC FE10 普通建設事業費 (他 ) 面積で按分

OSKC FEL 貸付金 従業員数で按分

OSKC FEM 物件費 基準財政需要額で按分

OSKC FEMR 維持補修費 基準財政需要額で按分

OSKC FEO その他歳出 基準財政需要額で按分

OSKC FES 扶助費 人口で按分

OSKC FEttR 繰出金 従業員数で按分

OSKC FR 歳入総額 つみあげ

OSKC FRB 地方債発行額 人口で按分

OSKC FRC 地方譲与税 基準財政需要額で按分
OSKC FRCC 地方消費税交付金 商店数で按分

OSKC FRG 地方交付税 事後的に決定

ラベル 変数名 データ作成方法

OSKC FRN 国庫支出金 人口で按分

OSKC FRO その他歳入 人口で按分

OSKC FROSK 都道府県支出金 人口で按分

OSKC FRRC 手数料および使用料 人口で按分

OSKC FRT 税収総額 区データ

OSKC FRTCP 都市計画税 区データ

OSKC FRTIC 法人住民税 区データ

OSKC FRT:P 個人住民税 区データ

OSKC FRTO その他税収 区データ

OSKC FRTP 固定資産税 区データ

OSKC FRTPAB 償却資産課税標準 区データ

OSKC FRTPHB 家屋課税標準 区データ

OSKC FRTPL 固定資産税土地 区データ

OSKC FRTPLB 土地課税標準 区データ

OSKC FRTPO 固定資産税土地以外 区データ

OSKC FRTR 繰入金 税収で按分

OSKC LED 市内就業者数 従業者数で按分

OSKC LWD 市内雇用者数 従業者数で按分

OSKC LWN 市民雇用者数 人口で按分

OSKC NGE 職員数 職員数で按分

OSKC POP 人 口 区データ

OSKC YNF 市民所得 従業者数で按分

OSKC YWttV 雇用者報酬 人口で按分

(出 所)筆 者 作成

二地区のデー タ作成 で特 に問題 となるのが、地方交付税 と地方債 の取扱 いで

ある20。 地方交付税 につ いては、大阪市に交付 され る地方交付税額 を按分す る

のではな く、二地 区それ ぞれ について基準財政需要額 と基準財政収入額 を推計

し、その差額 を各々の地域 にお ける地方交付税 とす る。基準財政需要額 は、都

市のプー リングデー タに よ り、人 ロー人 当た り基準財政需要額 を被説 明変数 、

人 口と面積お よびそれ らの二乗値 を説明変数 として回帰分析 を行 い、その推 定

式のパ ラメー タをもとに推計 した。推定結果 は次式 の とお りである。

h経準財政需要叡人口)=15。 797-1.6711・ h(人 口)+0。 0635・ (n体 口))2_0。 1147・ h価積)+0。 02520(n価積))2

(64.7) (-41。 0)        (36。 6)          (-9.4)        (20.1)

A街 .R2=0。 815 F― statistic=3425。 9

20大 阪府 自治制度研 究会 (2011)。
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基準財政収入額 は、大阪市の基準財政収入額 を三地 区の税収額 に よ り按分 し

て推計 した。表 5-2は 推計結果 の 2008年 度 の値 を示 した ものであ る。中心業務

地 区は基準財政需要額 か ら基準財政収入額 を減 じた値 が負 となるた め不交付 団

体 となる。周辺地区は交付団体 とな り、その金額 は現在 の大阪市 に交付 され て

い る地方交付税額 よ り大 き くな る。

表 5-2 地域分割 ケー スでの地方交付税額算定基準の推計結果 (2008年 度 )

単位100万 円 大阪市 中心業務地区 周辺地区

基準財政需要額 548,639 36,845 476,756

基準財政収入額 532,219 263,292 268,927

差 16,420 -226,446 207,829

(出 所 )筆 者作成

また地方債 については、債務 の承継 の態様 について様 々なパ ター ンが考 え ら

れ るが、本モデル では、債務 に対 して各地区が住民人 口に対応す る分 だけ便益

を受 けてい る と考 え、人 口による按分 を行 う21。

4 基準 モデル によるシ ミュ レー シ ョン

まず シ ミュ レー シ ョンを行 う前 に、モデル のパ フォーマ ンスを確認 してお こ

う。表 5-3は 、主要変数 の実績値 と標 準ケー スにお ける理論値 の平均絶対誤差

率 を示 した ものである。誤差率は概 ね低 く、良好 なモデル と言 える。

表 5-3 主要 変 数 の 平 均絶 対誤 差 率 (%)

実質府内総生産 1.688 大阪府歳出総額 1,887

名目府内総生産 3.682 大阪府歳入総額 2.411

実質家計最終消費支出 1.544 大阪市歳出総額 0。 966

実質民間企業設備投資 5.718 大阪市歳入総額 2.258

(出 所 )筆 者 作成

21自
治 制 度 研 究 会 (2011)で は 、 人 口だ け で な く施 設 ・ 設 備 に応 じた 分 担 や 収

入 ・ 財 政 力 に よ る分 担 も検 討 され て い る。
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次 に、普通建設事業費 を追加 した場合 にモデル を通 じて経済に どの よ うな影

響があるか について確認す る。 図 5-6は 、大阪府 の普通建設事業費 を 100億 円

追加 した場合 に、名 目府 内総支 出に どの よ うな影響があるかについて、標 準ケ

ー ス との乖離幅 を図示 した ものである。 100億 円追加す るのは初年度 のみ であ

る。推計 は外挿 で行 つてお り、横軸 に経過年度 を示 してい る。名 目府 内総支 出

は、初年度 に約 180億 円増加 し、2年 目以降 もやや標 準ケース よ り増加す る と

い う結果 になってい る。表 5-4は 主要 な支 出項 目の推移 を示 した ものである。

初年度 は公的固定資本形成 を除 くと主 に企業設備投資が府 内総支 出の増加 に寄

与す る。2年 目以降は、民間最終消費支出の増加 に加 え、社会資本 ス トックの

固定資本減耗 の発生 に よ り政府最終消費支 出が府 内総支出 を押 し上 げる。 また

社会資本 ス トックの増加 に伴 い普通建設事業費が減少す る形 としてい るため公

的固定資本形成 も 4年 目以降は減少 に転 じる。

図 5-6 大阪府普通建設事業費 100億 円追加の名 目府内総支出に対す る影響

(100フ 5F司 ) 20000

15000

10000 1

(注 )横 軸 は経過年度 を示 してい る。

(出 所 )筆 者 作成



表 5-4 主要変数の推移

経過年次
民間最終
消費支出

企業設備
政府最終
消費支出

公的固定
資本形成

純移輸出

初年度 1,500 31269 88 10,581 -377

2年 目 1,610 821 972 1,901 -581

3年 目 1,520 366 1,073 193 -463

4年 目 1,400 290 1,086 …136

5年 目 1,280 1,053 -268

(出 所 )筆 者作成

5 制度改革 モデル によるシ ミュ レー シ ョン

次 に、3節 で構築 した制度改革モデル を用 いて、大阪市の分市 に よる歳出効

率化 シ ミュ レー シ ョンを行 う。 ここで行 うシ ミュ レー シ ョンについては、4章

での結果 を用 い る。 なお、 この分析 での二地 区の行財政運営は、現在 の大阪市

が実施 してい る制度お よび行財政運営が継 承 して行 われ る との仮定が前提 とな

つてい る。 二地 区の行財政運営の態様 が大 き く変わ ることになれ ば、結果 は変

わつて くる。

ここで想 定 してい る制度改革 では、2015年度 に大阪市 を中心業務地 区 と周辺

地 区の二地 区に分割す ることを考 えてい る。 その際、4章 で得 られ た推計結果

か ら、元の大阪市全体 と比較 して、人件費ベー スで約 2。 9%の 歳 出が削減 され

る と想定す る。 また分 市に伴 って、政令指定都 市の特例事務 は、大阪府 が担 う

ことにな る とす る。 そ こで政令指定都 市の特例 による財政需要 を大阪府 の新 た

な財政需要 と して計上す る。

以下のシ ミュ レー シ ョンでは、分市 によ り歳 出削減 が図 られ るケー ス と、歳

出削減 に よって捻 出 され た財源 を普通建設事業費 に振 り向 けるケー スについて

推計 を行 う。 なお普通建設事業費の地区間の割 り振 りにつ いては、 中心業務地

区に集 中 させ るな ど様 々なパ ター ンが考 え られ るが、 ここでは普通建設事業費

の按分方法、す なわ ち面積 によって按分す ることと した (表 5-1参 照 )。

図 5-7は 大阪府実質府 内総支出の推移 を示 した ものであ る。 人件費 に関す る

財源捻 出額 を普通建設事業費 に振 り向けた場合 、2030年 度 には基準ケー スに対

して 24。 5億 円の増加 (基 準ケー ス比 0。 01%増 )と な る。普通建設事業費へ の振
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り向けに よって GRPが やや拡大 してい るのは、社会資本 ス トックの固定資本減

耗 が発生 し政府最終消費支 出が増加す るためである。

次 に財政へ の影響 をみてみ る。分市 を行 うと、各地 区の人 口 1人 当た りの税

収額 の差異 に よって、財政状況 に格差が生 じて しま うことは避 け られ ない。 図

5-8は 基準ケー スお よび二地区の経 常収支比率の推移 を示 した ものである。 中

心業務地 区では財政需要 に対 して税収 が豊かであるため、経 常収支比率 は 30%

台 となる。一方、周辺地 区では基準ケースに対 して歳 出規模 に対 して地方税収

が不足す るこ とにな るため、経常収支比率は悪化す ることになる。

図 5-7 分市 ケースでの大阪府実質府 内総支 出の推移 (基 準ケース との乖離幅 )
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瘍 分市ケース 黎 分市と歳出振り向け

(出 所)筆 者作成
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図 5-8 分市 ケー ス で の経 常収 支 比 率 の 推移
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(出 所 )筆 者作成

ここまで、大都 市制度 改革 として大阪市 を二地区に分市す るシ ミュ レー シ ョ

ンを行 つて きた。しか しこのモデル では、二地 区にお ける財政調整 については、

現在 の制度 を前提 としてい るため、国か ら受 け取 る地方交付税 のみ考慮 してい

る。分市 した場合、中心業務地 区は財源 が豊 かであるため、地方交付税 の不交

付団体 となる一方、周辺地 区は交付 団体 とな る。大阪市単体の時は中心業務地

区で賄 っていた周辺地 区の財政需要が、分市 によつて周辺地区の基準財政需要

額 となって顕在化す るため、基準ケー スで大阪市全体が受 け取 る地方交付税額

よ り、周辺地 区が受 け取 る地方交付税額 の方が多 く計上 され ることになる。 シ

ミュ レー シ ョン結果 では 2030年 度時点で 2,001億 円の増加 となる。ここで大阪

市以外 の 自治体 も含 めた地方政府全体が受 け取 る地方交付税額 を一定 とすれ ば、

大阪市 を分市す ることに よって大阪市全体が受 け取 る交付税額が増加 した とき、

他 の交付団体 の受 け取 る地方交付税額 が減少す るこ とになって しま う。す なわ

ち、大阪市の分市が他 の地方 自治体 に影響 を与 えることにな るため、 こ うした

制度 の導入 は現実的 には考 えに くい。

そ こで以下では、大阪市全体が受 け取 る交付税額 は基準ケー ス と同額 とし、

周辺地区の財源保障 については、中心業務地 区か ら周辺地 区に対 して財政移転
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を行 うとい う財政調整制度 を考 える。 中心業務地 区の拠 出金 の規模 は、基準財

政収入額 か ら基準財政需要額 を減 じた金額 と し、 これ を全 て財政調整 に充て る

とす る 22。 本稿 で想 定 してい る分市ケー スでは、中心業務地 区の拠 出金 は分市

初年度 の 2015年度 の値 では 4,275億 円 とな り、これ がそのまま周辺地 区の財源

となる。

図 5-9は 、上記の財政調整 の前後で両地 区の人 口 1人 あた リー般財源 が どの

よ うに変 わ るか を示 した ものである。 中心業務地 区では変化がないが、周辺地

区は財政調整 を受 けて増加 している。結果 と して両者 の格差は、6.47倍 か ら

4。 07倍 にまで縮小す るが、依然 と して格差 は残 され るこ とになる 23。

図 5-9 財 政調 整後 の 人 口 1人 あた リー般 財 源 (単 位 100万 円 )
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こ こまで大 阪 市 を二地 区 に分 割 し、 中心 業 務 地 区 と周 辺 地 区 とな った場 合 の

財 政 へ の影 響 をみ て きた。 中心 業務 地 区 と周 辺 地 区 とい う大 き く経 済 状 況 の異

22こ の財政調整制度 は大阪府 自治制度研 究会 (2011)で 提示 され てい る財政調

整制度 の うち、「合算調整方式」として示 され てい る制度 に近い形 となってい る。
23東 京 23区 にお ける特別 区財政調整 交付金 交付後の人 口 1人 あた り財源 の最
大値 と最小値 の比率 は 2。 8倍 である。



な る三地 区に分割す ることを考 えてい るため、特 に各地 区の財政状況 について

極端 な結果 となってい るが、分市 に よつて大阪府経済お よび財政 に どの よ うな

影響 が現れ るかについて、財政制度 に基づ く形 で確認す ることがで きた。 また

分市 を実施す る際には、財政調整が必要 とな る地区が表れ ることが想 定 され る。

特 に今回の想 定では二地 区間で財政調整 を行 つて も依然 と して大 きな格差が残

され て しま うことが示 され た。

6 小括

本章では、大都 市制度 の見直 しの経済・財政への影響 についての検証 を 目的

と して、大阪府 市 を分析対象 と し、特 に大阪市の分市 に着 目した実証分析 を行

つた。

上記 のシ ミュ レー シ ョン分析 を行 うために、独 自に大阪府 と大阪市 を対象 と

した財政計量モデル を構築 した。大都 市制度 改革 を検討す るにあた つては、経

済 と財政 の相互依存 関係 を考慮す ることが望 ま しい。 また地方財政制度 を抽象

的 な形ではな く制度 に即 した形 でモデル として表現す る必要がある。特 に大都

市制度改革 のシ ミュ レー シ ョンを行 うためには、大阪府財政ブ ロックお よび大

阪市財政 ブ ロ ックを兼 ね備 えたモデル が必要 となる。

そ こで本章では、 これ らの 目的 に即 したモデル を構築 した。モデル では地域

経済ブ ロックに大阪府財政ブ ロック と大阪市財政ブ ロックを加 えて連動 させ 、

それぞれ が相互 に影響 を与 える体系 に した。 これ に よ り、大阪府 と大阪市、ま

た経済動 向 と財政 との関連 を提 えることが可能 となつた。 また財政 ブ ロックに

つ ぃては、既存研 究で構築 され てきたモデル と比較 して、地方財政制度 を費 目

ごとに精緻 な定式化 を行 つた。 さらに分市の シ ミュ レー シ ョンを行 うために、

分市 を前提 と した制度 改革モデル も構築 した。分市 シ ミュ レー シ ョンにあた つ

ては、政令指定都市固有 の事務事業 を大阪府 に移す な ど、できるだ け制度 改革

を現実に近 い形 で想定す るシ ミュ レー シ ョンを行 った。

分市に よって人 口規模 を調整す ることで歳 出 を削減す ることがで きれ ば、財

政収支 を改善す ることができる。 また歳 出を効率化す るだ けでは域 内経済 を縮

小 させ て しま うが、 これ を他 の普通建設事業費 に振 り向 けるこ とに よつて域 内
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経済の水準 を維持す ることがで きる。 こ うした結果 について、経済 と財政 、な

らびに大阪府財政 と大阪市財政 の相互関係 を考慮 した うえで定量的 な分析結果

を提示 した。

分析 か ら得 られた結果 による と、大阪市の分 市によ り財政支出の効率化が図

られ ること、またそれ に よって生 じた余剰財源 を付 け替 えることに よつて経済

に対 してプ ラスの影響 を もた らす こ とがで きることを示唆 してい る。 しか しな

が ら現在 の制度 を前提 とす る形 で分市 を行 えば、地 区間で財政力 に格差がある

ことか ら、財政調整 の必要性 が生 じることは避 け られ ない。そのた め、 これ を

実現す るためには、財政調整 をめ ぐる制度改革 が必須 とな る。

最後 に残 され た課題 について述べ る。本章で構築 したモデル は、大阪府 とい

う地域 を対象 とした需要主導型 のモデル であ り、生産面へ の影響 は明示的 に考

慮 していない。 大阪 にお ける長期 の大都 市政策運営 を考 える上では、他地域 に

お ける経済や全国経済 と連動 した供給主導型モデル を構築 し、比較的長期的 な

経済見通 しを もとに分析 を行 う必要 がある。特 に長期的 な地域経済 の見通 しに

おいては、人 口動 向を把握す る必要があ り、本モデル では外生扱 い としてい る

人 口移動 を内生化 して考慮 しなけれ ばな らない と考 える。 大都 市政策 の実現 に

よつて大都 市 としての魅力が高 め られ 、経済が活性化すれ ば、人 口流入 が活発

化 して さらな る経済の拡大 につなが ることも想 定 され よ う。 このほか、人 口移

動 だけでな く、公的部 門の効率化や縮小 に伴 って、民間部 門が活性 化す る、 と

い うよ うな公 的部 門 と民間部門 との関係 も、 このモデル には組み込む ことがで

きていない。 また本章で構築 したモデル では大阪市域外 の経済 につ いては明示

的 に取 り扱 っていない。 大阪市 と市域外 の経済取 引関係 が不明であ るため、 こ

の よ うな形 でモデル を構築 してい るが、大阪市において大都 市制度 改革が行 わ

れ た際には、大阪市域外 の経済・財 政 に も影響が出て くることは避 け られず、

何 らかの形 で影響 を織 り込むべ きで ある。

こ うした点 を踏 まえなが ら、モデル の頑健性 の向上や各推定式の推 定方法の

改善 を行 つてい くことが大 きな課題 と考 えてい る。

123



おわりに

本論文では、地方財政制度 として①政府 間財政移転制度 、②都道府 県制度 、

③大都 市制度 について取 り上げ、検討 を行 った。政府 間財 政移転制度 について

は第 1章 で、都道府 県制度 については第 2章 と第 3章 で、大都市制度 につ いて

は第 4章 と第 5章 でそれぞれ検討 した。

第 1章 では、政府 間財政移転制度 の経済・財政への影響 について、 日本経済

財政計量モデル を用 いて検討 してい る。 このモデル では、国の一般会計お よび

地方 自治体の普通会計 の決算デー タを基 に した制度財政 と『 国民経 済計算』 の

デー タを基 に した SNA財 政 の両者 のブ ロックを兼ね備 えてい る点、 中央政府 と

地方政府 の移転 関係 を明示的 に組み込んでい る点が特徴 となつてい る。長期的

な将来見通 しの結果 に よる と、2012年 現在 の財政制度 を維持 したままでは、基

礎 的財政収支 の改善は図 られず 、国 と地方 の長期債務残高 は増加 が続 く。 また

2014年度以降 に予定 され てい る消費税率の引 き上げを考慮 して も、基礎的財政

収支 の赤字 は縮小す るが、 これ を均衡 させ るには至 らない。 そ こで さらに消費

税率引き上げに加 えて、国か ら地方への移転支出の削減 を通 じて歳 出 を削減す

ることで、基礎 的財政収支 の均衡 が達成で きるのかについて検証 してい る。 国

か ら地方への移転支 出の削減 は財政収支 を改善 し、長期金利 の上昇 を抑制す る。

これ によ り民間設備投 資が拡大 して民間資本 ス トックが蓄積 され、経済成長 の

押 し上げを通 じて税収 は増加す る。 一方で、社会資本 ス トックの蓄積 が抑制 さ

れ るため経済が縮小 し、税収 を減少 させ る とい う影響 もあ る。 シ ミュ レー シ ョ

ン分析 の結果 は、国庫支 出金 な らび に基準財政需要額 を一定割合 で削減す るこ

とによって、2030年度時点の基礎的財政収支 の均衡 を達成す ることができるこ

とを示 してい る。

第 2章 では、全国 を 5地 域 に分割 し、各地域 での公共投資の需要面への効果

の計測 を通 じて、地域政策 のあ り方 について検討 してい る。昨今の地域経済 に

おいては圏域 を超 えた経済取引が活発化 してお り、移 出・移入 を考慮す る必要

性 が高まってい ることか ら、本章では地域 間の経済取 引関係 を考慮 した地域計

量モデル を構築 してい る。 こ うした構造 を取 ることによ り、ある地域 で公共投
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資が行 われ た場合 に、 当該地域 に もた らされ る経済波及効果 だけでな く、 当該

地域 との地域 間経済取引を通 じて他 地域 で発生す る経済波及効果 も計測 で きる

よ うになつてい る。地域 ごとに公共投資 を同額追加す るシ ミュ レー シ ョン結果

に よる と、地域 ごとに 自地域 に直接 もた らされ る効果や他地域で生 じる効果 の

規模 が異 な る とい う結果 となってい る。各地域 にお ける経済構造 の違 いが政策

効果 の違 い となって表れ ることについて、本 章では定量的 に示 され てい る点が

特徴 である。 この結果 か ら、中央政府 か ら画一的 に割 り当て られ た財源や事務

事業では、地域経済 に とつて必ず しも期待 した効果 が得 られ る とは限 らないた

め、各地域がそれぞれ の実情 に応 じた政策 を選択 で きる新 たな地方財政制度 が

必要である と考察 してい る。

第 3章 では、第 2章 での各地域がそれぞれ の実情 に応 じた政策 を選択で きる

ことが望 ま しい とい う結果 を受 けて、個別 の地域 で道州制 を導入 した時 に期待

できる効果 について検討 してい る。本 章では、全国 11地 域 を対象 としてダ ミー

変数 の違 いに よつて地域差が表現 され るとい う地域経済モデル を構築 し、それ

に よるシ ミュ レー シ ョン分析が行 われ てい る。道州制導入 の効果 の計測 につい

ては、地域 区分 が比較的明確 で、政策 の効果 が他地域 に漏 出 しに くく自地域 に

大 き く表れ る地域であ る とされ る九州地域 を取 り上げてい る。 シ ミュ レー シ ョ

ンに よ り、財政支出の効率化 によつて節約 され る財源や 、社会資本 の配分変更

に よって捻 出 され る財源 を配分 し直す ことに よつて、地域 の厚生水準 を高 める

ことがで きる とい う結果が得 られてい る。この結果 よ り、道州制 の導入 によ り、

地方圏にお ける地域活性化が もた らされ る とともに、現状 の東京一極集 中の構

造 を是正 し、 自立的で活力 ある圏域 の実現 の可能性 を示唆 してい る。

第 4章 では、大都 市制度改革 の一例 として分市 に よる財政支 出の効率化 につ

いて検討 してい る。歳 出額 の分析 にあた り、本章では市域 の変更 に伴 い発生す

る 「追加 的 コス ト」が考慮 され てい る。本章でい う 「追加 的 コス ト」 とは、地

方公共サー ビスの利用者数 が増 えた場合 に、混雑性等 の要 因によって 当該利 用

者 が消費で きる便益の減少 を補 うた めに余分 にかか るコス トを指す。 この追加

的 コス トを織 り込んだ歳 出関数 を理論モデル に基づいて導 出 し、推 定 を行 つて

い る。歳 出関数 の推定結果 か ら、一人 当た り歳 出額 を最小 にす る人 口規模 が推

計 されてい る。行政サー ビスに よって規模 の経済の効果 が大 きい費 目と追加 的
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コス トの効 果 が大 きい 費 目が あ る こ とか ら、 費 目に よつて 一 人 当た り歳 出額 を

最 小 にす る人 口規模 は大 きな差 異 が あ る とい う結 果 が得 られ てい る。 また 大 阪

市 を分 市 した場 合 に削減 され る追加 的 コス トの計 測 も行 われ てい る。 分 市 を行

うと、歳 出総 額 につ い て は削減 効 果 が期 待 で き るが 、行 政 サ ー ビス ご とに一 人

当た り歳 出額 を最 小 にす る人 口規模 が異 な る こ とか ら、分 市 後 の人 口規模 が 当

該 費用 を最 小 化 させ る人 口規模 にな る とは限 らない。 す な わ ち仮 に分 市 を行 つ

た と して も、行 政 サ ー ビス に よって は 、分 市 後 の個 々 の地 区で対応 す るの で は

な く、地 区 同 士 の水 平連 携 な ど広域 で対応 した方 が 、歳 出抑 制効 果 が期待 で き

る こ と とい う可能性 を示 唆 して い る。

第 5章 で は、第 4章 で の分 市 に よ る歳 出 削減 効 果 を も とに した シ ミュ レー シ

ョン分析 に よ り、大都 市制 度 改革 の 大 阪府 経 済 0財 政 へ の影 響 につ い て検 討 し

て い る。 こ こで は、 大 阪府 経 済 と財 政 、 な らび に大 阪府 財 政 と大 阪 市財 政 の相

互 関係 を考慮 したモ デ ル を構 築 して い る。 ま た大都 市制 度 改革 と して大 阪 市 を

中心 業務 地 区 と周 辺 地 区 の 二地 区 に分 割 す る こ とを想 定 し、新 た な地 区で の財

政 運 営 につ い て検 討 す る こ とが 可能 なモ デル とな って い る。 シ ミュ レー シ ョン

分 析 の結 果 、分 市 に よって歳 出効 率 化 を図 り、余 剰 とな つた財源 を新 た な公 共

投 資 に振 り向 けれ ば、分 市 しない ケー ス よ りも大 阪府 内総 生 産額 を拡 大す る こ

とが で き る こ とが示 され て い る。 た だ し分 市 が行 われ る と、周 辺 地 区 で は財 政

需 要 に対 して税 収 不 足 とな る。 この 点 につ い て 、 中心 業 務 地 区か ら周 辺 地 区 に

対 して拠 出金 を充 て る とい う形 で財 政 調 整 を行 うとす るシ ミュ レー シ ョン も行

われ て い る。 シ ミュ レー シ ョンの結 果 、財 政 調 整 に よつて 中心 業 務 地 区 と周 辺

地 区 の格 差 は縮 小す る もの の、依 然 と して大 きな格 差 が残 され る こ とが示 され

て い る。 第 4章 と第 5章 の分析 か ら、分 市 に よ る大都 市制 度 改革 は地 域 経 済 を

活性 化 させ る効 果 は一 定規模 で期 待 で き る もの の 、分 市 後 の地 区間 で の財 政 調

整 な ども含 めて制度 設 計 しな けれ ば な らな い こ とが示 唆 され て い る。

これ まで述 べ て きた よ うに、本 論 文 で は全 体 を通 じて 、地 方財 政 制 度 の今 後

の方 向性 につ い て定 量 的 な検 討 を行 つて きた。 本 論 文 で取 り上 げ られ て い る地

方財 政 制 度 は政府 間財 政 移 転 制 度 、都 道府 県制 度 、 大都 市 制度 改革 の三 点 で あ

り、 そ の 中で も限 られ た形 で は あ るが 、 いず れ も経 済成 長 や財 政 の持 続 可能 性

の観 点 か ら、 地 方財 政 制 度 改革 の推 進 が支 持 され る。 改 革 の方 向 と して は、 国
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か ら地方への財政移転 を通 じた歳出削減 を行 うことを前提 に、国が管轄す る権

限 と財源 は最低 限に とどめ、広域的 な行政 は道州 が、住民 に近いサー ビスにつ

いては独 自に政策 を選択 で きるよ うな権限 と財源 を持 つた基礎 自治体が担 う、

とい う制度 が望 ま しい と結論づ け られ る。

分析結果 の解釈 につ いては課題 が残 され てい る。まず本稿 の分析 においては、

いずれ の改革 において も制度改革 に伴 うコス トは考慮 され ていない。 また各章

で も述べてい るよ うに、個 々のモデル の頑健 化・精緻化 を図 る必要 がある。特

に検討す るべ き論点のひ とつ として、人 口の取 り扱 いが挙 げ られ る。地域 にお

ける人 口の推移 は長期 的な経済見通 しを考 える上では考慮 しなけれ ばな らない

論点であるが、本稿 で構築 してい るモデル では取 り扱 うこ とがで きていない。

また、個別 の経済主体 の経済行動 に踏 み込んで分析 を行 う必要 もあ る。 この点

については、本稿 で主 た る分析手法 として採用 したマ クロ計量モデル分析 の限

界 とも言 えるが、例 えば ミク ロ的基礎付 けを持 たせ たモデル によるアプ ローチ

を行 う等 の方法 を併用す ることによ り、導かれ た結論 の頑健性 を高 めることが

必要である と考 えてい る。
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を表 して お り、数 値 は ダ ミー 変 数 を設 定 した年 度 で あ る。LN(X)は 自然 対 数 を示 す .

各 構 造 方 程 式 の 下 に括 弧 つ き で 示 した 数 値 は t値 で あ る .ADJ.R2は 自由度 修 正

済 決 定係 数 、 SERは 標 準 誤 差 、 D.W.は ダー ビン・ フ トソ ン統 計 量 を そ れ ぞ れ 示

して い る。

1 第 1章  方 程 式 体 系 ・ 変 数 リス ト

・マクロ経済ブロック

GDP(生産関数)

LN(GDP/NLE・ HOUR) = -2.662790 + 0.152135(LN(KFNR(-1)・ CU/NLE・ HOUR))

(-7.58)     (2.07)
+ 0.008111((LN(KGG(-1))・ LN(KFNR(-1)・ CU))

(2.71)

ADJ.R2 =0.997   SER = 0.01l   DW = 1.927

名 目GDP

GDPN  = PGDP  ・ GDP  / 100

稼 働 率

LN(CU) = -0.871621 + 0.263596(LN(EP)) - 0.047013(D8687) + 0.046455(D0507)

(-2.30)    (14.5)             (4.16)            (3.45)
- 0。 114797(D09)

(-5.82)

ADJ.R2 =0.933   SER = 0.019   DW = 1.452

電 力量

ep  = epd  ・ epswitch  + eps  ・ (1  - epswitch)
epswitchは epdく epsの 場 合 は 1、 epd〉 epsの 場 合 は 0を 取 る .電 力供 給 量 (EPS)は 外 生 .

電 力需 要 量

LN(EPD)=1.103121+0.723455(LN(EPD(-1))+0.348590(LN(GDP))

(3.57)    (6.02)                   (3.69)
ADJ.R2 =0.994   SER = 0.018   DW = 2.277

国 民 所 得

NY = -2509.163 + 1.01656(GDPN― DEP― (T10C+丁 10L+丁 IV)+SUBC+SUBL) + 7314.193(D0607)

(-0.828)  (109.486)                                     (3.519)

ADJ.R2 =0.998   SER = 2779.245   DW = 1.75
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可処分所得 (非 一般政府 )

YDP = -8228.895 + 1.0641(NY)

(-4.677)  (44.243)
-0.73807(CGCN+CGLN+CGSN)-0.97064(SGC+SGL+SGS)

(-7.927)                   (-19.598)
-1406.271(D9496)- 3133.227(D09)

(-2.141)            (-2.964)

ADJ.R2 =l   SER = 912.724   DW = 1.042

家計可処分所得

YDPH = 84344.91 + 0.64763(YDP) + 0.8636(AR(1))

(1.93)    (5.209)       (13.378)

ADJ.R2 =0.992   SER = 3972.343   DW = 1.449

貯蓄 (非 一般政府 )

SP  = YDP  ・ RSP  / 100

民間貯蓄

KSP=125817.5+0.92098(KSP(-1)+SP)

(2_87)  (38.744)

ADJ.R2 =0。 984   SER = 64514.7   DW = 1。 977

貯蓄率

LN(RSP) = 4.447609 - 0.663897(LN(POP650V/POP・ 100))

(59.1)     (-20.6)
-0.42580(LN((SSB1/POP650V)/(NY/POP1564)))-0.12829(D90)

(-2.31)                                  (-2.84)

ADJ.R2 =0.948   SER = 0.042   DW = 1.609

固定資本減耗
DEP  = DEPP  + DEPGC  + DEPGL  + DEPGS

固定資本減耗 (非 一般政府 )

DEPP = 4935.52548 + 0.01702((PIR口 KFR(-1)+PINR・ KFNR(-1))/100) +
0.81723(DEPP(-1))

(3.432)   (2.077)                                      (13.247)
ADJ.R2 =0.99   SER = 2021.032   DW = 1.214

民間最終消費支出 (名 目 )

CPN  = CP  ・ PCP  / 100

民間最終消費支出 (実 質 )

CP = 5694.33 + 0.08295(YDPH/(PCP/100))

(0.804)  (1.224)
+ 0.90593(CP(-1)) -8060.04(D97)

(17.371)         (-2.949)

ADJ.R2 =0。 996   SER = 2654.174   DW = 1.186

民間設備投資

INRN = 42890.29 + 0.425720(SP+DEPP+SIGC+SIGL+SIGS)

(5。 141)   (7.711)
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- 869.8958(CCOST) + 13320。 75(D8992)

(-5.010)         (4.607)

ADJ.R2 =0.918   SER = 3955.790   DW = 1.778

住 宅投資

IRN = -5305.4854 + 0。 29525(YDPH)

(-1.149)  (7.461)
- 167.1549(INR― (PIR/PIR(-1)-1)・ 100) - 0.2559(KFR(-1)) +

O.43895(AR(1))

(-1.202)                           (-7.061)          (2.653)

ADJ.R2 =0.871   SER = 1417.887   DW = 2.037

民間資本 ス トック (実 質、住宅除 く)

KFNR =(1 -RREPNR /100)・ KFNR(-1)+INRN /PINR ・ 100

民間資本 ス トック (実 質、住宅 )

KFR =(1 -RREPR /100)・ KFR(-1)+IRN /PIR ・ 100

固定資産 (実 質、一般政府 )

KGG  = (1  - RREPGG  / 100)  ・ KGG(-1)  + (IGGCN  + IGGLN  + IGGSN)

雇用者 1人 あた り賃金俸給

LN(WAGE) = 1.4602 + 0.13934(LN(NY/NLE))

(4.94)  (2.188)
+ 0.76333(LN(WAGE(-1)))+ 0.02279(D9091)

(11.993)                 (2.512)

ADJ.R2 =0.993   SER = 0.01l   DW = 1.112

企業物価指数

LN(WPI) = 4.855019 + 0.128433(LN(WAGE))+ 0.103021(LN(PIM))

(10.4)      (2.21)              (3.70)
- 0.405916(GDP/NLE)

(-7.85)

ADJ.R2 =0.933   SER = 0.015   DW = 1.472

消費者物価指数

LN(CP1/((RttI V/100)+1)) = 1.636977 + 0.21094(LN(WAGE)) + 0.86730(AR(1))

(2.325)  (2.643)               (29.17)
+ 0.246911(LN(WP1/(1+(RTIV/100))))

(3.222)

ADJ.R2 =0.985   SER = 0.007   DW = 1.295

GDPデ フレー タ

LN(PGDP) = -3.457497 + 0.513976(LN(WPI))

(-4.963)  (5.691)
+ 0.6616747(LN(WAGE)) - 0.0943(D0609)

(17.94)               (-lo.01)

ADJ.R2 =0.952   SER = 0.017   DW = 1.259

GDPデ フ レー タ (消 費税抜 き )

LN(PGDPX) = -4.559935 + 0.762392(LN(WPI))
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(-6.436)(8.44)
+ 0.650720(LN(WAGE)) - 0.102224(D0609)

(17.17)           (-11.19)
ADJ.R2 =0.943   SER = 0.017   DW = 1.847

民 間最 終 消 費 支 出 デ フ レー タ

PCP=PCPX・ (100+Rtt I V)/100

民 間最 終 消 費 支 出 デ フ レー タ (消 費 税 抜 き )

PCPX=4.90555+0.40354(PGDPX)+0.53894(PCPX(-1))

(5.614) (22.6)             (31.73)
ADJ.R2=0.998  SER=0.271  DW〓 1.687

企 業設 備 投 資 デ フ レー タ

LN(PINR)= -5.24019 + 1.31303(LN(WPI))

(-8.883)  (17.087)
+ 0.43953(LN(WAGE))+ 0.0555(D8688)

(14.493)              (6.492)

ADJ.R2 =0.971   SER = 0.013   DW = 2.519

住 宅 投 資 デ フ レー タ

LN(PIR/(1+(Rtt I V/100))) = 1.91624 + 0.59985(LN(WP1/(1+(RTIV/100)))) + 0.94623(AR(1))

(3.256)  (4.616)                             (41.756)
ADJ.R2 =0.962   SER = 0.013   DW = 1.157

-般 政 府 固 定 資本 形 成 デ フ レー タ

LN(PIGT/(1+(RttI V/100))) = 1.66516 + 0.63731(LN(WP1/(1+(Rtt I V/100))))

(3.902)  (6.769)
+ 0.90547(AR(1))

(43.615)

ADJ.R2 =0.962   SER = 0.009   DW = 0.832

雇 用 者 数

NLW  = RNW  ・ NLE

就 業者 数

NLE = 372.390 + 0.787744(NLF) + 0.973693(AR(1))

(0.27)   (2.88)         (10.49)

ADJ.R2 =0.961   SER = 42.24   DW = 1.356

労 働 力人 口

LN(NLF) = 0.26975 + 0.08103(LN((POP― POP650V)/POP))

(1.202)  (2.515)
+ 0。 97129(LN(NLF(-1))) + 0.01208(D90+D91)

(37.203)                           (3.321)

ADJ.R2 =0.993   SER = 0.005   DW = 1.86

労 働 時 間

LN(HOUR) = 8.662108 + 0.461865(LN(CU) - 0.97129(LN(NLE)) -0.064873(D0307)

(10.90)    (10.36)            (-8.70)            (-8.06)
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ADJ.R2 =0.918   SER = 0.016   DW = 1.476

雇用者報酬

LN(YW) = 2.1142 + 0.79083(LN(GDPN)) + 0.88072(AR(1))

(1.53)  (7.523)               (18.2)

ADJ.R2 =0.996   SER = 0.013   DW = 1.423

長期金利 (10年 物国債 利回 り)

INR=-11.09265+1.67758(GDP/GDP(-1))

(-4.07)  (1.58)
+ 9.236168((CP1/(1+Rtt I V/100))/(CPI(-1)/(1+Rtt I V(-1)/100)))

(3.81)

+ 1.153694((GDEBTC+GDEBTL)/KSP)  + 0.861803(INR(-1))

(2.13)                        (38.2)
ADJ.R2 =0.999   SER = 0.085   DW = 1.853

資本 コス ト

CCOS丁  = (PINR  / PGDP)  ・ (INR  + RREPNR)  ・ (1  - (RttDCC  / 100)  ・ (((RREPNR  /
100)  十 (INR  / 100)  ・ (RREPNR  / 100))  / ((INR  / 100)  + (RREPNR  / 100))))  / (1
- (RttDCC  / 100))

・制度財政 ブロック

国・歳入・国税

FISC_R丁  = 6092.624 + 0.67434(FISC_RttC+FISC_RTI+FISC_RttS+FISC_R丁 丁+FISC_RttV)

(2.825) (7.62)
+ 0.3411(FISC_R丁 (-1)) -6904.349(D99)

(4.387)               (-3.004)

ADJ.R2 =0.94   SER = 2141.589   DW = 1.906

国 口歳入・法人税

FISC_RTC = -2057.341 + 0.00352(RTDCCO(NY一 YW))

(-2.215)  (7.709)
+ 0.27398(FISC_RTC(-1))+ 2091.053(D87+D88+D89+D90)

(3.894)                           (5.027)
ADJ.R2 =0.948   SER = 652.366   DW = 1.817

国・歳入・所得税

LN(FISC_R丁 1) = 3.03432 + 1.5115(LN(RPROG))

(3.583) (9.49)
+ -0.45201(LN(丁 DPCTML)) + 1.96473(LN(YW)) + 0.22514(D89+D90+D91)

(-2.616)              (12.992)               (5.835)
ADJ.R2 =0.944   SER = 0.052   DW = 1.843

国・歳入・ たば こ税

FISC_RTT = -3709.799 + 0.01652(CPN) + 391.3963(D91+D92+D93+D94)

(-8.416)  (10.396)

ADJ.R2 =0.844   SER = 119.365   DW = 1.837

国・ 歳 入 ・ 消 費税

(5.449)
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FISC_RTV = 2.90051 + 0.73788(CP・ (PCP― PCPX)/100)

(0.031)  (76.624)

ADJ.R2 =0.995   SER = 301.813   DW = 1.457

国 ・ 歳 入 ・ 公債 金

FISC_RB  = FISC_ELG  + FISC_EO  + FISC_EB  + FISC ESS ― FISC R丁   ― FISC RO

国 ・ 歳 入・ そ の他 歳 入

FISC_RO = 456.9811 + 0.01086(CPN)

(0.957)  (5。 701)

+ 1785.064(D83+D84)+ 1802.5(D94+D95)

(4.589)              (4。 989)

ADJ.R2 =0.876   SER = 486.699   DW = 1.549

国・ 歳 出 0社 会 保 障 関 係 費

FISC_ESS = 238.9746 + 0.50072(SSBl― SSBP)

(0。 171)  (13.25)

ADJ.R2 =0。 992   SER = 415.747   DW = 1.78

国・ 歳 出・ 地 方 交 付税 等

FISC_ELG = 1297.545  + 1987.148(D92+D93)+ 2512.203(D98)

(2.614)     (4.072)            (3.712)
+ 0.83847((FISC_Rtt I・ FISC_RRttI+FISC_RTS・ FISC RRTS+FISC RT丁・FISC RRT丁 +FISC RTV・

FISC_RRTV+FISC_RTC,FISC_RRTC)/100+FISG_C)

(24.511)

ADJ.R2 =0.957   SER = 664.073   DW = 2.315

国 ・ 歳 出 ・ そ の他 歳 出

FISC_EO = -13183.56 + 2.2176(FISL_RN)

(-2.657)  (18.208)
-2222.335(D80+D81+D82) + 1853.64(D06+D07+08+D09)

(-4.297)                           (3.481)
ADJ.R2 =0.934   SER = 821.244   DW = 1.552

国 ・ 歳 出 ・ 国債 費

FISC_EB = -37.60929 + 0.25697(GDEBttC(-1)・ INR/100)

(-0.048)  (3.202)
+ 0.8637(FISC_EB(-1)) -1372.124(D93+D94+D95)

(26.697)                           (-3.108)
ADJ.R2 =0。 971   SER = 719.01l   DW = 1.724

地 方 ・ 歳 入 ・ 地 方 税

FISL_RT = 9493.534 + 0.54541(FISL_RTA+FISL_RTB+FISL_RTI+FISL_RTV)

(6.303)  (5.218)
+ 0.29217(FISL_R丁 (-1)) + 3296.207(D89+D90+D91+D92)

(2.447)                           (4.18)

ADJ.R2 =0.963   SER = 1271.316   DW = 1.673

地 方 ・ 歳 入 ・ 固定 資 産 税
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FISL_RTA = 75.18032 + 0.95935(FISL_RttA(-1))

(0.759) (106.383)
+ 0.00447(lRN(-1)+INRN(-1))+ 309.0646(D96+D97)

(3.426)                           (4.009)
ADJ.R2 =0.998   SER = 102.685   DW = 1.544

地 方・ 歳 入 ・ 事 業税

FISL_RttB = -862.1246 + 0.01194(NY― YW+NY(-1)一YW(-1))

(-2.009)  (4.378)
+ 0.65331(FISL_RttB(-1)) + 926.1743(D93+D94+D95+D96)

(12.216)                          (5.245)
ADJo R2 =0.96   SER = 287.164   DW = 1.121

地 方 ・ 歳 入・ 住 民税

LN(FISL_RTI) = -16.70098 + 2.6306(LN(YW(-1))) -0.8279(LN(丁 DPLttML))

(-12.593)  (10.784)                 (-3.492)

ADJ.R2 =0.963   SER = 0.084   DW = 1.074

地 方 ・ 歳 入 ・ その 他 税 目

fisc_rto  = fisc_rt  ― (fisc_rtc  + fisc_rti  + fisc_rts  + fisc_rtt  + fisc_rtv)

地 方 ・ 歳 入 ・ 地 方 債

FISL_RB = -1647.928 + 0.123559(FISL_EH+FISL_EGA+FISL_EI)

(-2.75) (9.99)
+ 0.943227(FISG_DL+FISG_DLS) -2091.155(D99+D00+D01)

(16.293)                (-5.616)
ADJ.R2 =0.978   SER = 540.80   DW = 1.678

地 方 ・ 歳 入 ・ 地 方 交 付 税

FISL_RG = 107.1079 + 1.04597(FISL_FBFD― FISL_FBFR) -0.36560(FISG_DLS)

(2.31)     (4.78)                   (-2.76)
+ 1453.736(D90+D91+D92)

(4.517)

ADJ.R2 =0.996   SER = 243.404   DW = 1.496

地 方 ・ 歳 入 口国庫 支 出金

FISL_RN = 1355.186 + 0.3787(FISC_EO)-1014.209(D06+D07+D08+D09)

(2.174)  (16.575)             (-4.812)

ADJ.R2 =0.917   SER = 389.818   DW = 1.443

地 方・ 歳 入 。その 他

FISL_RO = -266.7963 + 0.02451(CPN)

(-1.95)  (44.859)

ADJ.R2 =0.987   SER = 150.701   DW = 1.182

地 方・ 歳 出 ・ 人件 費

FISL_EH = 88.93452 + 0.21625(NGL・ WAGE/1000000)

(0.286)  (6.217)
+ 0.84226(FISL_EH(-1)) + 604.9618(D91+D92)

(50.966)                           (4.054)
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ADJ.R2 =0.998   SER = 186.673   DW = 1.654

地 方 ・ 歳 出 ・ 公債 費

FISL_EB = 993.4032 + 0.02228(GDEBTL)+ 0.59772(FISL_EB(-1)) + 436.3976(D01+D02)

(9.204)  (8.202)        (12.878)                           (2.91)

ADJ.R2 =0.997   SER = 195.565   DW = 1.181

地 方 ・ 歳 出 ・ 一般 行 政 経 費 補 助

LN(FISL_EGAA)= -48.32116 + 5.31751(LN(POP― POP1564)) + 1.39817(LN(FISL_RN))

(-20.202)  (23.06)                               (12.45)

ADJ.R2 =0.958   SER = 0.065   DW = 1.121

地 方 ・ 歳 出・ 一般 行 政 経 費 単 独

FISL_EGAI = 550.8802 + 0.0721(FISL_RT+FISL_RC+FISL_RGS+FISL_RG)

(2_134)  (3.887)
-0.15212(FISL_EH) + 0.92945(FISL_EGAI(-1))

(-3.094)                           (39.624)

ADJ.R2 =0.996   SER = 202.945   DW = 2.636

地 方・ 歳 出・ 一 般 行 政 経 費

FISL_EGA = FISL_EGAI + FISL_EGAA

地 方・ 歳 出 ・ 投 資 的経 費 補 助

FISL_EIA = -12294.52 + 0.876414(FISL_RN)

(-3.81)     (10.88)
+ 0.182568(FISL_R丁+FISL_RG+FISL_RC+FISL_RGS)

(3.13)

ADJ.R2 =0.903   SER = 422.182   DW = 1.180

地 方 ・ 歳 出 ・ 投 資 的経 費 単 独

FISL_EII = -1249.433 + 0.31655(FISL_RT+FISL_RC+FISL_RGS+FISL_RG)

(-1.185) (13.55)
+ 4217.274(D94+D95+D96+D97)-7619.994(D06+D07+D08+D09)

(5.817)                         (-lo.152)

ADJ.R2 =0.92   SER = 1278.643   DW = 1.209

地 方 口歳 出・ 投 資 的経 費

FISL_EI  = FISL_EII + FISL_EIA

地 方 ・ 歳 出・ その 他

FISL_EO = -418.9918 + 0.00585(GDPN)

(-0.851)  (3.766)
+ 0.49969(FISL_EO(-1)) + 2622.393(D89+D90+D91)

(6.964)                           (8.987)

ADJ.R2 =0.94   SER = 433.479   DW = 2.926

基 準 財 政 収 入 額

FISL_FBFR = -590.8264 + 0.81301(FISL_RT)+ 1175.843(D89+D90)

(-0.976)  (42.116)             (2.18)
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ADJ.R2 =0。 984   SER = 736.589   DW = 1.45

財源不足額

FISG_LR  = (FISL_FBFD ― FISL_FBFR) 一 FISG_KOKU

財源不足額 の法定加算等 による負担

FISG C  = FISG RC  ・ FISG LR

財源不足額の特別会計借入 (国 負担 )

FISG_DC  = FISG_RDC  ・ FISG_LR

財源不足額の特別会計借入 (地 方負担 )

FISG_DL  = FISG_RDL  ・ FISG_LR

財源不足額の臨時財政対策債 による補 てん

FISG_DLS  = FISG_RDLS  ・ FISG_LR

国・基礎 的財政収支 (制 度財政ベー ス )

FISC_PB  = (FISC_R丁 + FISC_RO) ― (FISC_ELG + FISC_ESS + FISC_EO)

地方・基礎的財政収支 (制 度財政ベー ス )

FISL_PB  = (FISL_R丁 + FISL_RG + FISL_RN  + FISL_RO)― (FISL_EH + FISL_EI + FISL_EGA +
FISL_EO)

国・地方基礎 的財政収支 (制 度財政 ベース )

FIS_PB = FISC_PB + FISL_PB

・ SNA財 政 ブロック (中 央政府 )

付加価値型税計

TIV=-99.99299+0.87051(RTIV・ ((CPN/(1+RTIV/100))十 (IRN/(1+RttI V/100)))/100)

(-1.023)(92.875)
- 1397.47455(D89+D90) - 2469.08033(D97)

(-6.203)              (-7.757)

ADJ.R2 =0。 997   SER = 307.207   DW = 1.78

付加価値型税 (中 央政府 )

丁IVC =(100 -RTIVL)・ TIV /100

付加価値型税 を除 く生産・輸入品に課 され る税 (中 央政府 )

LN(丁 10C) = -3.12995 + 0.53173(LN(GDPN))

(-3.562)  (7.125)
+ 0.58206(LN(丁 IOC(-1))) + 0.07916(D9095)

(9_696)                   (5.651)

AD」 .R2 =0.91 4   SER = 0.028   DW = 1.324

財産所得 (支 払、中央政府 )

YPRPGC = -636.99619 + 0.00014(GDEBttC・ INR) + 0.82319(AR(1))

(-0.226)  (3.22)             (10.44)

ADJ.R2 =0.947   SER = 340.822   DW = 1.332
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財 産 所 得 (受 取 、 中央 政 府 )

YPRRGC = 362.43196 + 0.00322(GDPN) + 0.00425(GDPN・ (D0509))

(0.938)  (3.615)     (10.177)

ADJ.R2 =0.842   SER = 402.824   DW = 1.182

財 産 所 得 (純 、 中 央 政 府 )

YPRGC  = YPRRGC  ― YPRPGC

第 1次 所 得 バ ラ ンス (純 、 中 央 政 府 )

BALlGC  = TIVC  + T10C  + YPRGC  ― SUBC

所 得 ・ 富 等 に課 され る経 常 税 (中 央 政 府 、 家 計 分 )

LN(丁 DPC)=4.23306+1.48743(LN(RPROG))

(4.668)(8.596)
- 0.56633(LN(丁 DPCTML)) + 1.92489(LN(YW)) + 0.21462(D8991)

(-3。 125)                (12.267)          (5。 298)

ADJ.R2 =0.931   SER = 0.054   DW = 1.763

所 得 ・ 富 等 に課 され る経 常 税 (中 央 政 府 、企 業 分 )

丁DCC = -2840.62799 + 0.00422(RttDCC・ (NY一 YW))

(-2.436)  (6.936)
+ 0.1796(TDCC(-1)) + 2416.46891(D8790)

(1.865)                           (4.584)

ADJ.R2 =0.929   SER = 816.423   DW = 1.21

所 得 ・ 富 等 に課 され る経 常 税 (中 央 政 府 )

TDC  = TDPC  + 丁DCC

所 得 の第 2次 配 分 の 受 取 (中 央 政 府 )

YR2GC = 1251.97026 + 1.00164(TDCC+TDPC+BALlGC) + 0.88619(AR(1))

(2.204)      (87.648)                    (6.617)

ADJ.R2 =0.999   SER = 184.321   DW = 2.511

そ の他 の 経 常 移 転 (支 払 、 中央 政 府 )

TRPGC = 124.8826 + 0.927314(丁 RGCL) + 1.261753(丁 RGCS)

(0.444)  (48.17)            (52.2)

ADJ.R2 =0.999   SER = 347.599   DW = 1.720

可 処 分 所 得 (純 、 中央 政 府 )

YDGC = -2196.91038 + 0.97549(YR2GC― 丁RPGC)

(-91.532)  (375.695)
+ 234.13424(D80) + 340.19758(D0405) + 578.95854(D0608)

(2.139)          (4.259)            (8.803)

ADJ.R2 =l   SER = 107.188   DW = 1.291

貯 蓄 (中 央 政 府 )

SGC  = YDGC  ― CGCN

貯 蓄 ・ 資 本 移 転 に よ る正 味 資 産 の 変 動 (中 央政 府 )

NSGC = -5054.26155 + 1.07526(SGC)

(-10.11)  (28.527)
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ADJ.R2 =0,976   SER = 1878.136   DW = 0.988

土 地 の購 入 (純 、 中 央 政 府 )

LGCN = 81.6669 + 0.08024(lGGCN)

(1.14)  (4.436)
- 362.80523(D0304) + 9028.96839(D05)

(-4.435)              (80.676)

ADJ.R2 =0。 996   SER = 108.839   DW = 1.348

固 定 資本 減 耗 (中 央 政 府 )

DEPGC = -595.12893 + O.00936(KGG(-1)・ PIGT/100)

(-3.045)  (11.2)

ADJ.R2 =0。 913   SER = 321.633   DW = 0.699

貯 蓄 投 資 差 額 (中 央政 府 )

SIGC  = NSGC  ― IGGCN  + DEPGC  ― LGCN

債 務 残 高 (中 央政 府 )

GDEBttC― GDEBTC(-1)= 3423.52545 - 0.9875(SIGC)

(1.705)  (-10.564)
- 14329.24303(D02) - 46335.73405(D03)

(-2.277)                           (-7.371)

ADJ.R2 =0.828   SER = 6012.159   DW = 1.921

最 終 消 費 支 出 (中 央 政 府 )

CGCN = 34.67316 + 0.06056(FISC_EO― FISL_RN)

(0.082)  (1.646)
+ 0.93583(CGCN(-1)) + 978.9637(D08)

(38.777)            (3.603)

ADJ.R2 =0.993   SER = 249.296   DW = 2.582

公 的 固 定 資 本 形 成 (中 央 政 府 )

IGGCN = -844.9754 + 0.12578(FISC_EO― FISL_RN)

(-1.296)  (2.005)
+ 0、 712(IGGCN(-1)) + 701.7268(D92+D93)

(6.874)             (3.28)

ADJ.R2 =0.933   SER = 291.738   DW = 2.01

・ SNA財 政 ブ ロ ック (地 方 政 府 )

付 加 価 値 型 税 (地 方 政 府 )

丁IVL  = TIV  ― 丁IVC

付 加 価 値 型 税 を除 く生 産 ・ 輸 入 品 に課 され る税 (地 方 政 府 )

LN(丁 10L) = -1.71123 + 0.63212(LN(GDPN))

(-2.166)  (3.594)
+ 0.06607(D86+D87+D88+D89)+ 0.05441(D96)

(5.078)                           (2.621)
+ 0.33468(LN(丁 10L(-1)))

(2.146)
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ADJo R2 =0.991   SER = 0.02   DW = 1.753

所 得 ・ 富 等 に課 され る経 常 税 (地 方 政 府 、 家計 分 )

LN(TDPL) = -3.74166 + 1.38354(LN(YW(-1)))

(-3.227)  (6.465)
- 0.56153(LN(TDPLTML)) + 0.24072(D8993)

(-2.744)                           (7.239)
- 0.1786(D98) + 0.2155(D0809)

(-2.611)            (4.101)

ADJ.R2 =0.925   SER = 0.065   DW = 1.691

所 得 ・ 富 等 に課 され る経 常 税 (地 方 政 府 、企 業 分 )

丁DCL = -2.91308 + 0.15869(TDCC)

(-0.011)  (9.797)
+ 0.63571(丁 DCL(-1))- 545.21537(D9094)

(15.006)                           (-4.105)

ADJ.R2 =0.956   SER = 229.294   DW = 1.774

第 1次 所得 バ ラ ンス (純 、地 方 政 府 )

BALlGL  = 丁IVL  + 丁IOL  + YPRGL  ― SUBL

財 産 所 得 (支 払 、地 方 政 府 )

YPRPGL = 55。 13157 + 0.00149(GDEBttL・ INR)

(0.246)  (2.852)
+ 0.84745(YPRPGL(-1)) + 380.0498(D9498)  - 275.04379(D04)

(31.003)                (5.372)           (-2.094)
ADJ.R2 =0.982   SER = 126.169   DW = 1.044

財 産 所 得 (受 取 、地 方 政 府 )

YPRRGL = -4461.29675 + 0.01006(GDPN)  + 0.93597(AR(1))

(-2.263)  (2.771)        (21.698)

ADJ.R2 =0.797   SER = 197.81l   DW = 1.131

財 産 所 得 (純 、地 方 政 府 )

YPRGL  = YPRRGL  ― YPRPGL

そ の他 の 経 常 移 転 (受 取 、地 方 政 府 )

TRRGL = 21598.41238 + 0.31382(CGLN+IGGLN)

(1.895)  (2.215)
- 0_36797(TIVL+丁 10L+TDPL+TDCL) + 0.90671(AR(1))

(-2.085)                           (14.791)

ADJ.R2 =0。 928   SER = 1371.53   DW = 1.541

所 得 の第 2次 配 分 の 受取 (地 方 政 府 )

YR2GL = 3503.72781 + 1.00557(BALlGL+丁 DCL+TDPL+TRRGL)

(0.54)  (62.083)
+ 0.97543(AR(1))

(11.288)

ADJ.R2 =l   SER = 146.71l   DW = 1.716
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、地 方 政 府 )可 処 分 所 得 (純 .

YDGL = 1966.2509 + 0.7369(YR2GL)

(1.86)  (34.219)
+ 2775.23177(D9091)- 4709.64586(D0307) - 8858.91388(D0809)

(-7.885)           (-10.289)(3.318)

SER = 1107.708   DW = 1.58ADJo R2 =0.978

貯 蓄 (地 方 政 府 )

SGL  = YDGL  ― CGLN

貯 蓄・ 資 本 移 転 に よ る正 味 資産 の 変 動 (地 方 政 府 )

NSGL = 4504.06591 + 0.96268(SGL)+ 2666.55922(D9395)

(5.355)(25.502)    (30.82)

SER = 817.142   DW = 1.254ADJ.R2 =0.972

)地 方 政 府 )土 地 の購 入 (純 、

LGLN=-687.10457+0.2179(IGGLN)+0.83254(AR(1))
(-0.881)(4.99)      (5.106)

DW = 1.965SER = 240.297ADJ.R2 =0.96

固 定 資本 減 耗 (地 方 政 府 )

- 729.12067(D9300)DEPGL = 83.2473 + 0.03715(KGG(-1)・ PIGT/100)

(0.613)(66.777)
ADJ.R2 =0.994   SER = 238.012   DW = 1.243

貯蓄投資差額 (地 方政府 )

SIGL  = NSGL  ― IGGLN  + DEPGL  ― LGLN

債 務 残 高 (地 方 政 府 )

GDEBttL― GDEBTL(-1)= -214.20015 - 1.3962(SIGL)

(-0.695)  (-23.645)
+ 2302.83662(D8990) - 4083.97283(D9698)

(2.871)                           (-5.084)
- 3367.99667(D0203)

(-4.371)

ADJ.R2 =0.964   SER = 1021.316   DW = 1.329

最 終 消 費 支 出 (地 方 政 府 )

CGLN = 24469.97 + 0.44051(FISL_EH+FISL_EGA) + 0.92575(AR(1))

(1.983)  (2.054)               (27.405)

ADJ.R2 =0.994   SER = 644.015   DW = 0.865

総 固 定 資 本 形 成 (地 方 政 府 )

IGGLN=152.9997+0.76918(F!SL_El)+3380.88978(D91+D92+D93+D94+D95)

(0.205) (22.277)          (6.514)
ADJ.R2=0.965  SER=963.773  DW=1.655

・ SNA財 政 ブ ロ ック (社 会 保 障 基 金 )

(-6.997)
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最 終 消 費 支 出 (社 会 保 障 基 金 )

CGSN = -416.28522 + 0.71646(SSBl― SSBP)

(-0.837)  (2.84)
+ 0.95762(CGSN(-1)) -1169.7767(D9799)

(42.855)           (-3.448)
-1278.92505(D02)

(-2.486)

ADJ.R2 =0.997   SER = 476.855   DW = 1.936

所 得 の 第 2次 配 分 の 受 取 (社 会 保 障 基 金 )

YR2GS = 3827.28882 + 0.2012(SSC+丁 RRGS)

(7.288)  (2.173)
+ 0.7802(YR2GS(-1))+ 1804.86091(D90+D91)

(8.8)                (3_159)
+ 2182.26368(D95) - 1768.64748(D02+D03)

(2.763)            (-3.025)

ADJ.R2 =0.998   SER = 772.59   DW = 1.857

所 得 の 第 2次 分 配 の 支 払 (社 会 保 障 基 金 )

YP2GS = -169570.8192 + 1.64749(SSBP)

(-0.651)  (10。 47)

+ 0.99505(AR(1))

(126.234)

ADJ.R2 =l   SER = 287.876   DW = 1.145

可 処 分 所 得 (純 、社 会 保 障 基 金 )

YDGS  = YR2GS  ― YP2GS

貯 蓄 (社 会 保 障基 金 )

SGS  = YDGS  ― CGSN

総 固 定 資本 形 成 (社 会 保 障 基 金 )

IGGSN = -27.29597 + 0.00603(lGGCN+IGGLN)

(-2.709)  (13.152)
+ 52.28515(D97) -29.9617(D03+D04+D05)

(3.542) (-3.461)

ADJ.R2 =0.894   SER = 14.11l   DW = 0.894

貯 蓄 ・ 資 本 移 転 に よ る正 味 資産 (社 会 保 障 基 金 )

NSGS = 719.82708 + 0。 91424(SGS)

(3.388)  (32.88)
+ 4361.38941(D04)

(5.199)

ADJ.R2 =0.974   SER = 792.362   DW = 1.919

貯 蓄 投 資 差 額 (社 会 保 障 基 金 )

SIGS = 719.82708 + 0.91424(NSGS)

(3.388)  (32.88)
+ 4361.38941(AR(1))

(5.199)
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ADJ.R2 =0.974   SER = 792.362   DW = 1.919

社 会 保 障 給 付

SSBl  = SSBP  + SSBM  + SSBL  + SSB0

現 実 社 会 負 担

SSC = -1156.93047 + 0.01532((YW/NLW)・ POP1564)

(-0.796)  (3.029)
+ 0.89675(SSC(-1))

(36.737)

ADJ.R2 =0。 994   SER = 931.633   DW = 1.271

そ の 他 の 経 常 移 転 (社 会 保 障 基 金 )

TRRGS = 1920.93724 + 0.25868(CGSN+YP2GS)

(1.255)  (11.376)
+ 0.74119(AR(1))

(5.546)

ADJ.R2 =0.986   SER = 668.775   DW = 1.712

社 会 保 障 給 付 (労 災 失 業 )

SSBL = 925.08201 + 945.14218(((UR/100)・ YW)/NLW)

(12.8)  (21.464)
+ …821.65413(D02+D03+D04+D05+D06+D07+D08)

(-11.711)

ADJ.R2 =0.941   SER = 139.283   DW = 1.738

社 会 保 障 給 付 (医 療 )

LN(SSBM) = 0.08595 + 0.52405(LN(POP650V))

(0.205)  (23.935)
-0.10613(D89+D90+D91) + 0.09779(D95+D96)

(-4.94)            (3.793)

ADJ.R2 =0.975   SER = 0.033   DW = 0.978

社 会 保 障 給 付 (そ の他 )

SSBO = -3970.19543 + 1.10279(POP650V)

(-3.925)  (6.177)
+ 1.05254(POP― POP1564-POP650V) + 0.80573(AR(1))

(3.148)                           (6.582)

ADJ.R2 =0.97   SER = 51.379   DW = 1.638

社 会 保 障 給 付 (年 金 )

SSBP = 610.52632 + 0.043(POP650V・ YW/NLW)

(1.852)  (2.307)
+ 0.87943(SSBP(-1)) + 584.25377(D86)

(16.645)            (2.027)
+ 861.74321(D95)

(3.015)

ADJ.R2 =l   SER = 271.78   DW = 1.503

・ 財 政 ブ ロ ック (そ の他 )
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基礎 的財政収支 (SNAベ ー ス中央政府 )

PBC = -53.00329 + 1.00064(SIGC)

基礎 的財政収支 (SNAベ ー ス地方政府 )

PBL = 271.04219 + 1.00497(SIGL)

ADJ.R2 =1

ADJ.R2 =1

(-3.393)  (3410.13)
-1.0104(YPRGC)

(-614.75)

SER = 19.506   DW = 1.334

(3.006)  (294.361)
- 1.03495(YPRGL)+ 0.87489(AR(1))

(-48.335)

SER = 29.848   DW = 1.768
(10.698)

基 礎 的 財 政 収 支 (SNAベ ー ス社 会 保 障 基 金 )

PBS = -5197.46672 + 0.81232(SIGS)

(-9.044)  (18.602)
+ 0.85342(AR(1))

(14.046)

ADJ.R2 =0.99   SER = 399.946   DW = 1.324
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変数 リス ト

ラベル 変数 名 種 類 出 所

BALlGC 第 1次 所得バランス(純 、中央政府 ) 内 生 国民経済計算

BALlGL 第 1次 所 得 バランス (純 、地方 政府 ) 内 生 国 民経 済計 算

CCOS丁 資本 コスト 内 生 筆 者 作成

CGCN 最終消費支出 (中 央政府 ) 内 生 国民経済計算

CGLN 最 終 消費 支 出 (地 方政 府 ) 内 生 国 民経 済 計 算

CGSN 最 終 消費 支 出 (社 会保 障基 金 ) 内 生 国 民経 済 計 算

CP 民間最終消費支出 (実 質 ) 内 生 国民経済 計 算

CPi 肖費者物価指数 内 生 総務省統計局

CPN 民間最 終 消費支 出 (名 日 ) 内 生 国民経済計算

CU 稼 働 率 内 生 筆 者 作成

DEP 固 定資本 減 耗 内 生 国 民経 済計 算

DEPGC 固定 資本 減 耗 (中 央政 府 ) 内 生 国 民経 済計 算

DEPGL 固定 資本 減 耗 (地 方 政府 ) 内 生 国民経済計算

DEPGS 固定資本 減耗 (社 会 保 障基 金 ) 外 生 国民経 済計 算

DEPP 固 定資本 減 耗 (非 一般 政府 ) 内 生 国 民経 済 計 算

EP 電 力使 用 量 内 生 電 力事 業連 合会

EPD 電力需要量 内 生 電力事業連合会

EPS 電力供給量 外 生 電力事業連合会

EPSWI丁 CH 電 力量 スイッチ 内 生 筆 者 作成

FISC EB 国・歳 出 口公債 費 内 生 総務 省 0地 方財 政統計 年報

FISC ELG 国・歳 出・地 方 交付税 等 内 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISC EO 国・歳 出・その他 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISC ESS 国・歳 出・社 会 保 障 関係 費 内 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

FISC PB 国・基礎 的財 政 収 支 内 生 総務 省 口地 方財 政統計 年報

FISC RB 国・歳 入・公債 金 内 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISC RO 国 口歳 入 口その他 歳入 内 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

FISC RRttC 国・歳 入・地 方交 付税 率 (法 人税 ) 外 生 総務省・地方財政統計年報

FISC RR丁 | 国・歳 入・地 方 交 付税 率 (所 得税 ) 外 生 総務 省・地 方財 政 統 計 年報

FISC RRttS 国・歳 入 口地 方交 付税 率 (酒 税 ) 外 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISC RR丁 丁 国・歳 入・地 方 交 付税 率 (た ばこ税 ) 外 生 総務省・地方財政統計年報

FISC RRttV 国・歳 入・地 方 交 付税率 (消 費税 ) 外 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

F:SC R丁 国 口歳 入・国税 内 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

FISC RttC 国・歳 入・法 人税 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISC R丁 | 国 0歳 入・所得税 内 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

FISC R丁○ 国・歳 入・その他 税 内 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISC RttS 国・歳 入 口酒 税 外 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

FISC R丁丁 国・歳入・たばこ税 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISC RttV 国・歳 入・消 費税 内 生 総務省・地方財政統計年報

FiSG C 財源不足額の法定加算等による負担 内 生 総務省・地方財政統計年報
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FiSG DC 財源不足額の特別会計借入 (国 負担 ) 内 生 総務 省・地 方財 政 統計 年報

FISG DL 財源 不足額 の特別会 計借 入 (地 方 負担 ) 内 生 総務 省 口地 方財 政統計 年報

FISG DLS 財 源 不足額 の臨 時財 政 対 策債 による補 てん 内 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISG LR 財源 不足額 内 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISG RC 財源不足額の法定加算等による補てんの割合 外 生 総務省・地方財政統計年報

FISG RDC 財源不足額の特別会計借入 (国 負担 )による補てんの割合 外 生 総務省・地方財政統計年報

FISG RDL 財源不足額の特別会計借入 (地 方負担 )による補てんの割合 外 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

FISG RDLS 財 源 不足額 の臨 時財 政対 策債 による補 てんの割 合 外 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISL EB 地 方 口歳 出・公債 費 内 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

FISL EGA 地方 口歳 出・一般 行政経 費 内 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISL EGAA 地方 0歳 出・一般行政経費補助 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISL EGAI 地 方・歳 出・一般 行政経 費単 独 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISL EH 地 方 口歳 出・人件 費 内 生 総務 省 口地 方財 政統計 年報

FISL EI 地 方・歳 出・投 資 的経 費 内 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

FISL EIA 地方・歳出・投資的経費補助 内 生 総務省 口地方財政統計年報

FISL E‖ 地 方 口歳 出・投 資 的経 費単 独 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISL EO 地 方・歳 出・その他 歳 出 内 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

FISL EttR 地 方・歳 出・繰 出金 外 生 総務 省・地 方財 政 統 計 年報

FISL FBFD 基準 財 政 需 要額 内 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISL FBFR 基準 財政 収 入額 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISL PB 地方・基礎 的財 政収 支 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISL RB 地 方・歳入・地方債 内 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISL RC 地 方・歳 入・地方譲 与税 外 生 総務 省・地 方財 政 統計 年報

FiSL RG 地 方・歳入・地方 交付税 内 生 総務 省・地 方財 政 統計 年報

FISL RN 地方・歳入・国庫 支 出金 外 生 総務省・地方財政統計年報

FISL RO 地 方・歳入 。その他 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISL R丁 地 方・歳入・地方 税 内 生 総務 省 口地 方財 政統計 年報

FISL RttA 地方・歳 入・固定 資産税 内 生 総務 省・地 方財 政統計 年報

FISL RttB 地 方・歳入・事 業税 内 生 総務省 0地 方財政統計年報

FISL R丁 | 地 方・歳入・住 民税 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISL R丁 ○ 地方・歳 入・その他税 目 内 生 総務省・地方財政統計年報

FISL RttV 地 方 0歳 入 口地方 消費税 内 生 総務 省・地 方財 政統 計 年報

GDEBttC 債 務残高 (中 央政 府 ) 内 生 財務 省

GDEBttL 債務残高 (地 方政府 ) 内 生 財務省

GDP 国 内総 生 産 (実 質 ) 内 生 国 民経済 計 算

GDPN 国 内総生 産 (名 目 ) 内 生 国 民経済 計 算

HOUR 労働 時間 外 生 厚 生 労働 省

IGGCN 総 固定資 本 形成 (中 央政府 ) 内 生 国民経済 計 算

lGGLN 総 固定 資本 形 成 (地 方 政府 ) 内 生 国 民経 済計 算

IGGSN 総 固定資 本 形 成 (社 会 保 障 基金 ) 外 生 国民経済計算

INR 長期 金 利 (10年 物 国債 利 回り) 内 生 国 民経 済計 算

INRN 企 業設備 投 資 内 生 国民経済 計 算
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IRN 住 宅投資 内 生 国 民経 済計 算

KFNR 民間 資本 ストック(実 質 :住 宅 除く) 内 生 国民経 済 計 算

KFR 民間 資本ストック(実 質 :住 宅 ) 内 生 国 民経 済計 算

KGG 固 定 資産 (実 質 :一 般政 府 ) 内 生 国 民経 済計 算

KSP 民間貯蓄 内 生 国民経済計算

LGCN 土地の購入 (純 :中 央政府 ) 内 生 国民経済計算

LGLN 土地の購入 (純 :地 方政府 ) 内 生 国民経済計算

NGL 地 方 公務 員数 外 生 地方 財 政要 覧

NLE 就 業者数 内 生 総務 省労働 力調査

NLF 労働 力人 口 内 生 総務 省労働 力調 査

NLW 雇 用 者数 内 生 総務省労働 力調査

NSGC 貯 蓄・資本移 転 による正 味 資産 の変動 (中 央政 府 ) 内 生 国民経 済計 算

NSGL 貯 蓄・資本移 転 による正 味資産 の変動 (地 方 政 府 ) 内 生 国民経 済 計 算

NSGS 貯蓄・資本移転による正味資産の変動 (社 会保障基金 ) 内 生 国民経済計算

NY 国 民所得 (要 素 価格 表 示 ) 内 生 国民経 済計 算

PB 基礎的財政収支 (SNAベ ース国地方 ) 内 生 国民経済計算

PBC 基礎 的財 政収 支 (SNAベ ース中央 ) 内 生 国 民経 済 計 算

PBL 基礎 的財 政 収支 (SNAベ ース地 方 ) 内 生 国 民経済 計 算

PCP 民間最 終 消 費支 出デフレータ 内 生 国民経 済 計 算

PCPX 民間最終消費支出デフレータ(消 費税抜き) 内 生 国民経済計算

PBS 基礎的財政収支 (SNAベ ース社会保障基金 ) 内 生 国民経済計算

PGDP GDPデフレータ 内 生 国 民経 済計 算

PGDPX GDPデフレータ(消 費税 抜き) 内 生 国民経 済計 算

PIG丁 一般 政府 固定 資本形 成 デフレータ 内 生 国民経済計算

PINR 企 業設備 投 資デフレータ 外 生 国 民経 済 計 算

PIR 住 宅投 資デフレータ 内 生 国民経済計算

POP 総 人 口 外 生 総務 省 人 口推計

POP1564 15～ 64歳 人 口 外 生 総務 省 人 口推計

POP650V 65歳 以上 人 口 外 生 総務 省 人 口推計

RNW 雇 用者数 比率 外 生 総務 省労働 力調 査

RPROG 累進尺 度 外 生 橋 本・呉

RREPGG 固定 資本 減 耗率 (一 般政府 ) 外 生 国 民経 済 計 算

RREPNR 固 定資本 減 耗 率 (非 住 宅 ) 外 生 国 民経 済 計 算

RREPR 固定 資本 減 耗率 (住 宅 ) 外 生 国 民経 済 計 算

RSP 貯 蓄率 内 生 国 民経 済計 算

RttDCC 財務省型法人実効税率 外 生 橋 本・呉

R丁 IV 消費税 率 外 生 財務 省

R丁 IVL 地 方 消費税 率 外 生 財 務 省

SGC 貯蓄 (中 央政府 ) 内 生 国 民経 済 計 算

SGL 貯 蓄 (地 方 政 府 ) 内 生 国民経済計算

SGS 貯 蓄 (社 会 保 障基金 ) 内 生 国民経済計算

SIGC 貯蓄投資差額 (中 央政府 ) 内 生 国民経済計算

SIGL 貯 蓄投 資差額 (地 方政 府 ) 内 生 国民経済計算
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SIGS 貯 蓄投 資差額 (社 会 保 障基 金 ) 内 生 国 民経 済計 算

SP 貯 蓄 (非 一般 政 府 ) 内 生 国民経済計算

SSBl 現 金 による社 会保 障給 付 内 生 国 民経 済計 算

SSBL 社 会 保障給 付 (労 災失 業 ) 内 生 国民経 済 計 算

SSBM 社 会 保障 給 付 (医 療 ) 内 生 国 民経 済計 算

SSBO 社 会 保障給 付 (そ の他 ) 内 生 国民経済計算

SSBP 社会保障給付 (年 金 ) 内 生 国民経済計算

SSC 現 実社会 負担 内 生 国 民経 済計 算

SUBC 補 助金 (中 央政 府 ) 外 生 国民経 済 計 算

SUBL 補 助 金 (地 方政 府 ) 外 生 国 民経済 計 算

TDC 所得・富等 こ課 される経 常税 (中 央政府 ) 内 生 国民経 済 計 算

丁DCC 所得・富等 こ課される経常税 (中 央政府、企業分 ) 内 生 国民経済計算

丁DCL 所得・富等 こ課 される経 常税 (地 方 政府 、企 業分 ) 内 生 国民経済計算

丁DPC 所得・富等 こ課 される経 常税 (中 央政府 、家計 分 ) 内 生 国 民経 済 計 算

丁DPCttM L 課 税最 低 限 (中 央政府 ) 外 生 財 務 省

丁DPL 所得・富等に課される経常税 (地 方政府、家計分 ) 内 生 国民経 済 計 算

丁DPLttML 課税最低限 (地 方政府 ) 外 生 財務省

丁 OC 付加価値型税を除く生産 口輸入品に課される税 (中 央政府 ) 内 生 国民経済計算

丁 OL 付加価値型税を除く生産 口輸入品に課される税 (地 方政府 ) 内 生 国 民経 済 計 算

丁 V 付加価 値 型税計 内 生 国民経済計算

丁 VC 付 加価 値 型税 (中 央政 府 ) 内 生 国 民経 済計 算

丁 VL 付加価 値 型税 (地 方政 府 ) 内 生 国民経済計算

丁RGCL その他の経常移転 (中 央→地方 ) 内 生 国民経済計算

丁RGCS その他 の経 常移転 (中 央→社 会 保 障基金 ) 内 生 国 民経 済 計 算

丁RGLO その他 の経 常 移転 (地 方 →その他 ) 内 生 国民経済 計 算

丁RGLS その他 の経 常移転 (地 方 →社 会 保 障 基金 ) 内 生 国 民経済 計 算

TRKGCL 資本移転 (中 央→地方 ) 内 生 国民経済計算

丁RPGC その他 の経 常移転 (支 払 、中央政 府 ) 内 生 国 民経済 計 算

丁RPGL その他 の経 常移転 (支 払 、地方 政府 ) 内 生 国民経済計算

丁RRGL その他 の経 常移転 (受 取 、地方政 府 ) 内 生 国民経 済 計 算

丁RRGS その他 の経 常 移転 (受 取 、社会 保 障基金 ) 内 生 国民経済計算

WAGE 雇 用者 1人 あたり賃金 俸給 内 生 国 民経済 計 算 、労働 力調 査

WPI 企 業物価 指 数 内 生 企業物価指数 (日 銀 )

YDGC 可処分所得 (純 、中央政府 ) 内 生 国民経済計算

YDGL 可 処分所 得 (純 、地方 政府 ) 内 生 国 民経 済計 算

YDGS 可 処 分 所 得 (純 、社会 保 障基 金 ) 内 生 国民経 済 計 算

YDP 可 処分 所 得 (非 一般政 府 ) 内 生 国 民経 済計 算

YDPH 家計可処 分 所得 内 生 国民経済計算

YP2GS 所得の第 2次 分配の支払 (社 会保障基金 ) 内 生 国民経済計算

YPRGC 財 産 所得 (純 、中央政府 ) 内 生 国 民経 済計 算

YPRGL 財産所得 (純 、地方政府 ) 内 生 国民経済計算

YPRPGC 財 産 所得 (支 払 、中央政 府 ) 内 生 国 民経済 計 算

YPRPGL 財 産 所得 (支 払 、地方 政 府 ) 内 生 国民経済計算

YPRRGC 財 産 所得 (受 取 、中央政 府 ) 内 生 国民経済計算

YPRRGL 財 産 所得 (受 取 、地方 政 府 ) 内 生 国 民経 済計 算

YR2GC 所得 の第 2次 配 分 の受取 (中 央政 府 ) 内 生 国 民経 済計 算
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YR2GL 所得 の第 2次 配 分 の受取 (地 方 政 府 ) 内 生 国民経 済 計 算

YR2GS 所得の第 2次 配分の受取 (社 会保障基金 ) 内 生 国民経済計算

YW 雇 用者報 酬 内 生 国 民経 済 計 算
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2 第 2章  方程 式体 系・ 変数 リス ト

(北 日本ブロック)

KI丁_CP = 2948650.25125 + 0.18595(KI丁 _YDPH/KI丁 _PCP)

(3.149)(3.431)

+ 0.52652(KI丁 _CP(-1)) + 0.01342(KIT_KSH(-1)/KIT_PCP)

+517667.12668(D96)-251925。 20145(D9800)

(4.647)            (-4.162)

ADJ.R2 =0.993   SER = 85028.809   DW = 1.259

KIT_ED_CHU = -971526.60981 + 0.01987(CHU_GRP)

(-1.771)        (3.343)

+ 21714443.76413(KIT_RED_CHU)

(4.585)

ADJ.R2 =0.967   SER = 34030.43   DW = 1.812

KIT_ED_KAS = -1819886.86253 + 0.0511(KAS_GRP)

(-2.024)           (4.996)

ADJ.R2 =0.845   SER = 55797.10  DW = 2.200

KI丁 _ED_KA丁  = -33397119.3399 + 0.07285(KA丁 _GRP)

(5.17)

(4.526)

(-5.195)

(3.566)

(3.113)

(-4.491)  (8.122)

+ 47891549.27026(KI丁 _RED_KA丁 ) + 0。 33395(KI丁 _ED_KAT(-1))

-637648.00921(D9193) + 397122.26692(D0001) -473107.39518(D05)

(4.053) (-3.014)

ADJ.R2 =0.983   SER = 127536.834   DW = 2.427
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KI丁_ED_NIS = -3409235.14071 + 0.03818(NIS_GRP)

(-12.188)  (18。 896)

+     23727278.06726(KI丁 _RED_NIS)     -64242.1154899999(D9294)     +

47736.80992(D9700)

(16.798)

ADJ.R2 =0.960   SER = 16701.222   DW = 3.28

KIT_EF = 583994.04971 + 190.00635(W_EX)

(-4.992)

(3.289)

(4.708)

(3.467)(3.928)

+ 0.6842(KI丁 _EF(-1)) + 311004.88056(D9600)

(8.447)                           (4.932)

ADJ.R2 =0.991   SER = 106642.802   DW = 2.197

KI丁 _IPF = 374942.83778 + 0.23033(KI丁 _Y3/KI丁 _PGRP)

(0.22)  (2.445)

+ 0.6008(KI丁 _IPF(-1)) + 810897.77438(D91)

+ 442003.43014(D9596) -496052.63485(D9800)

(2.814)            (-3.945)

ADJ.R2 =0.731   SER = 205488.266   DW = 2.02

KI丁 _IPH = 2737659.887 + 0.08581(KI丁 _YDPH/KI丁 _PGRP)

(3.175)(2.558)

-0.11267(KIT_KPH(-1)) + 588422.66965(D96)

(3.769)

(-3.134) (5.587)

+ 328807.64342(D00) + 198955_12631(D0506)

(3.303)           (3.039)

AD」 .R2 =0.965   SER = 86857.88   DW = 2.419

LN(KI丁 _LW) = 0.07411 -0.54719(LN(KIT_WAGE/KIT_PGRP))
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(0.029)  (-3.652)

+ 0.92247(LN(KIT_GRP)) -0.04095(D0306)

(6.03)

ADJ.R2 =0。 826   SER = 0.01   DW = 1.698

KIT_MF = -11481557.68156 + 0.21528(KI丁 _GRP)

(-6.116)

(-6.548)

(4.664)

(… 6.344)

(-3.101)

(-8.092)(6.934)

+ 27139641.3186(KI丁 _RMF) -632271.22021(D0406)

(30.317)

ADJo R2 =0.997   SER = 126903.132   DW = 1.559

LN(KIT_PCP) = -1.05233 + 0.20162(LN(KIT_WAGE))

(5.146)

ADJ.R2 =0.924   SER = 0.004   DW = 0.832

LN(KIT_PGRP) = -2.38637 + 0.51769(LN(JPN_WPI))

(-5.143)  (2.69)

+ 0.16217(LN(JPN_WPI)) + 0.55953(LN(KIT_PCP(-1))) -0.00795(D9596)

(-2.716)

(6.749)

ADJ.R2 =0.91 7   SER = 0.01   DW = 1.574

LN(KIT_WAGE) = 0.4937 + 0.41565(LN(KI丁 _PCP))

(-6.989)  (7.019)

+ 1.11751(LN(KI丁 _PCP)) -0.04617(D0406)

(5.785)(2.079)

+ 0.67524(LN(KIT_WAGE(-1))) -0.01388(D9899)

(11.874)

-0.02047(D0306)

(-6.012)

ADJ.R2 =0.978   SER = 0.005   DW = 1.553
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KI丁_Y2 = -8421933.26744 + 0.15548(KIT_GRPN)

(-4.394)  (4.453)

+ 903580.60847(JPN_RGB) + 635820.15367(D93) + 562728.6836(D9798)

(22.638)

ADJ.R2 =0.981   SER = 211674.664   DW = 2.274

KIT_Y3 = -3757309.82257 + 0。 25154(KI丁 _GRPN)

(2.861)

(6.808)

(3.243)

(-3.932)(13.881)

+ 538440.88283(D96)+ 621775.26595(D0306)

(3.148)

ADJ.R2 =0.943   SER = 157612.196   DW = 2.341

KI丁_YD = 14386520.54102+ 0。 84697(KIT_YP)

(2.776)    (6.687)

ADJ.R2 =0.976   SER = 280667.2  DW = 2.269

KIT_YDPH = -4053865.7792+ 0.74864(KI丁 _YD)

(-0.451)    (4.133)

ADJ.R2 =0.910   SER = 394342.4179   DW = 2.370

KIT_YP = 821858.58947 + 1.04737(KI丁 _Yl)

(1.673)  (47.306)

+ 0.76229(KIT_Y2)+ 1.14237(KI丁 _Y3)+ 259450.66106(D9799)

(40.801) (18.429) (4.761)

ADJo R2 =0。 999   SER = 72850.239   DW = 1.105

KI丁_GRP  = KIT_CP  + KIT_IPH  + KI丁 _IPF  + KItt IG  + KItt CG  + KItt E  ― KItt M  +

KItt SDP
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KIT_GRPN  = KI丁 _GRP  ・ KI丁 _PGRP

KIT_KPH  = KI丁 _KPH(-1)  ・ (1  - 0.08) + KIT_IPH

KIT Yl  = KItt WAGE  ・ KItt LW

KIT_E  = KI丁 _EF  + KIT_ED_CHU  + KI丁 _ED_KAS  + KIT_ED_KA丁   + KI丁 _ED_NIS

KIT_M  = KIT_MF  + KI丁 _MD_CHU  + KIT_MD_KAS  + KIT_MD_KAT  + KIT_MD_NIS

KItt MD CHU  = CHU ED KIT

KIT MD KAS  = KAS ED KIT

KItt MD KA丁   = KAT ED KIT

KIT MD NIS  = NIS ED KIT

(関 東 ブ ロ ック )

KA丁 _CP = -17402500 + O.215433(KAT_YDPH/KA丁 _PCP)

(-2.13)(2.71)

+ 0.041345(KA丁 _KSH(-1)/KA丁 _PCP) +0.446583(KA丁 _CP(-1))

(3.20)

+1404201(D91) +1273248(D04)

(1.92)            (2.41)

ADJ.R2 =0.990   SER = 483290.5   DW = 2.531

KAT_ED_CHU = -6082150.3004 + 0_13633(CHU_GRP)

(2.46)

(-0.95)(8.05)

+ 94780549.43711(KAT_RED_CHU) + 0.38343(KAT_ED_CHU(-1))
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(2.611)

(3.406) (4.139)

ADJ.R2 =0.957   SER = 151861.453   DW = 1.724

KA丁_ED_KAS = -935447268.723 + 0.29038(KAS_GRP)

(15.798)

(2.62)

(4.174) (2.49)

ADJ.R2 =0.96   SER = 234563.349   DW = 1.459

KAT_EF = 34991416.37511 + 996.69969(W_EX)

(3.772)

+ 312264.87825(D9193) + 558994.77637(D9697) + 617925.68084(D00)

(3.533)

(-16.001)  (16.13)

+ 6461432802.71807(KAT_RED_KAS) -615140.26337(D9293)

+ 467151.0607(D9798) -335284.91591(D0203)

(4.907)            (-3.183)

ADJ.R2 =0.99   SER = 123561.042   DW = 2.99

KAT_ED_KIT = -199131058.63918 + 0.47581(KIT_GRP)

(-1.968)(6.353)

+   1284714874.01695(KA丁 _RED_KI丁 )   +   0.49079(KA丁 _ED_KIT(-1))   +

1156380.56626(D91)

(-5.889)

(3.148)

(2.421)

(1.92)                           (3.434)

ADJ.R2 =0.944   SER = 266843.209   DW = 1.908

KAT_ED_NIS = -69241042.54428 + 0.32059(NIS_GRP)

(3.511)

(-2.695)(8.461)

+ 344671872.00094(KA丁 _RED_NIS) + 0.4081(KAT_ED_NIS(-1))

+ 1163797.66404(D91) + 694004.88354(D97) + 648294.86546(D00)

(3.435)  (3.008)
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+ 0.45536(KAT_EF(-1)) -1967413.36493(D9293) + 2396387.29882(D96)

(-2.462)

ADJ.R2 =0.944   SER = 915551.195   DW = 2.214

KA丁_IPF = 4780467.4799 + 0.2605(KA丁 _Y3/KA丁 _PGRP)

(2.817)

(4.88)

(-22.41)

(2.44)

(1.486)  (6.445)

+ 0.49653(KAT_IPF(-1)) + 4150545.69616(D91)

-5067548.36625(D99)-2791937.884(D0102)

(-4.394)            (-3.237)

ADJ.R2 =0.891   SER = 1101425.795   DW = 1.728

KA丁 _IPH = 14736793.61321 + 0.027(KAT_YDPH/KA丁 _PGRP)

(10.411)  (2.224)

-0.08798(KAT_KPH(-1)) + 733533.1104(D94)

(3.057)

(3.969)

+ 1863098.1276(D96)+ 382396.73652(D9900)

(10.322)            (2.799)

ADJ.R2 =0.979   SER = 171390.414   DW = 1.911

LN(KAT_LW) = 3.78595 -0.2493(LN(KAT_WAGE/KAT_PGRP))

(2.644)                    (13.506)

ADJ.R2 =0.954   SER = 0.002   DW = 2.003

(3.126)(-3.628)

+ 0.0849(LN(KA丁 _GRP)) + 0.70478(LN(KAT_LW(-1)))-0.00466(D9297)

(-4.356)

KAT_MF = -10389780.57629 + 0.04857(KA丁 _GRP)

(-2.974)  (3.426)

+ 139416838.94654(KAT_RMF)-917434.26365(D93)+ 1194278.97068(D9697)

(94.603)
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ADJ.R2 =0.999   SER = 268905.008   DW = 2.668

LN(KAT_PCP) = -0.93853 + 0.16572(LN(KAT_WAGE))

(6.942)

ADJ.R2 =0.965   S[R = 0.003   DW = 1_6

(9.462)

LN(KAT_PGRP) = -2.05971 + 0.44651(LN(JPN_WPI))

(-14.162)  (14.236)

+ 0.88964(LN(KAT_PCP)) -0.01877(D0406)

(13.471)

AD」 .R2 =0。 976   SER = 0.005   DW = 1.815

LN(KA丁 _WAGE) = 1.68402 + 1.19618(LN(KAT_PCP))

(558.46)(11.632)

+ 0.02322(D9597) + 0.01864(D02)

(4.379)           (2.283)

ADJ.R2 =0.928   SER = 0.008   DW = 1.609

KAT_Y2 = -109905371.1601 + 0.48894(KAT_GRPN)

(-8.815)  (3.154)

+ 0.14189(LN(JPN_WPI)) + 0.62155(LN(KAT_PCP(… 1))) -0.00753(D9597)

(-4.626)

(-3.517)

(-5.523)(5.591)

+ 3110761.87918(JPN_RGB) + 0.43123(KAT_Y2(-1))

(3.725)(6.09)

-1736271.44747(D9293) -3579307.65826(D00)

(-2.646)            (-3.473)

ADJ.R2 =0.966   SER = 892570.808   DW = 2.304

KAT_Y3 = -92177215.76397 + 0.61706(KAT_GRPN)

(-8.579)(12.578)
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+ 3705820.15309(D9092) -6256821.63288(D9395)

(4.48)

ADJ.R2 =0.949   SER = 1410823.495   DW = 1.357

KA丁_YD = -22058694.17171 + 0.44772(KAT_YP)

(-6.416)

(4.967)

(-0.565)  (2.829)

+ 0.61388(KAT_YD(… 1)) + 14903681.13095(D91)

-9880835.81676(D9899) -7830251.58844(D0102)

(-4.838)            (-3.72)

ADJ.R2 =0.863   SER = 2589608.18   DW = 2.857

KA丁_YDPH = 22562173.85183 + 0.62329(KA丁 _YD)

(5.488)

(-6.339)

(1.965)(8.218)

-9294773.3605(D9091) + 4177931.5828(D94) + 6640141.28615(D9899)

(2.213) (4.66)

ADJ.R2 =0.862   SER = 1782861.256   DW = 2.507

KA丁 _YP = -10620169.28533 + 1.14403(KA丁 _Yl)

(-2.87)  (47.858)

+ 1.06161(KAT_Y2) + 1.17538(KAT_Y3)

(28.877)           (45.85)

ADJ.R2 =0.996   SER = 369449.533   DW = 1.923

KAT_GRP  = KA丁 _CP  + KAT_IPH  tt KA丁 _IPF  + KAT_IG  tt KAT_CG  + KA丁_E  ― KAT_M  +

KAtt SDP

KAT_GRPN  = KAT_GRP  ・ KA丁 _PGRP

KAT_KPH  = KA丁 _KPH(-1)  ・ (1  - 0.08) + KAT IPH
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KAT Yl  = KAT WAGE  ・ KAT LW

KAT_E  = KA丁 _EF  + KA丁 _ED_KI丁   + KA丁 _ED_CHU  + KA丁 _ED_KAS  + KA丁 _ED_NIS

KAT_M  = KA丁 _MF  + KA丁 _MD_KI丁   + KAT_MD_CHU  + KA丁 _MD_KAS  + KAT_MD_NIS

KAT MD KI丁  = KIT ED KA丁

KAtt MD CHU  = CHU ED KAT

KAT MD KAS  = KAS ED KAT

KAT MD NIS  = NIS ED KA丁

(中 部 ブ ロ ック )

GHU_CP = 2713160.36881 + 0.1542(CHU_YDPH/CHU_PCP)

(1.387)(2.15)

+ 0.38146(CHU_CP(-1)) + 0.02822(GHU_KSH(-1)/CHU_PCP)

(2.146)

-532525.67387(D97)

(-2.801)

ADJ.R2 =0.99   SER = 162957.808   DW = 2.204

GHU_ED_KAS = -48278731.9584 + 0.52841(KAS_GRP)

(3.259)

(3.395)

(-11.923)  (9.706)

+ 65557494.95809(CHU_RED_KAS)+ 1245281.03674(D90)

(3.665)

+795920.03027(D94)-1579610.12336(D96)

(2.268)            (-4.191)
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ADJ.R2 =0.931   SER = 310054.351   DW = 1.645

CHU_ED_KA丁 = -103692096_9128 + 0.30578(KA丁 _GRP)

(-16.533)  (20.215)

-559240.10804(D0506)

173413528.9551(CHU_RED_KAT)

(15.796)

ADJ.R2 =0.969   SER = 281872.923   DW = 2.852

CHU_ED_KI丁 = -688991.86662 + 0.02483(KIT_GRP)

704333.35881(D0406)

(6.558)

ADJ.R2 =0.945   SER = 120571.51   DW = 2.844

CHU_EF = -914575.31222 + 696.515(W_EX)

-895687.96858(D9597)

(-2.795)

(-0.53)          (1.322)

+32138637.62871(CHU_RED_KIT)-163242.69238(D9899)+565826。 9308(D0406)

(-4.398)

(3.334)

(2.036)

(5.73)                           (-2.165)

ADJ.R2 =0.912   SER = 95370.458   DW = 2.616

CHU_ED_NIS = -10109471.56672 + 0.10863(NIS_GRP)

(6.858)

(5.547)

(-3.419)  (4.112)

+     44742412.10137(CHU_RED_NIS)     +     465054.53608(D9092)     +

(-0.647)  (2.655)

+ 0.90094(CHU_EF(-1)) + 1253423.29515(D91)

(6.044)

-1247873.45313(D98) -2085444.2016(D01)

(-2.213)            (-3.642)

ADJ.R2 =0.982   SER = 541243.029   DW = 1.986
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CHU IPF = 983581.50215 + 0.46342(CHU_Y3/CHU_PGRP)

(1.275)(9.057)

+ 0.40435(GHU_IPF(-1)) + 1675230.07161(D91)

-1174727.74247(D99)-995520.07539(D0103)

(-3.116)            (-3.939)

ADJ.R2 =0.936   SER = 359577.973   DW = 1.762

CHU_IPH = 59765.68641 + 0.16957(CHU_YDPH/CHU_PGRP)

(0.078)  (5_813)

-0.14061(CHU_KPH(-1)) -327894.59071(D9192)

(4.271)

(-11.63)

+ 214529.09745(D9698)

(4.663)

ADJ.R2 =0。 939   SER = 78157.543   DW = 2.386

(3.789)

(-4.099)

LN(CHU_LW) = 2.70282 -0.37058(LN(CHU_WAGE/CHU_PGRP))

(1.731)  (-3.573)

+ 0.19572(LN(CHU_GRP)) + 0.64098(LN(CHU_LW(-1)))

(3.998)                           (9.554)

-0.01134(D92) + 0.01145(D9597)

(-2.579)            (4.365)

ADJo R2 =0.948   SER = 0.004   DW = 1.687

GHU_MF = -31992665.68508 + 0.42169(CHU_GRP)

(4.857)                           (2.165)

ADJ.R2 =0.939   SER = 338322.937   DW = 1.475

(-5.948)  (12.519)

+ 65476168.53923(CHU_RMF) + 665779.78841(D9192) -610202.08309(D9699)

(-2.947)
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LN(CHU_PCP) = -1.19291 + 0.29461(LN(CHU_WAGE))

(-16.066)(7.89)

+ 0.15605(LN(JPN_WPI)) + 0.58173(LN(GHU_PCP(-1)))

(10.129)

-0.00673(D9596) + 0.00558(D03)

(-4.829)            (2.827)

ADJ.R2 =0.989   SER = 0.002   DW = 2.075

LN(GHU_PGRP) = -2.70976 + 0.58867(LN(JPN_WPI))

(11.3)

(3_208)

(10.405)

(8.077)

ADJ.R2 =0.97   SER = 0.007   DW = 2.31

LN(CHU_WAGE) = 0.96008 + 0。 78849(LN(CHU_PCP))

(-11.499)  (11.572)

+ 0。 87841(LN(CHU_PCP)) -0.06423(D0406)

(-3.572)

(7.691)(5.571)

+ 0.3962(LN(CHU_WAGE(-1)))+ 0.01723(D91)

(5.076)

+ 0.01916(D9597)-0.00956(D9900)

(6.624)            (-3.222)

ADJ.R2 =0.973   SER = 0.004   DW = 2.914

GHU_Y2 = -5704585.62991 + 0.09703(CHU_GRPN)

(8.799)

ADJ.R2 =0.992   SER = 137668.976   DW = 1.83

CHU_Y3 = -17820149.80243 + 0.41741(CHU_GRPN)

(-3.343)  (3.426)

+ 463199.99936(JPN_RGB)+ 0.59095(GHU_Y2(-1))+ 404758.25286(D97)

(2.678)

(-6.643)  (7.249)

174



+ 0.40758(CHU_Y3(-1)) -1278699.90411(D9798) + 902657.23214(D0205)

(4.545)

ADJ.R2 =0.974   SER = 278877.254   DW = 2.244

CHU_YD = 9956028.040840 + O.78075(CHU_YP)

(-5.723) (4.137)

(-4.887)

(2.088)           (7.914)

ADJ.R2 =0.965   SER = 358166.6   DW = 2.285

CHU_YDPH = 12815716.95801 + 0.07645(CHU_YD)

(8.224)            (7.105)

ADJ.R2 =0.963   SER = 222786.477   DW = 1.704

CHU_YP = -486083.47784 + 1.13533(GHU_Yl)

(9.101)(1.539)

+ 0.51076(CHU_YDPH(-1))+ 980094.55036(D9497)-1176070.07176(D01)

(-0.262)  (25.355)

+ 0.83611(CHU_Y2) + 1.10567(CHU_Y3)

(11.438)                           (18.39)

ADJ.R2 =0.985   SER = 209568.179   DW = 0.839

CHU_GRP  = CHU_CP  + CHU_IPH  + CHU_IPF  + GHU IG  + GHU CG  + CHU E  ― CHU M  +

GHU SDP

CHU_ RPN  = CHU_ RP  ・ CHU_ GRP

CHU_KPH  = CHU_KPH(-1)  ・ (1  - 0.08) + GHU IPH

CHU_Yl  = CHU_WAGE  ・ CHU_LW

CHU_E  = CHU_EF  + GHU_ED_KI丁   + GHU_ED_KAT  + CHU ED KAS  + GHU ED NIS
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CHU_M  = CHU_MF  + GHU_MD_KIT  + GHU MD KAT  + GHU MD KAS  + CHU MD NIS

CHU MD KI丁   = KIT ED CHU

GHU MD KAT  = KAT ED CHU

CHU_MD_KAS  = KAS_ED_GHU

CHU_MD_NIS  = NIS_ED_CHU

(関 西 ブ ロ ック )

KAS_CP = 13476778.61213 + 0.09888(KAS_YDPH/KAS_PCP)

(5.525)  (1.984)

+     0.4769(KAS_CP(-1))     +     0.00836(KAS_KSH(-1)/KAS_PCP)     +

641662.72289(D9597)

(6.996) (4.347) (6.747)

ADJo R2 =0。 974   SER = 134660.91   DW = 2.873

KAS_ED_CHU = -4696165.10465 + 0.10505(CHU_GRP)

(-5.397)  (5.53)

+ 49668912.77585(KAS_RED_CHU)

(34.027)

ADJ.R2 =0.996   SER = 197420.668   DW = 1.485

KAS_ED_KA丁  = -17431454.42694 + 0.05617(KA丁 _GRP)

+ 437086.87591(D9697) + 443177.79365(D00)

(-7.856)(7.867)

+ 76643018.96114(KAS_RED_KA丁 ) -295798.73243(D9394)

(27.303) (-2.563)
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(4.038)     (3.012)

ADJo R2 =0.995   SER = 134342.194   DW = 2.196

KAS_ED_KIT = -3826118.15685 + 0.05783(KIT_GRP)

(31.234)

ADJ.R2 =0.995   SER = 43971.324   DW = 1.593

KAS_ED_NIS = -14073039.33839 + 0.10401(NIS_GRP)

(-6.604)(6.56)

+ 69884037.19668(KAS_RED_KIT) -142208.18626(D9395)

(-5.042)  (5.079)

+ 82690046.9164(KAS_RED_NIS)-432497.69138(D94)

(-4.025)

(-2.315)

(2.863)

(2.48)

(14.192)

ADJ.R2 =0.962   SER = 170446.589   DW = 1.801

KAS_EF = 7704655.99784 + 167.42966(W_EX)

(2.815)   (4_319)

+ 0.52722(KAS_EF(-1)) + 812938.7914(D91)

+ 840822.68972(D9596) -612005.0468(D0102)

(4.225)            (-3.207)

ADJ.R2 =0。 764   SER = 243629.457   DW = 2.898

KAS_IPF = -918823.47796 + 0.46973(KAS_Y3/KAS_PGRP)

(-0.548)(5.203)

+ 0.48124(KAS_IPF(-1)) + 1253006.22548(D91)

(3.51)

(5.246)

-1147288.45132(D93) -1404697.44234(D99) -976120.40327(D02)

(…2.504)            (-3.057)           (-2.178)

ADJ.R2 =0.905   S[R = 418138.659   DW = 1.925
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KAS IPH = 2285378.5165 + 0.06142(KAS_YDPH/KAS_PGRP)

(1.04)  (1.293)

-0.14187(KAS_KPH(-1)) + 1.

(-2.947)

-1185956.87994(D91)-12151

(-4.531)            (-4.

ADJ.R2 =0.863   SER = 200748.928   DW =

14474(KAS_IPH(-1))

(8.356)

19.52321(D97)

268)

2.418

LN(KAS_LW) = -1.35225 -0.23554(LN(KAS

(-1.406)  (-13.149)

+ 0.23767(LN(KAS_GRP)) +

(6.062)

_WAGE/KAS_PGRP))

0.83773(LN(KAS_LW(-1)))

(21.043)

+0.01009(D91)

(3.441)

ADJ.R2 =0.985   SER = 0.002

-0.01098(D0506)

(-4.482)

DW = 2.38

KAS_MF = -3614718.98317 + 0.16797(KAS_GRP)

(-1.159) (5.109)

+ 20438187.76441(KAS_RMF) -1417715.66547(D9093)

(9.196)                           (-9.627)

-986788.16816(D94) -793480.60596(D0506)

(-4.921)            (-4.562)

ADJ.R2 =0.987   SER = 139230.782   DW = 2.52

LN(KAS_PCP) = -0.69012 + 0.10449(LN(KAS_WAGE))

(-5.329)  (2.466)

+ 0.11066(LN(JPN_WPI)) + 0.72251(LN (KAS_PCP(-1)))

(11.523)(3.825)

-0.00734(D95) + 0.01402(D97)
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(-2.478)     (4.306)

ADJ.R2 =0.98   SER = 0.003   DW = 1.986

LN(KAS_PGRP) = -3.15443 + 0.68342(LN(JPN_WPI))

(-12.585)  (12.596)

+ 0.88361(LN(KAS_PCP)) -0.03637(D0506)

(9.586)

ADJo R2 =0.945   SER = 0.007   DW = 2.107

LN(KAS_WAGE) = 1.69436 + 1.24672(LN(KAS_PCP))

(515.129)  (14.515)

-0.02399(D9394) -0.02952(D0406)

(-3.526)        (-5.148)

ADJ.R2 =0.94   SER = 0.009   DW = 2.608

KAS_Y2 = -13653920.09751 + 0.16198(KAS_GRPN)

(4.351)

ADJ.R2 =0.975   SER = 481749.274   DW = 1.828

KAS_Y3 = -16551017.63155 + 0.36772(KAS_GRPN)

(-2.074)  (2.077)

+ 1166683.44408(JPN_RGB) + 0.29904(KAS_Y2(-1))

(… 6.478)

(2.183)

(-2.379)  (4.549)

+ 2610145。 19025(D90) -1630882.4414(D98) + 1794751.30297(D0306)

(3.665) (-2.796) (4.906)

ADJ.R2 =0.686   SER = 553953.01l   DW = 2.123

KAS_YD = 28942586.61559 + 0.12985(KAS_YP)

(6.153)  (3.005)

+ 0.47436(KAS_YD(-1)) -1295636.01807(D9293)
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(9.209)

(2.753)

(36.17)

(-3.884)

+ 2218684.34504(D96) -1333966.29612(D01)

(4.626)            (-3.038)

ADJ.R2 =0.933   SER = 401573.1l   DW = 2.221

KAS_YDPH = -15847697.89914 + 0.95709(KAS_YD)

(-3_523)(15.362)

+1466369.40051(D94)+1574325.39394(D98)-1529091.1056(D0506)

(2.908)

(11.292)

(-3.918)

ADJ.R2 =0.946   SER = 512530.159   DW = 1.74

KAS_YP = 23979.93818 + 1.1792(KAS_Yl)

(0.012)  (35.475)

+ 0.82815(KAS_Y2)+ 0.93007(KAS_Y3) + 1238675.39766(D0506)

(4.595)

ADJ.R2 =0.993   SER = 239343.684   DW = 0。 969

KAS_GRP  = KAS_CP  + KAS_IPH  + KAS_IPF  + KAS IG  + KAS CG  + KAS E  ― KAS M  +

KAS SDP

KAS_GRPN  = KAS_GRP  ・ KAS_PGRP

KAS_KPH  = KAS_KPH(-1)  ・ (1  - 0.08)  + KAS IPH

KAS_Yl  = KAS_WAGE  ・ KAS_LW

KAS_E  = KAS_EF  + KAS_ED_KIT  + KAS_ED_KA丁   + KAS ED CHU  + KAS ED NIS

KAS_M  = KAS_MF  + KAS_MD_KI丁   + KAS_MD_KAT  + KAS MD GHU  + KAS MD NIS
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KAS_MD_KIT  = KIT_ED_KAS

KAS MD KA丁  = KAtt ED KAS

KAS MD GHU  = CHU ED KAS

KAS MD NIS  = NIS ED KAS

(西 日本ブロック )

NIS_CP = 12829966.64867 + 0.16372(NIS_YDPH/NIS_PCP)

(5.05)  (2.931)

+ 0.31589(NIS_CP(-1)) + 0.01594(NIS_KSH(… 1)/NIS_PCP)

(2.61)

(2.354)

(-3.200)

(4.634)

+ 503072.40132(D94) + 591665.4915(D96) + 616688.46165(D05)

(2.532) (2.679)

ADJ.R2 =0.987   SER = 197346.852   DW = 2.489

NIS_ED_CHU = -2054833.39643 + 0.03784(CHU_GRP)

(5.401)

+49250503.67196(NIS_RED_CHU)

(10.4)

ADJ_R2 =0.984   SER = 0.984   DW = 24.581

NIS_ED_KAS = -8030653.67954+ 0.10248(KAS_GRP)

(-3.201)         (4.191)

+ 51806128.11852(NIS_RED_KAS)

(5.542)

ADJ.R2 =0.965   SER = 139434.8   DW = 2.726
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NIS_ED_KAT = -21698142.05561 + 0.08175(KAT_GRP)

(-4.988)           (7.168)

+ 65522294.56676(NIS_RED_KA丁
)

(6.965)

ADJ.R2 =0.977   SER = 137689。 9   DW = 2.032

NIS_ED_KI丁  = -1791968.073 + 0.05188(KI丁 _GRP)

(5。 783)

ADJ.R2 =0.930   SER = 25232.998   DW = 2.052

NIS_EF = 15179602.34503  + 1619。 27426(W_EX)

(2.993)       (3.291)

ADJ.R2 =0.982   SER = 0.98   DW = 29.666

NIS_IPF = 369308_43555 + 0.20242(NIS_Y3/NIS_PGRP)

(-3.513)  (10.421)

+ 31452781.01204(NIS_RED_KIT) -90971.30015(D9802)

(-5。 431)

(0.227)  (3.368)

+ 0.73625(NIS_IPF(-1)) -1659040。 90359(D93)

(-3.286)

-1705113.93352(D9899) -989606.39165(D0102)

(-4.788)            (-2.8)

ADJ.R2 =0.884   SER = 452281.765   DW = 2.417

NIS_IPH = -6531355。 34545 + 0.10798(NIS_YDPH/NIS_PGRP)

(-3.367)(4.257)

-0.0287(NIS_KPH(-1)) + 648771.87347(D9697)

(-1.704)               (5.83)

-346631.19137(D02)

(-2.424)

(7_602)
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ADJ.R2 =0.952   SER = 133652.992   DW = 2.631

LN(NIS_LW) = 1.46671 -0.22042(LN(NIS_WAGE/NIS_PGRP))

(1.944)(-5.717)

+ 0.04268(LN(NIS_GRP)) + 0.88165(LN(NIS_LW(-1)))

(2.132)

(3.504) (2.084)

ADJ.R2 =0.987   SER = 0.002   DW = 2.543

NIS_MF = -15101028.77705 + 0.17191(NIS_GRP)

(9.155)

(20.792)

+ 0.00659(D95) + 0.00395(D00) -0.00388(D0304)

(-5.166)  (12.143)

+ 50998268.09634(NIS_RMF) + 197346.05746(D9699)

(-2.681)

(3.377)

(7.445)

-685165.8928(D05)-1117357.74264(D06)

(-5.907)            (-9.021)

ADJo R2 =0.93   SER = 96167.203   DW = 1.741

LN(NIS_PCP) = -0.56627 + 0.1444(LN(NIS_WAGE))

(-5.67)  (3.811)

+ 0.07465(LN(JPN_WPI)) + 0.5923(LN(NIS_PCP(-1)))

(2.969)

-0.00734(D9597)-0.00839(D01)

(-4.829)            (-2.962)

ADJ.R2 =0.966   SER = 0.003   DW = 2.625

LN(NIS_PGRP) = -2.15101 + 0.46741(LN(JPN_WPI))

(-10.874)(10.933)

+ 1.01897(LN(NIS_PCP)) -0.01789(D0406)

(10.869)
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ADJ.R2 =0.959   SER = 0.006   DW = 1.562

LN(NIS_WAGE)= 1.53089 + 1.71343(LN(NIS_PCP))

(438.518)(14.495)

-0.01895(D9394)+ 0.02131(D96)

(-2.74)

-0.02888(D0406)

(-4.916)

ADJ.R2 =0.942   SER = 0.009   DW = 1.936

NIS_Y2 = -28950242.2794 + 0.31326(NIS_GRPN)

(17.484)

ADJo R2 =0.976   SER = 419950.181   DW = 2.547

NIS_Y3 = -7927517.25794 + 0.26831(NIS_GRPN)

(-2.053)  (6.197)

+ 2583866.51655(D0206)

(8.594)

ADJ.R2 =0.897   SER = 551744.291   DW = 2.233

NIS_YD = -1749162.31207 + 0.63388(NIS_YP)

(-4.829)  (4.886)

+ 1873419.68719(JPN_RGB)+ 1172023.03577(D9799)

(2.268)

(4.121)

(-2.534)

(-0.464)  (9.758)

+ 0.45954(NIS_YD(-1)) -901335.86612(D93)

(13.487)

-887151.82139(D97)

(-2.336)

ADJ.R2 =0.983   SER = 333188.661   DW = 2.689
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NIS_YDPH = -20820338.91911 + 0.93801(NIS_YD)

(-1.213) (4.573)

ADJo R2 =0.900   SER = 703154.9   DW = 2.083

NIS_YP = -242537.28324 + 1.10232(NIS_Yl)

(-0.076)(31.523)

+ 0.86101(NIS_Y2) + 1.12158(NIS_Y3)

(11.569)                       (lo.501)

ADJ.R2 =0.986   SER = 291157.758   DW = 0.893

NIS_GRP  = NIS_CP  + NIS_IPH  + NIS_IPF  + NIS IG  + NIS CG  + NIS E  ― NIS M  +

NIS SDP

NIS_GRPN  = NIS_GRP  O NIS_PGRP

NIS_KPH  = NIS_KPH(-1)  ・ (1  - 0.08)  + NIS IPH

NIS_Yl  = NIS_WAGE  ・ NIS_LW

NIS_E  = NIS_EF  + NIS_ED_KIT  + NIS_ED_KAT  + NIS ED CHU  + NIS ED KAS

NIS_M  = NIS_MF  + NIS_MD_KIT  + NIS_MD_KA丁   + NIS MD CHU  + NIS MD KAS

NIS_MD_KIT  = KIT_ED_NIS

NIS_MD_KAT  = KAT_ED_NIS

NIS_MD_CHU  = CHU_ED_NIS

NIS_MD_KAS  = KAS_ED_NIS
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(物 価 )

LN(JPN_WPI) = 4.74018

(122.407)

+ 0.16367(LN((KI丁 _Yl+KA丁 _Yl+GHU_Yl+KAS_Yl+NIS_Yl)

/(KI丁_GRP+KAT_GRP+CHU_GRP+KAS_GRP+NIS_GRP)))

(2.657)

+ 0.07427(D9192) + 0.03792(D9394)

(7.545)           (3.764)

-0.04458(D0104)

(-5.625)

ADJ.R2 =0.915   SER = 0.012   DW = 2.246
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[変 数 リス ト]

XXXは 地域 を表す .北 日本 は KI丁 、関東 は KA丁 、 中部 は CHU、 関西 は KAS、 西 日

本 は NISで あ る。

ラベル 変数名 内生/外生 出所

」PN RGB 長期国債利回り 外 生 内閣府

」PN WPI 企業物価指数 (全国 ) 内 生 日本銀行

W EX 世界輸入 外 生 IMF

XXX CG 政府最終消費支出 外 生 県民経済計算

XXX CP 民間最終消費支出 内生 県民経済計算

XXX E 輸移出 内生 県民経済計算

XXX ED CHU 中部への移出 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX ED KAS 関西への移出 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX ED KAT 関東への移出 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX ED KI丁 北日本への移出 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計

NIS 西日本への移出 内生 県民経済計算、産業連関表より推計

輸出 内生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX GRP 域内総生産 内 生 県民経済計算

XXX GRPN 名目域内総生産 内 生 県民経済計算

XXX IG 公的固定資本形成 外 生 県民経済計算

XXX IPF 民間企業設備投資 内 生 県民経済計算

XXX IPH 民間住宅投資 内生 県民経済計算

XXX KPH 民間住宅ストック 内生 独自推計

XXX KSH 家計貯蓄 外 生 独自推計

XXX LW 就業者数 内 生 県民経済計算

XXX M 輸移入 内 生 県民経済計算

XXX MD CHU 中部からの移入 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX MD KAS 関西からの移入 内生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX MD KA丁 関東からの移入 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX MD KIT 北日本からの移入 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX MD NIS 西日本からの移入 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX MF 輸 入 内 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX PCP 消費デフレータ 内 生 県民経済計算

XXX PGRP GRPデフレータ 内生 県民経済計算

XXX_RED CHU 中部への移出比率 外生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX RED KAS 関西への移出比率 外生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX RED KA丁 関東への移出比率 外 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX RED KI丁 北日本への移出比率 外 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX RED NIS 西日本への移出比率 外 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX RMF 輸入比率 外 生 県民経済計算、産業連関表より推計

XXX SDP 統計上の不突合 外 生 県民経済計算

XXX WAGE 賃金 内 生 県民経済計算

XXX Yl 雇用者報酬 内 生 県民経済計算

XXX Y2 財産所得 内 生 県民経済計算

XXX Y3 企業所得 内 生 県民経済計算

XXX YD 県民可処分所得 内生 県民経済計算

XXX YDPH 家計可処分所得 内 生 県民経済計算

XXX YP 県民所得 内 生 県民経済計算
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3 第 3章  方程 式体 系 0変 数 リス ト

[1]生 産関数(1次 産業)

ln(GRPA)=-1.17978+0.551522・ ln(PCPPYA)+0.060224口 ln(SCNPY)+0.407944・ ln(EMPA)

(-5.66)(6.13)

-0.031192・ TIME

(-8.69)          Adj.R2 = 0.984

[2]生 産関数 (非 1次 産業 )

(1.50) (6.16)

ln(GRPB/EMPB)=1.55301+0.18765701n(PCPPYB/EMPB)

(28.35)(10.29)

+(0.0006292+0.0000958・ DUMl+0.001760・ DUM3-0.0002862・ DUM4+0.0001027・ DUM6

(5.07) (2.55) (41.17)        (-8.85)        (3.22)

+0.00027200DUM7+0.0000769・ DUM8+0.0003014・ DUM9)・ ln(PCPPYB)口 ln(SCIPY)

(8.40) (2.50) (9.41) Adj.R2=0.979

[3]雇 用者数 (1次 産業 )

EMPA=51015.6+(0.319901-0.118470・ DUMl+0.009049・ DUM2-0.65691・ DUM3+0.096654・ DUM4

(9.65)   (62.22)  (-19.79)      (2.31)        (-5.96)      (24.51)

-0.198873・ DUM5+0.0235450DUM6+0.098087・ DUM8-0.078316・ DUM9+0.5995400DUM10)・ GRPA

(-6.50)       (3.61)        (8.69)        (-7.03)       (-6.91)      Adj.R2 =

0.995

[4]雇 用者数 (非 1次 産業 )

EMPB=1901100+(0.064063-0.047657・ DUMl-0.025560・ DUM3+0.035377・ DUM4-0.110556・ DUM5

(8.68)   (12.50)  (-7.69)       (-9.22)       (11.07)       (-8.95)

+0.007129・ DUM6+0.009039・ DUM7-0.025209口 DUM8-0.102091・ DUM9-0.498235・ DUM10)・ GRPB

(3.75)        (3.43)        (-9.28)       (-9.06)       (8.42)        Adj.R2 =

0.999
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[5]県 民所得 (1人 当た り)

(NIC/(PGRP/100))/POP=1.16573+(0.413590+0.0370210DUMl+0.137232・ DUM4+0.046203・

DUM5+

[6]個 人所得

(IIC/(PGRP/100))/POP =-0.024078+(0.711916+0.022552・ DUMl+0.0204980DUM4

(-0.47)   (44.2)   (2.43)        (2.54)

-0.026360・ DUM9-0.0369460DUM10)・ ((NIC/(PGRP/100))/POP)

(-2.52)       (-2.52)       Adj.R2 = 0.957

[7]民 間最終消費支出

CMP=654457+0.626975・ IIC/(PGRP/100)-2671450・ DUMl+9059680・ DUM4-50714100DUM5

(23.53)(64.15)

(54.8)  (93.8)   (7.35)        (27.2) (10.6)

0.073148・ DUM6+0.058100・ DUM7+0.0292320DUM8-0.0779480DUM10)・ ((GRPA+GRPB)/POP)

(18.3) (13.4)        (6.18)     (-10。 9)        Ad」 .R2 = 0.988

(-12.90)     (20.26)      (-20.64)

+548943・ DUM6+5356700・ DUM7-2766240・ DUM8-43501900DUM9-5987180・ DUM10

(3.65)      (23.52)      (-15.62)     (-18.10)     (-20。 90)       Ad」 .R2 = 0。 999

[8]ア ウ トプッ ト指標

OPS=-2.08498+6.06070・ (PE/POP)+0.625815・ DUMl+0.677573・ DUM2+3.24364・ DUM3+1.31961・

DUM5

(-18.66) (10.90)          (14.59)       (18.16)       (87.01)       (35.68)

+0.068910・ DUM6… 0.158943・ DUM7+0.428653・ DUM8+1.30460・ DUM9+0.545919・ DUM10

(2.09)       (-4.80)        (11.93)       (32.90)       (11.78)     Adj.R2 =

0.990

[9]地 域厚生関数

ln(UTL)=0.333103・ ln(ZOPS)+0.341867・ ln(ZCMP)+0.32503001n(ZSCA)+0.5・

(0.212175・ ln(ZOPS)・ ln(ZOPS)-0.111335・ ln(ZOPS)・ ln(ZCMP)-0.096575・ ln(ZOPS)・ ln(ZSCA)
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-0.111335口 ln(ZCMP)

-0.096575・ ln(ZSCA)

ln(ZOPS)+0。 185095・ ln(ZCMP)

ln(ZOPS)-0.091546・ ln(ZSCA)

091546・ ln(ZCMP)・ ln(ZSCA)

188121・ in(ZSCA)・ ln(ZSCA))

ln(ZCMP)-0.

ln(ZCMP)+0.
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[変 数 リス ト]

フベ ル 変数名 ※ 単 位 出所 ・備 考

CMP 民 間最 終 消 費支 出 内 百 万 円 『 県民経済計算』

DUMl 地域 ダ ミー 変数 (北 海道 ) 外 筆者 作成

DUM2 地域 ダ ミー 変数 (東 北 ) 外 筆者 作成

DUM3 地域 ダ ミー 変数 (東 京 ) 外 筆者 作成

DUM4 地域ダ ミー変数 (関 東 ) 外 筆者作成

DUM5 地域 ダ ミー 変数 (北 陸 ) 外 筆者 作成

DUM6 地域 ダ ミー 変数 (東 海 ) 外 筆者 作成

DUM7 地域 ダ ミー 変数 (近 畿 ) 外 筆者 作成

DUM8 地域 ダ ミー 変数 (中 国 ) 外 筆者作成

DUM9 地域 ダ ミー 変数 (四 国 ) 外 筆者 作成

DUM10 地域 ダ ミー 変数 (沖 縄 ) 外 筆者 作成

EMPA 雇 用者 数 (1次 産 業 ) 内 人 『就業構造基本調査』 より作成

EMPB 雇 用者 数 (非 1次 産 業 ) 内 人 『就業構造基本調査』 より作成

GRPA 域内総生産 (1次 産業 ) 内 百万 円 『県民経済計算』等より作成

GRPB 域 内総 生産 (非 1次 産 業 ) 内 百 万 円 『県民経済計算』等より作成

個 人所 得 内 百 万 円 『 県民経済計算』

NIC 県民所 得 内 百 万 円 『 県民経済計算』

OPS ア ウ トプ ッ ト指標 内 独 自推 計

PCPPYA 前 年 度 民 間 資 本 ス トック (1次 産 外 百 万 円 『県民経済計算』等より作成

PCPPYB 前年 度 民 間 資本 ス トック (非 1次 外 百 万 円 『 県民経済計算』等 よ り作成

PGRP GRPデ フ レー タ 外 95年 基 『 県民経済計算』

人件 費 外 百 万 円 『都道府 県決算状況調』

POP 人 口 外 人 『国勢調査』、推計人口

SCIPY 社会 資本 ス トック (産 業 基盤 型 ) 外 百 万 円 『 日本の社会資本』等より作成

SCNPY 社会 資本 ス トック (農 水 産 型 ) 外 百 万 円 『 日本の社会資本』等 より作成

TIME タイ ム トレン ド 外 1990=1、  1991=2、  …・2003=14

UTL 地域厚 生水 準 内 独 自推 計

ZCMP 民間最 終 消 費支 出 内 人 ロー 人 当た り、標 準 化

ZOPS ア ウ トプ ッ ト指標 内 標 準 化

ZSCA 社会 資本 ス トック (生 活 関連 型 ) 外 人 ロー 人 当た り、標 準 化

(注 )※ 列 の 「内」 は内生変数 、「外」 は外生変数 であ ることを示 してい る。
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4 第 5章  方程式体系 □変数 リス ト

(基 本モデル )

(1)大 阪府経済 ブロック

大阪府実質府内総支出

OSK GRE=OSK CP+OSK IPH+OSK IPF+OSK CG+OSK IG+OSK NEX+OSK SDP

大 阪 府 実 質 民 間最 終 消 費 支 出

OSK CP/OSK POP=0.112666+0。 120725・ ((OSK_YDPH/OSK_POP)/(OSK_PCP/100))
(1.34)    (2.99)

+0.819497・ OSK_CP(-1)-0.077307・ D89

(34.0)               (_2.84)
R2 =0.987 D.W.=1.99

大 阪 府 実 質 民 間住 宅 投 資

OSK_lPH=-204498.03769+O.11436(OSK_YDPH/(OSK_PIPHノ 100))

(-1.084) (8.159)
-0.04506(OSK_KH(-1))-52203.45993(JPN_RGB― (OSK_PIPH/OSK_PIPH(-1)-1)・ 100)

(-5.296)                        (-7.469)
-302933.68722(D84+D85)-160047.82625(D91)

(-4.757)          (-1.865)
ADJ.R2=0.836  SER=81651.278  DW=2.113

大 阪 府 住 宅 ス トック

OSK_KH =OSK_KH(-1) ・ (100 -OSK_RDEPH) /100 +OSK_IPH

大 阪 府 実 質 民 間企 業 設 備 投 資

OSK_:PF=-2696026.68707+0.23753(OSK_GRE)

(-7.69) (19。 341)
-0.01412(OSK_KF(… 1))

(-3.157)
-2549155.3((OSK_PIPF/OSK_PGRE)・ (((OSK RDEPF/100+JPN RGB/100

-((OSK_PIPF/OSK_P!PF(-1))-1))/(1-JPN_RttC/100))))

(-2.441)
+799512.46385(D90)-766430.21703(D93+D94+D95)

(3.959)          (-6.564)
AD」 .R2=0.984  SER=175464.601  DW=1.112

大 阪 府 実 質 民 間企 業 資 本 ス トック
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OSK_KF 〓OSK_KF(-1) ・ (100 -OSK_RDEPF) /100 +OSK_IPF

大 阪 府 実 質 政 府最 終 消 費 支 出

OSK CG=-414425.4
(-2.663)

+2.732((OSKP_FEH+OSKP_FEM+OSKP_FEMR+OSK_KG(-1)・
OSK_RDEPG/100)/(OSK_PCG/100))

(24.166)
+1.14116((OSKC_FEH+OSKC_FEMttOSKC_FEMR)/(OSK_PCG/100))

(1.72)
-240617.4(D95+D96+D97+D98+D99+D00)+215854(D08)

(-5.804)          (2.35)
ADJ.R2=0。 992  SER=68784.39  DW=1.59

大 阪 府 実 質 公 的総 固 定 資 本 形 成

OSK IG =OSK IGG +OSK!GC

大 阪 府 実 質 公 的総 固 定 資 本 形 成 (一 般 政 府 ・ 住 宅 )

OSK_IGG=74596.4+1.016412((OSKC_FE!+OSKP_FEI)/(OSK_PIG/100))

(2.32)   (10.55)
+0.65048(OSK_!GG(-1))-79595.31(D8990)

(2.45)                        (-3.503)

ADJ.R2=0.977  SER=42576.71  DW=1.500

大 阪 府 社 会 資 本 ス トック

OSK_KG =OSK_KG(-1) ・ (100 -OSK_RDEPG) /100 +OSK_IG

大 阪 府 実 質 公 的総 固 定 資 本 形 成 (公 的 企 業 )

OSK_IGC=-78512.74+0.89295((OSKC_FEttR)/(OSK_PIG/100))

(-0.663) (2.111)
-0.01971(OSK_KG(-1))+0.02679(OSK_GRE)+279895.9(D93)

(-6。 365)           (4.979)            (4.567)

ADJ.R2=0.888  SER=57726.98  DW=1.66

大 阪 府 実 質 純 移 出

LN(OSK_NEX)=6.30287+0.41358(LN(JPN_GDE))

(5。 489) (2.635)
-0.35898(LN(OSK_GRE))+O.65374(LN(OSK_NEX(-1)))

(-2.035)               (11.508)
+0。 10055(D85)-0.11743(D01+D02+D03)
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(2.265)      (-4.204)
ADJ.R2=0.928  SER=0.042  DW=1.864

大 阪 府 名 目民 間最 終 消 費 支 出

OSK_CPN =OSK_CP ・ OSK_PCP /100

大 阪 府 名 目民 間住 宅 投 資

OSK IPHN =OSK IPH ・ OSK PIPH /100

大 阪 府 名 目民 間企 業設 備 投 資

OSK IPFN 〓OSK IPF ・ OSK PIPF ノ100

大 阪 府 名 目政 府最 終 消 費 支 出

OSK_CGN =OSK_CG ・ OSK_PCG /100

大 阪 府 名 目総 固定 資 本 形 成

OSK_!GN =OSK_IG  ・ OSK_PIG /100

大 阪 府 名 目純 移 出

OSK_NEXN =OSK_NEX ・ OSK_PGRE /100

大 阪 府 名 目府 内総 支 出

OSK_GREN =OSK_CPN tt OSK_lPHN +OSK IPFN +OSK CGN +OSK IGN +

OSK NEXN +OSK SDPN

大 阪 府 内 総 支 出 デ フ レー タ

OSK_PGRE =(OSK_GREN /OSK_GRE) ・ 100

大 阪 府 名 目府 民総 支 出

OSK_GNEN=-6431742+1。 13157(OSK_GREN)
(-3.279) (25。 914)
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ADJ.R2=0.999  SER=277843.8  DW=1.737

大 阪 府 府 民 所 得

OSK_YNF=2175945+0.82211(OSK_GNEN)
(10.053) (66.723)

-1.20829(OSK_KF・ OSK_RDEPF/100+OSK_KG・ OSK_RDEPG/100)
(-15.606)

+876146.7(D90+D91+D92)

(4.104)
ADJ.R2=0。 998  SER〓 292850.6  DVV=2.35

大 阪 府 雇 用 者 報 酬

OSK YWttV=-1755983+1.34232(OSK_YWV)

(-8.484) (88.247)

ADJ.R2=0.997  SER=291976。 9  DW=1.636

大 阪 府 賃 金 俸 給

OSK YWV =OSK llVAGE ・ OSK LWN

大 阪 府 財 産 所 得

LN(OSK_YPREV)=-16.15864+1.70852(LN(OSK_GREN))
(-9.362) (17.493)

+0.99109(LN(JPN_RGB))-0.34503(D94)+0.41348(D97)

(22.132)             (_2.707)        (3.299)
AD」 .R2=0.953  SER=0.121  DW=1.357

大 阪 府 企 業 所 得

OSK_YCV=1731478+0.61114(OSK_GNEN)

(13.329) (24.716)
-0.92167(OSK_YWttV)-0.12758(OSK_YPRE∨

)

(-21.168)                        (_3.82)
-1108734(D89)+565923.6(D92+D93+D94+D95)

(-6.37)          (6.001)
ADJ.R2=0.981  SER=160505.4  DVV=1.562

大 阪 府 民 間 法 人企 業 所 得

OSK_YCPV =OSK_YCV ・ OSK_RYCPV

大 阪 府 家 計 可 処 分 所 得
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OSK_YDPH=-4633256+0。 73992(OSK_YD)+6406281(OSK_YWttV/OSK_YNF)

(-4.181) (37.102)             (4.22)
AD」 .R2=0.988  SER=408831.7  DW=1.072

大 阪 府 法 人税

LN(OSK_丁 DC)=6.64506+
(6.535)

0.39219(LN(」 PN_RttC・ (OSK_YCPV/2+OSK_YCPV(-1)/2)/((100-JPN_RDC)/100)))

(7.487)
+0.24875(D84+D85+D86)+O.49273(D87+D88+D89+D90)

(4.268)                        (9.794)
ADJ.R2=0.882  SER〓 0.092  DW=1.527

大 阪 府 所 得 税

LN(OSK_丁 DP)=… 2.83003+1.03617(LN(OSK_YWV― JPN_LttL・ OSK_LヽⅣN/100))

(-3.334) (20.053)
+0.32804(D91+D92+D93+D94)

(7.095)

ADJ.R2=0.947  SER〓 0.081  DW〓 1.825

大 阪 府 労 働 力 人 口

LN(OSK_LF(-1)/OSK_POP1564(-1))=-0.085615

(-2.396)
+0.938585(LN(OSK_LF(-1)/OSK_POP1564(-1)))

(20,867)
+0.049851(LN(OSK_WAGE/(OSK_PGRE/100)))+O.010174(D7679)

(2.796)                                  (2.450)
ADJ.R2=0.984  SER=0.0529  DW=1.782

大 阪 府 府 内就 業者 数

OSK_LED=-548723。 3+1。 15946(OSK_LF・ (1-OSK_UR/100))+0。 95208(AR(1))

(-0.474) (4.834)                            (9.862)
AD」 .R2=0.971  SER=42251.34  DW=1.612

大 阪 府 府 内 雇 用者 数

OSK_LWD=-203323.9+0.13093(OSK_LED)

(-3.109) (4.504)
+0.89851(OSK_LVVD(-1))+47911.55(D81+D82+D83+D84+D85)

(37.381)                         (5.21)
ADJ.R2=0.997  SER=16325.07  DW=1.932

大 阪 府 府 民雇 用 者 数
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OSK LヽⅣN=-138818.5+0.91735(OSK_LヽⅣD)-7100.591(D98+D99)

(-8.827) (629.552)           (-3.658)
ADJ.R2=0.999  SER=2488.357  DVV=1.721

大 阪 府 潜 在 府 内総 生 産

LN(OSK_GRPP/(OSK_LED・ JPN_HOUR))=-6.50562
(-13.989)

+0.27595(LN((OSK_KF(-1)・ JPN_CU)/(OSK_LED・ JPN_HOUR)))

(4.641)
+0.00875(LN(OSK_KG)・ LN(OSK_KF(-1)・ JPN_CU))

(5.461)

AD」 .R2=0.993  SER=0.022  DW=1.213

大 阪 府 失 業 率

OSK UR=… 1.0704+0.75241(OSK_UR(-1))

(-2.472) (14.436)
-2.78114((OSK_GRE― OSK_GRPP)/OSK_GRPP)

(-2.248)

+3.97972(OSK_YWttV/OSK_GRE)+0.69322(D01+D02)

(4.147)                      (3.416)
AD」 .R2=0,977  SER=0.251  DW=1.463

大 阪 府 雇 用 者 一 人 あた り賃 金 俸 給

LN(OSK_WAGE)=-1.12484+0.36516(LN(OSK_PCP))

(-1.91) (2.22)
-0.06899(LN(OSK_UR))+0.69144(LN(OSK_WAGE(-1)))

(-4.074)                        (6.625)
+0.03469(D00)

(2.04)

ADJoR2=0.993  SER=0.016  DW=2.222

大 阪 府 消 費 者 物価 指 数

OSK CPl=8.37275+1.22623(OSK_WAGE)

(6.687) (0.823)
+10.25845((OSK_GRE― OSK_GRPP)/OSK_GRPP)+0.88295(OSK_CP:(-1))

(2.51)                        (11.968)
+2.21459(D80)-1.6983(D86+D87+D88)

(3.742)     (-4.645)
ADJ.R2=0.998  SER=0.559  DW=1.52

大 阪 府 政 府 最 終 消 費 支 出 デ フ レー タ

OSK PCG=14.00491+0.24723(OSK_PCP)
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(10.357) (4.091)
+14.57312(OSK_WAGE)+-2.32776(D82+D83+D84)

(11.899)                         (-4.041)
ADJ.R2=0.995  SER=0.9  DW=1.54

大 阪 府 民 間 最 終 消 費 支 出 デ フ レー タ

OSK_PCP=-0.7602+0.70752(OSK_CP!)

(-0.907) (13.525)
+0.26253(OSK_PCP(-1))+1.29857(D76)

(5.413)              (3.044)
ADJ.R2〓 0.999  SER=0.378  DW=1.39

大 阪 府 民 間 企 業設 備 投 資 デ フ レー タ

OSK_PIPF=-15.24784+0.21305(」 PN_WPI)

(-6.871) (7.113)
+0.91962((DSK_PIPF(-1))+5.79555(D76+D77+D78+D79+D80)

(42.938)             (14.735)
ADJ.R2=0.994  SER=0.778  DW=1.68

大 阪 府 民 間 住 宅投 資 デ フ レー タ

OSK_PIPH〓 -16.77658+0.13107(OSK_PIPF)

(-2.159) (2.817)
+1.03006((DSK_P:PH(-1))+4.07876(D89+D90)

(28.555)                         (5.084)
ADJ.R2=0.983  SER=1.065  DW=2.393

大 阪 府 公 的 固 定総 資 本 形 成 デ フ レー タ

OSK_PIG=2.93288+0.11412(JPN_WPI)

(0.793) (3.011)
+0.85403(OSK_PIG(-1))+2.70992(D79+D80)

(34.565)                         (2.71)
ADJ.R2=0.981  SER=1.16  DW=1.211

大 阪 市 市 民 所 得

OSKC YNF =OSK YNF ・ OSKC RYNF

大 阪 市 雇 用 者 報 酬

OSKC_YWttV=2389486+1.03183(OSKC_Lヽ ⅣN・ OSK_WAGE)

(1.981) (3.581)
+0.85527(AR(1))
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(12.677)

ADJ.R2=0.967  SER=166098.6  DW=2.354

大 阪 市 実 質 民 間最 終 消 費 支 出

OSKC CP=229279.2
(1.099)

+0.10699((OSKC_YWttV― (OSK_丁DP+OSKP_FR丁 IP)・

(OSKC_YWttV/OSK_YWttV)― OSKC_FR丁 IP)バ OSK_PCP/100))

(1.961)
+0.85473(OSKC_CP(-1))+183068.9(D91)

(18.144)                        (2.264)
ADJoR2=0。 973  SER=78133.5  DW=2.272

大 阪 市 名 目民 間最 終 消 費 支 出

OSKC CPN =OSKC CP ・ OSK PCP ノ100

大 阪 市 市 内就 業者 数 OSKC LED

OSKC_LED=-1399050+2.29914(OSK_LED・ OSKC_POP/OSK_POP)

(-4.698) (12.073)
+1548193(OSKC_YNF/OSK_YNF)-142314.9(D06+D07+D08)

(8.397)                    (‐ 5.052)

ADJ.R2=0.920  SER=41113.54  DW=1.502

大 阪 市 市 民雇 用者 数

OSKC LlrVN =OSKC RLWN ・ OSK LWN

大阪市市 内雇用者数

OSKC Lヽ〃D =OSKC RLヽ ⅣD ・ OSKC LWN

大 阪 市 市 街 地 価 格 指 数

LN(OSKC_PLAND)=-0.5819+10.30556(LN(OSK_PGRE))

(-0.112) (13.296)
+0.8876(LN(OSKC_YNF/(OSK_PGRE/100)))

(3.455)

+14.5511(LN(OSKC_POP/JPN_POP))+0.33754(D88+D89+D90)

(11.754)                         (4.024)
ADJ.R2=0.952  SER=0.094  DW=1.301
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(2)大 阪府財政 ブロック

大阪府歳入総額

OSKP FR =OSKP FR丁  +OSKP FRC +OSKP FRG +OSKP FRN +OSKP FRRC

+OSKP FRB +OSKP FRO

大 阪 府 府 税 収 入

OSKP FR丁  =OSKP FRttB +OSKP FRttC +OSKP FR丁 IC +OSKP FR丁 IP +

OSKP FRttO

大 阪 府 個 人 府 民税

LN(OSKP_FR丁 IP)=-4。 30193+1.06289(LN((OSK_YWV(-1)― OSK_LttL・ OSK_LヽⅣD)))

(-2.751) (10.426)
-0.34685(D78+D79)+0.49451(D90+D91)

(-4.067)                        (5.647)
ADJ.R2=0.877  SER=0.114  DW=1.511

大 阪 府 法 人 府 民税

LN(OSKP_FR丁 IC)〓 -0.09614+0.34235(LN(OSK_丁 DC))

(-0.175) (5.641)
+0.57676(LN(OSKP_FR丁 IC(-1)))-0。 16161(D90+D91+D92+D93)

(9.556)                        (-4.311)
AD」 .R2=0.947  SER=0.064  DVげ =1.982

大 阪 府 事 業税

LN(OSKP_F RttB)=2.77773+O.67964(LN((OSK_YCP∨ /2+OSK_YCP∨ (-1)/2)))

(4.085) (14.888)
-0.18995(D76+D77+D78)-0。 17681(D93+D94+D95)

(-3.632)              (-3.619)
ADJ.R2=0.941  SER=0.074  DW=1.407

大 阪 府 地 方 消 費税

OSKP_F RttC=383.4138+81912.83(D97)
(0.126) (5.624)

+.69441((JPN_R丁 |ノ 100)・ (JPN_R丁 IL/100)・ ((JPN_GDE・ 1000)・ 」PN_PGDE/100)・ (OSK_GRE/1JPN_GDE・
1000)))

(49.965)

ADJ.R2=0.987  SER=14244.39  DW=1.031
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大 阪 府 そ の他 税 収

OSKP_FRttO=-9573902+0.01201(OSK_GREN)
(-6.435) (19.926)

-9781.152(JPN_R丁 IL)+60196.74(D89+D90+D91)
(-16.615)          (3.935)

ADJ.R2=0.956  SER=22188.18  DW=1.602

大 阪 府 地 方 交 付税 ス イ ッチ OSKP SWG

OSKP FBFD>OSKP FBFRの 場 合 は 1、 それ 以外 は 0

大 阪 府 基 準 財 政 収 入額

OSKP FBFR=60375.73
(2.813)

+.86917(((100-」 PN_RFRGP)/100)。 (OSKP_FRC+OSKP_FR丁 (-1))・

(OSK_PGREノ OSK_PGRE(-1)))

(34.069)
+88649.41(D97+D98-D99)-107971.7(D02)

(4.402)                 (-3.063)
ADJ.R2=0.975  SER=34612.85  DW=1。 151

大 阪 府 地 方 交 付 税 OSKP FRG

OSKP_FRG=233.8709+1.00284(OSKP_SWG,(OSKP_FBFD― OSKP_FBFR))

(1.264)  (896.802)

AD」 .R2=0。 999  SER=749.526  DW=1.509

大 阪 府 地 方債 発 行 高

OSKP FRB〓 128058.3

(11.685)
-0.63344((OSKP_FR丁 +OSKP_FRC+OSKP_FRG)― (OSKP_FEH+OSKP_FES+OSKP_FEB+OSKP_FEり )

(-19.985)
+169046.1(D06+D07+D08)

(8.016)

ADJ.R2=0.955  SER=28988.08  DW=1.742

大 阪 府 国 庫 支 出金

OSKP_FRN=8057.353+O.09105(OSKP_FEH+OSKP_FES+OSKP_FE!A+OSKP_FE10)

(0。 725) (3.567)
+O.68227(OSKP_FRN(-1))-43002.18(D02+D03+D04+D05+D06+D07)

(8.604)               (-6.403)
ADJ.R2=0.961  SER=14447.85  DVy=2.149
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大 阪 府 手 数 料 及 び使 用 料

OSKP FRRC=487.1587+0.00131(OSK_CPN)

(0.14) (1.944)
+0.68252(OSKP_FRRC(-1))+5210.471(D93+D94)-6981.29(D05)

(3.962)  (-3.842)(5.594)

DW=1.368SER=1768.196ADJ.R2=0.993

大 阪 府 そ の 他 歳 入

OSKP FRO=-96736.48+O.00748(OSK_GREN)

(-6.557) (13.705)
+0.81825(OSKP_FEL)+92867.27(D94)+127327.7(D98)

(6.183)(4.589)(24.952)

DW=1.959SER=19637.01ADJ.R2=0.986

大 阪 府 歳 出 総 額

+OSKP FEI +FEM +OSKP FES +OSKP FEAOSKP FE =OSKP FEH +OSKP

+OSKP FEOOSKP FEB tt OSKP FEL +OSKP FEttR +OSKP FEMR

大 阪 府 人 件 費

OSKP FEH=27721.76+0.28069(OSK_WAGE・ OSKP_NGE)

(1.58) (2.962)
+0.86627((DSKP_FEH(-1))-56485.94(D05)-48806.52(D08)

(-4.367)      (-3.88)(35。 159)

ADJ.R2=0.996  SER=12049.49  DW=1.371

大 阪 府 物 件 費

OSKP FEM=6643.647+0.05201(OSKP FR丁 +OSKP FRC+OSKP_FRG)

(2.094) (17.67)
-18630.13(D88+D89+D90+D91)+18647.37(D94+D95)

(-6.124)                   (4.866)
ADJ.R2〓0.919  SER=5161.695  DW=1.26

大 阪 府 扶 助 費

LN(OSKP_FES)=‐ 18.67555

(-14.172)
+0.78717(LN((OSK_POP650V+(OSK_POP… OSK POP650V― OSK POP1564))・ OSK_WAGE))

(8.347)
+1.32576(LN(OSKP_FRN))-0.13956(D81+D82+D83+D84)

(22275)                        (-3.892)
ADJ.R2=0.977  SER=0.06  DW=2.34
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大阪府普通建設事 業費

OSKP FEI =OSKP FEIA +OSKP FEH +OSKP FE:0

大 阪 府 普 通 建 設事 業 費 (ネ甫助 事 業 )

OSKP FEIA=6521.252+0.56642(OSKP_FRN)
(0.731) (13.29)

+-0.00136(OSK_KG(-1))+33432.17(D92+D93)

(3.894)(-4.358)
SER=10987.86  DW=1.184ADJ.R2=0.94

大 阪 府維 持 補 修 費

e:OSKP FEMR=1160。 353+0.00363(OSKP_FR丁 +OSKP FRC+OSKP_FRG)
(2.293) (3.032)

+O.75595({Э SKP_FEMR(-1))+2560。 215(D89)-2474.282(D08)

(12.167)               (2.963)          (-2.993)
SER=797.019  DVV〓 1.468ADJoR2=0.983

大 阪 府補 助 費 等

OSKP FEA=-49261.47+0。 14024(OSKP_FR丁 +OSKP FRC+OSKP_FRG)

(-2.432) (5.179)
+0.67375(OSKP_FEA(-1))+0.78703(OSKC_FRCC)+49460.62(D98)

(2.361)(2.341)(10.683)

SER=19184.59  DW=2.031ADJ.R2=0,983

大 阪 府 公債 費

OSKP FEB=20774.27+0.01254(OSKP_FD)
(5。 19) (3.906)

+O.77053(OSKP_FEB(-1))+32509.71(D99)

(3.398)(15.386)
SER=9095.935  DW=1.179ADJ.R2=0.990

大 阪 府 繰 出金

OSKP FEttR=1342.351+0.00172(OSKP_FD)

(2.13) (6.638)
+0.60582(OSKP_F EttR(-1))+21693.01(D88)

(13.54)(12.098)

SER=1559.941  DVV=1.893ADJ.R2=0.954

大 阪 府 貸 付 金
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OSKP FEL=-23145.53+O.00177(OSK_GREN)
(-1.612) (3.332)

+0.87264((DSKP_FEL(-1))-77272.86(D96+D97)+133817.9(D06)

(25.15) (-5.296)          (6.577)
AD」 .R2=0.981 SER=18924.04 DW=1.837

大 阪 府 そ の 他 歳 出

OSKP FEO=-16416.35+0.00111(OSK_GREN)
(-1.276) (2.31)

+0.48206(OSKP_FEO(-1))+48591.18(D87+D88+D89)

(3.849) (4.85)
-37431.53(D97)+62346.44(D08)

(-2.296) (3.719)
ADJ.R2=0。 774 SER=15772.59 DW=2.47

大 阪 府 地 方 債 残 高

OSKP FD― OSKP _FD(-1)=45518.21+1.01367(OSKP_FRB)

(1.611) (33.232)
+-0。 8085(OSKP_FEB)+0。 78391(AR(1))

(-7.275) (5.426)

AD」 .R2=0.993 SER=11487.43 DW=2.25

(3)大 阪 市 財 政 ブ ロ ック

大 阪 市 歳 入 総 額

OSKC FR =OSKC FR丁  +OSKC FRN +OSKC FRG +OSKC FRC +OSKC FRCC

+OSKC FROSK +OSKC FRRC +OSKC FRttR +OSKC FRB +OSKC FRO

大 阪 市 市 税 収 入

OSKC_FR丁 =39965.27+1.02782(OSKC_FR丁 IP+OSKC_FR丁IC+OSKC_FRttCP+OSKC_FRttP)

(12.56) (198.965)
-4219.484(D06+D07+D08)

(-2.367)

AD」 .R2=0.999  SER=2877.269  DW=1.37

大 阪 市 法 人 市 民税

OSKC_FR丁 IC=20105。 56+.06807(OSK_TDC・ (OSKC_LED/OSK_LED)・
OSKC_RF RttlC/100)

(3.207) (22.436)
-41326.1(D95+D96)+39727.42(D07+D08)

(-5.861)            (5。 714)

ADJ.R2〓0.947  SER=9082.919  DVV=2.392
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大 阪 市 個 人市 民税

LN(OSKC_FR丁 IP)

=-3.96381+1.03888(LN((OSKC_YWttV(… 1)― OSK_LttL・ OSKC_LヽⅣN)))

(-3.045) (12.011)
+0.2376(D89+D90+D91+D92)

(7.05)

ADJ.R2=0.892  SER〓 0.061  DW=2.119

大 阪 市 固 定 資 産税

OSKC FRttP =OSKC FRttPL +OSKC FRttPO

大 阪市 固 定 資 産税 土 地 分

OSKC_FRttPL〓 2084.188+0.01358(OSKC_FRttP L B)

(2.836)  (172.979)

ADJ.R2〓 0.999  SER=1087.967  DW〓 1.342

大 阪 市 固 定 資 産税 土 地 以外

OSKC_FRttPO=1553.235+0.01167(OSKC_FRttPAB)+0.01395(OSKC_FRttPHB)

(2.433) (20.574)             (80.856)

ADJ.R2=0.999  SER=982.06  DW=1.961

大 阪 市 固 定 資 産税 土 地 分 課 税 標 準

LN(OSKC_FRttPLB)=13.6239+0.428412・ ln(OSKC_PLAND)
(48.5)   (7。 35)

+0.05719・ D9193・ ln(OSKC_PLAN D)+0.13376・ D9496・ in(OSKC_PLAND)
(5.11)                      (12.4)

+0.15468・ D9799口 ln(OSKC_PLAN D)+0.14276・ D0002・ ln(OSKC_PLAND)
(13.8)                      (11.1)

+0.126360D030501n(OSKC_PLAN D)+0。 10665・ D0608・ ln(OSKC_PLAN D)

(7.96)                          (6.63)
ADJ.R2 =0.932 SER= 0.057903D.W.=1.89

大 阪 市 固 定 資 産税 家 屋 分 課 税 標 準

OSKC FRttPHB=-7678855+2.747355・ (OSKC_KH・ (OSKC_POP/OSK_POP))
(-8.92)   (14.1)
+0.146238・ D9193・ (OSKC_KHO(OSKC_POP/OSK_POP))
(3.45)

+0.256538・ D9496・ (OSKC_KH・ (OSKC_POP/OSK_POP))
(5.52)

+0.314692・ D9799・ (OSKC_KH・ (OSKC_POP/OSK_POP))
(6.46)
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POP/OSK POP))+0.380304・ D0002・ (OSKC_KH・ (OSKC
(7.92)

POP/OSK POP))+0。 408828・ D0305・ (OSKC_KH・ (OSKC
(8,72)

POP/OSK POP))+0。 431045・ D0608・ (OSKC_KH・ (OSKC
(9.55)

239665.5  D.W.=1.47=0。 990 SER=A DJ.R2

大 阪 市 固 定 資 産 税 償 却 資 産 分 課 税 標 準

OSKC FRttPAB=-1095347
(-10.3)                                    PIPF/100

+0.092928・ OSK_KF(-1)・ (OSKC_LEDノOSK_LED)・ OSK_
(25,7)

+0.351692・ OSK_lPFN・ (OSKC LED/OSK_LED)・ OSK_PIPF/100
(8.62)

AD」 .R2 =0.980 SER=97475.44D.W.=1.36

大 阪 市 都 市 計 画 税

OSKC FRttCP=8480.962+0.00361(OSKC_FRttP LB)

(3.377) (13.462)
+0.00192(OSKC_FRttPHB)+0.52841(AR(1))

(3.162)(6.201)

ADJ.R2=0.987  SER=1460.274  DW=1.671

大 阪 市 地 方 債 発 行 高

OSKC FRB=-14660.23
(-0.887)

…020558((OSKC FR丁 +OSKC FRC+OSKC_FRG)― (OSKC_FEH+OSKC FES+OSKC FEB+OSKC_FEり )

(-2.149)

+0.70074(OSKC_FRB(-1))

(7.301)

SER〓 17937.41  DW〓 1.171A DJ.R2=0.961

大 阪 市 地 方 消 費 税 交 付 金

OSKC FRCC=-58.58335+0.46003(OSKP_F RttC・ (OSKC_POP/OSK_POP))
(-0.219) (77.804)

+6850.47(D98+D99+D00)

(9.344)

AD」 。R2=0.996  SER=1119.568  DW=2.917

大 阪 市 地 方 交 付 税

OSKC FRG=1724.448+0.98862(OSKC_SWG・ (OSKC_FBFD― OSKC FBFR))

(4.95)  (114.6)

。16ADJ.R2=0.998  SER=1353.086  DW=1
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大 阪 市 地 方 交 付税 ス イ ッチ OSKC SWG

OSKC_FBFD>OSKC_FBFRの 場 合 は 1、 それ 以外 は 0

大 阪 市 基 準 財 政需 要 額

OSKC FBFD=
38707.72+O.08886(OSKC_FEH+OSKC_FEM+OSKC_FEMR+OSKC_FES+OSKC_FEI)

(3.326) (3.408)
+0.76411(OSKC_FBFD(-1))+55775.03(D89)

(14.938)                        (4.646)
ADJ.R2=0.985  SER=11713.9  DW〓 2.123

大 阪 市 基 準 財 政収 入額

OSKC_FBFR=15654.29+0.8623(((100-」 PN_RFRGC)/100)・ (OSKC_FRC+OSKC_FR丁 (-1))・

(OSK_PGREノ OSK_PGRE(-1)))

(1.179) (33.742)
+1.01912(OSKC_FRCC)

(7577)

AD」 .R2〓 0.981  SER=12604.76  DW=1.556

大 阪 市 国 庫 支 出金

OSKC_FRN=-30847.3+0.13769(OSKC_FEH+OSKC_FES+OSKC_FE:A+OSKC_FE10)

(-2.06) (3.353)
+0.73017(OSKC_FRN(-1))

(9.144)

AD」 .R2=0.959  SER=9871.497  DVV=1.864

大 阪 市 都 道 府 県支 出金

OSKC_FROSK=10799.59+0.00562(OSKC_FEH+OSKC_FES+OSKC_FEI)
(5.062) (3.29)

+0。 33831(OSKC_FROSK(-1))-2498.49(D01+D02+D03+D04)
(3.04)                         (_3.654)

AD」 .R2=0,935  SER=1210.652  DW=1.897

大 阪 市 手 数 料 及 び使 用 料

OSKC_FRRC=-19716.93+O.01378(OSKC_CPN)+7980.867(D0005)

(-7.513) (26.748)             (7.581)
ADJ.R2=0.974  SER=2157.388  DW=1.34

大 阪 市 そ の他 歳 入
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OSKC FRO=-65857.83+0.02076(OSKC_YNF)

(-2.778) (9.518)
+1.43226(OSKC_FEL)+35339.23(D80+D81)‐ 41768.85(D06)

(2.85)    (-2.974)(28.04)

DW=1.213SER=13574.19AD」 .R2〓 0.97

大 阪 市 歳 出 総 額

FEM +OSKC FEMR +OSKC FES +OSKC FEAOSKC FE =OSKC FEH +OSKC

+OSKC FEL +OSKC FEttR +OSKC FEI +OSKC FEB +OSKC FEO

大 阪 市 物 件 費

OSKC FEM=-8681.428+0.03026(OSKC_FR丁 +OSKC FRC+OSKC_FRG+OSKC_FRCC)

(-1.365) (2.554)
+0.89643(OSKC_FEM(-1))-16110。 28(D06)

(23.864)              (-3.24)

ADJ.R2=0.981  SER=4762.957  DW= 1.169

大 阪 市維 持 補 修 費

OSKC FEMR=-6253.842+0.04309(OSKC_FR丁 +OSKC FRC+OSKC FRG+OSKC_FRCC)

(-3.026) (14.599)
+4337.154(D94+D95)-7646.536(D06+D07+D08)

(3.111) (…
6.598)

AD」 .R2=0.904  SER〓 1873.721  DW=1.148

大 阪 市 扶 助 費

LN(OSKC_FES)=-0.26904
(-1.331)

+O.09045(LN((OSKC POP・ OSK POP650V/OSK_POP)・ OSK_WAGE))
(2.957)
+0.92146(LN(OSKC_FES(-1)))+0.07695(D81+D82-D83)-0.08166(D00)

(22.491) (5.369)        (-3.286)
ADJ.R2=0.994  SER=0.024  DW=1.323

大 阪 市 普 通 建 設事 業 費

OSKC FEl =OSKC FE:A +OSKC FE‖ +OSKC FE!0

大 阪 市 公 債 費

OSKC_FEB=107989+0.03644(OSKC_FD)

(32.108) (21.145)
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+…27593.21(D80+D81+D82)+-22501.85(D95+D96+D97+D98)

(-5.993)                        (-5824)
ADJ.R2=0.963  SER=7067.69  DW=2.091

大 阪 市 そ の他 歳 出

OSKC_FEO=-64017.33+O.01208(OSKC_YNF)+38587.28(D90+D91)

(-2.409) (4.307)             (2.799)

ADJ.R2=0.727  SER〓 14379。 9  DW=1.449

大 阪 市 地 方 債 残 高 OSKC FD

OSKC_FD― OSKC_FD(-1)=53484.08+1.07728(OSKC_FRB)-1.06305(OSKC_FEB)

(2.728) (22.521)             (-8.614)
ADJ.R2=0.949  SER=21048.82  DW=2.258

(制 度改革 モデル )

大阪市中心業務地区雇用者報酬

OSKCA YWttV=-142533.9+2.05956(OSKCA LWN・ OSK_WAGE)

(-6.643) (30.466)

1.339ADJ.R2=0。 972  SER〓 13014.02  DW=

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 実 質 民 間 最 終 消 費 支 出

=-33610.420SKCA CP
(-0.361)

+0.0403((OSKC_YWttV― (OSK ttDP+OSKP_FR丁 IP)・ (OSKC YWttV/OSK_YWttV)‐ OSKC_FR丁 IP)ノ (OSK_PCP/100))

(1.884)

+O.91149(OSKCA_CP(-1))-143360(D97)

(‐ 3.875)(26.981)

DW=1.643984  SER=35289.64ADJ.R2=0.

大 阪 市 市 内 就 業 者 数 OSKC LED

OSKCA LED=252549.4+O.17958(OSK_LED)+O。 9182(AR(1))

(0.656) (2.179)             (8.399)

.168ADJ.R2=0.92  SER=19671.22  DW=1

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 雇 用 者 数

・ OSK LWNOSKCA LヽⅣN =OSKCA RLllVN
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大阪市 中心業務地 区歳入総額

OSKCA FR =OSKCA FR丁  +OSKCA FRN +OSKCA FRG +OSKCA FRC +

OSKCA FRCC +OSKCA FROSK +OSKCA FRRC +OSKCA FRttR +OSKCA FRB

+OSKCA FRO

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 市 税 収 入

OSKCA_FR丁 =1454.688+1.05252(OSKCA_FR丁 IP+OSKCA_FR丁 iC+OSKCA_FRttCP+OSKCA_F RttP)

(0.884) (180.618)
+25539.2(D07+D08)

(19.048)

AD」 .R2=0.999  SER=1824.17  DW=2.047

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 法 人 市 民 税

OSKCA_FR丁 IC=11762.54+1.59196(OSK_丁 DC・ (OSKCA_LEDノ OSK_LED)・ OSKC_RFRttlC/100)

(2.194) (19.32)
+-28479.24(D95+D96)+29540.66(D06+D07+D08)

(-4.946)                        (6.141)

ADJ.R2〓0.934  SER=7685.588  DW=1.712

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 個 人 市 民 税

LN(OSKCA_FR丁 IP)=… 3.30679+1.1036(LN((OSKCA_YWttV(-1)― OSK_LttL・ OSKCA_LWN)))

(-2.681) (11.21)
+0.2459(D8992)

(5。 853)

ADJ.R2=0.855  SER=0.076  DW=1.543

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 固 定 資 産 税

OSKCA FRttP =OSKCA FRttPL +OSKCA FRttPO

大 阪 市 中心 業 務地 区 固 定 資 産 税 土 地 分

OSKCA_F RttP L=502.697+0.01385(OSKCA_F RttP L B)

(0.678)  (73.979)

A DJ.R2=0,995  SER=1465.763  DW=2.036

大 阪 市 中心 業 務地 区 固 定 資 産 税 土地 以外

OSKCA_FRttPO=-1153.241+0.01193(OSKCA_FRttPAB)

(-1.381) (8.744)
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+0.01479(OSKCA_F RttP H B)

(22.334)

ADJ.R2=0.995  SER=1359.642  DVV〓 1.212

大 阪 市 中 心 業 務地 区 固 定 資 産 税 土 地 分 課 税 標 準

LN(OSKCA_FRttPLB)=12.88957+0.40772001n(OSKC_PLAND)
(39.4)   (6.10

+0.08979・ D9193口 ln(OSKC_PLAND)+0.15395・ D9496・ ln(OSKC_PLAND)
(7.23)                       (14.4)

+0.16115・ D9799口 ln(OSKC_PLAND)+0.10199・ D0002・ ln(OSKC_PLAND)
(14.2)                      (7.45)

+0.05199・ D0305・ ln(OSKC_PLAND)+0.048130D0608・ ln(OSKC_PLAND)

(3.36)                        (2.69)
ADJ.R2 =0.962 SER= 0.077189D.W.=2.12

大 阪 市 中心 業 務地 区 固 定 資 産 税 家 屋 分 課 税 標 準

OSKCA FRttPHB=-3108742+13.39533・ (OSKC_KH・ (OSKCA_POP/OSK_POP))
(-24.3)   (42.0)
+1.1552590D9193・ (OSKC_KH・ (OSKCA_POP/OSK_POP))
(9.57)

+1.710371・ D9496・ (OSKC_KH・ (OSKCA_POP/OSK_POP))
(14.4)

+1.566036・ D9799・ (OSKC_KH・ (OSKCA_POP/OSK_POP))
(13.4)

+0。 916606・ D0002・ (OSKC_KH・ (OSKCA_POP/OSK_POP))
(7.77)

-0.856337・ D0608・ (OSKC_KH・ (OSKCA_POP/OSK_POP))
(9.55)

ADJ.R2 =0.993 SER= 78404.6 D.W.=1.72

大 阪 市 中 心 業 務地 区 固 定 資 産 税 償 却 資 産 分 課 税 標 準

OSKCA FRttPAB=-713694.1
(-9.34)

+0.118105・ OSK_KF(-1)・ (OSKCA_LED/OSK_LED)・ OSK_P:PF/100
(20.8)

+O.430851・ OSK IPFN・ (OSKCA_LED/OSK_LED)・ OSK_PIPF/100
(6.80)

ADJ.R2 =0.972 SER=71487.47D.W.=1.21

大 阪 市 中心 業 務地 区都 市 計 画 税

OSKCA FRttCP=398.1609+0.00314(OSKCA_FRttPLB)

(1.74) (58.615)
+O.00282(OSKCA_F RttP H B)+910.0786(D89+D90)

(33.0)                  (3.475)
ADJ.R2=0.997  SER=352.914  DW=1.798



大 阪 市 中 心 業 務 地 区 地 方 債 発 行 高

OSKCA_FRB=30660.59+0.87851(AR(1))

(2.853)  (11.344)
-0.05239((OSKCA_FR丁+OSKCA_FRC+OSKCA_FRG)… (OSKCA_FEH+OSKCA_FES+OSKCA_FEB+OSKCA_FEI))

(-1.413)

ADJ.R2=0.782  SER=3329.073  DW=2.252

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 地 方 消 費 税 交 付 金

OSKCA_FRCC=-0.62921+1.77986(OSKP_F RttC・ (OSKCA_POP/OSK_POP))
(-0.007) (76.036)

+3520。 316(D98+D99+D00)

(13.766)

A DJ.R2=0.996  SER〓 399.327  DW=2.437

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 基 準 財 政 需 要 額

OSKCA FBFD=-377.8125
(-0.4)

+0.47228(OSKCA_FEH+OSKCA_FEM+OSKCA_FEMR+OSKCA_FESttOSKCA_FE!)

(30。 759)

+2398。 251(D88+D89+D90+D91)

(4.162)

ADJ.R2=0.971  SER=1040.048  DW=1.229

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 基 準 財 政 収 入 額

:OSKCA_FBFR=11840.63 +O.94431(OSKCA_FRCC)
(1.396)      (3.256)

+.87069(((100いJPN_RFRGC)/100)・ (OSKCA_FRC+OSKCA_FR丁 (-1))・

(OSK_PGREノ OSK_PGRE(-1)))

(24.67)

ADJoR2=0.961  SER=9417.412  DW=1.333

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 国 庫 支 出 金

OSKCA_FRN=-4214。338+0.0727(OSKCA_FEH+OSKCA_FES+OSKCA_F EIA+OSKCA_FE10)
(-2.702) (2.722)

+0。 9776(OSKCA_FRN(-1))+1500.412(D81+D82)

(21.713)                        (2.046)
ADJ.R2=0。 971  SER=834.726  DW=2.077

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 都 道 府 県 支 出 金

OSKCA_FROSK=1343.675+0.00519(OSKCA_FEH+OSKCA_FES+OSKCA_FE!)

(10.216) (3.628)
+1944.983(D07+D08)
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(18.314)

ADJ.R2=0.931  SER=143.192  DW=1.358

大 阪 市 中 心 業 務地 区 手 数 料 及 び使 用 料

OSKCA_FRRC=348.3279+0.00041(OSKCA_CPN)

(3.897) (3.148)
+0.76573(OSKCA_FRRC(-1))+396.6271(D07)

(18.025)             (3。 976)

ADJ.R2=0。 995  SER=89.006  DW=2.097

大 阪 市 中 心 業務 地 区 そ の 他 歳 入

OSKCA_FRO=1921.192+0.00207(OSKCA_YNF)

(1.477) (7.445)
+0.23773(OSKCA_FEL)+2616.362(D04+D05)

(30.526)                         (3.129)
ADJ.R2=0.977  SER=1078.074  DW=1.215

大 阪 市 中 心 業 務 地 区歳 出 総 額

OSKCA FE =OSKCA FEH +OSKCA FEM +OSKCA FEMR tt OSKCA FES +

OSKCA FEA +OSKCA FEL +OSKCA FEttR +OSKCA FEl +OSKCA FEB 十

OSKCA FEO

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 物 件 費

OSKCA_FEM=-195。 7798+O.00175(OSKCA_FR丁 +OSKCA_FRC+OSKCA_FRG+OSKCA_FRCC)

(-0.82) (2.158)
+0。 98018(OSKCA_FEM(-1))-678.5274(D06+D07+D08)

(41.469)                (-4.45)

A DJ.R2=0,988  SER=230.736  DW=1.817

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 維 持 補 修 費

OSKCA_FEMR=41.93622+0.00126(OSKCA_FR丁 +OSKCA_FRC+OSKCA_FRG+OSKCA_FRCC)

(0.554) (3.315)
+0.69458(OSKCA_FEMR(… 1))

(9.649)

ADJ.R2=0 933  SER=73.981  DW=1.843

大 阪 市 中 心 業 務 地 区 扶 助 費

LN(OSKCA_FES)=-0.34789
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(… 2.522)

+0.08544(LN((OSKCA_POP・ OSK_POP650Vノ OSK_POP)・ OSK_lⅣ AG E))

(2.812)
+0.94017(LN(OSKCA_FES(-1)))-0.06629(D88+D89+D90)+-0.08376(D00)

(24.385)             (-4.29)          (‐ 3.336)

ADJ.R2=0。 996  SER=0.024  DW=1.113

大 阪 市 中心 業 務地 区公債 費

OSKCA_FEB=16815.69+0.04696(OSKCA_FD)-4421.651(D96+D97+D98)

(19.739) (21.604)                    (-3.486)
ADJ.R2=0.954  SER=2065.038  DW=1.262

大 阪 市 中心 業 務 地 区 そ の 他 歳 出

OSKCA_FEO=-2727.723+0.00124(OSKCA_YNF)+1962.401(D90+D91)

(…2.011) (4.056)             (2.646)

ADJ.R2〓 0.703  SER=773.513  DW=1.523

大 阪 市 中心 業 務地 区地 方 債 残 高

OSKCA_FD―OSKCA_FD(-1)=9556.12+1.04254(OSKCA_FRB)-0.92786(OSKCA_FEB)

(1.972) (12.553)             (-5.501)
ADJ.R2=0.875  SER=6981.486  DVげ =1.609

大 阪 市 周 辺 地 区雇 用 者 報 酬

OSKCB_YW丁 ∨ =1996135+1.08052(OSKCB_Lヽ ⅣN・ OSK_WAGE)+0.85195(AR(1))

(1.895) (3.928)             (11.945)
ADJ.R2=0.967  SER=153002.2  DW=2.345

大 阪 市 周 辺 地 区実 質 民 間 最 終 消 費 支 出

OSKCB CP=222556.3
(1.287)

+008724((OSKCB_YWttV‐ (OSK_丁DP+OSKP_FR丁 IP)。

(OSKCB_YWttV/OSK_YWttV)― OSKCB_FR丁 IP)ノ (OSK_PCP/100))

(2.406)

+0.82263(OSKCB_CP(-1))-160382.1(D97+D98+D99)

(11.908)             (… 4.597)

AD」 .R2=0.94  SER=51383.29  DW=1.95

大 阪 市 周 辺 地 区雇 用 者 数

OSKCB LWN =OSKCB RL1/VN ・ OSK LWN
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大阪市周辺地 区歳入総額

OSKCB FR =OSKCB FR丁  +OSKCB FRN +OSKCB FRG +OSKCB FRC +

OSKCB FRCC +OSKCB FROSK +OSKCB FRRC +OSKCB FRttR +OSKCB FRB

+OSKCB FRO

大 阪 市 周 辺 地 区 市 税 収 入

OSKCB_FR丁 =39706.2+1.0078(OSKCA_FR丁 IP+OSKCA_FR丁 IC+OSKCA_FRttCP+OSKCA_FRTP)

(0.884) (130.9)
-29640.6(D07+D08)

(-19.4)

ADJ.R2=0,999  SER=2059.9  DW〓 1.08

大 阪 市 周 辺 地 区 法 人 市 民 税

OSKCB_F Rtti C=23389.59+0.24962(OSK_丁 DC・ (OSKCB_LEDノ OSK_LED)。 OSKC_RFR丁 ICノ 100)

(9.641) (7.24)
+12828.57(D89+D90+D91+D92)+6282.162(D07+D08)

(6.317)             (2.69)

AD」 .R2=0。 902  SER=3029.594  DW〓 1.343

大 阪 市 周 辺 地 区 個 人 市 民 税

LN(OSKCB_FR丁 IP)=-24.5842

(-3.97)
+1.0061(LN((OSKCB_YWttV(-1)― OSK_LttL00SKCB_LlrVN)))+0.22913D90+D91+D92)

(7.80)                                                (3.44)
ADJ.R2=0。 767  SER=0.089  DW=1.994

大 阪 市 周 辺 地 区 固 定 資 産 税

OSKCB_F RttP =OSKCB_F RttP L +OSKCB FRttPO

大 阪 市 周 辺 地 区 固 定 資 産 税 土 地 分

OSKCB_FRttPL=1121.984+0.01346(OSKCB_FRttPLB)

(1.221) (83.17)
+-5979.546(D83+D84+D85)-5891.189(D87+D88)

(-9.845)              (_8.481)
ADJ.R2=0.997  SER=939。 788  DW=1.044
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大 阪 市 周 辺 地 区 固 定 資 産 税 土地 以外

OSKCB_FRttPO=-1439.292+O.00756(OSKCB_FRttPAB)+0.01491(OSKCB_F RttP H B)

(-0.857) (2.819)                      (31.149)
ADJ.R2=0.993  SER=1931.188  DW=1.694

大 阪 市 周 辺 地 区 固 定 資 産 税 土地 分 課 税 標 準

LN(OSKCB_F RttP LB)=14.75736+0.126247・ ln(OSKC_PLAND)
(61.5)   (2.58)

+0.0252・ D9193・ ln(OSKC_PLAND)+0.07142・ D9496・ ln(OSKC_PLAND)
(3.09)                       (8.97)

+0.08857・ D979901n(OSKC_PLAND)+0.08493・ D0002・ ln(OSKC_PLAN D)

(10.5)                        (8.35)
+0.05518・ D0305・ ln(OSKC_PLAND)+0.02930・ D0608口 ln(OSKC_PLAND)

(4.24)                        (2.21)                       ′

ADJ.R2 =0.937 SER= 0.0575D.W.=2.08

大 阪 市 周 辺 地 区 固 定 資 産 税 家屋 分 課 税 標 準

OSKCB FRttPHB=-5321745+1.9114850(OSKC_KH・ (OSKCB_POP/OSK_POP))
(-8.72)   (14.2)
+0,089748・ D9496・ (OSKC_KH・ (OSKCB_POP/OSK_POP))
(2.54)

+0。 138613・ D9799・ (OSKC_KH・ (OSKCB_POP/OSK_POP))
(3.82)

+0.18144・ D0002・ (OSKC_KHO(OSKCB_POP/OSK_POP))
(5.07)

+0.22295・ D0305・ (OSKC_KH・ (OSKCB_POP/OSK_POP))
(6.36)

+O.258713・ D0608・ (OSKC_KH・ (OSKCB_POP/OSK_POP))
(7.56)

ADJ.R2 =0.973 SER= 230289.8 DoW.=2.12

大 阪 市 周 辺 地 区 固 定 資 産 税 償 却 資 産 分 課 税 標 準

OSKCB FRttPAB=-155267.9
(-2.42)

+O.063896・ OSK_KF(-1)・ (OSKCB_LED/OSK_LED)・ OSK_PIPF/100
(16.0)

+0.222031・ OSK IPFN・ (OSKCB_LED/OSK_LED)・ OSK_PiPF/100
(6.80)

+185966.3・ D88

(3.30)
ADJ.R2 〓 0。 946 SER=53543.6D.W.=1.13

大 阪 市 周 辺 地 区都 市 計 画 税

OSKCB_FRttCP=4662.776+0.00387(OSKCB_FRttPLB)

(7.435) (21.605)
+0.0019(OSKCB_FRttPHB)+3443.18(D89+D90)+3893.012(D95+D96)
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(13.501)                (7.133)             (7.488)
ADJ.R2〓 0.992  SER=649.134  DW=1.569

大 阪 市 周 辺 地 区地 方債 発 行 高

OSKCB_FRB=-1448377+48994.8(D95+D96+D97+D98)

(…
9351)  (4486)

+084188((OSKCB_FR丁 +OSKCB_FRC+OSKCB_FRG)― (OSKCB_FEH+OSKCB_FES+OSKCB_FEB+OSKCB_FEI))

(‐ 18707)

AD」 R2=0 961  SER=16542 99  DW=1.707

大 阪 市 周 辺 地 区 地 方 消 費 税 交 付 金

OSKCB_FRCC=19.56796+0.34368(OSKP_F RttC・ (OSKCB_POP/OSK_POP))
(0.055)  (43.04)

ADJ.R2=0.985  SER=1481.271  DW=1.676

大 阪 市 周 辺 地 区 基 準 財 政 需 要 額

OSKCB_FBFD=35604.84+O.73583(OSKCB_FBFD(-1))+49135.98(D89)

(3.442)  (13.668)                       (4.617)
+0.09944(OSKCB_FEH+OSKCB_FEM+OSKCB_FEMR+OSKCB_FES+OSKCB_FEり

(3.736)

ADJ.R2=0.984  SER=10389。 98  DW=2.121

大 阪 市 周 辺 地 区 基 準 財 政 収 入 額

OSKCB_FBFR=635.5553 +0.84171(OSKCB_FRCC)
(0.073)     (7.00)

+0.87442(((100-」 PN_RFRGC)/100)・ (OSKCB_FRC+OSKCB_FR丁 (-1))・

(OSK_PGRE/OSK_PGRE(-1)))

(28.407)

A DJ.R2=0.974  SER〓 7370.037  DW=1.205

大 阪 市 周 辺 地 区 国 庫 支 出 金

OSKCB_FRN=-52125.6+19038.18(D92)
(-3.682)    (2.217)

+0.18976(OSKCB_FEH+OSKCB_FES+OSKCB_FEIA+OSKCB_FE10)

(4.317)
+0.70032(OSKCB_FRN(-1))+16756.15(D81+D82)

(8。 429)                 (2.486)
ADJ.R2=0。 968  SER=7921.009  DW=2.072

大 阪 市 周 辺 地 区 都 道 府 県 支 出 金

OSKCB_FROSK=11868.51+0.01141(OSKCB_FEH+OSKCB_FES+OSKCB_FE!)

(7.536) (5.86)
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+5932.143(D05+D06)

(5.56)

ADJ.R2〓 0.888  SER=1428.577  DW=1.328

大 阪 市 周 辺 地 区手 数 料 及 び使 用 料

OSKCB_FRRC=-9653.305+0.00962(OSKCB_CPN)+0.50512(OSKCB_FRRC(-1))

(-2.747) (4.687)             (5.948)
AD」 .R2=0.99  SER=1221.168  DW=1.454

大 阪 市 周 辺 地 区 そ の他 歳 入

OSKCB_FRO=-28157.89+0.0284(OSKCB_YNF)

(-1.379) (7.61)
+2.49747(OSKCB_FEL)+30618.31(D9195)

(30.43)             (4.685)
ADJ.R2=0.971  SER=12081.43  DW=1.41

大 阪 市 周 辺 地 区歳 出 総 額

OSKCB FE =OSKCB FEH +OSKCB FEM +OSKCB FEMR +OSKCB FES +

OSKCB FEA +OSKCB FEL +OSKCB FEttR +OSKCB FEI +OSKCB FEB +

OSKCB FEO

大 阪 市 周 辺 地 区物 件 費

OSKCB_FEM=-10082.36+0.87494(OSKCB_FEM(-1))-9689.54(D06+D07+D08)
(-1.813) (22.218)                 (-3.712)

+0.04359(OSKCB_FR丁 +OSKCB_FRC+OSKCB_FRG+OSKCB_FRCC)

(3.111)

ADJ.R2=0,985  SER=4070.344  DVV=1.615

大 阪 市 周 辺 地 区維 持 補 修 費

OSKCB_FEMR=-18827.4+O.94772(AR(1))
(-1.176)     (8.596)

+0.05939(OSKCB_FR丁 +OSKCB_FRC+OSKCB_FRG+OSKCB_FRCC)

(3.28)

AD」 .R2=0.906  SER=1588.997  DVV=2.251

大 阪 市 周 辺 地 区扶 助 費

LN(OSKCB_FES)=-0.33117
(-1.553)

+0.09201(LN((OSKCB_POP・ OSK_POP650V/OSK_POP)・ OSK_VVAG E))
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(2.815)
+0.92498(LN(OSKCB_FES(-1)))― -0.08578(D00)

(21.062)               (-3.241)
ADJ.R2=0.993  SER=0.026  DW〓 1.161

大 阪 市 周 辺 地 区公 債 費

OSKCB FEB=86670.89+O.03675(OSKCB_FD)-18888.23(D96+D97+D98)

(23.767) (15.609)             (-3.905)

ADJ.R2=0.917  SER=7854.571  DW=1.4

大 阪 市 周 辺 地 区 そ の他 歳 出

OSKCB FEO=-34377.83+0.01662(OSKCB_YNF)

(-1.818) (4.365)
+37081.29(D90+D91)-22474.88(D01+D02)

(3.606)          (-2.743)
ADJ.R2=0.789  SER=10908.01  DW=2.177

大 阪 市 周 辺 地 区地 方債 残 高

OSKCB_FD―OSKCB_FD(-1)=52983.39+1.05633(OSKCB_FRB)

(3.693) (26.445)
+-1.11628(OSKCB_FEB)-54319.67(D86)

(-10.267)             (-3.724)

ADJ.R2=0.966  SER=13955.5  DllV=1.346
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[変 数 リス ト]

(1)内 生変数

ラベル 変数名 出 所

OSK CG 大 阪府実 質政府 最終 消 費支 出 大阪府民経済計算

OSK CGN 大 阪府 名 目政府 最終 消 費支 出 大 阪 府 民経 済計 算

OSK CP 大 阪府実 質 民間 最終 消 費 支 出 大阪 府 民経 済計 算

OSK CPI 大阪府消費者物価指数 消費者物価指数

OSK CPN 大 阪府 名 目民間最終 消 費支 出 大阪 府 民経 済計 算

OSK GNEN 大 阪府 名 目府 民総支 出 大阪 府 民経 済計 算

OSK GRE 大 阪府実 質府 内総支 出 大阪 府 民経 済計 算

OSK GREN 大 阪府 名 目府 内総支 出 大阪 府 民経 済計 算

OSK GRPP 大 阪府潜 在 府 内総生産 大阪 府 民経 済計 算

OSK IG 大 阪府実 質公 的 総 固定 資本 形 成 大阪府民経済計算

OSK IGC 大 阪府実 質公 的 総 固定 資本 形 成 (公 的企 業 ) 大阪府民経済計算

OSK IGG
大 阪府実 質 公 的総 固定 資本 形 成 (一 般 政 府・

住 宅 )

大 阪 府 民経 済計 算

OSK IGN 大 阪府 名 目公 的総 固定 資本 形 成 大阪 府 民経 済計 算

OSK IPF 大 阪府実 質 民間 企 業設 備投 資 大阪 府 民経 済計 算

OSK IPFN 大 阪府 名 目民間 企業設 備投 資 大阪 府 民経 済計 算

OSK IPH 大阪府実質民間住宅投資 大阪府民経済計算

OSK IPHN 大阪府名 目民間住宅投資 大阪府民経済計算

OSK KF 大 阪府実 質 民間 企 業 資 本ストック 国 民経 済計 算 、工 業統 計調 査

OSK KG 大阪府社 会 資本 ストック 日本 の社 会 資本 、大 阪府 民経 済計 算

OSK KH 大阪府住 宅ストック 国 民経 済計 算 、住 宅土 地統 計調 査

OSK LED 大 阪府府 内就 業 者数 大 阪 府 民経 済計 算

OSK LF 大阪府労 働 力人 口 総務 省統 計 局

OSK LWD 大阪府府内雇用者数 大阪府民経済計算

OSK LWN 大阪 府府 民雇用 者数 大阪 府 民経 済計 算

OSK NEX 大阪 府実 質純移 出 大阪 府 民経 済計 算
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OSK NEXN 大 阪府 名 目純移 出 大阪府民経済計算

OSK PCG 大 阪府政 府最 終 消費支 出デフレータ 大阪 府 民経 済計 算

OSK PCP 大阪府民間最終消費支出デフレータ 大阪府民経済計算

OSK PGRE 大 阪府府 内総 支 出デフレータ 大阪 府 民経 済計 算

OSK PIG 大 阪府 公 的総 固 定資本 形 成デフレータ 大 阪 府 民経 済計 算

OSK PIPF 大 阪府 民 間企 業 設備 投 資デフレータ 大 阪 府 民経 済計 算

OSK PIPH 大 阪府 民間住 宅 投資デフレータ 大阪 府 民経 済計 算

OSK ttDC 大 阪府法 人税 大阪 国税 局統計 書

OSK ttDP 大 阪府 所 得税 大阪 国税 局統計 書

OSK UR 大阪府失業率 大阪府統計年鑑

OSK VVAGE 大阪府雇用者一人あたり賃金俸給 大 阪 府 民経 済計 算

OSK YCPV 大 阪府 民間 法 人企 業 所得 大阪 府 民経 済計 算

OSK YCV 大 阪府企 業 所得 大阪府民経済計算

OSK YDPH 大 阪府 家計 可処 分 所得 大阪 府 民経 済計 算

OSK YNF 大阪府府 民所得 大 阪 府 民経 済計 算

OSK YPREV 大阪府財 産 所得 大阪 府 民経 済計 算

OSK Y1/VttV 大阪府雇用者報酬 大阪府民経済計算

OSK YWV 大阪 府賃 金 俸給 大阪 府 民経 済計 算

OSKC CP 大阪市 実 質 民間最終 消 費支 出 大阪 市 民経 済計 算

OSKC CPN 大阪市 名 目民間最終 消 費支 出 大阪市民経済計算

OSKC FBFR 大阪市 基 準 財 政 収 入額 市 町 村 別 決 算状 況調

OSKC FD 大阪市 地 方債 残 高 市 町 村別 決 算状 況調

OSKC FE 大阪市 歳 出総額 市 町 村 別決 算状 況調

OSKC FEA 大阪市補助費等 市町村別決算状況調

OSKC FEB 大阪市 公債 費 市 町 村別 決 算状 況調

OSKC FEI 大阪市普 通 建設 事 業 費 市 町 村 別決 算状 況調

OSKC FEM 大阪市 物 件 費 市 町 村 別決 算状 況調

OSKC FEMR 大阪市維 持補修 費 市 町 村 別決 算状 況調

OSKC FEO 大阪市 その他 歳 出 市 町 村 別決 算状 況調



OSKC FES 大 阪市 扶 助 費 市 町 村 別決 算状 況調

OSKC FR 大 阪市 歳 入総額 市 町 村 別 決 算状 況調

OSKC FRB 大 阪市 地 方債 発 行高 市町 村 別決 算状 況調

OSKC FRCC 大 阪市 地 方 消費 税 交付 金 市 町 村 別決 算状 況調

OSKC FRG 大 阪市 地 方 交付 税 市 町 村別 決 算状 況調

OSKC FRN 大 阪市 国庫 支 出金 市 町 村 別 決 算状 況調

OSKC FRO 大 阪市 その他 歳 入 市 町 村 別決 算状 況調

OSKC FROSK 大 阪市都 道 府 県支 出金 市 町 村 別決 算 状 況調

OSKC FRRC 大 阪市 手 数 料 及び使 用 料 市 町 村別 決 算 状 況調

OSKC FR丁 大阪市市 税 収 入 市 町 村別 決 算状 況調

OSKC FRttCP 大 阪市 都 市 計 画 税 市 町 村 別 決 算状 況調

OSKC FR丁 IC 大 阪市 法 人市 民税 市 町 村 別 決 算状 況調

OSKC FR丁 IP 大 阪市個 人市 民税 市町村別決算状況調

OSKC FRttP 大 阪市 固 定 資産 税 市町村別決算状況調

OSKC FRttPAB 大 阪市 固 定 資産 税償 却 資産 分 課税標 準 大阪市 税 務 統計

OSKC FRTPHB 大 阪市 固 定 資産 税家屋 分課 税 標 準 大 阪市 税 務 統計

OSKC FRttPL 大 阪市 固 定 資産 税 土 地 分 大阪市税務統計

OSKC FRttPLB 大 阪市 固 定 資産 税 土地 分課 税 標準 大 阪市 税 務 統計

OSKC FRttPO 大 阪市 固 定 資産 税 土地 以外 大阪 市税 務 統計

OSKC LED 大阪市市内就業者数 大阪市民経済計算

OSKC L1/VD 大 阪市市 内雇 用 者数 大阪市民経済計算

OSKC L1/VN 大 阪市市 民雇 用 者数 大阪 市 民経 済計 算

OSKC PLAND 大 阪市市 街 地価 格指 数 市 街 地価 格 指数

OSKC SWG 大 阪市地 方 交付 税スイッチ モデル内で決定

OSKC YNF 大 阪市市 民所得 大 阪市 民経 済計算

OSKC YWttV 大 阪市 雇 用者報 酬 大阪 市 民経 済計算

OSKP FBFR 大 阪府基 準 財政 収入額 都 道 府 県決 算 状 況調

OSKP FD 大 阪府地 方債 残 高 都 道 府 県決 算 状 況調

OSKP FE 大 阪府 歳 出総額 都 道 府 県決 算 状 況調
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OSKP FEA 大 阪府補 助 費等 都道 府 県決 算状 況調

OSKP FEB 大 阪府 公債 費 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FEH 大阪府人件費 都道府県決算状況調

OSKP FEI 大 阪府普 通 建設 事 業費 都道府県決算状況調

OSKP FEIA 大 阪府普 通 建 設 事 業 費 (補 助 事 業 ) 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FEL 大 阪府貸 付 金 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FEM 大阪府物件費 都道府県決算状況調

OSKP FEMR 大 阪府維 持補修 費 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FEO 大 阪府その他 歳 出 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FES 大阪府扶助費 都道府県決算状況調

OSKP FEttR 大 阪府繰 出金 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FR 大阪 府歳 入総額 都 道 府 県決 算 状 況調

OSKP FRB 大 阪府地 方債 発 行高 都道府県決算状況調

OSKP FRG 大 阪府地 方 交付 税 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FRN 大 阪府 国庫 支 出金 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FRO 大 阪府その他 歳 入 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FRRC 大阪府手数料及び使用料 都道府県決算状況調

OSKP FR丁 大 阪府府 税 収 入 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FRttB 大 阪府事 業税 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FRttC 大阪府地方消費税 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FR丁 IC 大 阪府法 人府 民税 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FR丁 IP 大 阪府個 人府 民税 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP FR丁○ 大 阪府 その他 税 収 都 道 府 県決 算状 況調

OSKP SWG 大阪府地方交付税スイッチ モデル内で決定

(2)外 生変数

ラベル 変数 名 出 所

」PN CU 稼 働 率 経 済 産 業省

」PN GDE 国 内総支 出 (大 阪 除く) 国 民経 済計 算
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」PN HOUR 労 働 時間 毎 月勤労統 計調 査

JPN LttL 所 得税課 税 最 低 限 財 務 省

JPN PGDE 国 内総支 出デフレータ 国 民経 済計 算

JPN POP 人 口 人 口推計

」PN RDC 欠損法 人企 業比 率 税 務 統 計 からみた法 人企 業 の実 態

」PN RFRGC 留保財源率 (市 町村 ) 総務省

JPN RFRGP 留保財源率 (都 道府県 ) 総務省

JPN RGB 10年 物 国債 利 回り(長 期 金 利 ) 日本 銀行

」PN RttC 法 人税率 財務 省

JPN R丁 | 肖費税 率 財務 省

JPN R丁 IL 地 方 消費税 率 総務 省

JPN WPI 企 業物価 指 数 (全 国 ) 日本 銀行

OSK LttL 住民税課税最低限 財務省

OSK POP 大 阪府 人 口 大阪 府 人 口推計

OSK POP1564 大 阪府 15-64歳 人 口 総務 省

OSK POP650V 大 阪府 65歳 以上 人 口 総 務 省

OSK RDEPF 民間企 業 資本ストック減 耗率 国民経済計算

OSK RDEPG 社 会 資本 ストック減耗 率 国 民経 済 計 算

OSK RDEPH 住 宅ストック減 耗 率 国 民経 済 計 算

OSK RYCPV 大阪府 民間 法 人企業 所 得比 率 大阪府民経済計算

OSK SDP 大 阪府実 質統計 上の不 突 合 大阪 府 民経 済計算

OSKC FBFD 大 阪市 基 準 財 政 需要 額 市 町 村 別 決 算 状 況調

OSKC FEA 大阪市補助費等 市 町 村 別 決 算 状 況調

OSKC FEH 大 阪市 人件 費 市 町 村別 決 算 状 況調

OSKC FEIA 大 阪市普 通建 設 事 業 費 (補 助 事 業 ) 市 町 村 別 決 算状 況調

OSKC FE‖ 大 阪市普 通 建設 事 業 費 (単 独 事 業 ) 市 町 村別 決 算状 況調

OSKC FElO 大 阪市 普 通 建設 事 業 費 (そ の他 ) 市 町 村 別決 算 状 況調

OSKC FEL 大 阪市 貸 付 金 市 町 村 別決 算 状 況調

OSKC FEttR 大 阪市繰 出金 市 町 村 別決 算 状 況調
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OSKC FRC 大 阪市 地 方譲 与 税 市 町 村 別 決 算状 況調

OSKC FRttR 大 阪市繰 入金 市 町 村 別 決 算状 況調

OSKC LED 大 阪市市 内就 業者数 大阪市民経済計算

OSKC NGE 大 阪市職 員数 市 町 村 別決 算状 況調

OSKC POP 大 阪市 人 口 総務 省

OSKC RFR丁 IC 法 人市 民税 率 大阪市税務統計

OSKC RLWD 大 阪市市 民対市 内雇 用 者 数 比 率 大阪市 民経 済計 算

OSKC RLlⅣ N 大阪市 対 大 阪府 雇用者 数比 率 大 阪市 民経 済計 算

OSKC RYNF 大阪市対大阪府市民所得比率 大阪市民経済計算

OSKP FBFD 大 阪府基 準 財政 需要 額 都道府県別決算状況調

OSKP FE‖ 大 阪府普 通 建設 事 業 費 (単 独 事 業 ) 都 道 府 県別 決算 状 況調

OSKP FE10 大 阪府普 通 建設 事 業 費 (そ の他 ) 都 道 府 県別 決算 状 況調

OSKP FRC 大阪府地方譲与税 都道府県別決算状況調

OSKP NGE 大 阪府職 員数 都 道 府 県別 決算 状 況調

(注 )制 度改革モデルでは、表中の大阪市の変数 ラベルの OSKCが 大阪市域 中心

業務地区では OSKCAに 、大阪市域周辺地区では OSKCBに置 き換わる。
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